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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000070 220,742 1,468,077 8,128,334 3,634,654 7,572,935 21,024,742

0

0

0

0

0 220,742 1,468,077 8,128,334 3,634,654 7,572,935 0 0 0 0 0 0 21,024,742

情報提供ネットワークシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

より公平・公正な社会保障や税制、また情報化社会の基盤となる番号制度の導入に伴い、複数の機関間の情報を相互に紐付け活用するための情報提供ネットワークシステムの設計及び整備を内閣官房において行うもの。

少子高齢化による労働力人口の減少や、負担と給付の公平性確保等の課題に対して、より公平・公正で国民にとって利便性の高い社会を実現するため、複数の機関において管理している同一人の情報を紐づけし、相互に活用する情報提供
の仕組みを実現する。

社会保障・税番号制度については、平成25年３月１日、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案」及び関係法律案が閣議決定の上、国会に提出され、同年５月24日に可決・成立した。
社会保障・税番号制度の柱の一つとして、「情報連携」の仕組みの構築があり、今後は平成29年１月から国の機関間の連携開始、平成29年７月から地方公共団体等との連携開始に向けて、情報提供ネットワークシステムのシステム開発及び
整備を進める。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成28年度

合計 3,634,654

内閣官房 情報提供ネットワークシステムの開発等に係る費用 一般会計 1,029,654

内閣官房 社会保障・税番号制度システム整備業務経費【事項要求】 一般会計 2,605,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

内閣官房 社会保障改革担当室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01 情報提供ネットワークシステムの設計・開発
総投資額
（千円）

21,024,742
平成27年度投資額

（千円）
3,634,654
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

220,742 220,742

1,387,577 3,860,283 5,247,860

3,936,085 3,936,085

2,217,412 5,328,743 7,546,155

725,387 1,442,886 2,168,273

0

0

0

387,588 558,257 945,845

0

0

80,500 331,966 304,267 243,049 959,782

0 220,742 1,468,077 8,128,334 3,634,654 7,572,935 0 0 0 0 0 0 21,024,742

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現時点においてシステム運用等経費の記入はできないが、国の機関間
の連携開始時期である平成28年度には記入できる見込みである。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000069 24,990 1,917,972 1,725,116 3,263,312 6,931,390

0

0

0

0

0 24,990 0 1,917,972 1,725,116 3,263,312 0 0 0 0 0 0 6,931,390

情報提供等記録開示システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

より公平・公正な社会保障や税制、また情報化社会の基盤となる番号制度の導入に伴い、情報提供ネットワークシステムを通じた個人情報のやり取りを国民が確認できるほか、行政機関からのお知らせを受け取ったり、各種行政手続きを行う
ことが可能な情報提供等記録開示システムの設計及び調達を内閣官房において行うもの。

少子高齢化による労働力人口の減少や、負担と給付の公平性確保等の課題に対して、より公平・公正で国民にとって利便性の高い社会を実現するため、複数の機関において管理している同一人の情報を紐づけし、相互に活用する情報提供
の仕組みが必要であり、IT化を通じ効率的かつ安全に情報提供を行える仕組みにより、国民生活を支える社会的基盤を構築し、ITを活用した国民の利便性の更なる向上を図る。

社会保障・税番号制度については、平成25年３月１日、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案」及び関係法律案が閣議決定の上、国会に提出され、同年５月24日に可決・成立した。
社会保障・税番号制度の柱の一つとして、「情報連携」の仕組みの構築があり、今後は平成29年１月から国の機関間の連携開始、平成29年７月から地方公共団体等との連携開始に向けて、情報提供等記録開示システムのシステム開発を進め
る。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成28年度

合計 1,725,116

内閣官房 情報提供等記録開示システムに係る費用 一般会計 505,116

内閣官房 社会保障・税番号制度システム整備業務経費【事項要求】 一般会計 1,220,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

内閣官房 社会保障改革担当室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-02 情報提供等記録開示システムの設計・開発
総投資額
（千円）

6,931,390
平成27年度投資額

（千円）
1,725,116
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

24,990 24,990

1,861,093 1,861,093

307,506 307,506

1,082,000 2,894,000 3,976,000

170,250 82,690 252,940

0

0

0

138,000 276,000 414,000

0

0

56,879 27,360 10,622 94,861

0 24,990 0 1,917,972 1,725,116 3,263,312 0 0 0 0 0 0 6,931,390

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現時点においてシステム運用等経費の記入はできないが、国の機関間
の連携開始時期である平成28年度には記入できる見込みである。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000070 50,000 454,718 249,725 255,249 1,009,692

A000069 上記に含む 上記に含む 上記に含む 上記に含む 0

0

0

0

0 0 50,000 454,718 249,725 255,249 0 0 0 0 0 0 1,009,692

情報提供ネットワークシステム

情報提供等記録開示システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

より公平・公正な社会保障や税制、また情報化社会の基盤となる番号制度の導入に伴い、複数の機関間の情報を相互に紐付け活用するための情報提供ネットワークシステム及び情報提供ネットワークシステムを通じた個人情報のやり取りを
国民が確認できるほか、行政機関からのお知らせを受け取ったり、各種行政手続きを行うことが可能な情報提供等記録開示システムの設計に係る工程管理支援業務を行うもの。

　情報連携基盤、マイ・ポータル及び特定個人情報保護委員会システムはソフトウエア、ハードウエア、運用など、複数に分割して調達することを想定しているが、個々の受託者の進捗状況を的確かつ画一的な視点で評価するためには品質管
理及びプロジェクトマネジメントに関する高度な専門知識が必要であるほか、受託者間で発生する問題の原因は設計、製造、機器など多岐にわたる場合があり、これらの切り分け及び解決策の検討にはシステム開発全般に関する極めて高度な
専門知識が不可欠であるため、これらを職員のみで行うことは極めて困難であることから、問題等の責任分界及び利害調整を発注者である職員が行うこととし、その判断に必要な評価及び助言を外部専門家に委託することとする。

社会保障・税番号制度については、平成25年３月１日、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案」及び関係法律案が閣議決定の上、国会に提出され、同年５月24日に可決・成立した。
社会保障・税番号制度の柱の一つとして、「情報連携」の仕組みの構築があり、今後は平成29年１月から国の機関間の連携開始、平成29年７月から地方公共団体等との連携開始に向けて、情報提供ネットワークシステム及び情報提供等記録
開示システムのシステム開発の工程管理業務を委託するもの。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 249,725

内閣官房 工程管理支援委託費用 一般会計 249,725

平成27年度政府情報システム投資計画書

内閣官房 社会保障改革担当室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01 工程管理支援業務
総投資額
（千円）

1,009,692 平成27年度投資額
（千円）

249,725
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

50,000 454,718 249,725 255,249 1,009,692

0

0

0

0

0 0 50,000 454,718 249,725 255,249 0 0 0 0 0 0 1,009,692

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

115,318 115,318

0

0

0

0

0 0 0 0 115,318 0 0 0 0 0 0 0 115,318

内閣衛星情報センターOA－ＬＡＮシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「情報収集衛星の導入について」（平成１０年１２月２２日閣議決定）や「宇宙基本計画」（平成２５年１月２５日宇宙開発戦略本部決定）等に基づき、外交・防衛等の安全保障及び大規模災害等への対応等の危機管理のために必要な情報の収集
を行う。

内閣衛星情報センターの職員の文書作成、業務連絡、情報収集を行うシステム

内閣衛星情報センターOA-LANシステムの減耗更新

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 115,318

内閣官房 情報収集衛星業務費 一般会計 115,318

平成27年度政府情報システム投資計画書

内閣官房 内閣情報調査室内閣衛星情報センター 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 内閣衛星情報センターOA-LANシステムの更新
総投資額
（千円）

115,318 平成27年度投資額
（千円）

115,318
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

94,614 94,614

0

0

20,704 20,704

0

0

0

0

0

0 0 0 0 115,318 0 0 0 0 0 0 0 115,318

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

台 平成26年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成31年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度セキュリティの強化 システムの減耗更新に伴い各種セキュリティ機能を追加
ネットワーク機能・データ管理機能・データ連係機能・グループウェア機
能・メッセージ送受信機能・システム運用管理機能・セキュリティ対策機
能・認証機能

認証機能・システム運用管理機能の強化

効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システム更新に伴う運用経費の見直し及びセキュリティ対策の強化 174 172

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的とした投資でないために、業務処理時間の
削減が見込めない

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

端末機器台数 端末機器の台数の合計数 リース経費の減額のための端末機器台数の見直し 820 738

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000265 6,181,185 1,174,161 1,230,478 751,060 1,294,944 987,365 11,619,193

30,878 71,820 102,698

19,510 17,734 37,244

A000438 0

A001082 11,382 55,735 67,117

A001336 9,107 227 7,408 9,393 233 26,368

A001347 0

A015997 0

B000866 4,172 3,692 7,864

8,739 19,622 28,361

A008023 0

A003291 0

A003305 124,371 30,345 86,552 101,008 85,782 428,058

A003501 1,193 1,193

A003637 0

A003855 0

97,263 33,600 130,863

9,990 9,990

B002994 他 29,039 29,039

A007125 他 77,847 9,361 22,600 16,415 126,223

A020179 32,281 57,069 165,154 254,504

A004421 176,580 7,665 80,000 264,245

A003095 53,708 45,800 99,508

A008997 55,661 62,251 117,912

A010095
A010213

371,077 71,085 469,140 409,080 1,320,382

A012341 0

A012547 0

A013191 59,910 14,795 24,788 99,493

A013467 0

A014480 352,011 975,558 249,792 549,408 214,920 2,341,689

7,554,322 2,309,132 2,220,223 2,141,607 1,654,141 1,232,519 0 0 0 0 0 0 17,111,944合計

人事情報処理システム
港湾等事業執行管理プログラム

人事・給与システム

人事給与共済システム

人事、給与、共済情報処理システム

給与・共済事務システム

人事・給与情報システム

人事給与システム　他8

京都労働局庶務システム　他39

国立病院等総合情報ネットワークシステム
（HANSENnet）

文部科学省人事・給与システム

人事給与等業務システム

共通管理事務システム

給与システム

理財局給与計算システム報告書データ管理システム

税関給与システム

国税総合管理システム

給与共済システム

行政総合事務システム

資金前渡官吏システム

金融庁宿舎管理システム

金融庁辞令作成システム

給与計算機

資金前渡官吏事務システム

人事管理システム

人事・給与業務関係情報システム

行政総合事務システム（給与編）（内閣官房）

行政総合事務システム（給与編）（内閣法制局）

行政総合事務システム（給与編）（内閣府）

人事・給与関係業務情報システム（情報管理課）

金融庁給与計算システム

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　人事・給与等業務・システム最適化計画（平成16年2月27日・各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定、最終改定　平成24年1月17日）に基づき、人事・給与等業務の共通化・効率化を図るとともに、システムの運用等に係る政府全体の
経費の最小限化を行う。また同時に、安全性・信頼性の確保及び個人情報の保護を実現する。

　現在各府省等が必要に応じて個別にシステム化を実施している人事・給与等業務について、上記「人事・給与等業務・システム最適化計画」に基づき、各府省が共同で利用する「人事・給与関係業務情報システム」を新たに構築することによ
り、情報システムの統一化・集中化、情報の電子化と処理の自動化等による業務の効率化を目指す。
　人事・給与システムが処理する人事・給与等業務は、各府省等が実施している採用、人事異動、退職、分限、懲戒、昇格・昇給等による俸給決定、扶養手当・住居手当・通勤手当・単身赴任手当等の申請・認定、給与の支給（月次給与計算、
期末・勤勉手当計算、年末調整等）、勤務時間・休暇、人事・給与関係の調査、共済組合の組合員資格及び被扶養者の申告・認定、標準報酬等級の決定などに係る業務である。

　平成26年度末に策定される「人事給与業務効率化に向けた改善計画」に基づく改修、マイナンバー及び年金制度改革等の制度改正に対応するための改修を実施する。

投資開始年度 平成15年度 投資終了年度 平成28年度

合計 1,654,141

防衛省 人事・給与情報システムプロジェクト管理支援役務（その５） 一般会計 214,920

財務省 財務局一般行政に必要な経費 一般会計 1,193

厚生労働省 国立病院等総合情報ネットワークシステム（HANSENnet） 一般会計 57,069

財務省 財政行政情報化推進経費 一般会計 0

財務省 財政行政情報化推進経費 一般会計 85,782

環境省 " 特別会計 3,096

金融庁 金融庁給与計算システム経費 一般会計 233

経済産業省 " 特別会計 12,516

国土交通省 " 特別会計 35,278

厚生労働省 " 特別会計 39,941

農林水産省 " 特別会計 1,811

人事院 人事・給与等に係るシステムの保守・運用に必要な経費 一般会計 1,200,481

財務省 " 特別会計 1,821

平成27年度政府情報システム投資計画書

人事院 職員福祉局電子化推進室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

03-01 人事・給与業務関係情報システムの改修等
総投資額
（千円）

17,111,944 平成27年度投資額
（千円）

1,654,141
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

433,046 70,112 54,667 557,825

208,633 794,850 336,000 1,339,483

4,719,168 856,120 267,664 388,257 1,207,659 987,365 8,426,233

548,625 204,666 444,139 160,717 1,358,147

147,136 147,136

992,346 159,186 821,507 696,760 75,257 181,675 2,926,731

98,045 11,420 8,867 1,600 119,932

553,664 180,708 321,822 245,689 247,201 32,281 1,581,365

795 227 233 233 1,488

0

0

113,375 136,423 250,417 123,791 29,598 653,604

7,554,322 2,309,132 2,220,223 2,141,607 1,654,141 1,232,519 0 0 0 0 0 0 17,111,944

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成19年度 平成22年度 平成28年度

時間 平成19年度 平成22年度 平成28年度

％ - 平成22年度 平成22年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム稼働率
「稼働率」=「実稼動時間」／「予定稼働
時間」×100

当該システムの信頼性・可用性を担保する。 - 99.9

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

（１）各府省等は、個々に整備・運用していた人事・給与等業務に係る既
存のシステムを廃止し、システムを集中的に管理運用する人事・給与情
報システムを導入する。警察庁及び防衛省については、開発したソフト
ウェアを利用し、独自に運用する。
（２）移行するデータの範囲は、費用対効果の観点から、各府省等が人
事・給与等関連業務を行うに当たり必要となる範囲に限定する。
（３）制度改正等による人事・給与情報システムに必要な改修について
は、開発主体及び運用主体が一元的に行う。
（４）既存の情報通信基盤等である省内ＬＡＮ及び霞が関ＷＡＮ等を活用
し、他の府省共通システムと情報連携を図り、業務の効率的な運用を図
る。
（５）ヘルプデスクを設置し問い合わせ手続きを一元化する。
（６）基盤機能及び施設・設備並びにこれらに付随する業務については、
共同利用システム基盤を利用し、可能な限り効率化を図る。

なお、「人事・給与等関係業務・システム最適化計画」については、平成
26年度末に策定された「人事給与業務効率化に向けた改善計画」を踏
まえ、27年中に改定が見込まれている。したがって、本指標について
は、28年度投資計画において改定後の最適化計画の内容と整合を取る
ものとする。

3,634,553 2,371,689

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

（１）各業務において、一度入力された情報の多面的活用（シングルイン
プット・マルチユース）を基本とするため、業務処理に係る様式等の統一
等を図った上で人事・給与等情報を電子化し、業務の自動化を図る。
（２）各府省等が管理していた人事・給与等情報は、集中管理された職
員情報データベースとして運用し、人事管理等の情報と連携した運用を
可能とする。また、各府省等で共通的に利用される俸給月額等の情報
等も一元的に管理する。
（３）府省間で流通する人事・給与等の情報について、データ交換機能を
活用することにより、事務処理の効率化、合理化を図る。
（４）職員情報データベースに登録されているデータを用い、人事・給与
関係の調査に係る事務の簡素化を図る。
（５）人事・給与部門以外の組織等との情報授受事務について、電子
データを活用し、事務処理の効率化、合理化を図る。
（６）証明書類の提出の省略、運用上行っている届出等の廃止を行うこと
で業務処理手続の簡素化を図る。
（７）業務上必要な決裁について、決裁階層を必要最小限度に簡素化す
る。

なお、「人事・給与等関係業務・システム最適化計画」については、平成
26年度末に策定された「人事給与業務効率化に向けた改善計画」を踏
まえ、27年中に改定が見込まれている。したがって、本指標について
は、28年度投資計画において改定後の最適化計画の内容と整合を取る
ものとする。

約39,000,000 約28,500,000

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000520 228,511 231,834 473,147 933,492

0

0

0

0

0 0 0 228,511 231,834 473,147 0 0 0 0 0 0 933,492

総合防災情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　災害発生時には、政府は、災害対策基本法第51条の規定に基づき、災害に関する情報の収集及び伝達に努めることとされている。平成15年3月に「中央防災会議防災情報の共有化に関する専門調査会」においてとりまとめられ、中央防災会
議で決定された「防災情報システム整備の基本方針」では、防災機関が横断的に共有すべき防災情報について、国、地方公共団体等の各機関の情報を共通のシステムに集約し、その情報にいずれからもアクセスできる共通プラットフォームを
構築することとされた。本方針に基づき、平成17年度より情報共有プラットフォームの構築を行い、運用してきたところである。
　平成23年5月には、内閣府が運用してきた地震防災情報システム(DIS)、人工衛星等を活用した早期被害把握システム(RAS)及び防災情報共有プラットフォームの3システムを統合し、総合防災情報システムとして安定した運用を行っているとこ
ろである。本システムは、災害発生時に政府等が被災状況を早期に把握し、迅速・的確な意思決定を支援するため、防災関係機関間で防災情報を地理空間情報として共有することを目的としている。
　なお、本システムの整備・運用は、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」において、「IT利活用による世界一安全で経済的な社会インフラの実現」として宣言されている取組の中核をなすものであり、その推進が強く求められている。

　災害発生時、防災関係機関が保有する災害(風水害・地震・火山等）情報の収集、確認、集約並びに対策の実施に関わる情報について、他機関が保有するシステムとの連携による情報の自動収集や、地理情報システムを活用して共通の地
図に集約することで、情報の統合化、視覚化、防災関係機関間での共有化を図っている。
　具体的には以下の機能を有している。
①地震防災情報システム機能（ＤＩＳ）：最大震度4以上の地震発生時に、建築物の全壊棟数、それに伴う死者数を自動的に推計する
②人工衛星等を活用した早期被害把握機能（ＲＡＳ）：発災前後の人工衛星画像を比較することで、実被害情報を早期に把握する
③防災情報共有プラットフォーム機能（ＰＦ）：自動的あるいは手動により入力された防災情報を地理空間情報により共通の地図に集約し、関係機関で横断的に共有する
　これらの機能により、地震発生直後には、観測震度情報や統計情報等をもとに地震被害を概ね自動的に推計し、被災状況の早期把握を行うほか、被害推計結果に基づき、緊急災害対策本部設置等の判断に活用している。
　また、応急・復旧期には、関係機関により報告される被害報や活動状況等を地図上に重畳し、視覚的に把握させることで、状況の把握支援を行うとともに、関係省庁会議等において情報共有を図っている。

　２．に掲げる政策を実行し、情報の統合化、視覚化、共有化を推進し、共有する災害情報のコンテンツの充実を図る必要性から、関係府省等との連携体制の確立、機能改善等を図るとともに、中央防災会議防災対策推進検討会議等の議論や
ＩＴ新戦略の決定を踏まえ、防災情報の共有化を一層進める。
　具体的には、他省庁の情報システムとの連携強化を図り、災害情報のより迅速な収集を図る。また、総合防災情報システムの一部機器の更新及びシステム本体の更新検討を行う。
　なお、本投資は、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」において、「IT利活用による世界一安全で経済的な社会インフラの実現」として宣言されている取組の中核をなすものであり、実現が強く求められている。平成25年～平成26年にかけては、災害
情報の提供の機能を構築しているところであり、関係機関との情報共有を推進すべく、さらなる検討を行っている。
なお、平成28年度の投資額増加は、総合防災情報システムの次期のシステムの構築を行う予定であることによる。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 231,834

内閣府 総合防災情報システムの整備経費 一般会計 231,834

平成27年度政府情報システム投資計画書

内閣府 政策統括官（防災担当）付参事官（緊急事態対処担当） 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-02
災害管理業務・システムの整備
(総合防災情報システムの整備)

総投資額
（千円）

933,492 平成27年度投資額
（千円）

231,834

11



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

13,997 85,284 99,281

53,939 109,685 91,096 254,720

119,581 26,031 257,946 403,558

0

34,521 7,438 108,910 150,869

2,158 465 5,732 8,355

0

4,315 2,931 9,463 16,709

0

0

0

0

0 0 0 228,511 231,834 473,147 0 0 0 0 0 0 933,492

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

項目 平成25年度 平成26年度 平成29年度

項目 平成25年度 平成26年度 平成29年度

項目 平成25年度 平成26年度 平成29年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成29年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成29年度
迅速かつ的確な意思決
定の支援

　横断的に共有する情報を増やすことで、付加価値のある情報を共
有させ、迅速かつ的確な意思決定を支援する。

18の情報について、横断的情報共有が図られており、これにより迅速か
つ的確な意思決定が行われている。

横断的に共有する情報を増やし、付加価
値のある情報が増えることで、より迅速か
つ的確な意思決定を支援する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　運用等経費については、複数年契約の実施等により、抑制を図る。 261 261

業務処理時間 業務処理時間の削減 本投資は、業務処理時間の削減を目的とした投資ではない。 - -

標準化した防災情報の数
標準化した防災情報としてシステムに搭
載した情報項目の数

　他機関システム連携、民間団体との連携推進、都道府県の防災に関
する情報システムとの連携により、災害情報の電子化、観測情報の標
準化、基礎情報の標準化を行い連携効果（共有効果）を高めて、総合防
災情報システムに搭載する。

31 40

統合化・視覚化・共有化
した情報の数

システム上で統合化・視覚化・共有化さ
れた情報項目の数

　他機関システム連携、民間団体との連携推進、都道府県の防災に関
する情報システムとの連携により、総合防災情報システムの同一の地
図上で統合化・視覚化・共有化される情報数を増加させる。

20 24

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

横断的に共有すべき情
報の数

横断的に共有すべき情報としてシステ
ムに搭載した情報項目の数

　複数の中央省庁において共通して必要とされる情報について、他機関
システム連携、民間団体との連携推進、都道府県の防災に関する情報
システムとの連携により、総合防災情報システムに搭載する。

18 22

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000771 115,560 115,560

0

0

0

0

0 0 0 0 115,560 0 0 0 0 0 0 0 115,560

宮内庁公開システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

本システムは，ホームページ公開業務，参観受付業務，情報公開業務から構成されており，その概要は次のとおり。

（1）ホームページ公開業務：天皇皇后両陛下・皇族方の宮殿・御所などでのご公務や国内各地へのお出まし，外国とのご交際など皇室のさまざまなご活動を中心に紹介する当庁ホームページを公開する業務である。

（２）参観受付業務：皇居，京都御所，仙洞御所，桂離宮，修学院離宮への参観申込を受け付ける業務である。
（３）情報公開業務：行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づき，宮内庁の保有する行政文書の開示請求を，インターネットを通じて受け付ける業務である。

当庁における宮内庁公開システムに係わる現行業務は，ホームページ公開業務，参観受付業務，情報公開業務から構成される。
(1)ホームページ公開業務：天皇皇后両陛下・皇族方の宮殿・御所などでのご公務や国内各地へのお出まし，外国とのご交際など皇室のさまざまなご活動を中心に紹介する当庁ホームページを公開する業務である。当庁ホームページに公開す
るためのコンテンツは，当庁広報担当職員が作成している。
(2)参観受付業務：皇居，京都御所等への参観申込を受け付ける業務である。システム上にて許可通知書の送付や手交，当日参観する参観者リストの印刷，参観の出欠などの実績管理，参観コースや参観時間の設定を行う。
(3)宮内庁の保有する行政文書の開示請求を受け付ける業務。電子的に申請された開示請求を受け付け，請求者へ決定内容を通知する。

政府共通PFへの移行を行い，システムの運用・保守等に係る経費の削減を図る。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 115,560

宮内庁 宮内庁公開システムの政府共通プラットフォームへ移行経費 一般会計 115,560

平成27年度政府情報システム投資計画書

宮内庁 長官官房秘書課調査企画室情報係 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 宮内庁公開システムの政府共通プラットフォームへ移行
総投資額
（千円）

115,560 平成27年度投資額
（千円）

115,560
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

8,640 8,640

17,280 17,280

43,200 43,200

0

17,280 17,280

17,280 17,280

0

11,880 11,880

0

0

0

0

0 0 0 0 115,560 0 0 0 0 0 0 0 115,560

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的としない投資のため,基準値及び目標値等
の設定は行っていない。

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームへの移行を行い，システムの運用・保守等に
係る経費の削減を図る。

50,414 34,731

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A000999 498,470 80,433 578,903

A001004 12,960 12,960

A001015 3,159 3,159

0

0

0 0 0 498,470 96,552 0 0 0 0 0 0 0 595,022

警察情報共有システム（情報管理課）

警察文書伝送システム

ウイルス対策システム（情報管理課）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　行政情報化推進基本計画に基づき、情報の電子化による事務能率の向上及び高度化を推進するための基盤として整備しているが、平成27年度にはメーカ保守が不可能となる見通しであることから、これらのシステムの更新を行い、システム
の安定稼働を図る。また、平成26年度に警察庁ＷＡＮシステムが更新され、仮想化技術により関連するサーバを統合することが可能になったことから、ウイルス対策システムを警察庁ＷＡＮシステムに統合更新する。

　警察庁WANシステムは、警察内部における電子メール、電子掲示板、各種データベースにより職員間の情報共有を行う。また、警察文書伝送システムは、全国警察組織相互間における公文書等の各文書、図面及び電磁的記録の伝送を行
う。ウイルス対策システムは、警察庁ＷＡＮシステム上においてウイルスパターンファイルの一括配信、配信管理等を行う。

　警察庁WANシステム及び警察文書伝送システムは、平成19年度から20年度に整備したものであるが、27年度にはメーカ保守が不可能となる。また、警察庁WANシステムについては、19年度の整備から警察庁の職員が増員され、端末装置が
慢性的に不足しており、警察文書伝送システムについては、20年度の整備から組織改編により端末装置が不足していることから、業務に支障を来している。このため、26年度にこれらのシステムを統合更新し、業務効率の向上及び端末の整備
台数の合理化を行いつつ、システムの安定稼働を図る。
　ウイルス対策システムは、23年度に整備したもので、警察庁WANシステム上においてウイルスパターンファイルの一括配信、配信管理等を行っており、警察庁WANシステムのセキュリティ対策として極めて重要な役割を担っている。全国に配
置されている全ての警察庁WANシステム用端末装置にウイルスパターンファイルの配信を行うため、複数の拠点にサーバを設置しているが、26年度の警察庁WANシステム更新の際、仮想化技術を導入し、関連するサーバの統合が可能となる
ことから、ウイルス対策システムについても、27年度に警察庁WANシステムと統合更新する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 96,552

警察庁 電子計算機運営に必要な経費 一般会計 96,552

平成27年度政府情報システム投資計画書

警察庁 情報通信局情報管理課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-01
警察庁WANシステム及びデジタルイメージ伝送システム

の更新
総投資額
（千円）

595,022 平成27年度投資額
（千円）

96,552
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

6,066 6,066

412,506 14,152 426,658

85,964 2,426 88,390

9,603 9,603

3,033 3,033

58,239 58,239

0

0

0

0

3,033 3,033

0 0 0 498,470 96,552 0 0 0 0 0 0 0 595,022

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成28年度

時間 - - -

％ 平成25年度 平成26年度 平成27年度

箇所 平成20年度 平成26年度 平成26年度

台 平成23年度 平成26年度 平成26年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成26年度

平成25年度 平成26年度 平成26年度

平成25年度 平成26年度 平成26年度

業務継続性の向上
離れた拠点に、データをバックアップすることにより、拠点被災による
データ消失のリスクの低減を図る。

サーバ等の冗長化により、拠点内における耐障害性を図っているが、拠
点被災に対する仕組みについては考慮されていない。

サーバ等の耐障害性を確保するとともに、
遠隔データバックアップの仕組みを導入す
ることにより、拠点災害の際のデータ消失
のリスクの低減を図るとともに、業務を再
開するまでの時間の短縮を図る。

定期点検等による利用者
への影響の最小化

定期点検等の実施方法を工夫することで、システムの利用停止等、
利用者への影響を少なくする。

定期点検等において、サーバ等を停止した場合、そのサーバで提供して
いる機能を利用できない等利用者に影響を与えている。

定期点検等の実施にあたり、仮想サーバ
の機能等を利用することにより、利用者に
与える影響を少なくする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

セキュリティ向上
端末の生体認証精度を向上させることにより、代替認証利用者の削
減を図る。

生体認証機能が利用できない利用者が存在し、代替認証を利用する利
用者が存在する。

代替認証の利用者を削減し、セキュリティ
の向上を図る。

サーバ設置拠点数 サーバの整備拠点数

サーバの設置拠点を集約して、サーバ設置及び運用に係る合理化を図
る。また、メールサーバは２拠点に配置してデータを同期させ、ファイル
サーバは設置拠点間でバックアップをとることにより、拠点災害時の業
務継続の仕組みを導入する。

72 22

端末整備台数 端末の整備台数 システムの統合・更新を行うことで、端末の整備台数の削減を図る。 9,720 9,364

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、システムを統合・更新するためのもので、業務処理時
間の削減を目的としない施策であり、基準値及び目標値等の設定はし
ていない。

- -

システム稼働率
年間稼働率
（1－システム停止時間/予定稼働時間）
*100

可用性を確保するため、メール・掲示板機能に係るシステム稼働率を適
切に確保する。

99.99 99.99

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

情報セキュリティ対策及び災害対策の強化を行いつつ、端末装置の削
減、サーバ設置拠点の削減を行い運用経費削減を図る。
※システムにより整備年度が異なるため、各システムごとに運用経費
（リースアウト前）が平準化された年度の経費を計上し基準値としてい
る。（平成22年度～平成25年度）

1,132 1,321

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001211 507,933 14,548 413,023 188,755 227,300 1,351,559

0

0

0

0

507,933 14,548 413,023 188,755 227,300 0 0 0 0 0 0 0 1,351,559

金融庁業務支援統合システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「今後の行政改革の方針（平成16年12月24日閣議決定）」において、各府省は、業務・システムの最適化計画を平成17年度末までのできる限り早期に策定するとともに、当該計画に基づき、可能な限り早期に最適化を実施し、業務処理時間や
経費の削減などの効果を上げることとされたところ。
これを受け、当庁は金融検査・監督・証券取引等監視等の業務について、「金融検査及び監督並びに証券取引等監視等業務に関する業務・システム最適化計画」（平成18年３月28日金融庁行政情報化推進委員会決定、平成20年８月７日一部
改定、平成23年５月16日一部改定）（以下「本計画」という。）を策定した。
本計画の狙いは、金融・証券市場の環境変化に迅速かつ柔軟に対応するために、業務・システムを見直し、ＩＴ（情報技術）を活用して関連部局間での情報連携を強化するなどにより、業務の一層の効率化を推進することにある。
具体的には、情報の利用を高度化する仕組みとして金融庁業務支援統合システム（以下「統合システム」という。）を構築し、金融検査・監督・証券取引等監視等の３業務のデータベースの統合等を行い、関係部局間において情報の適時利用や
情報連携の強化を行うこと等により、業務効率の向上を図ることとしている。

１．金融検査に関する業務（検査企画業務、検査業務、審査業務、研修業務）、２．金融監督に関する業務（許認可等業務、モニタリング業務、行政処分等業務、照会対応業務、危機対応業務、制度企画業務）、３．証券取引等監視等に関する業
務（証券検査に関する業務、取引調査業務、開示検査業務、犯則事件の調査に関する業務）等の一連の業務を支援する。

統合システムは、平成21年度から開発を行っており、個々に存在する旧システムを統廃合し、統合システムとして再構築し、平成27年度から全面稼動するところ。
例年、旧システムにおいて、法令改正等に伴う様式変更対応を行っており、平成27年度においては、二重投資にならないよう配慮し、統合システムにおける決算状況表変更対応、リスク計表変更対応等を行う。
また、本計画の策定から９年程の期間が経過している現状下、金融・証券市場を巡る環境は、当時と比較して著しく変化しているのが実情であり、当時想定していなかった問題に対応するためのシステム構築の検討も実施する必要がある。
具体的には、主に、①決算状況表、決算速報、日計表及びリスク計表の様式改正、②第一種少額電子募集取扱業者及び第二種少額電子募集取扱業者への対応、③第一種金融商品取引業者に係る事業年度規制の撤廃に伴うシステム改修、
④決算情報等集計機能の追加開発、⑤大量データ分析機能を含む取引審査機能の高度化、⑥次期arrowheadマイクロ秒対応、⑦システム性能改善等に係る対応を実施する。

投資開始年度 平成21年度 投資終了年度 平成27年度

合計 227,300

金融庁 金融庁業務支援統合システム 一般会計 227,300

平成27年度政府情報システム投資計画書

金融庁 総務企画局総務課情報化統括室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

09-01 金融庁業務支援統合システムの設計・開発
総投資額
（千円）

1,351,559 平成27年度投資額
（千円）

227,300
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

195,300 75,921 62,290 75,009 408,520

260,400 88,576 73,614 88,647 511,237

0

4,935 118,264 41,526 50,006 214,731

107,582 11,325 13,638 132,545

0

47,298 14,548 22,680 84,526

0

0

0

0

507,933 14,548 413,023 188,755 227,300 0 0 0 0 0 0 0 1,351,559

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成20年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成20年度 平成26年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成20年度 平成26年度 平成27年度

平成20年度 平成26年度 平成27年度

平成20年度 平成26年度 平成27年度

平成20年度 平成26年度 平成27年度

平成20年度 平成27年度 平成27年度
「金融庁業務支援統合シ
ステム」の構築

柔軟性の高いシステムアーキテクチャにより現行システムを統合・再
構築することで、金融・証券市場の変化に柔軟かつ即時に対応する
ことを可能とするとともに、適切なアクセス管理による強固なセキュリ
ティ確保を図る。

金融検査監督データシステム、金融庁統合モニタリング・分析システム
及び証券総合システムが個々に存在し、それぞれ改修を行っている。

現行システムを統合・再構築することで、
金融・証券市場の変化に柔軟かつ即時に
対応することを可能とするとともに、適切な
アクセス管理による強固なセキュリティ確
保を図る。

情報交換の効率化
金融機関等の情報の検索・閲覧について、適切なセキュリティ管理
のもとで、円滑に行う仕組みを構築する。

検査局及び財務局等の間において照会事項や指導事例等に関する情
報交換をする場合には、ライブラリや金融検査監督データシステムに電
子的に保管されている情報を紙に出力し、郵送やＦＡＸで送付している。

適切なアクセス権限の管理のもとで、監督
部局と検査部局、当庁と財務局、当庁と検
査現場を跨いだ情報の利用により、情報
交換の効率化・迅速化を可能とするよう
に、システムを構築する。

分析支援等の情報システ
ム機能の整備

金融・証券市場を取り巻く状況に対応した分析・検証を行うための機
能の整備を図る。

金融・証券市場を取り巻く状況に対応した分析・検証を行うための機能
について、より一層整備する必要。

金融・証券市場を取り巻く状況に対応した
分析・検証を行うための機能を整備し、分
析能力の向上や水準の確保が可能となる
ように、システムを構築する。

金融機関等からの情報
受領方法の高度化

情報の受領を電子的に行うことにより、業務の効率性及び情報伝達
の安全性の向上を図る。

金融機関等からの情報の受領については、これまで書面、CD又はメー
ル等により提出している。

金融機関等からの情報の受領を電子的に
行うこと等ができるように、システムを構築
する。

情報の蓄積による情報利
用の高度化

情報をデータベースに蓄積して検索性を高め、業務の実効性・効率
性の向上等を図る。

同一金融機関の情報を検索するためには、各システムにログインし、そ
れぞれ検索することが必要。

業務上必要な情報をひとつのデータベー
スに蓄積し、検索性を高めることにより、業
務の実効性・効率性を向上させるように、
システムを構築する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本取組みにより業務改善を実施することで、担当職員の対象業務の処
理に係る時間の削減を図る。

171,880 96,256

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
運用管理等の一元化を図ることにより
削減される年間経費

現行システムのハード及びネットワークについて、運用管理の一元化及
びヘルプデスクサービスの統合化を図る。

548 451

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

20,414 7,067 83,029 210,100 95,900 416,510

0

0

0

0

20,414 7,067 83,029 210,100 95,900 0 0 0 0 0 0 0 416,510

有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム
（EDINET）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

①EDINETに係る政府共通プラットフォーム（以下「PF｣という。）への移行の是非を判断するため、PFに移行する場合の条件、課題等について、外部の専門業者に検討を委託する。
②金融庁は、EDINETに係るシステム更改（平成30年度以降を予定）に向けて、平成26年度に、開示情報利用者の利便性向上及びシステム開発・運用経費削減の方策に係る検討等を行い、平成27年度には、PFへの移行に係る可否を判断する
こととしている。金融庁は、これらの結果を踏まえて、EDINETの更改に係る仕様書を作成する予定であるため、その作成支援を外部の専門業者に委託する。
③開示制度の改正に伴うEDINETの仕様変更に対応するための改修等を行う。
④金融庁が、開示書類の記載内容の分析や審査を効率的かつ効果的に実施するため、EDINETの更改に向け、開示情報データベース（過去の開示事例や財務データ）の利用権を取得する。

　EDINETは、有価証券報告書、有価証券届出書等の開示書類について、提出から公衆縦覧に至るまでの一連の手続を電子化することにより、提出者の事務負担の軽減や投資家等の企業情報等へのアクセスの平等・迅速化を図り、もって証
券市場の公平性・効率性を高めること等を目的として開発されたシステムであり、提出機能、縦覧機能及び職員機能（審査、システム管理等）の３つの機能に分けられる。

①政府の情報システムについては、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年６月14日閣議決定）を受け、政府共通プラットフォーム（以下「PF」という。※）への移行を加速することとされている。
（※）　各府省が別々に整備・運用している情報システムについて、情報システム全体の運用コストの削減、セキュリティの強化を図ることを目的として、統合・集約化を図るもの。
EDINETについても、平成30年度以降に予定しているシステムの更改に向けて、PFへの移行の是非を判断するため、PFに移行する場合の条件、課題等について、外部の専門業者に検討を委託する。
②EDINETに係るシステム更改（平成30年度以降を予定）に向けて、平成26年度に、開示情報利用者の利便性向上及びシステム開発・運用経費削減の方策に係る検討等を行い、平成27年度には、PFへの移行に係る可否を判断することとして
いる。金融庁は、これらの結果を踏まえて、EDINETの更改に係る仕様書を作成する予定であるため、その作成支援を外部の専門業者に委託する。
③開示制度の改正に伴うEDINETの仕様変更に対応するための改修等を行う。
④金融庁が、開示書類の記載内容の分析や審査を効率的かつ効果的に実施するため、EDINETの更改に向け、開示情報データベース（過去の開示事例や財務データ）の利用権を取得する。

投資開始年度 平成22年度 投資終了年度 平成27年度

合計 95,900

金融庁 制度改正対応経費 一般会計 13,145

金融庁 開示情報データベース利用権取得経費 一般会計 4,860

金融庁 政府共通プラットフォームへの移行に係る検討経費 一般会計 29,160

金融庁 現行システムの更改に係る仕様書作成支援業務 一般会計 48,735

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

10-01
EDINETシステム整備経費（政府共通プラットフォームへの移行に
係る検討経費、現行システムの更改に係る仕様書作成支援業
務、制度改正対応経費、開示情報データベース利用権取得経費）

総投資額
（千円）

416,510 平成27年度投資額
（千円）

95,900

平成27年度政府情報システム投資計画書

金融庁 総務企画局企業開示課 新規/継続 継続
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

28,337 82,755 111,092

19,588 34,325 53,913

30,637 82,065 112,702

0

19,300 33,551 52,851

2,766 5,807 8,573

6,459 855 7,314

11,274 11,274

0

0

0

20,414 7,067 4,279 13,886 13,145 58,791

20,414 7,067 83,029 210,100 95,900 0 0 0 0 0 0 0 416,510

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成26年度 平成26年度

百万円 平成24年度 平成26年度 平成26年度

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度
平成27年度

（時期は未定）
平成27年度

（時期は未定）
現行システムの更改に係る仕
様書作成支援業務

EDINETに係るシステム更改（平成30年度以降を予定）に向けて、平成26年度
に、開示情報利用者の利便性向上及びシステム開発・運用経費削減の方策に
係る検討等を行い、平成27年度には、PFへの移行に係る可否を判断することと
している。金融庁は、これらの結果を踏まえて、EDINETの更改に係る仕様書を
作成する予定であるため、その作成支援を外部の専門業者に委託するものであ
る。

開示情報利用者の利便性向上及びシステム開発・運用経費削減の方策に係る検討
等を行っている。

EDINETの更改に係る仕様書作成支援を外部の専
門業者に委託する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

申請等受付システム単位
の費用対効果

オンライン申請を受け付けることによる
効果

「新たなオンライン利用に関する計画」（平成23年８月、IT戦略本部決定に基づき、本
システムの費用対効果を試算したところ、オンライン申請等を受け付けるための費用
を、申請等を受け付けることによる効果が上回っているという結果が得られており、シ
ステム改修後も当該費用対効果を維持する。（基準値及び目標値は、オンライン申
請等を受け付けることによる効果の金額を記載している。）

955 955

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的としない投資であるため、業務処理時時間の削減は見
込まれない。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

平成25年９月に新EDINETへ移行したことに伴い、システム運用経費に
ついて、最適化計画で定めた年間約1.6億円（平成26年度以降の４年間
で約6.4億円）の削減を達成する見込み。

833 568

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001325 11,536 114,733 52,064 6,618 6,618 6,618 198,187

0

0

0

0

0 0 0 11,536 114,733 52,064 6,618 6,618 6,618 0 0 0 198,187

公認会計士試験システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

公認会計士試験システム（以下「本システム」という）は、公認会計士試験に関し、出願管理から合格発表までの一連の業務支援、迅速な試験結果の公表や多角的なデータ分析のための帳票作成等を行うシステムであり、本システムにより、受
験者等への効果的な情報開示や事務局の作業負担軽減が図られている。

公認会計士試験に関し、主な機能は以下のとおり。
①受験願書データの登録・管理
②免除申請データの登録・管理
③短答式及び論文式試験実施に係る準備の支援（受験者の出欠表出力等）
④短答式及び論文式試験の採点処理の支援（合格通知、成績通知等を含む）
⑤短答式及び論文式試験結果等の分析の支援（合否判定の審議等に活用）

公認会計士・監査審査会事務局においては、公認会計士試験の事務の遂行の効率化及び受験者等への情報提供の充実を目的として本システムの管理・運用を行っているところ。
本件は、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）を受け、本システムの政府共通プラットフォームへの移行を行うものである。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成31年度

合計 114,733

金融庁 （小事項）公認会計士試験システム（少々事項）運用経費（次期・特殊要因） 一般会計 9,203

金融庁 （小事項）公認会計士試験システム（少々事項）運用経費（次期） 一般会計 105,530

平成27年度政府情報システム投資計画書

金融庁 公認会計士・監査審査会事務局 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-08
公認会計士試験システムの政府共通プラットフォームへ

の移行
総投資額
（千円）

198,187 平成27年度投資額
（千円）

114,733
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

11,536 0 0 0 0 0 11,536

0 16,038 0 0 0 0 16,038

0 55,134 0 0 0 0 55,134

0 0 0 0 0 0 0

0 18,772 22,126 0 0 0 40,898

0 0 12,459 0 0 0 12,459

0 0 0 0 0 0 0

0 24,789 10,861 0 0 0 35,650

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 6,618 6,618 6,618 6,618 26,472

0 0 0 11,536 114,733 52,064 6,618 6,618 6,618 0 0 0 198,187

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成28年度 平成29年度

時間 － － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資計画については、本システムの政府共通プラットフォームへの
移行を行うものであり、業務の効率化を目的としたものではないことか
ら、業務処理時間の削減効果は見込まれない。

－ －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

原則、ハードウェア、ソフトウェアを政府共通プラットフォームに統合す
る。また、政府共通プラットフォームから受けられる運用支援に関する
サービスについても可能な限り活用する。

32,380 22,322

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001897 539,941 693,907 404,921 238,320 184,050 238,311 2,299,450

A000391 5,400 5,400

A001484 1,793 1,793

－ 1,460 1,460

0

539,941 693,907 406,714 243,720 185,510 238,311 0 0 0 0 0 0 2,308,103

電子調達システム

内閣府電子入札開札システム

電子入札システム

未整備のためシステム名なし（警察庁）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　政府調達（公共事業を除く）手続の電子化の推進・実現を図る一環として、役務、物品等の調達に係る国の内部手続を原則電子化し、事業者が入札に参加しやすい環境の提供を行うとともに、事務処理の迅速化・合理化を図るため、電子調達
システム（府省共通）のシステム改修を行う。

政府調達業務（公共事業を除く）において、調達実施申請から、電子入札、電子契約、検査検収、請求等事務の電子化及び調達に関する統計の出力を行う。

各府省個別に構築された電子入札システムの府省共通化を図るとともに、契約締結に係る事務手続きを電子化するシステムを開発する。
システム開発等に当たっては、｢新たな情報通信技術戦略｣(平成22年5月11日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定)、｢旅費業務等の抜本的効率化について｣(平成22年8月6日CIO連絡会議申合せ)の政府方針に基づき、｢政府共
通プラットフォーム｣上での運用を前提にシステム開発等を行う。

投資開始年度 平成17年度 投資終了年度 平成28年度

合計 185,510

警察庁 電子計算機運営に必要な経費 一般会計 1,460

経済産業省 事務取り扱いに必要な経費 特許特別会計 683

国土交通省 業務取り扱いに必要な経費 自動車安全特別会計 4,003

農林水産省
食料の需給及び価格の安定のために行う事業に必要な経費、土地改良事業工事諸費に必要な経
費

食料安定供給特別会計 435

経済産業省 事務取り扱いに必要な経費 エネルギー対策特別会計 38

厚生労働省 業務取り扱いに必要な経費 労働保険特別会計 6,768

厚生労働省 業務取り扱いに必要な経費 年金特別会計 141

財務省 事務取り扱いに必要な経費 財政投融資特別会計 70

財務省 事務取り扱いに必要な経費 外国為替資金特別会計 9

総務省 電子政府・電子自治体の推進に必要な経費 一般会計 171,902

財務省 事務取り扱いに必要な経費 地震再保険特別会計 1

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 情報流通行政局情報流通振興課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

05-01 電子調達システムの改修
総投資額
（千円）

2,308,103 平成27年度投資額
（千円）

185,510
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

299,999 299,999

209,786 267,623 21,926 93,945 72,513 93,895 759,688

357,386 9,978 46,653 51,538 46,709 512,264

1,460 1,460

305,145 97,722 59,999 97,707 560,573

1,793 5,400 7,193

0

30,156 67,872 67,872 165,900

1,026 1,026

0

0

0

539,941 693,907 406,714 243,720 185,510 238,311 0 0 0 0 0 0 2,308,103

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成25年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成25年度 平成28年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成30年度

％ 平成24年度 平成25年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

電子調達システム民側利
用率

電子入札の割合
電子調達システムによる入札・契約の電子化推進により、民側において
も、移動に係る経費の削減、業務の簡素化による業務削減効果が見込
まれる。

0 60

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

調達事務の電子化による業務処理時間の削減 387,119 173,744

事務用消耗品の調達コ
スト削減

中央府省の事務用消耗品の落札額
一括調達支援機能の開発により、中央府省の事務用消耗品の調達コス
トを削減する。（一括調達の対象範囲の見直し等により、より一層の削
減の可能性もある。）

293 253

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子入札システムの統合による運用経費の削減 763 638

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001886 61,685 194786 256,471

0

0

0

0

0 0 0 61,685 194,786 0 0 0 0 0 0 0 256,471

調達総合情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

政府調達（公共事業を除く）手続の電子化に係る取組みの一環として、政府内における調達情報の一元提供や入札参加資格審査の統一を図り、入札参加企業の利便性の向上及び負担軽減並びに行政事務の効率化を目的として、物品・役務
等の入札参加資格について全省庁統一参加資格審査を実施する。

政府調達（公共事業を除く）手続きについて、全省庁統一資格の審査・結果通知書の発行・有資格者名簿の管理及び入札公告・落札公告等の調達情報の公開を行っている。

物品・役務等の入札参加資格について全省庁統一参加資格審査の実施及び調達情報の提供を行う調達総合情報システムについて、政府共通プラットフォームへの移行を行う。
また、マイナンバー法の成立を受け、平成27年10月から通知・公表される法人番号を利活用した企業の基本情報（商号等）、資格審査情報（登記情報、資格の種類・等級等）を一元的に管理・情報共有するための機能等の開発・試行等を行う。

投資開始年度 平成22年度 投資終了年度 平成27年度

合計 194,786

総務省 情報通信技術の利活用高度化に必要な経費 一般会計 194,786

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 情報流通行政局情報流通振興課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

10-01 調達総合情報システムの政府共通プラットフォーム移行
総投資額
（千円）

256,471 平成27年度投資額
（千円）

194,786
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

21,799 76,159 97,958

19,985 52,168 72,153

0

19,901 49,734 69,635

3,529 3,529

0

0

0

0

0

13,196 13,196

0 0 0 61,685 194,786 0 0 0 0 0 0 0 256,471

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 - - -

時間 平成27年度 平成27年度 平成31年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的とした投資ではない。 - -

申請者の利便性向上 申請情報入力時間

法人番号の入力により法人情報を初期表示させることによる入力項目
の削減
計測値が存在しないため、全項目の入力時間を同一として試算した数
値
　　項目数　　×　　入力時間　×　電子申請者数（３年間）

20,677 19,086

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームへの移行に伴う運用経費の削減
※目標値のうちシステム運用経費、アプリケーション保守経費は検討中
のため、基準年度と同額を計上している。

73 78

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

一般会計

一般会計

一般会計

特別会計

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

　政府共通プラットフォームは、「デジタル新時代に向けた新たな戦略～三か年緊急プラン～」（平成21年４月９日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）の“霞が関クラウド”構想を具体化したものであり、クラウド技術を活用しつつ各
府省別々に構築・運用している政府情報システムの統合・集約化を進め、政府情報システム全体の運用コストの削減等を図る取組である。
　また、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年６月14日閣議決定及びIT総合戦略本部決定）及びその工程表（平成25年６月14日同本部決定）に基づき、同戦略に位置付けられた「国・地方を通じた行政情報システムの改革」を実現するた
め、重複する情報システムやネットワークの統廃合、必要性の乏しい情報システムの見直しを進めるとともに、同プラットフォーム」への移行を加速し、政府情報システム全体の運用コストの削減等を図る。

　ＩＴリソースの効率的な利用を可能とするサーバの仮想化技術等を活用し、政府情報システムの統合・集約化や、共通的な機能の一元的提供に関する様々なサービスを提供することにより、政府情報システムの標準化・共通化を図りつつ、そ
の開発・管理・運用の効率化の推進、ITリソースの効率的配分や質の向上及び政府情報システムの安全性・信頼性の向上を図り、政府のITガバナンスを支える基盤としての役割を果たす。
　具体的には、各府省別々に構築・運用している政府情報システムの統廃合を進め、政府共通プラットフォームに移行することにより、仮想化技術を活用した複数システムでのハードウェアの共用、OS・ミドルウェア等の基盤ソフトウェアの共通
化、運用監視の一元化等を図るとともに、基盤システムとして共通機能の一元的な提供等を行う。

　政府情報システム改革の実現を要する初期投資のうち、政府共通プラットフォームへの統合・集約化を実現するため、各府省の情報システムにおいて、移行に必要となる移行性能等調査、設計・開発、テスト及びデータ移行を行う。

環境省 大気環境監視システム整備経費 一般会計 26,032

合計 5,175,676

環境省 地方環境事務所電子政府システム維持管理更新費 一般会計 17,530

環境省 外来生物飼養等情報データベースシステム運用費 一般会計 9,758

環境省 平成27年度低炭素社会づくり推進事業委託業務（の内の一部） 10,000

環境省 政府共通プラットフォームへの移行 一般会計 29,884

環境省 産業廃棄物行政情報システム構築事業費 一般会計 76,402

環境省 化学物質安全性情報統合データベースの開発運用事業 一般会計 606

環境省 クリアランス物情報管理システム整備費 一般会計 17,107

環境省 政府共通プラットフォーム移行に係るシステム改修 一般会計 3,900

国土交通省 電子契約システム整備等経費 一般会計 114,476

環境省 環境省建設工事競争入札参加資格審査システムの移行開発経費 一般会計 75,686

国土交通省 船舶交通安全及海上治安対策費 一般会計 9,397

国土交通省 国土交通本省一般行政に必要な経費 一般会計 2,800

国土交通省 技術研究開発推進費 一般会計 1,000

国土交通省 技術研究開発推進費 50

国土交通省
不動産市場整備等推進費＿不動産市場の環境整備等の推進に必要な経費＿不動産の鑑定評価
に関する法律施行等経費＿登録監督等関係経費

一般会計 1,000

国土交通省 海事情報管理システムの移行に必要な経費 一般会計 2,916

国土交通省 建設事業予算執行管理システム移行開発経費 一般会計 983,773

国土交通省 電子政府実現のためのシステム経費 一般会計 21,600

農林水産省 京都農林水産総合庁舎入退館サーバ等更新工事 一般会計 6,277

経済産業省 成果重視事業電子経済産業省構築事業庁費 55,436

農林水産省 わがマチ・わがムラ情報提供システム経費 一般会計 24,494

農林水産省 食糧の需給及び価格の安定のために行う事業に必要な経費 特別会計 26,374

厚生労働省 診療報酬情報提供サービスの機器更改に必要な経費 一般会計 56,771

農林水産省 農林水産統計システム整備費 一般会計 53,004

厚生労働省 業務取扱いに必要な経費 特別会計 28,393

厚生労働省 資料整備諸費（画像情報検索システム） 一般会計 81,136

厚生労働省 感染症発生動向調査費 一般会計 28,716

厚生労働省 動物由来感染症対策費 一般会計 79,164

厚生労働省 電子政府実現のための基盤整備 一般会計 21,947

厚生労働省 （項）健康増進対策費 一般会計 9,882

厚生労働省 総合的文書管理システム等関係経費 一般会計 41,585

厚生労働省 電子計算機等関係経費 一般会計 135,004

外務省 外交運営の充実に必要な経費 一般会計 219,792

文部科学省 政府共通プラットフォーム移行経費 一般会計 92,340

外務省 会計システムの統廃合による政府共通ＰＦへの移行 一般会計 637,262

外務省 政府共通プラットホーム施設利用 一般会計 49,509

外務省 幹部出退情報表示システム移行経費 一般会計 1,640

外務省 図書館業務管理システムの統合及びPF移行 一般会計 12,982

総務省 小売物価統計調査システム更改工程管理支援経費 一般会計 21,384

総務省 消防庁所管情報システムの最適化に要する経費 一般会計 89,158

総務省 調査区地図閲覧・利用システムの更改 一般会計 13,202

総務省 小売物価統計調査システム更改経費 一般会計 46,868

総務省 政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステムの更新に要する経費 一般会計 10,602

総務省 報通信技術の利活用高度化に必要な経費 一般会計 67,000

総務省 地方行税政統計等に要する経費 一般会計 36,396

総務省 合併デジタルアーカイブの政府共通プラットフォーム移行 一般会計 1,539

総務省 総務省図書館情報管理システムの開発経費 一般会計 4,058

総務省 恩給事務総合システムの政府共通プラットフォームへの移行に必要な経費 一般会計 564,813

金融庁 （小事項）公認会計士試験システム経費（少々事項）運用経費（次期） 一般会計 105,530

総務省 電子政府・電子自治体の推進に必要な経費 一般会計 9,596

金融庁 金融庁ウェブサイトシステム経費 1,505

金融庁 （小事項）公認会計士試験システム経費（少々事項）運用経費（次期・特殊要因） 一般会計 9,203

内閣府 政府共通プラットフォーム移行のための調査支援経費 一般会計 9,072

宮内庁 宮内庁公開システム（ホームページ，情報公開システム，参観受付システム）の政府共通PF移行に必要な経費 一般会計 115,560

総務省 政府情報システム刷新のためのクラウド基盤の整備等経費（政府共通プラットフォーム） 一般会計 1,001,702

内閣官房 政府共通プラットフォーム移行経費 一般会計 2,863

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

11-01 政府共通プラットフォームの整備
総投資額
（千円）

39,711,314 平成27年度投資額
（千円）

5,175,676

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局政府共通システム基盤センター 新規/継続 継続
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４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001624 36,750 73,500 1,024,000 784,724 2,000,000 3,918,974

A001624 74,925 756,554 216,978 677,598 727,781 735,606 426,495 209,335 176,076 62,605 4,063,953

A001624 28,177 184,035 212,212

A001624 625,000 625,000

A001598 2,863 2,863

A015698 126,029 126,029

A000210 0

A000232 2,901 2,454 5,355

A000265 777,409 208,030 985,439

A000346 1,131 154 1,285

A000483 15,108 15,108

A000645 9,072 53,514 62,586

A000678 3,240 3,240

A016518 227,137 227,137

A000771 115,560 115,560

A000793 30,240 30,240

A016231 8,210 8,210

A016275 31,361 31,361

A000818 24,149 24,149

A001048 47,440 47,440

A001060 202 202

A001093 15,786 15,786

A001107 16,061 16,061

A001196 7,452 1,505 70,373 79,330

A001200 160,737 160,737

A001211 7,600 29,891 938,074 975,565

A001325 11,536 114,733 52,064 6,618 6,618 6,618 198,187

A001347 6,374 6,374

A001369 1,455 1,455

A001381 3,149 3,149

A001406 7,700 73,440 81,140

A001417 5,022 5,022

A001440 3,050 3,050

A001495 4,058 4,058

A001543 76,140 76,140

A001565 21,600 10,800 43,200 75,600

A001576 564,813 564,813

A001613 40,599 40,599

A001635 380,100 130,680 510,780

A001646 177,324 116,676 294,000

A001668 63,432 63,000 126,432

A001679 17,769 17,769

A001705 800 9,596 9,596 9,596 8,796 38,384

A001749 23,742 23,742

A001750 23,742 23,742

A001761 1,692 4,732 6,424

A001772 30,628 30,628

A001794 36,396 36,396

A001808 1,539 1,539

A001820 78,270 10,602 88,872

A001831 72,064 72,064

A001875 51,400 32,185 89,668 173,253

A001886 2,894 67,000 69,894

A001923 3,990 16,544 20,534

A002005 6,648 6,648

A002027 3,786 3,786

A002038 13,202 5,872 19,074

A002049 68,252 28,959 97,211

A002061 4,566 4,566

A002072 4,566 4,566

A002120 40,770 40,770

A002278 67,248 89,158 156,406

A016149 1,542 1,542

A002430 16,021 16,021

A002441 6,450 6,450

A002474 217,220 217,220

A002485 44,150 44,150

A002500 829 829

A002566 28,210 28,210

A002577 4,666 4,666

A002588 6,853 6,853

A002599 11,197 11,197

A002603 884 884

A002614 24,582 24,582

A002625 4,771 4,771

A002658 19,254 19,254

A002670 202,055 86,594 288,649

A015517 26,025 26,025

A007929 0

A007930 0

A007941 0

A007963 0

A007985 25,850 25,850

A007996 14,980 14,980

A008001 856 856

A008023 1,254 1,254

A008104 1,020 1,020

A008126 6,195 373,115 379,310

A008137 27,232 27,232

A008148 53,004 64,800 117,804

A008171 24,494 24,494

A008182 11,944 9,973 21,917

A008193 54,600 21,441 2,142 2,142 80,325

A008207 1,132 1,132

A008218 1,142 1,142

A008229 1,142 1,142

A008252 1,132 1,132

A008263 1,142 1,142

A008274 180,391 180,391

A008311 11,550 110,682 122,232

A008344 725 725

A008403 10,799 10,799

A008414 4,725 4,725

A008458 14,266 26,374 78,322 131,836 250,798

A008469 15,000 15,000

A008470 79,500 79,500

A008481 31,424 31,424

A008506 3,003 3,003

A008528 34,047 31,505 65,552

A008539 61,080 160,875 221,955

A008540 10,000 5,000 15,000

A008609 1,134 1,134

A008724 55,000 100,000 155,000

A008827 1,481 1,481

A008872 6,277 6,277

A008883 1,990 1,990

A016736 3,514 3,514

A003361 3,466 3,466

A003372 4,622 4,622

A003383 28,873 28,873

A003408 2,818 2,818

A003442 58,921 58,921

A003615 123,863 123,863

A003800 57,316 57,316

A003925 8,066 8,066

財務省本庁舎及び中央合同庁舎第４号館共用会議室予約システム

財務局ホームページ
税関情報総合提供システム
共同利用電算機システム
国税庁ホームページ

京都農林水産総合庁舎入退館管理システム
岡山第2合同庁舎入退館ゲート管理システム
経営改善実践システム
健康管理システム
入庁者受付システム
国家公務員カード等及び入退館管理システム

農林水産省電子入札システム
農業農村整備事業総合支援システム
農業水利ストック情報データベースシステム
農林水産研究動向検索システム
国有林野情報管理システム
名古屋農林総合庁舎入退館管理システム

飼料業者情報共有システム
政府所有米麦情報管理システム
畜産物価格算定に係るデータ算出及び食肉取引情報提供システム

飼料生産型酪農経営支援事業情報管理システム
経営所得安定対策情報管理システム
農業共済再保険事務処理システム

副作用報告システム
薬事法電子台帳システム
植物防疫所行政情報システム
動物検疫システム
統計情報検索システム
相談情報受付情報ネットワークシステム

わがマチ・わがムラ情報提供システム
米穀流通監視情報管理システム
食品表示調査管理システム
副作用情報データベース
薬剤耐性菌実態調査報告・集計システム
動物用医薬品等データベース

入退館管理システム
資金前渡官吏事務システム
国際交渉関係ファイリングシステム
生鮮食料品流通情報システム
図書館管理・提供システム
農林水産統計システム

農林水産省メールマガジン
コンテンツ・マネージメント・システム
サイボウズサーバ
ファイル共有サーバ
予算執行総合管理システム
ＩＣカード発行管理システム

法令整備・編さん業務データベースシステム
民事・刑事統計システム
ADR認証業務処理システム
戸籍統一文字データベースシステム
供託事務処理システム
人権擁護事務支援システム

法務省ホームページシステム
予算管理システム
準備書面作成支援システム
訟務重要判例集データベースシステム
日本法令外国語訳データベースシステム
法律図書・雑誌検索システム

地域防災計画・国民保護計画データベース
統計調査系システム
恩給相談電話受付システム
国家公務員カード発行管理システム
法務省住民基本台帳ネットワークシステム接続サーバ
コンテンツ管理システム

統計局ホームページ
センサス・マッピング･システム
調査区地図閲覧・利用システム
小売物価統計調査システム
統計局図書館情報システム
通信研修システム

合併デジタルアーカイブ
政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステム
地方財政決算情報管理システム
電気通信行政情報システム
調達総合情報システム
苦情・相談受付システム

オンライン研修システム
電子掲示板システム
電子文書交換システム
情報公開・個人情報保護関係答申・判決データベース
行政相談総合システム
地方行税政統計システム

恩給事務総合システム
電子政府利用支援センター
一元的な文書管理システム
電子政府の総合窓口システム
共通情報検索システム
国家公務員ICカード身分証府省間データ交換サーバシステム

店頭デリバティブ取引情報報告・蓄積システム
消費者庁ホームページシステム
ＩＣカード発行管理システム
総務省図書館情報管理システム
総務省共通基盤支援システム
総務省ホームページ

金融庁電子申請・届出システム
金融庁業務支援統合システム
公認会計士試験システム
資金前渡官吏システム
ICカード発行管理システム
図書館運営システム

公正取引委員会ホームページ
受付システム
図書館システム
警察庁ホームページ
ワールドワイド電子メールシステム
金融庁ウェブサイトシステム

公益認定等総合情報システム
子ども・子育て支援全国総合システム
宮内庁公開システム
正倉院宝物公開管理システム
図書寮文庫所蔵資料目録・画像公開システム
国家公務員ICカード身分証発行システム

法令審査支援システム
人事院ホームページ
人事・給与業務関係情報システム
苦情相談システム（苦情相談データベースシステム）
NPO情報管理・公開システム
食品安全総合情報システム

政府共通プラットフォーム
政府共通プラットフォーム（移行支援経費）
政府共通プラットフォーム（認証機能分）
政府共通プラットフォーム（特別枠分）
労働判例検索システム
官邸ホームページシステム（次期）

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

投資開始年度 平成23年度 投資終了年度 平成34年度
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A003936 79,873 79,873

A003947 0

A004144 0

A004340 0

A015791 79,397 79,397

A004395 0

A016323 7,355 1,714 9,069

A004432 25,000 174,312 199,312

A004502 65,318 326,902 392,220

A004535 47,595 650,062 697,657

A004546 26,483 92,340 118,823

A004557 64,530 64,530

A004801 31,999 31,999

A004812 21,091 21,091

A004845 7,216 7,025 14,241

A016574 134,024 274,960 260,341 669,325

A004878 12,074 41,585 53,659

A005075 1,500 1,500

A005167 40,124 40,124

A005189 135,004 260,234 103,550 498,788

A005204 7,210 88,410 95,620

A005226 21,947 48,308 485,412 555,667

A005248 137,376 137,376

A005330 32,356 32,356

A005352 10,081 10,081

A005385 1,155 1,155

A005411 9,882 9,882

A005433 28,716 229,392 258,108

A005477 13,403 13,403

A005488 79,164 79,164

A005525 37,516 37,516

A005558 41,792 41,792

A005570 87,824 87,824

A005640 120,207 120,207

A005721 28,393 5,880 34,273

A005743 126,070 126,070

A005754 12,118 12,118

A005776 119,302 119,302

A005798 81,136 81,136

A005891 16,740 16,740

A005927 58,917 58,917

A005938 26,708 26,708

A005949 7,776 7,776

A005950 60,526 60,526

A005994 88,693 88,693

A006009 87,782 87,782

A006010 38,173 38,173

A006021 3,631,646 3,631,646

A006032 67,608 67,608

A006043 56,771 56,771

A015780 2,571 7,085 9,656

A016596 18,942 18,942

A016611 68,250 8,190 76,440

A016666 5,995 5,995

A016677 7,332 7,332

A017081 14,440 14,440

A002979 1,640 1,640

A002991 12,982 12,982

A003084 72,000 72,000

A003095 113,143 113,143

A003154 686,771 114,577 32,802 32,802 32,802 899,754

A003187 219,792 219,792

A003224 33,321 33,321 33,321 99,963

A008964 113,143 70,000 152,160 335,303

A009002 28,657 41,630 10,000 80,287

A009013 12,343 61,715 74,058

A009024 0

A009046 7,400 7,400

A009057 3,200 3,200

A009091 17,010 17,231 91,800 55,436 17,231 91,800 290,508

A009138 11,190 42,360 285,300 338,850

A009275 17,660 17,660

A009541 360 4,140 4,500

A009574 19,638 19,638

A009596 38,500 38,500

A010280 16,200 16,200

A010327 983,773 340,134 355,549 1,679,456

A010349 33,000 132,000 223,300 242,970 77,850 709,120

A010350 20,000 20,000

A010361 93,500 93,500

A010372 3,000 3,000

A010475 10,000 60,000 15,000 85,000

A010486 0

A010523 0

A010545 0

A010567 0

A010589 0

A010604 0

A010626 0

A010648 0

A010660 0

A010682 0

A010693 30,000 30,000

A010707 30,000 30,000

A010718 30,000 30,000

A010729 30,000 30,000

A010730 30,000 30,000

A010741 30,000 30,000

A010752 30,000 30,000

A010763 30,000 30,000

A010774 30,000 30,000

A010785 2,977 2,977

A010796 53,200 15,670 15,670 15,670 15,670 115,880

A010800 1,584 1,584

A010811 19,110 19,110

A010822 21,651 20,185 41,836

A010833 3,963 4,076 8,039

A010855 1,422 1,422

A010866 7,743 7,743

A010877 39,845 39,845

A010888 72,385 72,385

A010903 278 278

A010947 21,600 41,520 96,880 160,000

A011306 6,275 6,275

A011328 90,286 90,286

A011339 3,086 3,086

A011340 7,303 7,303

A011351 1,111 1,111

A011362 8,251 8,251

A011373 2,057 2,057 4,114

A011384 2,057 20,572 22,629

A011409 9,223 9,223

A011410 12,344 12,344

A011421 1,000 7,976 8,976

A011432 10,151 10,151

A011454 2,058 2,058

A011487 23,103 7,200 30,303

A011502 0

A011513 0

A011557 0

A011649 15,120 15,120

A011650 164,214 164,214

A011661 46,841 46,841

A011672 77,400 77,400

A011683 529,575 33,230 166,094 142,439 0 110,000 110,000 232,540 295,107 1,618,985

A011694 29,828 29,828

自動車損害賠償保障事業システム
自動車検査情報システム
運送事業者監査総合情報システム

特殊車両通行許可システム
道路占用システム
道路情報提供システム
タクシー運転者登録制度ネットワークシステム
審査・リコール課個別業務システム
自動車分解整備認定システム

建設業者・宅建業者等企業情報検索システム
建設関連業者登録システム
不動産鑑定士等登録等管理システム
賃貸住宅管理業事務処理システム
下水道処理施設維持管理業者登録システム
総合的な水資源管理のための情報共有システム

土地利用調整総合支援ネットワークシステム
航空写真画像情報所在検索・案内システム
マンション管理業者登録処理システム
不動産投資顧問業データベースシステム
土地総合情報システム
土地総合情報ライブラリー

統計調査データアーカイブサーバ
自動車輸送統計集計システム
建設工事統計調査電子申請個別システムプログラム
国土交通省オンライン申請システム
GISポータルサイト
国土政策局電子計算機システム

官庁営繕ユニバーサルデザインデータベース
官庁営繕部工事・業務契約管理システム
倉庫台帳・倉庫関連定期報告集計・分析システム
貨物利用運送事業者台帳システム
国土交通省図書館システム
国土交通省白書等データベースシステム

積算システム
積算システム
積算システム
積算システム
運輸安全マネジメント評価データベースシステム
保全業務支援システム

電子納品・保管管理システム
積算システム
積算システム
積算システム
積算システム
積算システム

電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム

資格審査インターネット一元受付システム（建設工事）
資格審査システム
建設工事事故データベースシステム
新技術情報提供システム
電子納品・保管管理システム
電子納品・保管管理システム

人事評価システム
特許庁HPシステム
インターネットホームページ
建設事業予算執行管理システム
電子入札システム
資格審査インターネット一元受付システム（建設コンサルタント業務等）

人事評価システム
図書館情報システム
経済産業省調査統計システム
工業標準策定システム
市場監視システム
特許庁図書館システム

在外経理システム
領事業務情報システム
経済産業省電子申請受付・審査等管理システム
経済産業局業務支援システム
個別業務処理システム
鉱業権出願処理システム

臨床研修病院募集情報システム
出退情報表示システム
図書館業務管理システム
研修管理システム
人事給与等業務システム
新会計手続システム

診療報酬情報提供システム/薬剤分類情報閲覧システム

薬剤耐性菌発生動向調査システム
医療計画データベース
特定接種管理システム
地域包括ケア「見える化」システム（仮）
子どものための金銭の給付勘定業務関連システム

介護保険総合データベース
「医療費情報総合管理分析システム」及び「医療費供給面統計システム」

レセプト情報・特定健診情報等データベースシステム
事件管理システム
保険医療機関等管理システム
国民健康保険総合データベースシステム

援護システム
画像情報検索システム
【障害福祉】業務管理体制データ管理システム
介護サービス情報公表システム
介護保険事業状況報告システム
介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム

医薬品等新申請・審査システム
毒物劇物営業者登録等システム
健康監視システム
教育訓練給付制度情報管理・検索システム
労働局総務情報システム（雇用均等行政情報システム）
生活保護業務データシステム

ハンセン病療養所退所者給与金管理システム
健康増進総合支援システム
感染症サーベイランスシステム
給水装置データベース
輸入動物届出業務処理システム
化審法における申請システム

厚生労働ネットワークシステム
毎月勤労統計調査オンラインシステム
厚生労働省電子申請・届出システム
免許登録管理システム
看護師等養成所報告管理システム
薬事工業生産動態統計システム

日本映画情報システム
文化遺産オンライン
公立学校施設整備費執行事務管理システム
情報公開事案管理システム
所外向けWebサーバ
人口動態オンライン報告システム

文部科学省ホームページ
府省共通研究開発管理システム
政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計システム

文部科学省電子入札システム
文部科学省文教施設工事情報調達情報公開・収集システム

全国ロケーションデータベースシステム

公売用ホームページ作成システム
財産評価基準閲覧システム
法律雑誌検索システム
ICカード身分証ゲートシステム
身分証ICカード発行管理システム
租税史料管理システム

確定申告書等作成コーナー
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A011708 40,562 40,562

A011731 0

A011742 2,916 2,916

A011753 81,880 81,880

A011764 0

A011775 10,915 10,915

A011786 0

A011797 3,289 3,289

A011801 12,836 12,836

A012008 256,200 256,200

A012215 8,640 139,500 36,900 69,300 254,340

A012330 0

A012374 10,000 65,000 10,000 85,000

A012385 2,000 1,000 1,000 4,000

A012400 10,000 10,000

A012433 1,700 1,700

A012466 10,000 10,000

A012488 200 50 50 300

A012592 3,843 3,843

A012684 7,303 7,303

A013113 794 794

A013124 1,171,455 253,960 1,425,415

A013157 10,800 10,800

A013250 9,397 123,429 132,826

A015551 30,000 30,000

A016013 2,800 2,800

A016840 156,923 11,111 114,476 356,970 62,501 701,981

A017003 24,000 24,000

A017092 3,289 3,289

A013456 0

A013490 75,686 75,686

A013537 110,669 110,669

A013559 9,903 50,994 60,897

A013582 495,977 495,977

A013607 973 17,107 18,080

A013618 3,900 7,835 11,735

A013630 6,000 76,402 82,402

A013700 12,340 2,730 15,070

A013711 102,239 102,239

A013766 606 1,203 1,809

A013836 2,943 2,943

A013869 72,816 72,816

A013881 10,000 23,000 33,000

A013917 100 100

A013928 143,250 149,413 292,663

A013962 100 100

A014011 22,000 22,000

A014022 22,000 22,000

A014088 3,908 3,908

A014099 29,884 29,884

A014136 9,274 17,530 26,804

A014147 9,758 18,661 28,419

A016024 931 3,968 4,644 26,032 5,000 5,000 25,000 5,000 5,000 6,500 6,500 93,575

A016035 0

A016172 8,650 8,650

A016183 20,581 20,581

A016390 0

A016404 5,000 5,000 30,000 40,000

A016792 3,149 3,149

A016806 14,486 28,982 43,468

A014424 10,581 18,282 38,693 67,556

A014491 3,894 324 4,218

A015241 1,726 1,726

A015263 7,560 9,418 16,978

0

0

818,608 368,357 2,849,478 3,497,053 5,175,676 6,938,510 6,244,896 8,632,824 2,359,463 1,859,063 882,611 84,775 39,711,314

工数集計システム

合計

酸性雨測定網監視システム
サプライチェーン排出量等に関する情報プラットフォーム（仮称）

次世代型生物多様性情報システム（仮称）
クリアリングシステム
図書館システム
教育研修システム

外来生物飼養等情報データベースシステム
大気汚染物質広域監視システム
花粉観測システム
環境省熱中症予防情報サイト
生活環境情報総合管理システム
環境放射線等モニタリングデータ公開システム

新メカニズム情報プラットフォーム
温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度(env.go.jp)システム

温室効果ガス排出量集計・公表システム
オフロード法情報管理システム (OIMS)
水質関連システム
地方環境事務所電子政府システム

全景表示コンテンツ運用事業（化学物質情報検索支援システム）

PRTRデータ管理・公表・開示システム
J-クレジット登録簿システム
Fun to Share HP システム
京都メカニズム情報プラットフォーム
先進対策の効率的実施による業務ＣＯ2排出量大幅削減事業システム

環境省申請・届出システム
クリアランス物情報管理システム
バーゼル法及び廃棄物処理法事前相談システム
産業廃棄物行政情報システム
環境教育・環境学習データベース
環境アセスメント環境基礎情報データベースシステム

（仮称）工事契約管理システム
海事三局連携ＤＢ（海事局システム）
国家公務員カード発行システム
環境省建設工事競争入札参加資格審査システム
環境省ホームページ
原子力規制庁ホームページ

運輸安全委員会ウェブサーバ運用支援
Web-GIS情報装置
沿岸域情報提供システム
積算システム
国土交通行政インターネットモニターシステム
電子契約システム（工事・業務）

国総研メールマガジン配信システム
図書館資料電子閲覧システム
まちづくり・コミュニケーション・システム
測量士・測量士補試験登録システム
図書館システム
運輸安全委員会事故等調査報告書データベースシステム

港湾整備事業支援統合情報処理システム
航空従事者管理システム（運航安全課）
電子納品・保管管理システム
土砂災害データベース
建物事故予防ナレッジベース
事業評価カルテ入力システム

海技資格制度事務処理システム
登録公認業務管理システム
船員労務監査情報照会システム
船員職業安定業務管理システム
船舶保険ＤＢ
船舶登録検査システム

自動車損害賠償責任保険システム
内航海運事業者情報システム
海事情報管理システム
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,064 68,410 23,307 172,761 358,049 355,276 602,803 153,833 174,057 32,962 12,800 0 1,955,322

293,779 122,859 297,341 375,678 1,063,735 1,000,697 841,985 2,025,258 359,414 308,032 108,798 0 6,797,576

244,587 65,126 275,347 327,885 1,516,343 1,283,193 1,763,392 2,167,155 426,074 545,258 135,731 5,000 8,755,091

778 15,833 452,539 260,172 19,464 8,743 6,341 14,317 8,460 5,966 54 0 792,667

81,470 32,250 288,771 270,903 418,181 756,125 1,010,700 1,388,917 348,213 110,014 181,572 0 4,887,116

6,448 1,780 320,946 1,131,477 529,341 1,117,575 1,335,610 2,144,199 596,090 486,397 361,463 62,605 8,093,931

0 279 672 53,523 2,100 13,579 4,529 19,804 12,667 2,000 7,460 0 116,613

40,421 12,282 85,509 106,998 273,940 299,854 303,158 378,985 262,276 175,978 71,073 15,670 2,026,144

39,654 11,390 1,037,394 634,834 834,233 2,062,824 37,802 37,468 68,406 38,480 2,160 0 4,804,645

79,129 22,224 39,905 59,894 6,119 0 92,448 81,222 14,886 0 0 0 395,827

29,304 15,924 20,476 59,113 75,113 0 71,676 108,467 57,381 153,590 0 0 591,044

1,974 0 7,271 43,815 79,058 40,644 174,452 113,199 31,539 386 1,500 1,500 495,338

818,608 368,357 2,849,478 3,497,053 5,175,676 6,938,510 6,244,896 8,632,824 2,359,463 1,859,063 882,611 84,775 39,711,314

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成25年度 平成34年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成32年度

時間 － - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

個別システムにおける、政府共通プラットフォーム移行と併せた業務改
革による業務処理時間の効果については、それぞれの個別システムの
効果として計上している。

－ -

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府情報システムの政府共通プラットフォームへの統合・集約化を進
め、運用コストの削減を図る

20,400 17,600

機器等更改経費
関係情報システムの機器等更改経費の
合計額

政府情報システムの政府共通プラットフォームへの統合・集約化を進
め、機器等更改の効率化を図る

23,600 9,600

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

31



32



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001727 31,500 42,000 1,019 9,954 108,096 192,569

0

0

0

0

31,500 42,000 1,019 9,954 108,096 0 0 0 0 0 0 0 192,569

政府共通ネットワーク

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「政府共通プラットフォーム整備計画」（平成23年11月2日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）を受け、政府共通プラットフォームへの政府情報システムの統合・集約化の推進等に伴う情報流通量の増大や、次世代の通信規約であ
るIPv6への対応といった新たな情報通信ニーズを踏まえ、政府共通プラットフォームとの整合性を確保した政府専用の情報通信ネットワーク基盤を構築する。

情報流通量の増大や、次世代の通信規約であるIPv6への対応といった新たな情報通信ニーズを踏まえ、政府共通プラットフォームとの整合性を確保した政府専用の情報通信ネットワーク基盤の整備・運用を行う。

　政府共通ネットワークは、全府省等を接続する政府内の専用ネットワークとして電子政府の基盤となっている。平成23年度には、政府共通ネットワークの設計・構築、平成24年度には、回線及び機器の整備をそれぞれ実施した。平成25年1月
の運用開始以降も、政府共通プラットフォームの整備に伴う各府省等からの大容量の通信需要等に対応するため、回線及び機器の増設等の整備を実施する。
　また、番号制度への対応のため、総合行政ネットワーク（LGWAN）との相互接続におけるIPv6への対応を実施する。

投資開始年度 平成23年度 投資終了年度 平成27年度

合計 108,096

総務省 政府共通ネットワーク整備経費 一般会計 108,096

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局政府共通システム基盤センター 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

11-02 政府共通ネットワークの整備
総投資額
（千円）

192,569 平成27年度投資額
（千円）

108,096
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

31,500 42,000 1,019 9,954 108,096 192,569

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

31,500 42,000 1,019 9,954 108,096 0 0 0 0 0 0 0 192,569

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成26年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成24年度 平成26年度 平成27年度
安全性・信頼性の高い情
報流通・情報共有への寄
与

政府共通プラットフォーム上で新たに運用を開始する府省共通シス
テムが増加することから、今後、府省全体でトラフィック量が更に増
加することが見込まれるため、通信回線の増速及び接続用機器の
二重化等の整備を実施する。

各府省等におけるトラフィックの利用実績に応じた通信速度、接続用機
器等を整備し、平成25年1月に運用を開始している。

回線のひっ迫に伴う通信の遅延の発生リ
スクを可能な限り低減し、通信の安全性・
信頼性をさらに高める。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

回線速度の増速により通信の遅延の発生リスクが低減し、政府共通
ネットワーク担当職員のインシデント対応に係る業務処理時間が縮減す
る。

40 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

各府省等からの要望等に基づき、通信回線の増速及び接続用機器の
二重化等の整備を行っている。これらの整備に伴い、機器借料等の運
用経費は増大するが、利用状況等に応じた整備を実施し、適切に運用
コストを管理する。

1,170 1,458

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001956 292,927 934,385 2,627,997 1,480,680 172,800 5,508,789

0

0

0

0

0 292,927 934,385 2,627,997 1,480,680 172,800 0 0 0 0 0 0 5,508,789

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

43,068 404,138 909,578 671,205 2,027,989

46,614 153,038 816,183 290,142 1,305,977

0

43,161 178,489 512,253 267,743 1,001,646

0 38,636 208,903 78,790 326,329

0

74,536 74,536 76,666 73,161 73,161 372,060

0

0

0

85,548 85,548 104,414 99,639 99,639 474,788

0 292,927 934,385 2,627,997 1,480,680 172,800 0 0 0 0 0 0 5,508,789

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

総合無線局監理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

電波法に基づき、無線局監理事務の効率化、 電波の利用者への行政サービスの向上及び電波行政施策の企画立案等の支援を行うため、無線局免許等を受けている全ての無線局を対象に、無線局の申請書類の記載内容（無線局免許手続
規則に規定されている申請書、事項書及び工事設計書等）をデータベース化した全国規模の業務処理システム。

総合無線局監理システムの利用により、年々増加する無線局の免許申請等（年間約30～60万件）の無線局の許認可に係る業務（受付、審査、免許状作成等）、を迅速かつ効率的に実施するとともに、電波利用料徴収に係る業務（債権確認、収
納、督促等）、無線局検査に係る業務（計画作成、検査通知等）、周波数管理に係る業務（周波数利用状況の把握等）、伝搬障害防止区域指定、技術計算、無線局統計等の一連の処理とあわせて、無線局免許申請等に有効な各種関連情報を
総務省電波利用ホームページを介して提供。

平成24年度から平成25年度は、新基盤への切替えに係るシステム整備を実施。平成26年度から平成28年度は、新基盤として、行政サービスのさらなる向上（電波法令等の制度改正対応、情報セキュリティ機能の維持・強化）、時勢に即した国
民のニーズへの対応（国民のニーズに合わせた情報提供機能の強化、ユーザビリティ向上対応）等を実施する。

投資開始年度 24年度 投資終了年度 28年度

合計 1,480,680

総務省 総合無線局監理システムの構築と運用 一般会計 1,480,680

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-03 総合無線局監理システムの整備
総投資額
（千円）

5,508,789 平成27年度投資額
（千円）

1,480,680
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 26年度 28年度 28年度

時間 25年度 26年度 28年度

% 25年度 26年度 28年度

% 25年度 25年度 26年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

26年度 27年度 27年度

電波法に定める無線局
免許手続き改正に影響
がある無線局免許人に
対する、電波法関連手続
きの実効性の確保

当該システムは、電波法第103条の２第４項第２号に規定される総
合無線局監理ファイルのデータベースの作成・監理業務の効率化、
電波利用者への行政サービスの向上、電波行政施策の企画立案の
支援を目的に構築・運用している。
平成27年度は、当該年度に予定されている電波法令に定める無線
局免許手続きの改正等に対応するシステム改修を行うものである。

平成26年度までの電波法に定める無線局免許手続きの改正、及び平
成26年度の電波利用料制度の改正等に対応している。

電波法に定める無線局免許手続き改正に
影響がある無線局免許人に対する、電波
の公平かつ能率的な利用の確保

効果指標 取組の概要 現状 目標

無線局免許のオンライン
申請等を行う利用者の満
足度

無線局電子申請・届出システムを再び
利用して電子申請したい者の数÷（無
線局電子申請・届出システムを再び利
用して電子申請したい者の数＋無線局
電子申請・届出システムを再び利用して
電子申請する意向のない者の数）

　当該効果指標については、平成23年度より目標を定め取り組んでいる
ところであり、平成25年度末には、その目標である「再び電子申請の利
用を希望する利用者の割合＝70%」を達成した。
　平成27年度は、当該投資により、新たに追加するオンライン手続きに
ついても、再び電子申請の利用を希望する利用者の割合が70%になるこ
とを維持する。

70 70

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　当該効果指標については、平成17年度より目標を定め取り組んでいる
ところであり、平成25年度には最適化計画において定めたデータ入力業
務27000時間の削減を達成した。
　平成27年度は、当該投資により、オンライン申請利用率の更なる向上
を目指し、平成26年度～28年度の3ヵ年度平均で「オンライン申請利用
率＝73%」を達成することで、データ入力業務処理時間を2000時間削減
することを目標に取り組むこととする。

90,000 88,000

オンライン申請利用率
「オンライン申請件数」 ／ 「全申請件
数」 × 100

　当該効果指標については、平成17年度より目標を定め取り組んでいる
ところであり、平成25年度末までにはその目標である「オンライン申請利
用率＝70%」を達成した。
　平成27年度は、当該投資により、オンライン申請利用率の更なる向上
を目指し、平成26年度～28年度の3ヵ年度平均で「オンライン申請利用
率＝73%」を達成することを目標に取り組むこととする。

70
73

(26年度～28年度の
3ヵ年度平均）

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　今般の第Ⅶ期基盤更改においては、東日本大震災の教訓を受け、電
子申請システム等のバックアップ機能を強化している。
　本計画の対象となるシステム運用経費は、平成28年度までは、電子計
算機等借料、土地建物借料、通信専用料、運用委託等の国庫債務負担
行為による負担が発生するため、本期間での経費削減は見込めない。
　運用等経費の削減については、後継システムの更改において「世界最
先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）、及び最新技術の
動向を踏まえつつ、中長期的に取り組むこととする。

2,960 2,960
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001543 118,650 4,847 19,388 19,388 19,388 14,541 196,202

0

0

0

0

0 0 118,650 4,847 19,388 19,388 19,388 14,541 0 0 0 0 196,202

総務省共通基盤支援システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　業務上必要となる情報システムが多数存在する今日において、総務省職員の職員情報等を一元的に管理することで、職員の異動等による職員情報の更新処理に迅速に対応し情報システムの円滑な運用を行い、また省内の情報システム
（総務省LAN、電気通信行政情報システム、総合無線局管理システム、行政相談総合システム、資源管理台帳システム）だけでなく、府省共通の情報システム（一元的な文書管理システム及び職員等利用者共通認証基盤（GIMA））と連携させる
ことによって、これらシステムの利用の認証に係る煩雑性等を解消することを目的としたシステムを開発・運用するもの。
　運用においては、ヘルプデスクにより職員からの問い合わせ等に対応することで、省内電子決裁の普及を実施する。

　本システムの主な機能は、次のとおりであり、システム管理機能を除いて総務省の全職員がその職員端末から利用可能である。
①組織･官職・職員情報の管理を行うための機能
②省内５システム及び府省共通２システムの職員情報を連携するための機能
③一元的な文書管理システムを利用して文書受付、決裁・供覧を行うための支援機能
④総務省ホームページで公開する閲覧目録のための行政文書情報を管理する機能
⑤総務省行政管理局が運用する電子文書交換システムを利用するための支援機能
　また、ヘルプデスクを設置し、本システムの監視、利用者からの問い合わせ対応のほか、一元的な文書管理システムの操作方法の問合せ対応等を実施する。

　総務省共通基盤支援システムに係るサーバ等機器の平成２６年１２月の現行リース期間満了に合わせ、平成３０年１２月までを対象とした機器の更改・調達を行う。
　当該投資においては機器の利用期間の延長だけではなく、
①新たに機器の仮想化構成の導入及び政府共通プラットフォームにて推奨されるOS、ミドルウェア（Apache、tomcat）に変更することで、将来的な政府共通プラットフォームへの移行の際の作業負担の軽減
②当該システムが総務省ＬＡＮ等の業務上不可欠なシステムの認証等を担っていることからの冗長化構成の強化
③開発言語の最新化等によるセキュリティの強化
を目的とする。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成30年度

合計 19,388

総務省 総務省共通基盤支援設備整備・運用等経費 一般会計 19,388

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 大臣官房企画課情報システム室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01 総務省共通基盤支援システムの更改
総投資額
（千円）

196,202 平成27年度投資額
（千円）

19,388
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

21,924 1,128 4,510 4,510 4,510 3,382 39,964

51,112 1,282 5,129 5,129 5,129 3,847 71,628

0

24,494 1,587 6,349 6,349 6,349 4,762 49,890

503 2,012 2,012 2,012 1,509 8,048

0

18,144 347 1,388 1,388 1,388 1,041 23,696

0

0

0

2,976 2,976

0 0 118,650 4,847 19,388 19,388 19,388 14,541 0 0 0 0 196,202

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成26年度 平成28年度

％ 平成24年度 平成26年度 平成30年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成30年度

平成25年度 平成26年度 平成30年度

平成25年度 平成26年度 平成30年度
政府共通プラットフォーム
移行時の作業工程の簡
素化

　次期システムについては、、政府共通プラットフォームへ移行する
際の作業負担の軽減を目的とした、機器構成とすることとする。

　現行システムについては、物理サーバ10台で構成で構成されており、
そのうちＳＰＡＲＣ系サーバ（Ｓｏｌａｒｉｓサーバ）が8台を占めている。また、
ＷＥＢサーバはＩｎｔｅｒｓｔａｇｅを利用している。

　将来的な政府共通プラットフォームへの
移行を見据え、次期システムについては、
サーバ機器をＩＡサーバの仮想化構成と
し、ＯＳをＬｉｎｕｘ，ミドルウェアをＡｐａｃｈｅ，Ｔ
ｏｍｃａｔすることで、政府共通プラットフォー
ム移行時の作業リスクを軽減し、作業期間
を短縮する。

システムの安定性
　ハードウェア故障等の障害発生時のシステム停止時間の短縮を行
うことにより、利用者への更なる安定的なサービス提供を行う。

　現行システムの機器構成は、冗長化構成ながらもコールドスタンバイ
構成であり、障害発生時には手動で切り替え作業を行う必要がある。こ
のため、夜間・休日等に障害が発生した場合の復旧作業着手までのタ
イムロスや、切替作業ミス等発生の可能性が存在している。

　次期システムの機器構成をホットスタン
バイの冗長化構成とし、障害発生時には
自動的に切り替えを行うことにより、利用
者の利便性を考慮した早期復旧を可能と
する安定したシステム運用を実施する。

障害発生時の対応にお
ける迅速性

　
　システムの機器構成を仮想化構成とすることにより、処理データが
破壊された場合の復旧時間を短縮し安定したサービスの提供を行
う。

　現行システムにおいては、サーバの障害等によりＯＳや処理データが
破壊されるなどの事象が発生すると、手動でシステムを切り替えた上
で、外部媒体（ＬＴＯ等）に保存してあるバックアップデータをサーバにリ
ストアする等の復旧処理を行っている。
　このため、障害が発生したサーバの復旧に多大な時間を要し、当該復
旧処理の間は、単体構成によるシステム運用が行われることとなり、
サービスの安定提供に懸念が生じている。

　次期システムの機器構成を仮想化構成
とすることにより、ストレージ装置内でバッ
クアップリストアが行われ、速やかなサー
バの復旧が可能となることから、障害発生
時においても安定したシステムサービスの
提供が可能となる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

ＳＬＡ
Service Level Agreement サービスの品
質達成水準

各システムの職員情報等の一元的管理を行っている性質上、不具合等
によるシステム停止は許されないことから、安定的な運用を目指す。

100 100

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資の目的は機器の仮想化、安定運用及びセキュリティの確保であ
り、業務処理時間の短縮等を目的としない。

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費 本システムの運用等経費の合計額
基準値と同等の範囲内において、電子決裁率(H24年度：90%)の維持・向
上等、更なる効率的な業務推進を実施する。

91 96

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001820 51,849 210,832 104,679 367,360

0

0

0

0

0 0 51,849 210,832 104,679 0 0 0 0 0 0 0 367,360

政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　議員立法により平成19年12月に政治資金規正法が改正され、国会議員関係政治団体の会計責任者に対し、収支報告書のオンライン提出に係る努力義務規定が設けられた（第19条の15）ほか、オンライン申請の場合には、都道府県の選挙
管理委員会を経由することを要しない（第32条の２）旨新たに規定されたところ。
　この改正を踏まえ、総務省においては、政治団体の作業負担の軽減及び行政機関の事務の効率化を図るため、政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステムを構築し、平成22年１月から運用を行っているところ。

　「政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステム」は、政治資金規正法に基づく政治団体設立届等各種届出及び収支報告書に係るデータの登録、届出及び収支報告書の官報告示データの作成、政治団体台帳の作成、政治団体名簿
の作成、政治団体検索等の一連の事務を処理しているもの。
　また、各党各会派の議論の結果、平成19年の政治資金規正法の改正により、国会議員関係政治団体に係る収支報告書のオンライン手続きについて努力義務化されたことにより、「オンラインでの申請・届出」機能も付与されたことにより、イン
ターネットを経由してオンラインで届出又は提出することが可能となったところ。

　現行システムの運用期間が平成25年12月をもって満了することから、システムを更新する必要がある。システムの更新に当たっては、政治活動の自由にも配慮した上で、日頃から本システムを利用している政党・政治団体、都道府県選挙管
理委員会の担当者の御意見を踏まえ、より使い勝手の良いシステムとなるように必要な改修を行う。
　また、「世界最先端IT国家創造宣言（平成25年6月14日閣議決定）」において、個別の情報システムについて政府共通プラットフォームへの移行を加速するとの方針が示されたことを踏まえ、政府共通プラットフォームに移行することとする。

（スケジュール）
平成26年7月　新システム構築開始
平成27年7月　新システム運用開始、政府共通プラットフォームへ移行
　※契約期間満了から新システム更新までの1年半は、リース契約を締結し、現行システムで運用することとする。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 104,679

総務省 政治資金関係申請・届出オンラインシステム等の改善・維持・運営に要する経費 一般会計 104,679

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 自治行政局選挙部政治資金課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-04
政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステム

の更新及び政府共通プラットフォームへの移行
総投資額
（千円）

367,360 平成27年度投資額
（千円）

104,679
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

63,763 63,763

63,374 63,374

0

19,505 60,393 79,898

10,886 12,442 23,328

0

51,849 27,648 9,590 89,087

0

0

0

25,656 22,254 47,910

0 0 51,849 210,832 104,679 0 0 0 0 0 0 0 367,360

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成28年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

オンライン利用率の向上を図り、業務処理時間の削減を図る。 3,812 3,773

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

世界最先端IT国家創造宣言に即し、政府共通プラットフォームへの移行
を実施し、運用経費を削減する。

102 72

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,060,397 7,695,172 1,418,400 10,173,969

0

0

0

0

0 0 1,060,397 7,695,172 1,418,400 0 0 0 0 0 0 0 10,173,969

個人番号付番等システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　社会保障・税番号制度（以下、「番号制度」という。）は、社会保障と税の各制度における効率性、透明性の向上を図り、給付や負担の公平性を確保する社会的基盤（インフラ）として位置づけられる。複数の機関に存在する個人の情報が同一
人の情報であることを確認するための基盤として提供され、各種事務に活用されることにより、国民が公平・公正さを実感し、国民の負担が軽減され、国民の利便性が向上し、国民の権利がより確実に守られるような社会を実現することを理念と
している。

　上記、政策概要に掲げた理念を達成するためには以下の仕組みが必要となる。
・ 最新の４情報（氏名、住所、性別、生年月日）と関連付けられている、国民一人ひとりに唯一無二となる「個人番号」を新たに付番・通知する仕組み
・ 複数の機関が管理する情報と、新たに付番される個人番号との関連付けを行った上で、これを利用して相互に情報を活用するための仕組み
・ 個人が個人番号を利用する際に、その利用者が間違いなく本人であることを証明するための本人確認（公的個人認証サービス等）の仕組み
これらの仕組みを実現するに当たっては、現行の住民基本台帳ネットワークシステム等の既存インフラを有効活用し効率的な仕組みを構築する必要がある。

【情報システムの名称】個人番号付番等システム
【整備内容等】個人番号付番等システム開発にあっては、主に下記の３点を、概ねＨ２５基本・詳細設計、Ｈ２６開発・テスト、Ｈ２７テストのスケジュールで実施する。
①付番システムの構築（個人番号生成、本人確認情報管理機能、情報提供ネットワークシステム連携機能）
②電子証明書管理機能（マイ・ポータルのログイン等に利用する利用者証明用電子証明書及び電子申請時の署名等に利用する署名用電子証明書の発行等を管理する機能）
③個人番号カード発行・管理機能（個人番号カード交付申請書から、個人番号カードの発行に必要なデータの作成や個人番号カードの発行等をする機能）
これらのシステムにより、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であることを確認するための基盤として提供されることにより、国民が公平・公正さを実感し、国民の負担が軽減され、国民の利便性が向上し、国民の権利がより確実
に守られるような社会を実現することを理念としている。なお、現在Ｈ２７．１０に個人番号の付番・通知、Ｈ２８．１から個人番号の利用が予定されている。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 1,418,400

総務省 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 一般会計 1,418,400

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 自治行政局住民制度課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-05
社会保障・税に関わる番号制度に関するシステム構築

等に要する経費
総投資額
（千円）

10,173,969 平成27年度投資額
（千円）

1,418,400
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 1,060,397 7,695,172 1,418,400 0 0 0 0 0 0 0 10,173,969

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

件 平成26年度 平成27年度 平成27年度

千枚 平成26年度 平成27年度 平成27年度

千件 平成26年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成27年度 平成27年度番号制度の導入
番号制度の導入に伴い必要な住民基本台帳システムの改修を行
う。

番号制度未導入 番号制度の円滑な導入

効果指標 取組の概要 現状 目標

個人番号カードの交付 個人番号カードの交付枚数
全ての個人番号カード交付申請者に対して、個人番号カードを交付す
る。

0 10,000

電子証明書の発行
個人番号カードに搭載される電子証明
書の発行件数

全ての電子証明書発行申請者に対して、電子証明書を発行する。
（※電子証明書は個人番号カードに搭載される。）

0 10,000

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

個人番号の付番 個人番号の付番件数 全ての住民基本台帳記載者に対して、個人番号を付番する。 0
住民基本台帳人口総計数
（参考（H26.1.1時点）：
128,438,348）

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016150 142,638 85,650 484,401 712,689

0

0

0

0

0 0 142,638 85,650 484,401 0 0 0 0 0 0 0 712,689

平成２７年国勢調査オンライン調査システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国勢調査は、統計法（平成19年法律第53号）第５条に基づき、総務大臣が行うこととされており、オンライン調査の実施についても、国自らが行うことが必要なため、平成27年国勢調査において全都道府県を対象としたオンライン調査を行う。

平成27年国勢調査オンライン調査システムは、
①調査対象者（世帯）が調査票の回答で使用するオンライン調査システム（国勢調査調査票のダウンロード及び回答送信（PC又はスマートフォン））
②統計局及び地方公共団体が調査票回収状況の確認及び郵送提出等の情報を入力する提出状況管理システム
③地方公共団体が調査票の審査・修正を行う地方審査システムで構成されている。

平成27年国勢調査における国民の利便性向上、プライバシー意識や個人情報保護への意識の高まり等により調査が困難となる状況への対策及び早期公表の要望に応えるため、平成27年国勢調査オンライン調査システムを開発する。平成22
年国勢調査におけるオンライン調査は、東京都全域を対象に導入され、若年層における回答等に効果がみられたことから、平成27年調査においては、全都道府県を対象とする。このため、平成27年国勢調査における調査全般の円滑な実施を
目的に、平成26年には、第3次試験調査に向けて、オンライン調査システムを整備するとともに、同システムを活用した調査を行い、国勢調査の実施方法、調査環境全体の検証を行った。
また平成27年度においては、第３次試験調査の結果を受けて、平成27年国勢調査のオンライン調査に向けての全国展開に必要なシステム改修及び基盤等の整備を行う予定である。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 484,401

総務省 オンライン調査システム整備 一般会計 484,401

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 統計局統計情報システム課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-06 平成２７年国勢調査オンライン調査システムの開発
総投資額
（千円）

712,689 平成27年度投資額
（千円）

484,401
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,512 1,512

9,072 15,741 24,813

39,841 5,002 44,843

37,779 339,889 377,668

4,070 12,250 20,648 36,968

0

9,246 9,246

43,358 37,325 50,121 130,804

4,889 34,560 39,449

0

0

2,117 36,075 9,194 47,386

0 0 142,638 85,650 484,401 0 0 0 0 0 0 0 712,689

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 － － －

百万円 平成27年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成27年度 平成27年度 平成27年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成22年度 平成27年度 平成27年度

平成22年度 平成27年度 平成27年度

平成22年度 平成27年度 平成27年度

平成22年度 平成27年度 平成27年度

平成22年度 平成27年度 平成27年度オンライン回答率

平成27年国勢調査においては、オンライン調査を全都道府県で実
施することになっているため、全都道府県を対象とした第３次試験調
査の結果を分析し、その上実施方法を検討し、オンライン回答率の
目標等を設定する。

平成22年国勢調査では、オンライン調査を東京都のみで実施しており、
回答率は基準値としては暫定値となるが8.3%となっている。

回答率の目標として、30％を想定してい
る。

調査員の負担軽減

平成27年国勢調査において、オンライン調査を全都道府県で実施す
ることによって、これまで調査員の接触が難しかったオートロックマン
ション、単身世帯等に対して、オンライン回答を促すことにより調査
困難世帯への調査員の訪問回数の削減など負担軽減に寄与する。

平成22年国勢調査では、東京都のみオンライン調査対象とした。
調査困難世帯への調査員の訪問回数の
削減等の負担軽減に寄与する。

オンライン調査の進捗状
況管理

平成27年国勢調査においては、オンライン調査による回答状況等を
リアルタイムで把握するシステムを構築することにより、国勢調査に
かかる事務が円滑に行えるようにする。

平成22年国勢調査では、オンライン調査の回答状況については、調査
期間終了後に、データをダウンロードする方式により把握した。

調査員の調査票の配布、地方事務等の円
滑な実施に寄与する。

調査対象者の利便性の
向上

国勢調査の調査票回答及び提出について、オンライン調査システム
を作成することで、調査対象者の利便性を図る。また、パソコンだけ
でなくスマートフォン、タブレット端末に対応することで、多様化を図
る。

平成22年国勢調査では、東京都のみオンライン調査対象とし、パソコン
でのみ回答可能とした。

オンライン調査の対象を国勢調査対象の
全国全世帯に拡大する。さらに、スマート
フォン、タブレット端末からの回答を可能と
し、調査対象者の利便性向上を図る。

調査結果の早期公表及
び精度向上

平成27年国勢調査において、オンライン調査を全都道府県で実施す
ることに加え、オンラインによる回答率の向上を図ることにより、集計
作業期間の短縮化に寄与し、調査結果の早期公表を可能にする。
また、オンライン調査では、回答結果に不詳が発生しづらいことか
ら、調査結果の精度向上に寄与する。

平成22年国勢調査では、東京都のみオンライン調査対象とした。
集計結果の早期公表及び結果精度の向
上

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

調査票の受付・審査事務等の定量的指標の効果の中に、業務量の削
減効果を経費として定量化しているため、別途、業務処理時間の定量的
効果としては計上しない。

- -

調査票の受付・審査事務
等

地方事務における調査票の受付・審査
事務等に係る地方公共団体委託費

オンライン調査の全国展開に伴い、地方公共団体における調査票の受
付・審査事務等をオンラインシステムで行うことにより、作業の効率化を
図ることができる。

10,870 8,449

調査票郵送料 調査票の提出に必要となる郵送料金
オンライン調査の全国展開に伴い、郵送提出される調査票枚数が減少
するため、郵送料金の削減が期待できる。

3,116 2,210

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

平成22年国勢調査では、東京都のみオンライン調査の対象であった
が、平成27年国勢調査においては、全都道府県を対象として実施するこ
とから、経費の総額については増加することになるが、調査対象者の利
便性の向上及び回答負担の軽減、地方事務等の円滑な実施等に資す
るため、総合的な業務改善の効果が期待できる。なお、本投資計画は、
平成27年国勢調査のオンライン調査に向けての全国展開に必要なシス
テム改修及び基盤等の整備費用であり、システム運用等経費の経常的
な削減は見込めないため、基準値及び目標値等の設定はしていない。

－ －

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

44



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0 0 0 72,061,029 12,751,147 1,394,974 0 0 0 0 0 0 86,207,150合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（番号法）の施行、番号制度の導入により、迅速かつ安全に情報の授受を行い、情報を共有することによって、行政運営の効率化及び社会保障制度、税制その他
の行政分野におけるより公正な給付と負担の確保を図り、手続の簡素化による負担の軽減その他の利便性の向上に資するものとなるが、番号制度の導入に伴い、地方公共団体は、個人番号の指定や、情報提供ネットワークシステムを使用し
た情報連携など重要な業務を行うこととなる。
このため、地方公共団体において、番号法に基づく番号制度の導入に必要となるシステム整備への支援を行うもの。

番号制度の導入に伴い、以下の業務・機能を担う。
・住民基本台帳システムは、個人番号の指定、世帯情報について他の機関への情報提供など番号制度の施行に伴う業務を行うもの。
・税務システムは、地方税関係事務の実施についての情報照会や、所得情報などの地方税関係情報について他の機関への情報提供など番号制度の施行に伴う業務を行うもの。
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した情報連携を行うため、情報連携の対象となる個人情報の副本を保存・管理し、情報提供ネットワークシステム・インターフェイスシステムと既存業務システムとの情報授受の仲介を行う
もの。
・団体内統合宛名システム等は、情報連携に当たって必要となる、各機関における団体内統合宛名番号等と個人番号のひも付け、管理等を行うもの。

各地方公共団体における番号制度の導入に当たって、既存システムの改修等、必要なシステム整備を実施するための支援を実施。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 12,751,147

総務省 地方公共団体の関係情報システム整備への支援経費 一般会計 12,751,147

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省
大臣官房企画課個人番号企画室

自治行政局住民制度課
自治税務局市町村税課

新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-01
地方公共団体における番号制度導入に係るシステム整

備支援
総投資額
（千円）

86,207,150 平成27年度投資額
（千円）

12,751,147
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 72,061,029 12,751,147 1,394,974 0 0 0 0 0 0 86,207,150

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度
各地方公共団体の関係
システムの整備の実施

番号制度の導入により、情報連携が円滑に開始できるよう、各地方
公共団体の関係システム整備を実施する。

番号制度の導入に必要な関係システムが未整備。
地方公共団体における関係システム整備
を完了することにより、番号制度を円滑に
施行する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

46



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

102,064 185,646 287,710

0

0

0

0

0 0 0 102,064 185,646 0 0 0 0 0 0 0 287,710

政府統計共同利用システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」（2006年3月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、以下の基本理念を達成するため、政府統計共同利用システムを整備するなど、統計調査に係る業務・システムの最適
化を推進しているところ。
① 調査対象者の負担の軽減を図りつつ、利便性の高い、秘密の保護に留意した報告方法を提供し、統計の精度向上に寄与すること
② 行政機関の違いを意識させることのない便利で使いやすい統計の利用環境を、国際的な標準の動向を踏まえつつ整備し、行政機関内の情報共有及び国民等への情報提供の充実を図ること
③ 各府省で整備する情報システムの集約を図り、政府全体として効率的なシステム投資を図るとともに、システム運用業務の効率化を図ること
④ 統計の精度確保に留意し、業務処理方法の見直し、外部委託等による業務の簡素化・合理化を図り、公表の早期化に努めること

政府統計共同利用システムは、次に掲げるシステムにより構成され、それぞれの機能により企画、実査準備、実査、審査、集計、公表・提供の各業務を処理している。
① 標準地域コード管理システム：統計調査時点等における市区町村及び各時点の変遷を把握するため、標準地域コードを管理等する機能（企画）
② 事業所母集団データベース：事業所・企業等の母集団情報を管理する機能、各府省が実施した統計調査の被調査履歴を管理する機能（企画）
③ 調査項目標準化データベース：統計調査に用いる調査項目及び調査票情報を収録・検索する機能（企画）
④ オンライン調査システム：統計調査の回答をオンラインで受付・処理等する機能（実査、審査）
⑤ 統計表管理システム：各府省における統計調査結果の統計表を一元的に登録・管理する機能（公表・提供）
⑥ 統計情報データベース：データベース化された統計調査結果の統計表を一元的に登録・管理する機能（公表・提供）
⑦ 統計地理情報システム：統計情報を地図上に表示するなど統計情報の地理的な表示、分析を可能とする機能（公表・提供）
⑧ 地域統計分析システム：都道府県及び市区町村等単位で、統計データによる時系列表示や地域間比較等の地域分析等を可能等する機能（公表・提供）
⑨ 標準統計分類データベース：「日本標準産業分類」、「日本標準職業分類」等の検索を可能とする機能（企画）
⑩ 政府統計の総合窓口（ｅ-Ｓｔａｔ）：①、③、⑤～⑨の機能を利用者が利用する際の総合窓口機能（公表・提供）

「世界最先端IT国家創造宣言（平成25 年6 月14 日閣議決定）」等に基づき、平成25年度から統計のオープンデータの高度化の取組を進め、26年度にe-Statに統計情報データベースのＡＰＩ機能や統計ＧＩＳ機能を整備するなど、着実に成果を上
げているところであるが、27年度は、これらの機能の安定的な提供や利用促進、機能拡充等を図るとともに、更に統計のオープンデータの先進化にも取組むため、次の施策を実施する。
①ＡＰＩ機能で取得可能な統計情報データベースのデータ拡大を行うとともに、サンプルページ・コードの提供や分析方法の提案、利用相談などＡＰＩ・ＧＩＳ機能の利用者に対する技術支援。【開発、その他】
②API機能を活用したスマートフォンアプリ「アプリDe統計」の利用者からの要望に対応した機能拡張【開発】
③オープンデータの世界標準における最上位レベルで統計データの提供を実現するための統計データのＬＯＤ（Linked Open Data）化の検討【調査研究等】

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 185,646

総務省 政府統計共同利用システム運用等経費 一般会計 185,646

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 統計局統計情報システム課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04 統計におけるオープンデータの高度化の推進
総投資額
（千円）

287,710 平成27年度投資額
（千円）

185,646
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

29,781 94,528 124,309

0

44,042 29,345 73,387

15,336 15,336

0

0

0

0

0

0

0

12,905 61,773 74,678

0 0 0 102,064 185,646 0 0 0 0 0 0 0 287,710

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成27年度

百万件/年 平成25年度 平成27年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成29年度

億円 平成25年度 平成27年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務削減時間（一般）
一般利用者がe-Statから統計データの
取得に要する時間の削減量

e-Statから統計データを取得する際に、データ検索やダウンロード等の
手作業に替えて、API機能を利用することで職員がデータ取得に要する
時間が削減される。

【目標値】①APIによる統計データ取得件数の目標値約1,000万件、②試
行運用時の年間全利用登録者数（1,758名）に対する一般利用者（1,500
名）の割合（85.3％）から、一般利用者の統計データ取得件数を約
8,530,000件（=①×②）と試算

○業務削減時間：687,139時間
＝（8,530,000件×５分÷60（分/時）【手作業】）
－（8,530,000件×10秒÷60（秒/分）÷60（分/時）【API】）

（注）業務処理時間（想定）
　・統計データ取得（手作業）：平均5分/件
　・API利用（システム操作）：平均10秒/件

0 687,139

一般利用者における人
件費の削減効果

API機能による統計データの取得による
人件費の削減効果

API機能を利用してデータ取得することにより削減される一般利用者の
人件費
　【目標値】
　　1,784（円/時）×687,139（時間）≒12億円

（厚生労働省「毎月勤労統計調査（平成25年度結果）の月額現金給与
額（314,054円）より時給額（1,784円）を算出。
　算出方法：1,784円（=314,054円÷22（日/月）÷8（時間））

0 12

統計データの取得件数 API機能による統計データの取得件数

API機能の整備により、手作業によるPCの操作を介さず、統計データを
取得する件数を指標として設定。
（25年度に実施している試行運用では、取得件数が1日15000件。
平成29年度までには、1日の取得件数が30000件と見込まれるので、年
間の所得件数30000件/1日×365日≒約10百万件/年を目標値に設
定。）

0 10

業務削減時間（国）
職員がe-Statから統計データの取得に
要する時間の削減量

e-Statから統計データを取得する際に、データ検索やダウンロード等の
手作業に替えて、API機能を利用することで職員がデータ取得に要する
時間が削減される。

【目標値】①APIによる統計データ取得件数の目標値約1,000万件、②試
行運用時の年間全利用登録者数（1,758名）に対する国の職員の利用者
（30名）の割合（1.7％）から、国の職員の統計データ取得件数を約
170,000件（=①×②）と試算

○業務削減時間：13,695時間
＝（170,000件×５分÷60（分/時）【手作業】）
－（170,000件×10秒÷60（秒/分）÷60（分/時）【API】）

（注）業務処理時間（想定）
　・統計データ取得（手作業）：平均5分/件
　・API利用（システム操作）：平均10秒/件

0 13,695

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
政府統計共同利用システムの運用等経
費

平成20年度からサービス提供が開始されている「政府統計共同利用シ
ステム」について、平成26年度に同システムにAPI機能を整備することに
より、大量・多様な統計データの機械的取得・処理が可能となり、ビジネ
ス活性化や新規事業の開発促進、行政サービス向上など社会経済活動
における統計データのより高度な利活用が期待できる。

682 718

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002278 67,248 89,158 156,406

0

0

0

0

0 0 0 67,248 89,158 0 0 0 0 0 0 0 156,406

統計調査系システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

消防庁は、電子政府構築計画（2003年各府省CIO連絡会議決定）に基づき、「消防防災業務の業務・システム最適化計画」（平成20年３月総務省行政情報化推進委員会決定、平成24年３月改定）に基づき最適化を推進していくこととしている。
この中で、行政事務のICT化に対応するため、各種統計報告業務のオンライン処理を可能とする統計調査系システムの開発を行い、集計処理の迅速化を図るとともに、都道府県、市町村及び消防本部において集計データの活用による情報の
共有化を図る。

消防統計調査業務は、全国の都道府県、市町村・消防本部等から収集した統計データを迅速・的確に収集・整理することにより、都道府県、市町村・消防本部への速やかな情報提供、各種施策への反映を行う業務であり、取扱うデータの特性
等により以下の８業務に区分される。

【消防統計調査業務】
①火災報告等オンライン処理システム
②防火対象物実態等調査オンライン処理システム
③危険物規制事務調査オンライン処理システム
④危険物に係る事故及びコンビナート特別防災区域における事故の報告オンライン処理システム
⑤救急オンライン処理システム
⑥救助オンライン処理システム
⑦石油コンビナート等防災体制の現況におけるオンライン処理システム
⑧消防防災・震災対策現況調査オンライン処理システム

　統計調査系システムについては、平成27年度末をもって運用開始から約4年が経過し、サーバ等のハードウェアの保守期限終了により、ハードウェアの修理が困難となる。
　また、大規模災害時対応能力の強化、政府共通プラットフォームの活用等の観点から平成25年3月末改定された消防庁最適化計画は、大規模災害時には迅速な復旧が必要なシステムについては可用性を向上させるとともに、迅速な復旧が
必ずしも必要のないシステムについては、政府共通プラットフォーム等を活用して、更なる経費の削減を目標としている。
　上述の背景をふまえ、統計調査系システムを対象とし、機能改修を実施するとともに、政府共通プラットフォームへ移行することにより、運用・保守経費を削減する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 89,158

総務省 消防庁所管情報システムの最適化に要する経費 一般会計 89,158

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-05 統計調査系システムの政府共通プラットフォーム移行
総投資額
（千円）

156,406 平成27年度投資額
（千円）

89,158
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

34,603 34,603

29,354 38,584 67,938

0

22,532 22,532

18,640 18,640

0

3,291 9,402 12,693

0

0

0

0

0 0 0 67,248 89,158 0 0 0 0 0 0 0 156,406

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成27年度 平成30年度

時間 平成24年度 平成27年度 平成30年度

時間 平成24年度 平成27年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成24年度 平成27年度 平成30年度
情報セキュリティ対策の
向上

政府共通プラットフォームで利用可能なファイアウォール、(WAF:Web
Application Firewall)、IDS/IPS(Intrusion Detection
System/Intrusion Protection System）等を活用し、情報セキュリティ
対策を向上させる。

これまで、ファイアウォールの設置、IDS/IPS機能の導入について、段階
的に実施してきたところである。WAFやその他のセキュリティ対策の導入
については、その必要性に鑑みて導入を検討している。

政府共通プラットフォームで提供されるセ
キュリティ対策を一括で導入することによ
り、現在考えうるセキュリティ対策をすべて
実現する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間（消防庁）
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

機器の機能向上により、問合せ対応、エラーチェック業務、集計業務に
かかる時間の削減を図る。

3,520 2,896

業務処理時間（消防本部
等）

業務改善の対象となる業務の遂行に要
する消防本部職員全員の年間合計業
務処理時間

機器の性能向上により、入力業務、エラーチェック業務にかかる時間の
削減を図る。

1,212,286 1,171,876

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームへの移行により、情報システムの統合・集約を
図る。

39 79

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001668 206,280 10,800 75,600 75,600 368,280

0

0

0

0

0 0 0 206,280 10,800 0 75,600 75,600 0 0 0 0 368,280

共通情報検索システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　「政府における電子計算機利用の今後の方針について」（昭和43年８月30日閣議決定）等に基づき、各府省に共通する法案策定、国会対応、新規施策立案等の事務処理の正確性の向上、迅速化及び省力化を図るため、一元的に法令データ
等の作成、データベースの運用・管理を行い、24時間365日、政府共通ネットワークを通じて、各府省等に検索サービスを提供する。なお、平成13年４月からは、e-G0v（インターネット）を通じて、広く一般に法令データを提供している。

　法令データ等の作成、データベースの運用・管理及び検索サービスの提供

　国家公務員のワーク・ライフ・バランスの一体的推進の一環として、法案作成時に必要な資料（改める文等）を自動的に作成する法制執務支援システムを整備することで、法案作成に係る業務量・業務時間の縮減を推進する。
　また、次期システム更改（平成30年10月予定）を目途に、当局が官報を基に整備している法令データ整備を廃止し、各府省の法令立案担当者が法制執務支援システムで作成する新旧対照表の改正後法令データに変更することにより、より正
確な法令データを迅速に提供することを検討する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成30年度

合計 10,800

総務省 共通情報検索システム等整備費 一般会計 10,800

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局行政情報システム企画課情報システム管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-15 次期共通情報検索システム整備経費
総投資額
（千円）

368,280 平成27年度投資額
（千円）

10,800
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

10,800 10,800

74,650 50,000 124,650

74,650 15,600 25,600 115,850

7,776 7,776

31,104 40,000 71,104

0

0

15,552 10,000 10,000 35,552

0

0

0

2,548 2,548

0 0 0 206,280 10,800 0 75,600 75,600 0 0 0 0 368,280

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成30年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　法案作成時に必要な資料（改める文等）を自動的に作成する法制執務
支援システムを整備することで、法案作成に係る業務量・業務時間の縮
減を推進する。
　現状の業務時間及び縮減効果については、２６年度中に各府省に実
態調査を行う予定。（なお、現時点においては、現状の業務処理時間や
その縮減効果の把握は出来ていない。）

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　次期システム更改（平成30年10月予定）を目途に、当局が官報を基に
整備している法令データ整備を廃止し、各府省の法令立案担当者が法
制執務支援システムで作成する新旧対照表の改正後法令データに変更
することにより、より正確な法令データを迅速に提供することを検討す
る。

78 41

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020685 20,000 522,950 542,950

0

0

0

0

0 0 0 20,000 522,950 0 0 0 0 0 0 0 542,950

個人番号カードアプリケーション搭載システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

 社会保障・税番号制度（以下「番号制度」という。）は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための基盤であり、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社
会を実現するための社会基盤（インフラ）である。
 個人番号カードは、他人の個人番号を用いたなりすまし被害等を防ぐための高度な本人確認ツールとして利用され、個人番号を用いて申請等を行う際の本人確認やマイポータルへのログイン手段等として用いられるなど、番号制度において重
要な役割を担うことから、番号制度の円滑な導入・定着及び適切な運用を行うに当たっては、個人番号カードの普及を図ることが極めて重要。
 個人番号カードの普及を図る手段として、本年６月に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」では、国家公務員身分証明書の個人番号カードへの一元化が盛り込まれた。個人番号カード普及のための施策としての各種カード類の一元
化を国が率先垂範しつつ進めるため、国家公務員身分証明書の個人番号カードへの一元化を行う。

個人番号カード内のICチップ空き領域を利用することにより、国家公務員身分証発行管理（鍵情報登録、職員情報登録、失効情報リスト提供）、入退館サービス管理（鍵情報登録、失効情報リスト登録、入退館管理）等の一連の事務を処理す
る。当該業務は24府省庁において展開しており、上記の業務について、発行管理システム、入退館管理システム、府省間データ連携システム（失効情報連携）によって、電子的に処理する。　カード内のチップには、国家公務員の身分を証明す
る鍵、職員情報等が設定され、電子的に国家公務員の身分が確認できるとともに、府省庁の入退館ゲート通過時に、カードの真正性、有効性のチェックを行う。

個人番号カードに国家公務員身分証を一元化するために、以下を行う。
①個人番号カードアプリケーション（AP）搭載システム構築
　個人番号カード発行市町村以外において、個人番号カードへのAPの搭載、削除、管理を可能とするためのシステムを構築する。
②個人番号カードへ各種情報を書き込むための政府共通システムを構築する。
　個人番号カードに国家公務員の職員情報、身分証用の鍵情報などを書き込むため、政府共通の発行システムを構築する。
③身分証明補完機能の整備
　個人番号カードと国家公務員身分証を一元化することにより、個人番号カードの券面では所属府省を判別することができなくなることの対応策として、補完機能（例えばカードケース、簡易ビューアなど）を整備する。
④互換性の検証
　個人番号カードを各庁舎季節の入退館ゲートで不都合なく使用できるようにするため、個人番号カードの配布前にテストカードによる互換性チェックを行い、既存の府省設置ゲートの全ての製品との組合せでの互換性検証及び補正を行う。
これらのシステム等により、個人番号カードと国家公務員身分証の一元化を実現し、個人番号カードの普及に寄与する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 522,950

総務省 個人番号カードの普及・利活用に向けた国家公務員身分証との一元化のための経費 一般会計 522,950

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 自治行政局住民制度課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-16
個人番号カードの普及・利活用に向けた国家公務員身

分証との一元化
総投資額
（千円）

542,950 平成27年度投資額
（千円）

522,950

53



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

20,000 149,825 169,825

129,127 129,127

0

30,000 30,000

0

0

36,598 36,598

90,000 90,000

5,400 5,400

0

82,000 82,000

0 0 0 20,000 522,950 0 0 0 0 0 0 0 542,950

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 ― ― ―

枚 平成26年度 平成27年度 平成32年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成27年度 平成32年度個人番号カードの普及

個人番号カード普及のための取組としての各種カード類の一元化を
国が率先垂範しつつ進めるため、国家公務員身分証明書の個人番
号カードへの一元化に伴い必要となる個人番号アプリケーション搭
載システムの構築等を行う。

番号制度未導入 番号制度の円滑な導入及び安定的な運用

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

国家公務員身分証明機
能を有する個人番号カー
ド発行枚数

国家公務員身分証明機能を搭載した個
人番号カードの発行枚数

国家公務員身分証明機能を個人番号カードへ一元化する環境を整備す
るとともに、必要なルール、ガイドラインの整備、職員への周知徹底の取
組を行う。

0 130,000

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本システムは27年度運用開始予定のところ、現時点においてシステム
運用等経費は記入できないが、28年度以降、記入できる見込みである。

0

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001691 191,291 197,511 388,802

0

0

0

0

0 0 0 0 191,291 197,511 0 0 0 0 0 0 388,802

政府認証基盤

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　政府認証基盤は、「ミレニアム・プロジェクト（新しい千年紀プロジェクト）について」（平成11年12月19日内閣総理大臣決定）に基づき、国民等と行政との間でインターネット等を利用してやり取りされる申請・届出等手続に係る電子文書につい
て、その文書が真にその名義人によって作成され、内容に改変がないことを相互に確認できるようにするため整備されたものであり、その中核となるブリッジ認証局及び官職証明書等を一元的に発行する政府共用認証局で構成されている。

　ブリッジ認証局は、政府共用認証局と民間認証局等との間の相互認証を仲立ちする役割を果たすものであり、各府省に対しては、国民・企業から送信された申請書が真に当該申請者により作成され、申請書の内容が改ざんされていないこと
を確認するための機能を提供するとともに、国民・企業等に対しては、行政機関から送信された処分通知等の有効性を検証する機能を提供する。
　政府共用認証局は、各府省大臣等の官職を電子的に証明する官職証明書のほか、利用者証明書、サーバ証明書及びコード署名証明書などの電子証明書を一元的に発行する。

　平成29年3月に政府認証基盤のシステム更改を行うための設計、開発、テスト等を平成27～28年度にかけて実施する。
　更改にあたり、証明書検証件数の増大に対応するためのＯＣＳＰ検証方式の追加、認証技術の動向を踏まえたＥＶＳＳＬ証明書発行機能の追加、各府省等が利用するパソコンのＯＳの動向を踏まえた利用者クライアントソフトウェアのバージョ
ンアップなどを行う。
　また、投資額及び運用経費を抑制する観点から、テストセンタ機器の統廃合、バックアップセンタのネットワーク構成の見直しによるネットワーク機器の削減、マルチＯＳの廃止による構築経費等の抑制など、現状の機器・ソフトウェア構成を大
幅に見直すとともに運用業務内容等も精査する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 191,291

総務省 政府認証基盤ブリッジ認証局整備経費 一般会計 135,117

総務省 政府認証基盤政府共用認証局整備経費 一般会計 56,174

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局行政情報システム企画課情報システム管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 政府認証基盤のシステム更改
総投資額
（千円）

388,802 平成27年度投資額
（千円）

191,291
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,555 1,555

38,880 38,880

64,541 64,541

0

66,096 174,183 240,279

0

0

18,662 17,107 35,769

0

0

0

1,557 6,221 7,778

0 0 0 0 191,291 197,511 0 0 0 0 0 0 388,802

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成33年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　平成28年度（平成29年3月予定）の更改時、各府省や国民・企業等に
公開しているサーバ機器等について、マスタセンタとバックアップセンタ
の切替方法を見直すことにより、１年に１回程度実施しているサービス
の計画停止を不要とする。　これに伴い、関係職員のサービス計画停止
に係る周知などの対応が不要となる。

800 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　平成28年度（平成29年3月予定）の更改時、現状の機器・ソフトウェア
構成を大幅に見直すとともに、平成32年度（平成33年3月予定）の更改
時にあわせ、政府共通プラットフォームの施設・設備の利用を検討する
ことにより、システム運用等経費の３割削減を目指す。

1,442 1,009

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001635 40,435 40,435

0

0

0

0

0 0 0 0 40,435 0 0 0 0 0 0 0 40,435

一元的な文書管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）（以下「公文書管理法」という。）に基づき、行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人等の有する諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うさ
れるようにすることを目的として、行政文書等の適正な管理等を図る。行政文書等のライフサイクルに応じて、文書の作成・整理・保存を適切に行うとともに、行政文書ファイル管理簿への記載・公表、保存期間満了後の国立公文書館等への移
管又は廃棄、行政文書の管理状況の報告、行政文書管理規則の規定等を実施している。

総務省が整備・運用を行っている一元的な文書管理システム（以下「本システム」という。）は、公文書管理法等に基づく行政文書等の適正な管理等のための業務を処理するものであり、行政文書等の受付、作成、起案、決裁、施行、保存及び
移管・廃棄に係る機能を有している。当該機能により、各府省等における行政文書の書誌情報の管理、行政文書の保存、行政文書ファイル管理簿や移管・廃棄簿の作成、行政文書や行政文書ファイルの検索等を行い、また、内閣府との廃棄
協議や国立公文書館への移管を電子的に処理する。

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）に基づき、職員のワークスタイルについて、情報のデジタル化（ペーパーレス化）の推進と生産性向上が求められていることから、電子決裁の推進のための機能改善を行うとともにデ
ジタル化した文書の長期保存についての検討を行う。
このような取組により、「世界最先端IT国家創造宣言工程表」でKPIとして設定している電子決裁率を平成27年度末までに60%を達成させる。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 40,435

経済産業省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 特許特別会計 370

国土交通省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 自動車安全特別会計 1,088

経済産業省、環境省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 エネルギー対策特別会計 47

経済産業省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 貿易再保険特別会計 3

厚生労働省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 年金特別会計 39

農林水産省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 食料安定供給特別会計 64

財務省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 外国為替資金特別会計 6

厚生労働省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 労働保険特別会計 1,200

総務省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 一般会計 37,570

財務省 文書管理業務・システムの最適化実施に必要な経費 財政投融資特別会計 48

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局行政情報システム企画課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 一元的な文書管理システムの整備
総投資額
（千円）

40,435 平成27年度投資額
（千円）

40,435

57



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

17,169 17,169

6,469 6,469

4,925 4,925

0

10,949 10,949

0

0

923 923

0

0

0

0

0 0 0 0 40,435 0 0 0 0 0 0 0 40,435

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成27年度

％ 平成24年度 平成25年度 平成27年度

時間 平成24年度 平成25年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 －システムの有効性
文書管理に係る業務運用の円滑かつ効率的な実施のために有効な
機能を提供する。

利用者の意見、要望等をシステムの機能に反映する取組を継続的に実
施。

有効な機能の提供を通じて、文書管理業
務の厳格かつ効率的な実施に資する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

電子決裁率
全決裁件数に対する電子決裁件数の割
合

2013 年度～2015 年度を、電子決裁推進の集中取り組み期間とし、全
府省において電子決裁の普及・利用促進の取り組みを推進する。
（「世界最先端ＩＴ国家創造宣言工程表」においても、ＫＰＩとして設定）

10.4% 60%

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

（電子決裁の増加に伴う起案業務の減）
電子決裁率を60％まで向上させる結果、これまで紙で作業を行っていた
起案に係る作業（決裁文書の印刷、編綴等）が軽減するもの。

46,301 34,187

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

PFへの統合・集約化に伴い、システムの構成を見直すことにより、一元
的な文書管理システムの運用・保守等に係る経費の削減を図る。

744 248

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001750 9,180 9,180

0

0

0

0 0 0 0 9,180 0 0 0 0 0 0 0 9,180

電子文書交換システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　電子署名の付与、検証、暗号化等の機能を有し、政府共通ネットワークの利用機関内、あるいは政府共通ネットワークや総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の利用機関間での電子文書の真正性・秘密性を確保した送受信を実現し、電子文書流
通の高度化を図ることで、行政事務を円滑かつ的確に遂行する。

１　電子文書の暗号化
　電子文書は、送信時にクライアント端末で生成された共通鍵で暗号化される。共通鍵は受信側の公開鍵で暗号化され、暗号化された電子文書と共に受信側に送信される。受信側では、秘密鍵で復号した共通鍵を使用して、受信した電子文書
を復号する。公開鍵及びペアの秘密鍵は、政府認証基盤（ＧＰＫＩ）で発行したものを用いる。
２　電子文書と署名検証
　電子文書に付与される電子署名は、官職署名と文書取扱主任署名がある。官職署名には、ＧＰＫＩで発行したＩＣカード内の官職証明書を使用する。鍵ファイルへの官職署名は、ＸＭＬ署名形式で行う。官職署名の検証は、署名検証サーバにア
クセスして行う。電子文書を送信する際、送信側の文書取扱主任署名が付与される。受信文書取扱主任が電子文書を受信した際に、送信側文書取扱主任の電子署名が検証される。文書取扱主任署名にはＧＰＫＩの発行した文書取扱主任の公
開鍵証明書を使用する。公開鍵証明書は、ＧＰＫＩが発行したＩＣカードに格納されている。

　電子文書交換システムは、検証環境を有していないため、保守作業の際は本番環境を使用する必要があり、システム利用を一時的に停止する場合がある。このため、適時に保守作業を行うことが難しく、保守対応の遅延によるシステム障害
及びセキュリティ事故が発生するリスクがある。
　電子文書交換システムの政府共通プラットフォームへの移行に伴い、上記のようなリスクを低減し、更なる円滑な運用・保守を実現するため、電子文書交換システムの検証環境を構築する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 9,180

総務省 政府共通ネットワーク整備経費（文書交換等） 一般会計 9,180

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局政府共通システム基盤センター 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-03 電子文書交換システムの検証環境の構築
総投資額
（千円）

9,180 平成27年度投資額
（千円）

9,180
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9,180 9,180

0

0 0 0 0 9,180 0 0 0 0 0 0 0 9,180

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成27年度 平成27年度 平成28年度

時間 － － －

日 平成25年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度迅速で適時な障害対応
障害発生時の原因調査や対応策、既知の障害に対応したパッチを
検証するため、電子文書交換システムに新たに検証環境を構築す
る。

障害発生時の原因調査や対応策、既知の障害に対応したパッチを検証
する環境が無く、検証のためには本番環境を停止する必要があるため、
障害対応等を適時に行うことが困難である。

障害発生時の原因調査や対応策、既知の
障害に対応したパッチを検証することで、
迅速で適時な障害対応が可能になる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的としない投資のため、基準値及び目標値等
の設定はしていない。

－ －

障害対応、セキュリティ脆
弱性対応のリードタイム
短縮

セキュリティ脆弱性に係るパッチ適用に
要する日数の短縮

検証環境の構築により、検証環境上で動作検証を行い、問題が無けれ
ば、当日中に本番環境へのパッチ適用が可能になる。

4 1

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

物理サーバを追加で借り入れて検証環境を構築する場合に比べて、既
存サーバ（電子掲示板データバックアップ装置）内に仮想的に検証環境
を構築することで、運用経費を節減できる。

42 9

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001646 35,713 35,713

0

0

0

0

0 0 0 0 35,713 0 0 0 0 0 0 0 35,713

電子政府の総合窓口システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「電子政府構築計画」（各府省CIO連絡会議決定 2003年7月17日）等に基づき、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して、各府省が提供する情報に国民等がアクセスしやすくすることで行政機関の諸活動に関する透明性を高め、開かれた行政を実現す
るとともに、電子申請機能の提供により国民の利便性の向上を図るため、電子政府の総合窓口（e-Gov）を整備・運用するもの。

電子政府の総合窓口（e-Gov）は、各府省がインターネットを通じて提供している膨大な行政情報について横断的･総合的な検索を可能にするとともに、国民等利用者がインターネット上の一つの窓口から２４時間３６５日いつでも申請･届出を行
うことができる窓口サービスを提供している。
e-Govでは、各行政手続に関する制度概要や相談窓口等を効率よく検索できるように、キーワード検索とカテゴリー検索の2通りの検索方法に対応している。
また、パブリックコメント手続に付する命令等の案の公示は、行政手続法第45条第1項において、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行うものとされており、「行政手続法の一部を改正する法律に
よる改正後の行政手続法第四十五条第一項の公示に関し必要な事項を定める件」（平成18年2月3日 総務省告示第78号）において、上記の方法により行う公示は、「電子政府の総合窓口（e-Gov）」のウェブサイト（http://www.e-gov.go.jp/）を利
用して行うこととされている。

本システムが現在提供しているパブリックコメント等に係るデータベースについて、ＡＰＩ機能の整備を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 35,713

総務省 総合窓口システム等整備費（電子政府の総合窓口システム） 一般会計 35,713

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 行政管理局行政情報システム企画課情報システム管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-04
電子政府の総合窓口（e-Gov）の提供するパブリックコメ

ント等情報データベースのＡＰＩ機能整備
総投資額
（千円）

35,713 平成27年度投資額
（千円）

35,713
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

8,400 8,400

15,661 15,661

0

7,858 7,858

0

0

3,794 3,794

0

0

0

0

0 0 0 0 35,713 0 0 0 0 0 0 0 35,713

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成27年度 平成27年度 平成27年度

時間 － － －

％ 平成26年度  平成27年度  平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度
国民等利用者の利便性
向上

本システムが現在提供しているパブリックコメント等に係るデータ
ベースについて、ＡＰＩ機能の整備を行う。

e-Govが提供するパブリックコメント等行政情報を利用する際、e-Gov内
データベースから検索して、利用者が必要とする情報を検索・抽出する
必要がある。

多種多様なパブリックコメントの意見募集
及び結果の公示内容等情報の機械的取
得・処理が可能となり、行政運営の公正
性・透明性の確保、民間企業活動の活性
化など社会経済活動における行政情報の
より高度な利活用が期待できる

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間の削減を目的とした投資ではない。 － －

オープンデータ化率
オープン化した項目数／e-Govのパブ
リックコメント等提供情報に係る項目数

世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成26年６月24日閣議改定）を踏まえ、e-
Govが提供するパブリックコメント意見募集及び結果の公示内容等情報
について、機械判読に適するデータ形式で公開する。

0 100

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

国民等利用者に対する利便性の向上を主な目的とした取組であり、運
用等経費の削減効果は生じない。

418,392 418,392

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

243,000 243,000

0

0

0

0

0 0 0 0 243,000 0 0 0 0 0 0 0 243,000

総合行政ネットワーク

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　社会保障・税番号制度（以下、「番号制度」という。）は、社会保障と税の各制度における効率性、透明性の向上を図り、給付や負担の公平性を確保する社会的基盤（インフラ）として位置づけられる。複数の機関に存在する個人の情報が同一
人の情報であることを確認するための基盤として提供され、行政機関等が保有する情報が情報連携により各種事務に活用されることにより、国民が公平・公正さを実感し、国民の負担が軽減され、国民の利便性が向上し、国民の権利がより確
実に守られるような社会を実現することを理念としている。

上記の番号制度における情報連携に用いられるネットワーク回線については、既存の総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）等を活用することとされたところである。
行政機関等が情報連携を行うに当たっては、それぞれの団体に設置された情報連携用のサーバー間等で情報の送受信を行うこととなるが、その際に既存の総合行政ネットワークに以下の機能を実装する必要がある。
・情報連携用のサーバー等の通信仕様がＩＰｖ６となるため、既存の総合行政ネットワークの通信仕様（ＩＰｖ４）で通信を可能とする機能
・情報連携用のサーバー間等で情報連携を行う際の相互認証のための機能
これらの機能の実装は、情報連携の円滑な導入及び安定的な運用に必要不可欠なものである。

行政機関等による情報連携に用いられるネットワーク回線として、総行行政ネットワークに必要とされる以下の改修等を行う。
　・ＩＰｖ６通信への対応のための要件定義、通信設計・構築、通信機器設置、既存システムの設定変更等事業
　・情報連携に用いる情報提供ネットワークシステムにおける相互認証のための新たな電子証明書の要件定義、証明書等設計・構築、開発等事業

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 243,000

総務省 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 一般会計 243,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 自治行政局住民制度課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-05
社会保障・税番号制度システム開発等委託費

（総合行政ネットワークの改修等）
総投資額
（千円）

243,000 平成27年度投資額
（千円）

243,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 243,000 0 0 0 0 0 0 0 243,000

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

団体 平成26年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成27年度 平成27年度
番号制度における情報
連携の導入

番号制度における情報連携の導入に伴い必要となる総合行政ネット
ワークの改修等を行う。

番号制度未導入 番号制度の円滑な導入及び安定的な運用

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

番号制度における情報
連携が可能となる団体数

当該改修により、番号制度における情
報連携が可能となる団体数

地方公共団体等の行政機関等の情報連携を可能とする。（当面の目標
は平成２７年度の連携テストに参加する地方公共団体が情報連携を可
能とすること）

0 1,788

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001875 101,308 101,308

0

0

0

0

0 0 0 0 101,308 0 0 0 0 0 0 0 101,308

電気通信行政情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　電気通信行政情報システム(以下｢STARS｣という。)は、電波法、電気通信事業法、放送法、有線テレビジョン放送法、有線電気通信法等に基づく「無線従事者免許、電気通信資格者、有線放送、高周波利用設備、端末機器の技術基準適合、
電気通信番号、届出電気通信事業者」に関する申請・届出受付、審査、決裁、原簿登録・変更及び許可状等発給の許認可業務並びにこれらに関連する情報公開、統計処理等を行うシステムであり、本システムを維持運用することにより、情報
通信行政の事務処理の効率化、国民等への行政サービス向上を図るものである。
　平成27年度は、制度改正や利用者からの改善要望等、法人番号の利活用推進に対応するためのシステム改修を実施する。

電波法、電気通信事業法、放送法、有線テレビジョン放送法、有線電気通信法等に基づく各種免許（無線局免許を除く）等の受付・発行、事業者管理等を実現するシステムである。

本投資は、電波法、電気通信事業法等関連法の制度改正に対応するための機能改修等を行うことにより、円滑かつ正確な業務運営に資することを目的として実施する。
また、法人番号の活用により事業者管理の適正化を図るための改修を実施する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 101,308

総務省 情報通信の利活用高度化に必要な経費 一般会計 101,308

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 情報流通行政局情報流通振興課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-06 電気通信行政情報システムの改修
総投資額
（千円）

101,308 平成27年度投資額
（千円）

101,308
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

29,106 29,106

28,660 28,660

0

31,568 31,568

6,524 6,524

0

0

0

0

0

5,450 5,450

0 0 0 0 101,308 0 0 0 0 0 0 0 101,308

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 － － －

時間 - － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成27年度 平成28年度

平成27年度 平成27年度 平成30年度

制度改正対応
電波法、電気通信事業法等の改正による業務の変更に対応し、円
滑かつ正確な業務の実施に資する。

制度改正に対応する必要がある。 制度改正に対応する。

届出電気通信事業者管
理

法人番号の活用により、届出電気通信業者の管理及び実態調査業
務の調査精度の向上に資する。

住所変更等の届出が失念されていることにより、実態調査ができなくな
る事業者がいる。

住所変更等の届出が失念されていること
により、実態調査ができなくなっていた事
業者についても、実態調査及び住所等変
更の注意喚起が実施可能になり、事業者
の適切な管理が可能になる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理時間を目的とした改修ではない。 － －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

運用経費の削減を目的とした改修ではない。 － －

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002049 205,386 163,847 369,233

0

0

0

0

0 0 0 0 205,386 163,847 0 0 0 0 0 0 369,233

小売物価統計調査システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　小売物価統計調査は、国民の消費生活上必要な支出の対象となる商品の小売価格、サービスの料金及び家賃を全国的な規模で調査して、毎月の物価水準の変動を測定するための消費者物価指数（CPI）、物価の構造を捉えるための地域
別、事業所の形態別等の物価、その他物価に関する基礎資料を得ることを目的として実施されている。
　また、毎月、小売物価統計調査から作成される消費者物価指数（CPI）は、経済・金融政策の重要な指標として活用されているほか、年金額改定に活用されるなど、我が国の重要な物価指標として広範に利用されている。

　小売物価統計調査システムは、小売物価統計調査の調査データ（価格）の取集、審査を行うためシステムであり、全国約260の市町村における約３万の店舗・事業所及び２万８千の借家世帯から、約500品目の商品・サービスの価格の調査に
利用されている。
　現行システムは、平成24年10月から運用されており、統計局職員及び都道府県職員が用いるWebアプリケーション及び実査を行う調査員がタブレット端末上で利用する業務アプリケーション等によって構成されており、毎月の調査データの取
集に必要不可欠なものである。

　政府全体の取組として、デジタル新時代に向けた新たな戦略～三か年緊急プラン～（平成21年４月９日 ＩＴ戦略本部）に基づき整備が進められている、政府共通プラットフォームに本システムの基盤機能を統合するために必要なシステム改修
及び移行業務を実施する。
　また、併せて、第Ⅱ期公的統計の整備に関する基本的な計画（平成26年３月25日閣議決定）に基づいた「オンライン調査の推進」への取組として、①現状オンライン化されていない調査品目の調査機能を本システムへの統合、②現状システム
化されていない調査対象となる財・サービスに係る規定（銘柄）に係る情報を管理するデータベース機能の統合、③複雑・多様化する社会・市場において、消費者物価指数（CPI）の精度を維持するためのデータチェック機能及び審査用帳票出力
機能等の拡充、④調査員端末（タブレット端末）の障害復旧支援機能の拡充など、小売物価統計調査の調査業務の効率化に資するための機能拡充に係るシステム改修を実施する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 205,386

総務省 小売物価統計調査システム更改経費 一般会計 184,002

総務省 小売物価統計調査システム更改工程管理支援経費 一般会計 21,384

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 統計局消費統計課物価統計室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-07 小売物価統計調査システムの更改
総投資額
（千円）

369,233 平成27年度投資額
（千円）

205,386
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 0

69,201 3,802 73,003

69,201 42,681 111,882

0 0 0

691 59,443 60,134

8,986 20,218 29,204

0 0 0

51,000 37,703 88,703

0 0 0

6,307 0 6,307

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 205,386 163,847 0 0 0 0 0 0 369,233

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度
調査員端末の障害への
迅速な対応

　調査員が利用している調査員端末（タブレット端末）について、ソフ
トウェアのオンラインアップデート機能、リモート操作による障害切り
分け機能等を追加実装することで、障害発生のリスクに対応する。

　現状、調査員端末にはオンラインアップデート等は実装されておらず、
障害発生時には端末を都道府県、統計局に送付する必要があるなど、
復旧に時間を要している。

　調査員端末における障害にオンライン上
で対応できることで、障害復旧の迅速化
し、消費者物価指数（CPI）の公表の遅滞
の防止に大きく寄与。

小売物価統計調査及び
消費者物価指数（CPI）の
結果精度の向上

　現在オンライン化されていない調査品目の調査機能をシステムに
統合し、データベースを一元化することで、データ管理業務及び審査
業務を簡略化し、調査業務全体の効率化を図る。

　現状、一部の調査品目の調査機能はオンライン化されておらず、調査
データがエクセル形式で管理されているなど、データが分散管理されて
おり、非効率。

　調査業務の効率化により、十分な審査期
間が確保されることで、小売物価統計調査
及び消費者物価指数（CPI）の結果精度の
向上に寄与。

複雑・多様化するの社
会・市場への柔軟な対応

　昨今の複雑・多様化する社会・市場において増加傾向にあるエ
ラーデータに対応するためのデータチェック機能等を追加実装するこ
とで、審査業務の効率化を図る。

　現状、複数のデータ間でシステム的にエラーチェックする機能がシステ
ムに実装されておらず、横断的な審査が困難であり、目視でのチェック
を要することから、入力エラーが多く見込まれる場合（消費税８％増税時
は通常時の６倍程度のデータ訂正候補が発生）にシステム面で対応で
きず、大きな業務負担が発生。

　昨今の複雑・多様化する社会・市場にお
いてにおいても、迅速かつ柔軟な対応が
可能となり、特に消費税率の変化に機微
な対応が求められる消費者物価指数
（CPI）の正確性の確保に大きく寄与。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間（国）
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する国の関係職員全員の年間合計業
務処理時間

　データ管理の二重化を廃止、新規帳票出力機能の追加など、システム
構成の効率化を図ることで、業務時間の削減が期待される。

10,976 8,800

業務処理時間（都道府
県）

業務改善の対象となる業務の遂行に要
する都道府県の関係職員全員の年間
合計業務処理時間

　オンラインでのシステムアップデート機能の実装、データ管理の二重化
を廃止、新規帳票出力機能の追加など、システム構成の効率化を図る
ことで、業務時間の削減が期待される。

15,040 7,896

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　小売物価統計調査システムの基盤機能について、政府全体の情報シ
ステムで共有する政府共通プラットフォームに移行することで、コスト削
減効果が期待される。

85 75

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001576 1,601 1,601

0

0

0

0

0 0 0 0 1,601 0 0 0 0 0 0 0 1,601

恩給事務総合システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

社会保障と税一体改革大綱に基づき所得税法等が改正され、平成28年の恩給等の支払分から、税務署等に提出する法定調書等（源泉徴収票等）への法人番号及び恩給受給者等のマイナンバー記載が義務化されたところである。
今般の所得税法等の改正により、対象恩給受給者等のマイナンバー取得については本人からマイナンバーの提出を受ける必要があり、その照会作業に係るシステム開発を行うものである。

マイナンバーを取得するため、照会対象者（約４万人）の抽出及び調査票作成のためのＣＳＶデータの編集を行う。

上記機能作成のための詳細設計、製造・単体試験、結合試験に係る経費

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 1,601

総務省 恩給支給事務に必要な経費 一般会計 1,601

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 政策統括官（恩給担当）付恩給企画管理官（室） 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-08
マイナンバー取得に伴う受給者照会依頼のシステム開

発
総投資額
（千円）

1,601 平成27年度投資額
（千円）

1,601
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

440 440

742 742

0

419 419

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 1,601 0 0 0 0 0 0 0 1,601

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 － － －

時間 平成27年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該経費は、平成２６年７月に改正された所得税法施行規則に基づき、
平成２８年１月以降分より、従前から税務署等へ提出している恩給の課
税対象者（約４万人）の法定調書（源泉徴収票等）に、個人番号を記載
することが義務化されたことに対応するための経費であるが、これを手
作業で行った場合、対象者全員の生存、住所変更の有無の確認、デー
タの修正等に膨大な作業量が必要となるが、当該システム開発を行うこ
とにより、処理時間を大幅に短縮することが可能となる。
なお、基準値については、当該業務が平成２７年度の新規業務であるこ
とから全課税対象者を手作業で行った場合の想定処理時間を試算した
ものであり（40,000人×1分/人÷60分）、基準年度も新規事業年度の平
成２７年度を設定したものである。

約667 約3

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本件は、課税対象恩給受給者等のマイナンバーを取得するために対象
者（約４万人）への照会用の調査票データを作成するツールを開発する
ものであり、平成27年度限りの処理である。
当該開発により、運用等経費が増減するものではない。

－ －

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A001576 564,813 564,813

0

0

0

0

0 0 0 0 564,813 0 0 0 0 0 0 0 564,813

恩給事務総合システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

恩給は、恩給法等に基づき、共済年金移行前の公務員や旧軍人が相当年限勤務して退職した場合、公務による傷病のために退職した場合又は公務のために死亡した場
合において、国が年金給付などを行う国家補償を基本とする制度であり、恩給の受給権を有する者の裁定を行い、適正・適格な恩給の支給を行う。

恩給業務は、恩給の請求に対する裁定から支給までの各種業務処理を行っている。具体的には、「裁定業務」、「不服申立て業務」、「支給業務（支給処理、失権関係処理、
源泉徴収処理）」、「受給権調査業務」、「恩給相談業務」、「受給者情報管理業務（住所変更等処理、各種証明処理）」、「恩給統計業務」等に係る業務であり、恩給事務総
合システムにより、これらに係る一連の処理を実施している。

恩給事務総合システムの政府共通プラットフォームへの移行に係る設計・開発作業及び移行作業を行うもの。

投資開始年度 平成２７年度 投資終了年度 平成２７年度

合計 564,813

総務省 恩給事務総合システムの政府共通プラットフォームへの移行に必要な経費 一般会計 564,813

平成27年度政府情報システム投資計画書

総務省 政策統括官（恩給担当）付恩給業務管理官付情報処理調整官（室） 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-09 恩給事務総合システムのＰＦ移行
総投資額
（千円）

564,813 平成27年度投資額
（千円）

564,813
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

81,948 81,948

212,912 212,912

0

143,117 143,117

44,951 44,951

0

66,563 66,563

0

0

0

15,322 15,322

0 0 0 0 564,813 0 0 0 0 0 0 0 564,813

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成28年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

業務処理については現行システムを踏襲することとしており、業務処理
時間の削減には直接結びつかないものである。

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームに移行することにより、ハードウェア等の借料
及び保守料、データセンタの使用料等について、削減が見込まれる。

134 112

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002452 5,250 8,715 20,475 32,365 32,496 24,625 24,625 148,551

0

0

0

0

5,250 8,715 20,475 32,365 32,496 24,625 24,625 0 0 0 0 0 148,551

法務省情報ネットワーク

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　本省と，所管各庁（法務局，地方法務局，最高検察庁，高等検察庁，地方検察庁，矯正管区，矯正研修所，刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所，婦人補導院，地方更生保護委員会，保護観察所，地方入国管理局等，主に都道
府県単位で地方拠点となる機関を指す。）及びその出先機関（支局，支部，出張所等を指す。以下同じ。）を接続した広域ネットワークであり，セキュリティを維持・強化しつつ，コスト抑制の下で内部管理業務等を含めた行政の情報化及び業務・
システムの最適化に必要な回線容量の拡張とネットワークに接続する機関の拡大を推し進め，安全性，信頼性，利便性の確保及び個人情報の保護を図ることを基本理念としている。

　複数の情報処理システム（各局等の個別システム及び府省共通システム）を稼動させるための通信基盤である。

　法務省情報ネットワーク（法務省NW）は，構築から既に８年が経過し，９割以上の拠点に設置された通信機器の保守期限が平成２５年度に到来するところ，法務省NWが複数の情報システムの通信基盤であることに鑑み，保守体制を確保する
必要性があることから，更新作業を実施した。また，費用対効果の観点から，更新の際にしか実施不可能である情報セキュリティ対策の維持・強化（暗号方式の危殆化に伴う情報漏えいリスク対応及び通信盗聴等対応（メタル回線の光化））及
び災害対策（通信回線の二重化）についても合わせて対応する必要があるため実施するとともに，法務省NWの継続的・安定的なサービスの提供には，通信回線と通信機器の一体的な運用が不可欠であることから，通信回線についても更新を
行った。
　さらに，平成２６年度において，これら個別システムの事情によるアクセス回線の帯域増速及び庁舎移転，統廃合等に係る各種作業を実施する。
　加えて，平成２６年度と同様に，アクセス回線の帯域増速及び庁舎移転，統廃合等が平成２７年度に予定されており，これらに係る各種作業を実施する。

投資開始年度 平成23年度 投資終了年度 平成29年度

合計 32,496

法務省 更生保護情報トータルネットワークシステムに必要な経費 東日本大震災復興特別会計 65

法務省 法務省情報NW経費分担金 一般会計 2,594

法務省 経常事務費 一般会計 86

法務省 矯正管理体制の整備に必要な経費 一般会計 6,851

法務省 更生保護情報トータルネットワークシステムに必要な経費 一般会計 1,746

法務省 法務局通信ネットワーク整備経費 一般会計 12,378

法務省 検察総合情報管理体制確立経費 一般会計 5,393

法務省 法務行政情報化推進経費 一般会計 2,640

法務省 法務省情報ネットワーク経費分担金 一般会計 743

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

11-01 法務省情報ネットワークの更新
総投資額
（千円）

148,551 平成27年度投資額
（千円）

32,496

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 大臣官房秘書課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

5,250 789 1,944 1,944 1,944 1,944 13,815

789 1,944 1,944 1,944 1,944 8,565

525 1,296 1,296 1,296 1,296 5,709

477 2,680 2,424 973 973 7,527

1,839 4,536 4,536 4,536 4,536 19,983

4,599 11,340 11,340 11,340 11,340 49,959

358 906 875 648 648 3,435

263 648 648 648 648 2,855

525 1,296 1,296 1,296 1,296 5,709

0

0

8,715 10,311 5,775 6,193 30,994

5,250 8,715 20,475 32,365 32,496 24,625 24,625 0 0 0 0 0 148,551

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成25年度 平成26年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成24年度 平成25年度 平成25年度通信可用性の向上
広域災害対策のため，法務省ＮＷにおける通信回線の暗号化等の
中枢機能を二重化する。

現行の法務省ＮＷにおいては，暗号化等のため，全ての通信が首都圏
の特定の法務省施設（以下「法務省施設（首都圏）」という。）を経由して
いることから，首都直下地震等の広域災害が発生して法務省施設（首都
圏）が通信機能を失った場合，法務省の全国の接続拠点で通信不能と
なる。

首都圏から十分離れた通信施設に通信回
線の暗号化等の中枢機能を持たせて二重
化を図ることにより，首都直下地震等の広
域災害が発生して法務省施設（首都圏）が
通信機能を失った場合でも，法務省の全
国の接続拠点で通信が可能となる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、通信ネットワークシステムを更新するためのもので、
業務処理時間の削減を目的としない施策であり、基準値及び目標値等
の設定はしていない。

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

平成２５年度に通信回線及び通信機器等を一斉更新する。現行の法務
省NWの構築（平成１７年度）から８年が経過していることもあり，通信回
線料等の低廉化に伴う経費削減が見込まれる。※目標値は，平成２５
年度から平成２９年度までの間の国庫債務負担行為における平成２６年
度分運用等経費である。

1,236 534

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002429 41,475 10,763 116,278 112,792 112,792 112,792 112,792 619,684

0

0

0

0

0 41,475 10,763 116,278 112,792 112,792 112,792 112,792 0 0 0 0 619,684

法務本省内ＬＡＮシステム等

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　行政情報化推進基本計画（平成6年12月25日閣議決定）に基づき，省内における情報共有の迅速化，事務におけるペーパーレス化の推進等を実現するために構築された府省内ＬＡＮである。

　情報共有の迅速化及び事務のペーパーレス化の推進等を実現するためのファイルサーバ及びグループウェアサーバ（電子メール機能を含む。）等の各種サーバ及び端末を接続した法務本省における通信基盤（省内ＬＡＮ）である。また，法務
本省及び法務省情報ネットワークの接続機関に対する電子メール交換，インターネット接続（法務省ホームページ等の情報提供サーバの通信基盤機能を含む。）及び政府共通ネットワーク接続等のゲートウェイ機能を実現している。

　法務本省内ＬＡＮシステム等（以下「本省内ＬＡＮ等」という。）は，平成７年度の構築から１８年目を迎えているところ，省内に敷設したＬＡＮ回線が経年により老朽化及び陳腐化し，交換の必要性が生じている。また，本省内ＬＡＮ等を構成する機
器のうち，主要機器については，リース期間満了後も再リースするなどして，継続的に使用してきたものの，フロアスイッチ等の重要な機器について，平成２６年度にメーカの保守期限が到来することとなる。さらには，ファイルサーバ等の記憶容
量不足，セキュリティ対策強化の必要性等の問題が生じている。
　また，本省内ＬＡＮ等は現行業者が独自に開発を行ったシステムであり，本省内ＬＡＮ等に精通している現行業者でなければ安全・確実に業務遂行ができない状況にある。
　そこで，上記問題点を解決するために，平成２６年度にサーバ機器等を一斉に更新整備するとともに，包括的な本省内ＬＡＮ等の運用管理業務を実施することで，公共調達における競争性・透明性を確保し，運用管理業務の更なる経費節減を
図った上で，情報セキュリティ対策の強化も合わせて図ることにより，安定した本省内ＬＡＮ等の運用を実現する。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成30年度

合計 112,792

法務省 出入国管理業務費 一般会計 34

法務省 公安調査庁共通費 一般会計 1

法務省 検察運営費 一般会計 456

法務省 更生保護活動費 一般会計 222

法務省 法務局共通費（民事局） 一般会計 667

法務省 法務局共通費（人権局） 一般会計 38

法務省 法務行政情報化推進費 一般会計 111,304

法務省 訟務費 一般会計 70

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 大臣官房秘書課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01 法務本省内ＬＡＮシステム等の更新整備
総投資額
（千円）

619,684 平成27年度投資額
（千円）

112,792
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

41,475 10,763 52,238

13,212 46,482 46,482 46,482 46,482 199,140

3,135 18,812 18,812 18,812 18,812 78,383

21,697 12,715 12,715 12,715 12,715 72,557

2,391 14,349 14,349 14,349 14,349 59,787

2,081 12,486 12,486 12,486 12,486 52,025

1,325 7,948 7,948 7,948 7,948 33,117

52,920 52,920

0

11,914 11,914

0

7,603 7,603

0 41,475 10,763 116,278 112,792 112,792 112,792 112,792 0 0 0 0 619,684

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成26年度 平成26年度

時間 平成25年度 平成26年度 平成27年度

回数 平成25年度 平成26年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成24年度 平成26年度 平成27年度

平成24年度 平成26年度 平成27年度

情報セキュリティ対策機
能の向上

　本省内ＬＡＮ等全体としてセキュリティ対策機能を向上させるため，
以下の機器等の導入を行う。
　・メール・Webセキュリティ対策装置
　・接続機器認証装置
　・統合ログ管理装置

　現行システムにおいて，以下のとおりセキュリティ対策が不十分であ
る。
　・標的型メール攻撃等，未知の攻撃への対策が不十分
　・不正接続機器対策がシステム上不十分
　・各種ログが各個別機器において管理されているため解析が困難

　次期システムにおいては，メール・Webセ
キュリティ対策装置，接続機器認証装置，
統合ログ管理装置等を導入することによ
り，現状における問題点を解決する。

システムインフラの機能
強化

　システムインフラの機能強化を図るため，以下の内容を実現する。
　・ファイルサーバ等の必要な記憶容量を確保する。
　・ＬＡＮ配線を交換することにより通信環境の向上を図る。

　現行システムにおいて，以下のとおりシステムインフラの老朽化及び
陳腐化による問題を抱えている。
　・ファイルサーバ等の記憶容量が限界を迎えている。
　・ＬＡＮ配線の経年による性能劣化が顕著な上，大半が旧規格（伝送速
度が遅い）である。

　次期システムにおいては，ファイルサー
バ等の必要な記憶容量を確保し，またＬＡ
Ｎ配線の交換により通信環境の向上を図
ることで，安定したシステム運用を確保す
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

マルウェア対策に係る作
業回数

マルウェア対策に係るＳＥ作業回数

　現行システムにおいては，一部のマルウェアに対するセキュリティ設定
作業を都度手動で行っている状況である。
　そこで，次期システムにおいては，より高度なメール・Webセキュリティ
対策装置を導入して自動化処理の対象を拡大することにより，マルウェ
ア対策に係る設定作業回数を減少させ，マルウェア対策の強化を図る。

35 12

業務処理時間

システムインフラの機能強化（ファイル
サーバの記憶容量の増加）により削減
が見込まれるデータ整理作業等に係る
利用者（職員）の年間合計業務処理時
間

　現行システムにおいては，ファイルサーバの記憶容量が使用率９０
パーセントを超えている状況であり，このままの推移で増加していくと，リ
プレース時期である平成２６年度末には使用率が１００パーセントに達す
ることが想定される。空き容量がなくなると，ファイルの保存ができなく
なってしまうため，頻繁に，データの圧縮や移動，不要データの削除等を
行う必要が生じることとなる。
　そこで，次期システムにおいては，ファイルサーバの記憶容量の増加
を行うことにより，データ整理作業等に係る利用者（職員）の業務処理時
間の増加を抑える。

15,600 0

ログ解析に係る作業時間 ログ解析に係るＳＥ作業時間

  現行システムにおいては，各種ログを各個別機器で管理しており，解
析に一定の時間を要する状況である。
　そこで，次期システムにおいては，新たに統合ログ管理装置を導入す
ることにより，ログ解析に必要な時間を短縮化し，セキュリティ状況の確
認について，より迅速な対応を行う。

320 107

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　平成２６年度にサーバ機器等を一斉に更新整備するとともに，包括的
な本省内ＬＡＮ等の運用管理業務を実施することで，公共調達における
競争性・透明性を確保し，システム運用管理業務に係る経費の節減を
図る。

305 252

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002762 1,042,445 1,019,038 1,718,356 793,867 4,573,706

0

0

0

0

0 1,042,445 1,019,038 1,718,356 793,867 0 0 0 0 0 0 0 4,573,706

登記情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

不動産取引の安全と円滑に資する不動産登記，企業取引等の秩序の維持に資する商業・法人登記等に関する事務を処理する上で不可欠な登記情報システムの安定的な運用を図ることにより，登記所における適正かつ効率的な業務の遂行
を維持するとともに，インターネットを利用した登記情報の提供や，最寄りの登記所から全国の登記事項証明書等の取得を可能とするなどの社会のニーズに対応した行政サービスを維持しつつ，更なる向上を図るため，本システムの運用・管理
を適切に行うことを目的とするものである。

　登記手続における申請書の受付，申請書及び添付書類の調査，登記すべき事項・内容を決定した上での登記情報システム内部での仮登録，登記の申請の受理・不受理について，登記官による最終的な審査を行い，登記事項を確定した上
で，登記の実行（登記簿への登記事項の記録），登記された事項を公示するための登記事項証明書等の発行まで，一連の処理を登記情報システムを用いて電子的に処理している。

　現行機器等の賃貸借期間が満了することに伴い，機器構成の効率化を図り，運用経費を縮減するとともに，登記情報システムを活用したサービスの提供を受ける者に対して適正かつ効率的なサービスを提供する必要がある。そのため，平成
２７年度においては，引き続きシステム更改に伴う作業支援委託及び法令改正に伴う事務処理方式の変更に対応するため，(1)商業登記法の改正に伴う仕様変更，(2)オンライン申請における補正情報を用いた登記事項等を自動で作成するた
めの仕様変更，(3)登記識別情報及び登記完了証の作成工程を簡略化するための仕様変更，(4)マンション敷地売却制度の創設に伴う登記情報システムの機能開発等を行う。
　また，現在進めているシステム更改により導入した機器については，平成２９年度以降順次リース期間の満了を迎えることとなるため，平成３０年度から次のシステムへの更改を行っていく必要がある。平成３０年度から次のシステムへの更改
を行うためには，設計・開発及び移行の期間を考慮すると，平成２７年度中に更改に向けた要件定義を行う必要があることから，これら作業の支援を情報通信技術に関する知識及び技能を有する者に委託する。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成27年度

合計 793,867

法務省 登記情報システム経費 一般会計 793,867

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-02 登記情報システムの整備
総投資額
（千円）

4,573,706 平成27年度投資額
（千円）

793,867
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

53,562 385,923 439,485

355,263 161,541 191,812 47,674 756,290

196,529 80,770 250,583 91,370 619,252

222,866 253 223,119

204,087 83,876 171,606 84,998 544,567

15,871 682,648 955,802 1,654,321

53 53

0

47,776 10,203 57,979

0

0

94,738 183,902 278,640

0 1,042,445 1,019,038 1,718,356 793,867 0 0 0 0 0 0 0 4,573,706

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成25年度 平成28年度

％ 平成23年度 平成25年度 平成28年度

時間 平成31年度 平成27年度 平成31年度

時間 平成31年度 平成27年度 平成31年度

％ 平成25年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成26年度 平成26年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成31年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成25年度 平成26年度 平成26年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

不動産登記申請の校合
処理業務の適正化

校合処理業務におけるシステム操作の適正化を図る。
不動産登記申請の校合処理業務においては，多数の画面による多数
の操作があるため，誤操作等の原因となり，適正な校合業務の妨げと
なっている。

校合処理業務におけるシステム操作を簡
略化することにより，適正な登記事件処理
を実現し，もって，登記制度の信頼性の向
上を図る。

補正情報の自動反映に
よる登記事件処理の適
正化

オンライン申請（不動産及び商業）における補正情報作成の際に，
当初送信した申請情報を修正して，補正情報とし，登記所に送信す
ることを可能とすることで，補正情報を自動で登記事項の作成等に
反映することを可能とする。

補正情報を登記事項の作成時に反映することができないため，職員が
補正情報を基に登記事項等を手入力している。

補正情報を自動で登記事項の作成等に反
映することを可能とすることにより，適正な
登記事件処理を実現し，もって，登記制度
の利便性及び信頼性の向上を図る。

登記申請手続における
利便性の維持（ＦＤ→ＵＳ
Ｂメモリ対応）

登記申請や電子証明書の発行請求の際に申請情報を格納して提
出する記憶媒体について，フロッピーディスクを使用することができ
なくなった場合であっても，フロッピーディスクに替わる他の記憶媒
体（ＵＳＢメモリ）の使用が可能となるよう，登記情報システムの仕様
変更をする。

平成２６年１０月から行われる登記情報端末システムのリプレースに伴
い，登記申請等において申請情報をフロッピーディスクに格納して提出
することができなくなるため，申請者に不便を強いることとなる。また，登
記申請等の際に用いる記憶媒体については，破損等の可能性の少ない
ものとする必要がある。

フロッピーディスクに替わる格納媒体を用
いた登記申請方法を確保することにより，
登記申請における利便性の維持を図る。

商業・法人登記制度の信
頼性の維持（休眠会社等
整理作業）

休眠会社等整理及び商業登記規則第８１条第１項第１号に基づく閉
鎖登記を行うための一連の機能を開発する。

実体を失ったにもかかわらず登記簿が閉鎖されていない休眠会社を悪
用する事例が散見されていることから，商業・法人登記制度の信頼性に
問題が生じている。

休眠会社等整理作業を適正に行えるよう
機能開発することにより，商業登記制度の
信頼性の維持を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

登記識別情報の照合の
適正化

登記識別情報の照合処理において，提出された書面に記載された
二次元バーコードを登記所職員がバーコードリーダーで読み取り，
登記識別情報を登記情報システムに取り込んで，照合処理を行う。

登記識別情報の照合処理において，書面に記載された１２桁の英数字
の組合せである登記識別情報を手入力している。

登記識別情報の照合処理において，二次
元バーコードを読み取ることにより，登記
識別情報を正確に入力して適正な照合処
理を実現する。

業務処理時間
マンション敷地売却制度に基づく新たな
登記手続及び区分建物の滅失登記の
処理に要する年間業務処理時間

第１８６回通常国会で成立した「マンションの建替えの円滑化等に関する
法律の一部を改正する法律」（平成２６年法律第８０号）により新設され
るマンション敷地売却制度に基づく新たな登記手続の処理及び区分建
物の滅失登記の処理に要する業務処理時間の削減を図る。

10,989 1,614

補正処理に要する時間
オンライン申請（不動産及び商業）の補
正処理に係る年間削減時間

オンライン申請（不動産及び商業）における補正書作成の際に，当初送
信した申請情報を修正して，補正情報とし，登記所に送信することを可
能とすることで，補正情報を自動で登記事項の作成等に反映することを
可能とすることにより，補正処理に要する時間の削減を図る。

9,783 1,426

作業時間
休眠会社整理及び商業登記規則第８１
条第１項第１号に基づく閉鎖登記に係る
一連の作業に要する時間

実体を失ったにもかかわらず登記簿が閉鎖されていない休眠会社を悪
用する事例が散見されていることから，当該作業を適正かつ効率的に行
うための機能開発を行う。
なお，本作業の多くは賃金職員が行う単純作業である。

73,114 15,908

業務処理時間
不動産登記申請の校合処理業務に要
する年間業務処理時間

不動産登記申請の校合処理業務における登記識別情報通知書作成・
発行，登記完了証発行及び署名・事件完了処理までにかかるシステム
操作を簡略化し，校合処理業務に要する業務処理時間の削減を図る。

403,286 354,693

業務処理時間

窓口申請で二次元バーコードが付加さ
れた登記識別情報通知書が提供された
場合の業務の遂行に要する関係職員の
年間業務処理時間

登記識別情報の照合処理において，提出された書面に記載された二次
元バーコードを登記所職員がバーコードリーダで読み取り，登記識別情
報を登記情報システムに取り込んで，適正・迅速な処理を行う。
なお，基準値は，達成年度である平成３１年度において，投資に基づく
開発が行われない場合の年間業務処理時間である。

68,885 63,527

商業・法人登記簿に対す
る会社法人等番号の付
与割合
（改製不適合登記簿のコ
ンピュータ化）

商業・法人登記制度に基づく全ての登
記簿に対する会社法人等番号付与の割
合

商業登記法の改正に伴い，会社法人等番号が登記事項とされるが，会
社法人等番号の付番・管理は，登記情報システムにおいて行うため，改
製不適合登記簿を登記情報システムに入力することができるようにし，
会社法人等番号の付与・管理を行えるようにする。

87 100

システム稼動率 実稼動時間 ÷ 予定稼動時間 × 100
不動産登記制度の根幹を支える基幹システムとして高い安定性・信頼
性が求められるミッションクリティカルなシステムであり，システム稼動率
99.9％以上を維持する。

99.9 99.9

業務処理時間
オンラインで登記識別情報に関する証
明が請求された場合の業務の遂行に要
する関係職員の年間業務処理時間

申請人から適式な証明の請求がされた場合，提供された登記識別情報
の照合等の作業をシステムにより自動化することで，登記識別情報に関
する証明の請求人への提供の迅速化を図る。
なお，基準値は，達成年度である平成３１年度において，投資に基づく
開発が行われない場合の年間業務処理時間である。

9,463 7,873

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

賃貸借期間の満了による機器等の更新に当たり，サーバ構成の効率化
等による運用等経費の縮減を図る。

21,371 19,797

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

B002488 36,089 56,395 32,394 29,021 153,899

0

0

0

0

0 36,089 56,395 32,394 29,021 0 0 0 0 0 0 0 153,899

刑事局個別情報システム（デジタルフォレンジック専
用端末等）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

検察庁において，電磁的記録等の客観的証拠の収集，分析等を専門的に行い，科学的な捜査に対応することができる体制を整備し，検察権の適正な行使を実現する。

○刑事事件の証拠品として押収したパソコンのハードディスク等の電磁的記録媒体について，デジタルフォレンジック用の機器及びソフトウェアを駆使して分析・保全等の捜査を実施する。
○防犯カメラ等で撮影された動画・静止画データを，専用ソフトウェアを用いて鮮明化するなどの画像処理を行い，捜査・公判活動に活用する。

当該投資により，デジタルフォレンジック機器等を全国の検察庁に整備し，電磁的記録等の客観的証拠の収集，分析等を専門的に行い，科学的な捜査に対応することができる体制の整備を図り，検察権の適正な行使を実現するものである。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成27年度

合計 29,021

法務省 各種検察活動充実強化経費 一般会計 29,021

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 刑事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-03 デジタルフォレンジック用機器等の整備
総投資額
（千円）

153,899 平成27年度投資額
（千円）

29,021
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

2,730 1,296 1,296 5,322

0

0

0

0

0

23,082 3,815 3,208 2,370 32,475

13,007 49,850 27,890 25,355 116,102

0

0 36,089 56,395 32,394 29,021 0 0 0 0 0 0 0 153,899

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成24年度 平成27年度

時間 - - -

百万円 平成27年度 平成24年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成23年度 平成24年度 平成27年度科学的捜査体制の整備
デジタルフォレンジック機器等を整備し，科学的な捜査に対応するこ
とができる体制の整備を図る。

近年，事件の全容解明のために精査・検討が必要な証拠品には，多く
の電磁的記録媒体が含まれるようになっているところ，電磁的記録は内
容が滅失・改変されやすく，かつ，証拠隠滅も容易であることから，これ
らの電磁的記録の証拠価値を保全・復元しつつ，迅速かつ適確に解析・
分析等を行うことが不可欠となっており，そのために必要な体制を速や
かに整備する必要がある。

検察権の適正な行使の実現のため，デジ
タルフォレンジック機器等を全国の検察庁
に整備し，検察庁による捜査・公判活動に
おいて事件の証拠品である電磁的記録媒
体の適確な解析等の科学的捜査を実施で
きる体制を整備する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は，科学的な捜査に対応することができる体制を整備し，
検察権の適正な行使を実現するためのもので，業務処理時間の削減を
目的としない施策であり，基準値及び目標値等の設定はしていない。

- -

電磁的記録媒体の解析
等に要する経費

電磁的記録媒体解析作業の外部委託
等経費の合計額

全国の検察庁にデジタルフォレンジック機器等を整備し，独自に事件の
証拠品である電磁的記録媒体の解析等を実施することで，解析作業の
外部委託等経費の削減を図る。
本投資は，平成２４年度から同２７年度までの４年間で段階的に機器等
の整備を行うものであり，整備からおおむね４年経過後に機器等の更新
を検討する。

226 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

全国の検察庁にデジタルフォレンジック機器等を整備し，独自に科学的
な捜査に対応することができる体制の整備を新たに図るものであり，そ
の安定した運用のために必要な経費である。
今後は，端末の賃貸借料等について更新時期に見直しを図り，削減に
取り組むこととする。

0 58

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002810 61,652 34,860 650,704 390,737 1,137,953

0

0

0

0

0 61,652 34,860 650,704 390,737 0 0 0 0 0 0 0 1,137,953

矯正総合情報通信ネットワークシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　矯正局における最適化計画である「矯正施設被収容者処遇関連情報の管理及び生活維持管理業務・システム最適化計画」に基づき，矯正施設における被収容者の個人情報や処遇関連情報の管理及び矯正施設において一定の規則の下で
生活する被収容者の安定した生活を維持するための業務を遂行する。

（１）　矯正施設被収容者処遇関連情報の管理業務（矯正施設における被収容者の個人情報について，施設全体で一元的に管理し，各部門・課等での情報の重複や業務の無駄を排除するとともに，個人情報の漏えい防止を始めとした情報セ
キュリティを確保することによって，適正な情報の管理を実施している。）
（２）　矯正施設被収容者生活維持管理業務（矯正施設において一定の規則の下で生活する被収容者の安定した生活を維持するための業務であり，主として被収容者から発せられる様々な要求，希望，願箋による願出等を適切かつ速やかに
処理している。）

当該投資によって整備する情報システムの名称：矯正総合情報通信ネットワークシステム
整備内容：平成２６年度に平成２４年度に実施した矯正総合情報通信ネットワークシステムの調査分析結果に基づき，全国約300拠点にあるサーバを集約化するための機器を導入し，平成２７年度は，当該機器に，全国約３００拠点にあるサー
バのデータを移行する。また，平成２７年度は，セキュリティ強化を目的とした業務アプリケーションシステムの改修の実施をすすめ，集約化サーバの本格稼働に併せて，必要なセキュリティ対策を実施する。

投資開始年度 平成２４年度 投資終了年度 平成２７年度

合計 390,737

法務省 矯正管理体制の整備に必要な経費 一般会計 390,737

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 法務省矯正局総務課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-04
被収容者処遇関連情報の管理及び生活維持管理業
務・システムに係る改修等

総投資額
（千円）

1,137,953 平成27年度投資額
（千円）

390,737
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

61,652 34,860 96,512

47,618 16,921 64,539

406,130 126,025 532,155

0

76,587 60,177 136,764

33,493 33,493

0

76,918 48,794 125,712

0

0

67,910 67,910

43,451 37,417 80,868

0 61,652 34,860 650,704 390,737 0 0 0 0 0 0 0 1,137,953

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成22年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成28年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成28年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

セキュリティリスクの回避
　全国３００か所に設置しているサーバを集約することによって，各
サーバで保存している個人情報を含む重要な情報を一括管理する
とともに，データのバックアップ体制を整備する。

　全国３００か所に設置していることから，個人情報を分散して保存して
おり，統一的な管理ができず，広域災害に対応した遠隔地バックアップ
が困難な状況にある。

　サーバの集約化を行うことによって，個
人情報の機密性を保持するとともに，東西
集約センター間での非同期バックアップに
よって，広域災害に対応したデータ保全性
を確保する。

セキュリティリスクの回避
　矯正総合情報通信ネットワークシステムにおける業務アプリケー
ションのセキュリティ強化を目的とした改修を行う。

　矯正総合情報通信ネットワークシステムにおける業務アプリケーション
は,セキュリティ対策が不十分な状況にある。

　業務アプリケーションのセキュリティ強化
を図る改修を実施することによって，業務
アプリケーションを媒介としたインシデント
発生を抑制する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
　刑の一部執行猶予制度の導入に伴う
業務増の低減を図る。

　刑の一部執行猶予制度が成立したことに伴い，刑期計算等の業務増
が見込まれるところ，システムの改修によって，業務増を最小限に留め
ることを目的とする。

12,484 312

業務処理時間
　効果検証業務の推進に伴う業務増の
低減を図る

　「再犯防止に向けた総合対策」において，矯正施設の取組に係る効果
検証業務の推進に伴う業務増が見込まれるところ，システムの改修に
よって業務増を最小限に留めることを目的とする。

16,362 40

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
サーバ集約により運用経費の削減を図
る。

　全国約３００か所に分散しているサーバを東西２か所に設置する集約
センターに集約することによって，これまで分散していたサーバ機器の賃
貸借の低減効果を図る。

257 122

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002762 24,224 135,661 10,286 170,171

0

0

0

0

0 0 24,224 135,661 10,286 0 0 0 0 0 0 0 170,171

登記情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

不動産取引の安全と円滑に資する不動産登記，企業取引等の秩序の維持に資する商業・法人登記等に関する事務を処理する上で不可欠な登記情報システムの安定的な運用を図ることにより，登記所における適正かつ効率的な業務の遂行
を維持するとともに，インターネットを利用した登記情報の提供や，最寄りの登記所から全国の登記事項証明書等の取得を可能とするなどの社会のニーズに対応した行政サービスを維持しつつ，更なる向上を図るため，本システムの運用・管理
を適切に行うことを目的とするものである。

　登記手続における申請書の受付，申請書及び添付書類の調査，登記すべき事項・内容を決定した上での登記情報システム内部での仮登録，登記の申請の受理・不受理について，登記官による最終的な審査を行い，登記事項を確定した上
で，登記の実行（本登録），登記事項の本登録後の登記事項証明書等の発行まで，一連の処理を登記情報システムを用いて電子的に処理している。

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第６０条においては，「国税庁長官は，第５８条第１項の規定による法人番号の指定を行うために必要があると認めるときは，法務大臣に対
し，商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第７条に規定する会社法人等番号その他の当該登記簿に記録された事項の提供を求めることができる。」旨が規定されていることから，商業・法人登記を取り扱う登記情報システムから，法人等付番
機関である国税庁に対し，法人番号の付番のために必要な情報を提供するために，登記情報システムの改修を行う必要がある。
法人等付番機関である国税庁では，平成２８年１月からの番号を利用した制度開始に備え，平成２７年１０月から会社・法人等に法人番号の通知を開始することとしていることから，登記情報システムにおいては，平成２７年５月までに，国税庁
の法人番号システムに対し，国税庁が法人番号の付番のために必要な商業・法人登記情報を登記所開庁日ごとに提供する改修を完了させ，同年６月には法人番号システムにデータを提供することが可能となるようにする。
これにより，法人等付番機関が商業・法人登記情報に基づき法人等に法人番号を付番をすることが可能となり，もって国民に対する様々な行政サービスの迅速な提供に資することとなる。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 10,286

法務省 社会保障・税に関わる番号制度への対応経費 一般会計 10,286

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01
法人等付番機関へ商業・法人登記情報を提供するため

の登記情報システムの改修
総投資額
（千円）

170,171 平成27年度投資額
（千円）

10,286

83



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

24,224 24,224

106,681 106,681

0

28,980 10,286 39,266

0

0

0

0

0

0

0

0 0 24,224 135,661 10,286 0 0 0 0 0 0 0 170,171

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成28年度

時間 平成28年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成27年度 平成27年度 平成27年度

％ 平成25年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度リリース時期
法人等付番機関である国税庁が平成２７年１０月から法人番号の通
知を行うことができるよう，登記情報システムから必要な商業・法人
登記情報を提供するためのシステム改修を行う。

国税庁に対して，オンラインで商業・法人登記情報を提供する機能がな
い。

法人等付番機関である国税庁に対して，
平成２７年６月から初期データ及び異動
データの提供を開始することができるよう
平成２７年５月末までに登記情報システム
の改修を行う。

効果指標 取組の概要 現状 目標

情報提供率
登記所開庁日ごとに国税庁に提供する
商業・法人登記異動データの提供率

登記所開庁日ごとの異動データを，国税庁が指定した時間（法人等付番
機関の翌業務開始時間）までに提供する。

0 100

業務処理時間
国税庁に対する商業・法人登記情報提
供に要する関係職員(賃金職員も含
む。）の年間業務処理時間

法人等付番機関である国税庁に対し，登記情報システムから必要な商
業・法人登記情報を提供するための機能開発を行う。

119,149 0

業務処理時間

国税庁に対する商業・法人登記情報提
供に要する関係職員(賃金職員も含
む。）の年間業務処理時間（ただし，平
成２７年度に実施する初期データの提供
に係るもの）

法人等付番機関である国税庁に対し，登記情報システムから必要な商
業・法人登記情報を提供するための機能開発を行う。

864,861 1

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

法人等付番機関である国税庁に対し，登記情報システムから必要な商
業・法人登記情報を提供する。

0 318

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002740 468,836 1,844,092 2,080,702 1,053,275 103,680 5,550,585

0

0

0

0

0 0 468,836 1,844,092 2,080,702 1,053,275 103,680 0 0 0 0 0 5,550,585

地図情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　登記所に備え付けられている不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）に定める地図及び地図に準ずる図面（以下「地図等」という。）並びに同法に定める土地所在図，地積測量図，建物図面，各階平面図及び地役権図面（以下「各種図面」と
いう。）を電子化し，コンピュータシステム（地図情報システム）を用いて処理することにより，登記所における地図管理業務の適正かつ効率的な遂行を可能とする。
　また，登記記録を処理する登記情報システムと連携することで，登記情報と地図情報の一体的な処理を可能としつつ，インターネットを利用した地図等及び各種図面に係る情報の提供や，最寄りの登記所から全国の地図等及び各種図面の証
明書の取得を可能にするなどして国民サービスの向上を図る。

　地籍調査等の成果として提出される地図（電子データ）を新たに登録するほか，分筆登記等の表示に関する登記申請において，登記情報システムで受け付けた情報を取得し，調査を行った上，分筆線の記入等の地図の編集や提出された各
種図面を新たに登録するなどコンピュータシステムにより事務処理を行う。
　加えて，登録・管理している地図等及び各種図面について，登記情報システム，登記・供託オンライン申請システム及び登記情報提供システムと連携することでインターネットによる情報の公開を行うなど行政サービスの向上に資するものであ
る。

　現行の地図情報システム機器の賃貸借期間が平成２７年３月から順次満了するため，再リースを考慮しても，平成２８年度中には次期地図情報システムへのリプレースを実施する必要があるところ，リプレースに際しては，現行のクライアント
サーバ型のアーキテクチャを見直し，最新の情報通信技術を活用し，Ｗｅｂ型に再構築するとともに，登記情報システムとの端末装置の共有化を図り，運用経費を縮減する予定である。
　このため，平成２５年度にWeb型のアーキテクチャにおいて端末の共有化を実現するための技術的検証を行い，次期地図情報システムにおいて採用する最適な処理方式についての検討を行ったところであり，平成２６年度からは検討結果を
基に，具体的なプログラム設計，システムアプリケーション開発等リプレースに伴う各種作業を行う予定である。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成29年度

合計 2,080,702

法務省 地図情報システム経費 一般会計 2,080,702

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-02 地図情報システムの刷新等
総投資額
（千円）

5,550,585 平成27年度投資額
（千円）

2,080,702
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

468,836 468,836

1,253,366 32,628 1,285,994

225,584 857,129 1,082,713

0

28,732 804,081 745,983 1,578,796

214,439 218,685 143,032 576,156

1,587 103,680 105,267

120,384 168,179 66,345 354,908

0

0

0

97,915 97,915

0 0 468,836 1,844,092 2,080,702 1,053,275 103,680 0 0 0 0 0 5,550,585

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成29年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

％ 平成25年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
マンション敷地売却制度に係る新たな登
記手続の処理に要する年間合計業務処
理時間

「権利売却の登記」が申請された際，各区分建物に係る関係図面に対
する作業を一棟のマンション単位で行うための機能を開発することで，
大量かつ一括の登記申請を適正・迅速に処理する。

12,328 6,401

システム稼動率 実稼動時間 ÷ 予定稼動時間 × 100
登記情報システムとともに不動産登記制度の根幹を支える基幹システ
ムとして高い安定性・信頼性が求められるミッションクリティカルなシステ
ムであり，システム稼動率99.9％以上を維持する。

99.9 99.9

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

賃貸借期間の満了による機器等の更新に当たり，システムアーキテク
チャを見直し，登記情報システムとの端末の共有化を行うこと等により，
運用等経費の縮減を図る。

5,821 3,972

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002832 95,663 230,798 78,981 405,442

0

0

0

0

0 0 95,663 230,798 78,981 0 0 0 0 0 0 0 405,442

接続LANシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

更生保護法に基づき，全国８箇所に設置された地方更生保護委員会及び全国５０箇所に設置された保護観察所（以下「更生保護官署」という）において，仮釈放，保護観察等の業務を実施するほか，人事，会計等の内部管理業務を実行する上
で必要な業務システムの使用及びその他円滑な業務遂行のためのパソコン等の機器及び更生保護官署間の情報連携機能の円滑な運用を図る。

更生保護官署では，事件管理システム等において取り扱う個人情報の漏えい防止の観点から，インターネット接続は一部の端末のみにおいて実施していたものであるが，府省共通業務・システムを各端末から利用できるようにすることを機に，
保護観察官等がインターネットを通してより効率良く保護司や民間団体等との連携を行えるよう，原則として全端末を外部接続可能とすることとした。その際，保護観察官等が使用しているコンピュータからインターネットに接続する場合，セキュリ
ティ侵害又は保護観察官等が誤って個人情報等秘匿性の高い業務情報を流出させることがないよう，情報セキュリティ対策を継続的に運用維持することが必須となるが，接続ＬＡＮシステムは端末の管理を各官署ごとに行っており，セキュリティ
対策の維持管理が煩雑であることから，平成２５年度から３カ年計画でセキュリティ対策等の一元管理を実現する新技術（シンクライアント方式）を取り入れた「更生保護ＷＡＮシステム（Ｋ－ＷＡＮ）」として構成変更することにより，セキュリティ対
策の強化を図る。

①更生保護情報ネットワークシステム（LANシステム）の稼動に必要な各拠点設置のサーバを整理集約して中央に統合するとともに，各拠点設置のクライアント端末のデータも同様に集約して統一的に運用することで，セキュリティの向上，効率
的なソフトウエアライセンスの利用及び各拠点での運用管理業務の低減化を図る。また，増員等に併せて機器の増強を行い，可用性を確保する。
②K-WANシステムの端末機器等については，更新計画を策定して，経年により老朽化したものを順次更新しているところ，平成２７年度においても更新を行う。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 78,981

法務省 更生保護情報トータルネットワークシステムに必要な経費 一般会計 78,981

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 保護局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-04
更生保護情報ネットワークシステムのシンクライアント化

及び機器等の更新
総投資額
（千円）

405,442 平成27年度投資額
（千円）

78,981
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

44,161 44,161

0

54,320 72,739 74,557 201,616

0

0

0

12,363 86,142 98,505

28,980 27,756 4,424 61,160

0

0 0 95,663 230,798 78,981 0 0 0 0 0 0 0 405,442

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成24年度 平成25年度 平成28年度

平成24年度 平成25年度 平成28年度
業務情報の可用性の向
上

サーバ集約化に伴い，ディスク及びサーバ機器も冗長性を高め，
データ及び機能の可用性を向上させる。
また，シンクライアント用仮想端末を運用するサーバ機器も冗長化し
た上で，バックアップを取得することにより，仮想端末に保存された
業務情報の可用性を向上させる。

サーバ内のデータについてはバックアップを取得しているが，サーバ全
体のバックアップは取得していないため，サーバ機器の故障等に伴う再
構築については，通常，４日程度の作業期間を要していた。
端末については，データのバックアップも利用者次第となっているため，
機器故障による端末利用の停止やデータの消失は，業務に多大な影響
を与えるものであった。

仮想サーバを利用したサーバ集約化によ
り，機器の故障による業務の停止時間を１
時間以内とする。
仮想サーバを利用したシンクライアント化
により，シンクライアント用サーバ機器及び
利用者の物理端末の稼動率に依存せず
に可用性を確保する。
また，シンクライアント端末内のデータにつ
いてもバックアップを取得することにより，
機器の故障等による情報の消失を防止す
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

セキュリティ対策の強化

各拠点で管理されていたサーバ及び業務端末を本省に集約管理す
ることにより，セキュリティホール対策等を一括管理することが可能と
なるほか，業務情報の取扱いを集約サーバ及び仮想端末に一元化
することにより，情報漏えいの危険性を低減化する。

セキュリティパッチ等の配布は行っているが，ネットワークの帯域の問題
から，サービスパック等大容量のセキュリティ対策ソフトについては，メ
ディアを各拠点に配布していたが，その適用を迅速かつ完全に達成する
ことは困難であった。また，インターネット接続環境と業務システム利用
環境が同一であるため，ユーザーの不注意により業務情報の漏えいを
防止することが困難であった。

サービスパック等大容量のセキュリティ対
策ソフトが適用可能となった場合，１週間
以内で，全仮想端末に適用可能とする。イ
ンターネット利用環境と業務情報の取扱い
環境をルータレベルで分割し，情報漏えい
を防止する。

サーバ機器の定常運用
時間

バックアップテープ交換等のサーバの日
常運用に係る時間の短縮

各拠点に設置されたサーバのバックアップテープの交換等日常的な
サーバ機器の運用に関する時間について，サーバの集約化に伴い，各
拠点での運用時間を削減し，集約サーバについては，メディア交換等も
自動化して，運用時間の短縮を図る。

2,059 34

業務処理時間
人事異動時の端末設定変更及びアカウ
ント情報の設定変更に要する関係職員
全員の年間合計業務処理時間

職員が各拠点で行っていた人事異動に伴う異動者端末の設定変更及
びドメインコントローラ上でのアカウント情報の設定変更作業等につい
て，シンクライアント化及びサーバ集約化により，端末の変更作業を不
要とし，アカウント情報の設定変更については，本省で運用支援業者に
よる集中作業を行うことととする。

1,902 0

セキュリティパッチ展開時
間

サービスパック等大容量の修正プログラ
ムの適用完了までの時間の短縮

現行では，ネットワーク帯域の問題から大容量の修正プログラムは，運
用業者が配布用メディアを作成して各拠点に配布し，端末利用者が同メ
ディアを利用して端末にインストールしている。このため，修正プログラ
ムの公開から，メディアの作成・配布，全端末への適用は，運用業者及
び職員がそれぞれ手作業で実施している。
サーバ集約及びシンクライアント化により，これらの作業も自動配信とす
ることにより，配信用サーバへの登録作業のみとなり，端末への適用は
自動的に行われる。

2,396 1

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

サーバ集約及びシンクライアント化による業務情報の集中化により，K-
WANシステムの安定稼動が業務遂行に不可欠となることから，各機器
の稼動維持及びリソースの管理を適切に行うため，保守及び運用支援
を確保する。
ハードウエアの集約化により，機器保守に係る経費を中心に運用等経
費を削減する。

88 74

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

88



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

AA02887 2,618,326 1,944,135 1,550,319 594,275 6,707,055

0

0

0

0

0 0 2,618,326 1,944,135 1,550,319 594,275 0 0 0 0 0 0 6,707,055

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

17,169 17,169

178,367 86,584 364,786 18,489 648,226

418,294 381,424 97,133 104,976 1,001,827

265,003 493,736 393,688 47,385 1,199,812

172,520 192,632 254,224 304,409 923,785

116,801 123,554 189,708 26,514 456,577

1,386 156,616 5,773 163,775

151,072 152,298 229,614 82,782 615,766

58,162 14,896 73,058

1,256,721 303,800 1,560,521

0

36,322 497 9,720 46,539

0 0 2,618,326 1,944,135 1,550,319 594,275 0 0 0 0 0 0 6,707,055

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

出入国管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

出入国管理及び難民認定法等及びその関係政省令その他に基づき，本邦に入国し，又は本邦から出国するすべての人の出入国の公正な管理を図るとともに，難民の認定手続を整備する。加えて，テロの未然防止，犯罪対策，観光立国，新し
い在留管理制度の実施（市町村との情報連携を含む。）を担っている。

「上陸申請の受理，入国審査及び処分」，「在留期間更新その他の在留諸申請の受理，在留審査，実態調査及び処分」，「退去強制手続に関する，堤報等の受理，実態調査，違反調査，違反審査及び処分」，「難民認定申請の受理，難民調査
及び処分」等を担っている。

　出入国管理システムは，出入国管理政策のみならず，治安対策や外国人との共生社会を支えるインフラシステムのひとつとなっており，当局システムの停止や障害はそのまますぐに社会的影響に直結するところ，日本人の出帰国審査を担っ
ているシステム機能部分について，ＯＳのサポートや機器保守の終了等を要因とする機器更新等を実施し，もって，出入国管理システムの，インフラシステムとしての可用性・信頼性を確保するもの。また，政府の「日本再興戦略」（平成２６年６
月２４日閣議決定）及び「観光立国実現に向けたアクションプログラム２０１４」（平成２６年６月１７日観光立国推進閣僚会議決定）に掲げられている「観光立国の推進」に伴い，今後，予想される出入国者数の増加への対応として，出入国手続の
迅速化・円滑化が求められているところ，自動化ゲートを増設するなど，必要となる出入国管理システムの開発・整備を実施する。

投資開始年度 平成２５年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 1,550,319

法務省 出入国管理企画調整推進費　出入国管理システム運用経費（出入国管理システム） 一般会計 7,978

法務省 出入国管理業務　出入国管理システム運用経費（出入国管理システム） 一般会計 1,542,341

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 入国管理局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-05 出入国管理システムに係る整備等
総投資額
（千円）

6,707,055 平成27年度投資額
（千円）

1,550,319
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

％ 平成25年度 平成28年度 平成29年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成29年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成29年度 平成28年度 平成29年度

分／年・平
均

平成24年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成26年度 平成28年度 平成29年度自動化ゲートの利用促進

　出入国審査の迅速化・円滑化のため，法務省ホームページ等にお
いて利用促進に係る広報活動を行うとともに，企業等に出向いた上
での自動化ゲートの出張利用希望者登録を実施するなどして，自動
化ゲートの利用促進を図る。

　自動化ゲートは平成１９年１１月から運用を開始しているところ，同ゲー
トの利用者数は日本人，外国人とも一貫して増加を続けている。

　今後も引き続き，広報活動等を充実さ
せ，自動化ゲートの利用促進を図る。

盗難・紛失旅券を使用し
た国際犯罪組織による不
法入国事案及びテロリス
ト・犯罪者の水際対策強
化によるテロの未然防止

　今回の投資対象のうち，テロの未然防止を目的として導入された
システム機能については，本件投資を実施して可用性・信頼性を確
保することにより，引き続きテロの未然防止対策を堅持する。

　テロの未然防止を目的として導入されたシステム機能及びそれによっ
て得られた情報を活用し，テロの未然防止としての水際対策を実施して
いる。

　いわゆる９．１１以降，我が国において
は，同様のテロ事件は発生していないが，
引き続き，テロの未然防止を目的として導
入されたシステム機能及びそれによって得
られた情報を活用し，テロの未然防止とし
ての水際対策を実施する。

【参考数値（９．１１同時多発テロ被害額）】
2002.9　 ＮＹ市報告　828～948億＄
2002.11　ＮＹ連邦銀行報告　330～358億
＄

観光立国の推進
　観光立国推進のため，訪日外国人旅行者数増加のインフラ的側
面を担っている出入国管理システムの機器更新等による可用性・信
頼性の確保や自動化ゲートの増設等の体制整備を図る。

　平成２５年度においても，月別の訪日外国人旅行者数は過去最高を
記録している。

　観光立国の推進のため，訪日外国人旅
行者数増加のインフラ的側面を担っている
出入国管理システムの機器更新等による
可用性・信頼性の確保や自動化ゲートの
増設等の体制整備を図る。

【参考数値（訪日外国人旅行消費額）】
2012.3　観光立国推進基本計画　3兆円

システム利用者に関する
効果（特定登録者カード
の事前確認申請等）

　特定登録者カードの事前確認申請及
び結果回答に係る所要時間

　特定登録者カードについて，海外からのオンライン事前確認申請を可
能とすることによって，同申請及び結果回答の連絡に要する時間の削減
を図る。

3,677,355 943,920

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間（日本人／
出帰国審査）

　業務改善の対象となる業務の遂行に
要する関係職員全員の年間合計業務
処理時間

　平成２８年初めまでに日本人海外旅行者数（日本人出国者数）2,000万
人を目指すこととされているところ，平成２４年の日本人海外旅行者数は
過去最高（平成２４年は1,849万人）を記録しており，これら増加に伴って
業務処理時間は今後も増加するが，ＯＳのサポートや機器保守の終了
等を要因とする機器更新等による可用性・信頼性を確保するとともに，
自動化ゲートを増設するなど，出入国審査体制の整備を図ることによ
り，業務処理時間増加の可能な限りの抑制を図る。

299,401 269,333

主要空港（＊）最長審査
待ち時間
（＊）年間出入国者数の
約９割(平成２４年）が利
用している成田空港，羽
田空港，中部空港及び関
西空港をいう。

　主要空港で到着便が輻輳する時間帯
において一度に到着した旅客を空港施
設上限られた数の審査ブース等で対応
する際に発生する入国審査の最長待ち
時間（分）の年間平均

　今後も出入国者数の大幅な増加が見込まれるが，以下のような審査
待ち時間短縮のための取組の推進を通じ，主要空港において左記のよ
うな形で発生する最長審査待ち時間の年間平均を２０分以下にすること
を目指す。
・事前旅客情報システム（ＡＰＩＳ）の効果的な活用
・入国審査の際，不審な旅客を別室で審査し，他の旅客の審査を滞らせ
ないようにする「セカンダリ審査（二次的審査）」などの実施
・バイオメトリクス情報取得機器操作や出入国カード記載の案内等

26
20

以下を
目指す

システム運用等経費
　関係情報システムの運用等経費の合
計額

　観光立国推進のため，相応のシステム規模が必要となるが，機器の賃
借料について，情報セキュリティ対策，運用・保守要件を担保できる形で
の機器の再リースの活用を検討し，システム運用等経費の可能な限り
の抑制を図る。
（※）個人識別情報システムに係るサーバ等機器の借料については，平
成２５年度は再リースにより減額されているため，比較が公平となるよ
う，再リース前の平成２３年度の値を基準値とした。

11,642 11,760

業務処理時間（外国人／
上陸審査）

　業務改善の対象となる業務の遂行に
要する関係職員全員の年間合計業務
処理時間

　平成３２年に向けて訪日外国人旅行者数2,000万人の高みを目指すこ
ととされているところ，平成２５年においては，訪日外国人旅行者は初め
て１，０００万人を超えて過去最高を記録しており，これら増加に伴って
業務処理時間は今後も増加するが，引き続き，可用性・信頼性を確保す
るとともに，自動化ゲートを増設するなど，出入国審査体制の整備を図
ることにより，業務処理時間増加の可能な限りの抑制を図る。

732,308 637,875

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

可用性・信頼性の確保
　可用性・信頼性を確保するため，稼動
率を設定する。

　投資対象のうち，冗長化構成をとった上で２４時間３６５日稼動している
システム機能部分について，稼動率（※）を９９．９パーセントと設定し，
可用性・信頼性を確保する。
（※）法定点検，災害，事故（火災を含む。）による施設，機器，外部ＮＷ
等の損傷による場合を除く。

99.9 99.9
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002854 7,787 30,901 79,438 17,750 135,876

0

0

0

0

0 0 7,787 30,901 79,438 17,750 0 0 0 0 0 0 135,876

事件管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

刑法等の一部を改正する法律（平成25年法律第４９号）による更生保護法の一部改正による，刑の一部執行猶予制度創設に伴う仮釈放・保護観察等更生保護制度の変更に対応するシステムの改修を行う。

刑の一部執行猶予制度対象者が，一部執行刑期の満了に伴う釈放又は満了以前の仮釈放となる際の仮釈放等審査業務支援，釈放後の帰住予定地に関する調査及び釈放後の保護観察業務支援機能を追加することで，同制度の運用の効率
化を図り，かつ各機能の連携を強化するとともに，事件処理に関する進捗管理機能を追加して事件処理の迅速化を図る。また，経年により劣化した機器等を計画的に更新することによりシステムの可用性を確保する。

①第１８３回通常国会で成立した「刑法等の一部を改正する法律」及び「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に関する法律」の施行に伴う刑の一部執行猶予制度創設に対応する事件管理システムの改修については，仮釈
放審理及び保護観察業務等の支援並びに各種事件処理に関する進捗管理機能等を追加し，制度改正に対応したたシステム改修を行う。
②事件管理システムで使用する専用プリンタの経年劣化に対応し，計画的に更新する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 79,438

法務省 更生保護情報トータルネットワークシステムに必要な経費 一般会計 79,438

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 保護局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-09
刑の一部の執行猶予制度等の施行に向けた事件管理

システムの改修及び同システム用機器の更新
総投資額
（千円）

135,876 平成27年度投資額
（千円）

79,438
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

13,534 13,534

2,774 22,743 25,517

8,320 53,188 61,508

65 89 179 333

3,328 15,531 18,859

6,090 1,109 2,219 9,418

0

0

0

1,632 1,747 3,328 6,707

0

0

0 0 7,787 30,901 79,438 17,750 0 0 0 0 0 0 135,876

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間 平成32年度 平成28年度 平成32年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成28年度 平成28年度 平成28年度新制度の適正な運用
刑の一部執行猶予制度の特性に応じたシステム構築を行い，各種
事務処理の連携機能の強化及び進捗状況に応じて通知機能を実装
するなどして，適正かつ迅速な事務処理を支援する。

現行の仮釈放制度では，受刑者の帰住地が定まらなければ仮釈放とな
らず，その後の保護観察の対象にもならかなったが，刑の一部執行猶
予制度では，帰住地の有無に関わらず，定められた刑期の到来により
釈放となるため，円滑に保護観察に移行するには，帰住地の確保が必
須となる。

釈放後の帰住地を選定する地方更生保護
委員会と，当該帰住地の調査等及び釈放
後の保護観察を実施する保護観察所相互
について，本システム上において，従来以
上に連携を強化するとともに，帰住地の調
査・選定について，迅速に事務処理が遂
行できるよう，業務支援機能を充実させ，
確実かつ適正な運用に資する改修を行う。

効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
一部執行猶予制度の運用に伴う改修後
の運用経費

現状のシステム運用等経費を維持しつつ，システム改修を実施する。 36 36

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理の省力化に伴う削減時間

新制度施行に伴う業務処理増加分に対応するシステム改修を行い，業
務処理時間の短縮を図る。なお，新制度対象者は，制度施行初年度か
ら累積的に増加するため，施行５年経過時の業務処理時間を指標とす
る。

102,000 88,500

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002739 1,332,555 880,163 175,120 2,387,838

0

0

0

0

0 0 0 1,332,555 880,163 175,120 0 0 0 0 0 0 2,387,838

登記・供託オンライン申請システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

不動産登記法（平成16年法律第123号）第16条，第18条，第119条第1項，不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第194条第3項，会社法（平成17年法律第86号）第907条，商業登記法（昭和38年法律第125号）第10条，第12条，第14条等
の規定に基づき，国民の利便性の向上を図るため，不動産登記，商業・法人登記等の登記申請や証明書請求等の登記関係手続について，インターネット等を利用したオンラインによる申請（請求）を行うことを可能とする環境を整備するととも
に，オンライン登記申請システムの安定的な運用を図る。

登記・供託オンライン申請システムは，不動産登記制度及び商業・法人登記制度等における登記申請や登記事項証明書の請求をインターネットを利用してオンライン申請をする申請人に対してソフトウェア（申請用総合ソフト）及びＷｅｂページ
（かんたん証明書請求・供託かんたん申請）を提供している。これにより，申請人は，当該ソフトウェア又はＷｅｂページを利用して，申請情報の作成，電子署名の付与，電子納付等申請に必要な一連の事務処理を行うことができ，申請後におい
ても，当該ソフトウェア又はＷｅｂページにおいて，登記所等における処理状況の確認を行うことができるほか，登記所からの補正通知等の連絡や登記識別情報等の電子公文書の受領を行うことができる。また，これらの申請について，登記・供
託オンライン申請システムは，登記情報システムや地図情報システムのほか，政府認証基盤，歳入金電子納付システムといった関連システムと連携して，運用されている。なお，登記ゲートウェイシステムは，オンライン登記申請を行う際に，登
記情報システムと連携して，申請情報を作成する際に必要となる不動産物件情報や会社・法人情報の検索を行うためのシステムである。

現行機器の賃貸借期間が平成２７年３月に満了することに伴い，再リースを考慮しても，平成２７年度末までに次期システムへのリプレースを実施する必要がある。また，当該リプレースに当たっては，システム構成を見直し，運用経費を縮減す
るとともに，システムの利用者の利便性の向上を図る必要がある。このため，平成２６年度からの３年間でハードウェア統合に係る設計・開発を行っており，平成２７年度予算概算要求においては，引き続き当該システムにおけるハードウェアの
統合に係る経費及び補正情報を用いた登記事項の作成機能の追加・改修等に係る経費の要求を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 880,163

法務省 オンライン登記申請システム経費 一般会計 880,163

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-03 オンライン登記申請システムの整備
総投資額
（千円）

2,387,838 平成27年度投資額
（千円）

880,163
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

363,971 202,471 566,442

509,556 283,459 793,015

83,101 83,101

319,817 177,908 497,725

81,920 126,826 94,098 302,844

2,374 6,398 81,022 89,794

0

0

54,917 54,917

0

0

0 0 0 1,332,555 880,163 175,120 0 0 0 0 0 0 2,387,838

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成31年度 平成27年度 平成31年度

時間 平成31年度 平成27年度 平成31年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

登記完了に要する時間

オンライン申請による登記が完了し，登
記完了証が申請人に提供される時間
（基準値及び目標値については，今回
削減される工程の時間を計上してい
る。）

申請人が，オンラインによって補正情報を入力する際に，当初送信した
申請情報を修正して，補正情報とし，登記所に送信することを可能とす
ることで，補正情報を自動で登記事項の作成等に反映することを可能と
し，登記完了までに要する時間の削減を図る。

9,783 1,426

登記識別情報に関する
証明の提供に要する時
間

オンラインによる登記識別情報に関する
証明が請求人に提供される時間

オンラインによって請求人から適式な証明の請求がされた場合，提供さ
れた登記識別情報の照合等の作業をシステムにより自動化することで，
登記識別情報に関する証明の請求人への提供に要する時間の削減を
図る。
なお，基準値は，達成年度である平成３１年度において，投資に基づく
開発が行われない場合の年間の提供に要する時間である。

9,463 7,873

利用者による入力に要す
る時間

利用者による登記識別情報その他の情
報の入力に要する時間

利用者がオンラインによる登記の申請において，登記所に登記識別情
報を提供するための様式を作成する際に，登記識別情報通知の二次元
バーコードを読み取ることによって，登記識別情報その他の情報を読み
取ることを可能とし，これらの情報の入力に要する時間を削減する。
なお，基準値は，達成年度である平成３１年度において，投資に基づく
開発が行われない場合の年間の入力に要する時間である。

66,941 54,951

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

登記・供託オンライン申請システムと登記ゲートウェイシステムを統合す
ることで，システム運用等経費の削減を図る。

2,184 1,819

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002751 116,867 38,920 155,787

0

0

0

0

0 0 0 116,867 38,920 0 0 0 0 0 0 0 155,787

成年後見登記システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

後見登記等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）に基づき，成年後見人等の権限や任意後見契約の内容などをコンピュータ・システムによって登記するとともに，登記事項証明書　(登記事項の証明書・登記されていないことの証明書)を発
行することにより，登記情報を公示する。

成年後見登記制度における登記の嘱託又は申請がされた場合に受付，審査，記入，校合の工程を経て，磁気ディスクをもって調製する後見登記等ファイルに所定の登記事項を記録することによって登記を行い（登記申請事務），登記された事
項について証明書発行を行う等の一連の事務を処理している。
当該業務のうち登記申請事務は東京法務局１か所で実施している。証明書の交付事務は，クライアント端末を設置し，東京法務局のほか全国４９か所において展開している。

現行の成年後見登記システムの各機器は平成２１年度に導入したものであり，平成２７年９月には現行機器の部品等の保守サポートを受けることができなくなると見込まれるため，機器等の故障時に対応ができなくなり，成年後見登記制度の
安定した運営に支障が生じることから，平成２７年度中に各機器の更新を行うため，各機器の更新に伴い必要となるプログラム改修作業等を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 38,920

法務省 成年後見登記システム経費 一般会計 38,920

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04 成年後見登記システムのリプレース
総投資額
（千円）

155,787 平成27年度投資額
（千円）

38,920
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

9,331 9,331

59,409 16,796 76,205

39,044 10,973 50,017

0

8,087 8,087

0

0

0

0

0

0

9,083 3,064 12,147

0 0 0 116,867 38,920 0 0 0 0 0 0 0 155,787

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

百万円 平成25年度 平成31年度 平成32年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度
成年後見登記制度の安
定した運営

成年後見登記制度の安定した運営を確保するため，平成２７年度中
に各機器の更新を行う。

平成２７年９月には現行機器の部品等の保守サポートを受けることがで
きなくなると見込まれるため，機器等の故障時に対応ができなくなり，成
年後見登記制度の安定した運営に支障が生じる。

各機器の更新を行うことにより，機器の部
品等の保守サポートを受けることのできる
状況を確保し，機器の故障時における迅
速な復旧に取り組み，成年後見登記制度
の安定した運営を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

リース料の一時的削減効
果額

機器を再リースすることによるリース料
の削減効果額

平成31年度以降、機器を再リースすることにより、リース料の削減を図
る。

0 101

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、機器を更新するためのもので、業務処理時間の削減
を目的としない施策であり、基準値及び目標値等の設定はしていない。

- -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

機器の更新に当たり，運用等経費の削減を図る。 229 219

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002795 329,253 113,547 442,800

0

0

0

0

0 0 0 329,253 113,547 0 0 0 0 0 0 0 442,800

検察総合情報管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「検察業務の業務・システム最適化計画」（平成18年3月31日付け法務省情報化統括責任者（CIO）決定）に基づき，それまで一部の検察庁において独立して稼動していた犯歴システム，検務電算システム，検察ＷＡＮを統合するとともに，手作
業で行っていた捜査・公判関連の事務等をシステム化し，検察庁における情報システムの統一化，業務処理手続等の合理化・効率化並びに安全性・信頼性の確保及び個人情報の保護を図る。

○捜査，公判に関する事務及び検務事務に関する情報等を総合的に運用管理することを目的とした検察事務処理機能
○検察庁等の相互間において情報伝達を迅速化し，情報を共有化することを目的とした情報伝達共有機能

　検察庁においては，検察官が犯罪の捜査，公判の維持遂行，裁判の執行の監督等を行っており，また，事件の受理から捜査・公判，刑の執行に至るまでに関連して生ずる様々な検務事務（事件事務，執行事務，証拠品事務，徴収事務，記録
事務，犯歴事務）を行っているところ，これら捜査・公判，検務事務に関する情報や検察庁間における情報を総合的・一元的に管理・共有するために，全国の検察庁に検察総合情報管理システムを整備し，運用している。
　平成２６年度においては，同システムの業務アプリケーションについて，①刑の一部の執行猶予制度に対応するための改修及び②事務規程改正等に伴う改修を行う。
　①：平成２５年６月，第１８３回通常国会で成立した「刑法等の一部を改正する法律」及び「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に関する法律」により，いわゆる刑の一部の執行猶予制度が新設された。
　同制度は，現行刑法における刑期全部の実刑，刑期全部の執行猶予とは異なる新たな刑の言渡しであり，裁判結果，刑の執行及び前科の把握の在り方がこれまでとは全く異なるものであるところ，現在の検察総合情報管理システムでは全く
対応不可能な制度設計となっているため，仮に現行システムのまま，同制度に対応させた場合，裁判結果の正確な把握が困難となり，刑の適正な執行等において重大な支障を来たすこととなり，業務や事件関係者に多大な影響を及ぼすた
め，業務アプリケーションの改修が必要となる。
　なお，同制度については，平成２８年６月までの施行とされているところ，平成２６年度及び２７年度の２か年で改修することとしている。
　②：検察庁における各検務事務については，刑法，刑事訴訟法等に基づいて，それぞれ事務規程が定められ，検察総合情報管理システムの業務アプリケーションは，各事務規程に基づき設計・構築されたものであるところ，平成２５年３月に
各事務規程が大幅に改正されたため，業務アプリケーションの改修を行わなければ，各検務事務における情報を適切に管理できず，各業務に重大な支障を来たし，事件関係者等に及ぼす影響も大きいことから，同規程に沿った業務アプリケー
ションの改修が必要となる。
　平成２７年度においては，上記のとおり，①の２年目の改修を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 113,547

法務省 検察総合情報管理体制確立経費 一般会計 113,547

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 刑事局 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-06 検察総合情報管理体制の確立
総投資額
（千円）

442,800 平成27年度投資額
（千円）

113,547
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

27,263 27,263

101,223 101,223

58,196 35,839 94,035

0

104,693 64,646 169,339

0

0

29,137 10,048 39,185

0

0

0

8,741 3,014 11,755

0 0 0 329,253 113,547 0 0 0 0 0 0 0 442,800

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間 平成28年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成26年度 平成27年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度適正な情報の管理
捜査・公判，検務事務に係る情報を適正に管理し，過誤の防止を図
るとともに，適切な事務処理を行う。

上記投資内容の②については，改正された各事務規程が既に施行され
ているものの，システムの改修が追い付いていない部分については，紙
媒体を用い，手作業で把握，処理を行うなど，本来システム内の一連の
流れで処理できるはずのところとは別の処理を強いられており，適正な
事務の運用ができず，過誤を生み出しやすい状況となっている。
万が一にも過誤が発生すれば，業務や事件関係者への影響は大きく，
場合によっては国家賠償請求に発展しかねない。
なお，①については②と違い，改修の根拠となる法律が施行されるまで
に改修を完了させるものである。

①，②ともに法律及び規程等に基づいて，
システム内の一連の流れで処理すること
ができるようアプリケーションの改修を行う
ことにより，各種情報を適正に管理する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間

システム改修を実施しなかった場合に
見込まれる関係職員の年間業務処理時
間
（上記３．投資内容における②に係る改
修）

　法令等の改正に合わせたシステムに改修することで，捜査・公判・検
務事務に係る情報の適正な管理，法の適正な執行が確保され，現在，
手作業で把握・処理等を行っている業務等が改善される。

234,304 111,043

システム運用等経費 運用等経費の合計額

　本投資は，法令等の改正に基づいて，捜査・公判・検務事務に係る情
報の適正な管理をシステム内の一連の流れで処理することができるよう
アプリケーションの改修を行うものであり，本投資により，機器等の借
料，保守料等の運用等経費の増減は見込まれない。
　なお，今後，基幹機能機器及び犯歴機能機器の更新に当たり，システ
ム構成の見直しを行い，運用等経費の削減を図っていく。

1,396 1,347

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間

システム改修を実施しなかった場合に
見込まれる関係職員の年間業務処理時
間
（上記３．投資内容における①に係る改
修）

　法令等の改正に合わせたシステムに改修することで，捜査・公判・検
務事務に係る情報の適正な管理，法の適正な執行が確保され，手作業
で把握・処理等を行うこととなる業務等が改善される。

2,166 583

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016965 83,928 350,611 170,122 604,661

A016965 刑事情報連携データベースシステム（分析） 0 0 0

A002795 60,331 41,132 101,463

A002854 0 58,125 58,125

A002810 149,033 39,660 188,693

0 0 0 83,928 559,975 309,039 0 0 0 0 0 0 952,942

刑事情報連携データベースシステム

検察総合情報管理システム

事件管理システム

矯正総合情報通信ネットワークシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

平成２４年７月に犯罪対策閣僚会議で決定された「再犯防止に向けた総合対策」に基づき，①対象者の特性に応じた指導・支援の強化，②社会における「居場所」と「出番」の創出，③効果検証等を踏まえた新たな対策の検討・実施，④広く国民
に理解され，支えられた社会復帰の実現などの刑務所出所者等の総合的な再犯防止対策を推進。
なお，上記総合対策には，「関係機関が個々の対象者に対し一貫性のある処遇を行うとともに，実施された処遇の効果を事後的に検証し，更に効果的な対策につなげるため，刑事手続等の各段階におけるデータ収集の在り方等について検討
するとともに，保有している各種資料，データベース等の利活用も含め，広範かつ有機的な情報連携体制を構築する」ことが盛り込まれている。
さらに，平成２５年１２月に閣議決定された「世界一安全な日本」創造戦略においては，関係機関が個々の対象者に対し一貫性のある処遇を行うとともに，実施された処遇の効果を検証し，更に効果的な対策につなげるため，刑事手続の各段階
において収集されたデータを利活用することや，関係機関における広範かつ有機的な情報連携のための体制を構築することが明記。

再犯防止対策を推進するために，検察庁，矯正施設，保護観察所等がそれぞれ保有する対象者の情報のうち相互利用に適する情報を共有し，一元的に管理する刑事情報連携データベースを開発・構築した上，それぞれの機関における個々
の対象者の処遇等において当該情報を最大限に有効活用して最適な働きかけを行うことはもとより，各機関及び法務総合研究所において，当該データベースを利用し，再犯リスク要因や改善更生促進要因を分析，把握した上，再犯リスク要因
に対して的確な働きかけを行うための施策や改善更生要因を促進させるための施策を立案し，充実させるとともに，それぞれの施策が再犯防止に真に効果があるかを検証し，効果的と認められる施策を重点的，集中的に展開する。

本事業は新たな業務・システム構築案件であることに加え，我が国における刑事情報連携データベースの中長期的な再犯防止対策へのビジョンやロードマップを検討・作成し，将来的に必要以上の追加投資を招かないようにするため，システ
ムの構築に先だって，専門業者による調査・調達支援を受けているところである。投資内容は新たな業務・システム構築として，刑事情報連携データベース（調査研究等経費，設計・開発経費，プロジェクト管理支援等含む）及び分析環境の構築
を必要とし，また，当該システムとの連携を行うために，各局部課システムである，検察総合情報管理システム，事件管理システム，矯正総合情報通信ネットワークシステムそれぞれに開発又は改修が必要となる。

投資開始年度 平成２６年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 559,975

法務省 更生保護情報トータルネットワークシステムに必要な経費 一般会計 0

法務省 矯正管理体制の整備に必要な経費 一般会計 149,033

法務省 再犯防止対策推進経費 一般会計 350,611

法務省 検察総合情報管理体制確立経費 一般会計 60,331

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 法務省大臣官房秘書課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-08 再犯防止対策推進経費
総投資額
（千円）

952,942 平成27年度投資額
（千円）

559,975
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

83,928 24,408 4,715 113,051

220,818 30,367 251,185

135,120 26,174 161,294

0 0 0

29,462 126,444 155,906

32,314 46,085 78,399

0 0 0

51,995 37,336 89,331

0 0 0

0 0 0

0 0 0

65,858 37,918 103,776

0 0 0 83,928 559,975 309,039 0 0 0 0 0 0 952,942

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成33年度

効果指標 取組の概要 現状 目標

「再犯防止に向けた総合
対策」の推進

刑事情報連携データベースを活用することにより，
①それぞれの機関における個々の対象者の処遇等における，デー
タベースに蓄積された情報を最大限に活用した，対象者の再犯防止
に最適な処遇等の実施
②各機関及び法務総合研究所における，データベースに蓄積された
情報を活用した，再犯リスク要因や改善更生促進要因の分析,把握
や，再犯リスクを減らすための効果的な施策や改善更生を促進する
ための施策の立案，充実
③再犯防止施策の効果検証及びそれを踏まえた施策の重点化
を進め，ひいては「再犯防止に向けた総合対策」に盛り込まれた数
値目標の達成に寄与する。

現在の検察，矯正，保護の各機関におけるシステムは，それぞれの事
件管理のために開発されたものであるため，データの相互共有もほとん
どなされていない。

「再犯防止に向けた総合対策」に盛り込ま
れた施策の効果的な実施

システム運用経費
　刑事情報連携データベースの新規構
築に係る運用経費

　刑事情報連携データベースの構築に伴い，整備機器の賃貸借，保守
費用等が発生する。
　なお，本システムは新規整備であることから，比較する情報システムが
ないため，基準値は０となる。

0 288

取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間

より効果的な再犯防止対策を進めようと
した場合に生じる新たな業務のうち，
データベースの利活用が想定されるも
のについて，データベースを利用した場
合（目標値）と利用しない場合（基準値）
における業務処理時間を試算したもの。

検察，矯正，保護が保有する対象者の情報のうち相互利用に適する情
報を共有し，一元的に管理する刑事情報連携データベースを開発・構築
した上で，
①それぞれの機関における個々の対象者の処遇等において当該情報
を最大限に有効活用し，対象者の再犯防止に最適な処遇等を行うこと，
②各機関及び法務総合研究所において，当該データベースを利用し，
再犯リスク要因や改善更生促進要因を分析，把握した上で，再犯リスク
を減らすための効果的な施策や改善更生を促進するための施策を立案
し，充実させること，③それぞれの施策が再犯防止に真に効果があるか
を検証し，効果的と認められる施策を重点的，集中的に展開する等，よ
り効果的な再犯防止対策を進める。

546,801 138,745

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

効果指標 指標の説明

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

②　設計経費

投資内容
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

99,066 99,066 198,132

0

0

0

0

0 0 0 0 99,066 99,066 0 0 0 0 0 0 198,132

番号制度に対応した戸籍情報システム（仮称）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）に基づき，人の親族的身分関係（氏名，性別，出生に関する事項，親子関係，夫婦関係，死亡に関する事項等）を各市区町村に備えられた戸籍に登録，公証する制度。戸籍事務の管掌者は市区町村長とされ
（戸籍法第１条第１項），戸籍事務は法定受託事務（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２条第９項第１号，戸籍法第１条第２項，第４条）として各市区町村で実施されている。全国で統一した事務処理を実施するため，国の関与が法定され
ており，法務大臣の基準制定（戸籍法第３条第１項），法務局長等の求報告，助言，勧告及び指示（同条第２項）を通じて，戸籍事務の適正迅速な処理を図ることとされている。

戸籍事務を処理するためのシステムは，法務省において標準的な仕様を定めており，当該仕様に対応したシステムを各市区町村が個別に導入している（平成26年4月1日現在で約96％の市区町村において導入）。同システムでは，戸籍制度に
おける届出の受付，審査，受理決定，記載，決裁処理（戸籍の作成），通知書等発行（他市区町村，保健所，税務署等向け），統計処理，証明書発行等の一連の事務を処理しており，従来の紙の戸籍簿を前提とした事務処理に比べて，処理の
迅速化，適正化が図られている。

戸籍事務については，番号制度の利用範囲には含まれていないところ，年金事務等戸籍を確認する必要のある行政手続について，効率化を十分に図ることができない現状にあることから，工程表にも利用範囲拡大の検討対象として取り上げ
られている。
戸籍事務を番号制度の利用範囲とするためには，約１，８００の市区町村において個別に構築されている戸籍情報システムを改修する等の措置が必要となるが，世界最先端ＩＴ国家創造宣言において，システムの更改時期等に併せて業務改革
（ＢＰＲ）を徹底することとされており，改修等の措置に併せて，番号制度を利用した業務改革についても実施する必要がある。
前記のとおり，戸籍情報システムは，約１，８００の市区町村において個別に構築されている現状にあることから，番号制度の円滑な導入に向けた方策や業務改革の内容等を検討するに当たっては，既存業務への影響調査を含む詳細な業務
分析や各市区町村のシステム更改時期等を踏まえた上で，クラウド化を見据えたシステム再構築の実現可能性，投資対効果の検討等を行う必要がある。そこで，戸籍事務に番号制度を導入するための業務・システムの在り方について，調査
研究を実施し，その結果を踏まえ，制度の改正やシステムの設計・開発等を実施し，戸籍事務への番号制度の円滑な導入を図る。

投資開始年度 27年度 投資終了年度 28年度

合計 99,066

法務省 戸籍事務における番号制度対応のための業務・システムの在り方に係る調査研究 一般会計 99,066

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01
戸籍事務における番号制度対応のための業務・システ

ムの在り方に係る調査研究
総投資額
（千円）

198,132 平成27年度投資額
（千円）

99,066
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

99,066 99,066 198,132

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 99,066 99,066 0 0 0 0 0 0 198,132

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
番号制度に対応するため
の業務・システムの検討

既存の戸籍情報へ個人番号を付番するための方策や情報連携の
在り方，業務の効率化等の観点から，番号制度に対応するための
最適な業務・システムについて検討する。

戸籍情報は，各市町村が個別にシステムを構築して，保有しており，他
の市町村や関係機関のシステムとの情報連携も行われていない。ま
た，本籍地と住所地が必ずしも一致していないことから，市町村におい
て本籍人全員の個人番号を把握できない状況にあり，番号制度に対応
するためには，付番の方策や情報連携の在り方等を踏まえた業務・シス
テムの検討が必要。

番号制度に対応するための最適な業務・
システムについて検討し，当該システムの
円滑な構築を目指す。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資計画は番号制度に対応するための検討に係る調査研究であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本投資計画は番号制度に対応するためのシステムの実現に向けた調
査研究費用であり，調査研究の結果を踏まえ，平成28年度以降に策定
される具体的計画に基づきシステムを構築する予定。当該計画におい
て，国においてシステム開発等を行う場合は，その投資計画において，
システム運用等経費の効果指標を設定予定。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002728 370,464 401,024 771,488

0

0

0

0

0 0 0 0 370,464 401,024 0 0 0 0 0 0 771,488

登記情報提供システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成11年法律第226号）に基づき，不動産取引・企業取引等の安全と円滑に資するため，登記情報をより簡易かつ迅速に利用することができるよう，インターネットにより登記情報を閲覧す
ることを可能とするサービスを提供しており，これに必要な登記情報提供システムの運用・管理を行う。

　登記所が保有する登記情報をインターネットを通じてパソコンの画面上に表示することによって，利用者が自宅や会社に居ながらにして，最新の登記情報を確認することが可能なサービスを提供する。これにより，国民が登記情報を確認する
ための時間と手間が大幅に縮減される。
　なお，法第３条に基づく指定法人として，一般財団法人民事法務協会が，登記情報提供業務を行っている。

 　現行の登記情報提供システムは，平成２４年２月から運用を開始したところ，平成２８年度中に，機器やＯＳ等の保守が順次終了する。
    登記情報提供サービスの利用件数は，平成１２年９月の稼動以来，一貫して増加しており（平成２５年度の利用件数は，約１億１９８万件であり，最近５年では，前年度の利用件数と比較して，平均約１５％の増加が見られる。），システムの安
定的な運用を確保する必要性が非常に高いところ，現行の登記情報提供システムの再リース期間が満了する平成２９年３月までに，機器等の更新を行う必要がある。
　このため，平成２７年度予算概算要求においては，次期登記情報提供システムの設計･開発に係る経費の要求を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 370,464

法務省 登記情報提供システム経費 一般会計 370,464

平成27年度政府情報システム投資計画書

法務省 民事局 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 登記情報提供システムの整備
総投資額
（千円）

771,488 平成27年度投資額
（千円）

370,464
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

183,240 183,240

137,788 143,704 281,492

0

187,134 187,134

49,436 70,186 119,622

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 370,464 401,024 0 0 0 0 0 0 771,488

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成29年度 平成29年度

時間 － - －

% 平成26年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成29年度 平成29年度
ホームページの閲覧等に
よる利便性の向上

システムメンテナンス時においても登記情報提供サービスのホーム
ページを閲覧可能とすることや，分かりにくいメッセージ内容の記載
の改善等を行う。

システムメンテナンス時にはホームページの閲覧が一切できないため，
利用者はその間，登記情報提供サービスに係る情報（サービス概要，申
込方法，操作方法，ＦＡＱ等）を取得することができない。また，分かりに
くいメッセージ内容の記載について利用者から問合せが多数寄せられて
いる。

ホームページの閲覧可能時間を拡大する
ことや，メッセージ内容の記載を改善し，利
用者の誤った認識を防止すること等によ
り，利用者の利便性を向上させる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

登記情報提供システムは，一般国民が利用するシステムであるため，職
員の業務処理時間の増減はない。

－ -

システム稼動率 実稼動時間 ÷ 予定稼動時間 × 100

国民の負担軽減及び登記情報の迅速な提供を図ることにより，不動産
取引･企業取引等の安全と円滑に資するシステムとして高い安定性・信
頼性が求められるミッションクリティカルなシステムであり，システム稼動
率99.9％以上を維持する。

99.9 99.9

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

登記情報提供システムは，平成２８年度末に機器等の賃貸借期間が満
了し，併せてソフトウェア等の保守が順次終了するところ，今後も利用件
数の増加が見込まれることから，性能要件を見直した上で，機器等を更
新する。

1,255 1,036

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003187 742,896 136,187 84,108 72,709 219,792 1,255,692

0

0

0

0

742,896 136,187 84,108 72,709 219,792 0 0 0 0 0 0 0 1,255,692

在外経理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

在外公館では日本とは言語や使用する通貨、法制度や商習慣等の環境が異なる中で、我が国会計法令に則して迅速かつ正確に会計経理を処理することが求められていたところ、在外公館における会計担当者の業務支援・業務負担の軽減、
会計業務の合理化及びシステム運用に係る経費の低減を目的とした「在外経理システムの業務・システム最適化計画」を平成17年度に策定し、この計画に基づき、新たな在外経理システムを開発し、迅速・正確かつ効率的な会計経理処理に
資する。

１．在外公館における業務・機能全般
（１）歳出事務（歳出データの入力、支払決議書、前渡資金出納計算書、検査書、帳簿類の作成等）
（２）歳入事務（歳入データの入力、徴収決議書、歳入徴収額計算書、現金払込・領収証書、検査書、帳簿類の作成等）
（３）会計事務引継（会計事務職員交替時の引継書類作成）
（４）物品管理（重要物品、一般備品の管理、検査書、物品管理計算書の作成）
（５）現地職員管理（現地職員の採用情報、給与情報管理）等一連の事務を処理している。
（６）旅費申請（出張決裁書、旅行命令簿、旅費精算請求にかかる書類等の作成、歳出事務へのデータ連携）
（７）住居手当申請（住居手当認定申請書、住居手当領収書の作成、歳出事務へのデータ連携）
（８）調達申請（調達決裁書の作成、歳出事務へのデータ連携）

２．本省における業務・機能全般
（１）予算執行分析機能（全在外公館で入力した歳出データ、歳入データ及び申請データを検索、集計した上で分析する機能）
（２）全在外公館で入力した歳出データ、歳入データ及び申請データの閲覧
（３）全在外公館の歳出帳票、歳入帳票、引継帳票及び申請関連帳票の出力
（４）全在外公館宛マスタデータの作成、更新及び配信
（５）全在外公館宛更新プログラムの配信
（６）プログラム及び業務データのバックアップ取得

在外経理システムは、最適化計画に基づき業務・システムの最適化に取組み、平成21年度から23年度にシステム開発を行い、24年度から一部の在外公館において運用を開始し、25年度から全在外公館において運用を開始した。
平成27年度は、次に示す機能改修等を行う。
１．前年度前渡資金不用額処理にかかる画面修正，現金出納簿及び検査書等の帳票類出力修正を主な改修項目としつつ，その他にも在外公館からの改修要望に基づいたシステム改修を実施する。
２．平成27年度においては在外経理システム及び物品管理システムを政府共通PFへ移行する予定である。物品管理システムと同じサーバ内で稼働する現地職員管理システムは在外公館における現地職員の個人情報を扱うシステムである
が，同個人情報の扱いは任国の個人情報を扱う法令に左右されるため，今後も外務省クローズドLANにおいて運用を継続する必要があるところ，同システムは外務省業務系共通プラットフォームへ移行する。

投資開始年度 平成18年度 投資終了年度 平成27年度

合計 219,792

外務省 外交運営の充実に必要な経費 一般会計 80,926

外務省 外交運営の充実に必要な経費 一般会計（特殊要因） 138,866

平成27年度政府情報システム投資計画書

外務省 大臣官房　在外公館課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

06-01 在外経理システムの最適化
総投資額
（千円）

1,255,692 平成27年度投資額
（千円）

219,792
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

620,192 115,223 74,343 59,680 59,680 929,118

0

0

29,733 3,885 149,769 183,387

0

69,330 7,811 9,765 10,044 10,044 106,994

0

21,908 9,268 0 2,985 299 34,460

630 630

1,103 1,103

742,896 136,187 84,108 72,709 219,792 0 0 0 0 0 0 0 1,255,692

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成17年度 平成18年度 平成28年度

時間 平成17年度 平成18年度 平成28年度

百万円 平成24年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する年間合計業務処理時間

　各業務の見直しを実施し、関係情報システムに見直し後の運用形態を
反映させ、年間業務処理時間の削減を図る。

567,000 472,974

機器等更改経費
関係情報システムの機器等更改経費の
合計額

政府情報システムの政府共通プラットフォームへの統合・集約化を進
め、機器等更改の効率化を図る。

434 224

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
在外経理システムの運用等経費の合計
額

　各業務を見直すことで運用経費を削減し、新システム導入に合わせ、
各在外公館に設置したサーバを本省に集約することでハードウェア関係
経費の削減を図る。

98 45

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003224 1,124,176 513,824 90,415 1,728,415

A003224 173,747 856,399 174,229 1,204,375

A003224 139,456 162,889 343,621 645,966

A003224 34,146 66,062 33,321 66,640 200,169

A003235 61,735 28,080 89,815

1,124,176 547,970 441,000 1,143,024 612,570 0 0 0 0 0 0 0 3,868,740

旅券システム(最適化第１段階)

査証システム(最適化第2段階)

領事業務情報システム・統合プラットフォーム（査証
統合による拡張）

領事業務情報システム（プロジェクト管理）

領事業務データ管理システム（機能拡張）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　電子政府構築計画・同推進計画に基づき，平成１７年度に策定した（平成２２年度改訂）　「領事業務の業務・システム最適化計画」に則る領事関連情報システムの効率化。
　外務省領事局では，当該最適化計画（２２年度改定版）の第１段階として，平成２５年度までに，旅券発給管理システムの刷新及び将来的な領事関連情報システムの統合的稼働基盤である「統合プラットフォーム」の構築を進めてきた。平成２
５年度からは，上記最適化計画の第２段階として，来日外国人のＶＩＳＡ発給を管理する査証システムの統合のための開発を予定しており（平成２５年度から２７年度），その後第３段階として，海外在留邦人の在留届等を管理する領事関連データ
管理システムの統合を予定する。　これにより，従来個別情報システムごとに必要となっていた機器等のシステム運用経費削減，セキュリティレベルやシステム利用者の操作性統一，申請手続の簡略化による申請者利便性の向上などを目指
す。

　また，平成２６年度には，「在アルジェリア邦人に対するテロ事件の対応に関する検証委員会報告書」（平成25年2月28日）の指摘を受け，短期渡航者向け登録システム『外務省海外旅行登録「たびレジ」』を開発した（平成２６年７月１日より運
用開始）。

・旅券発給管理システム：国内旅券事務所（６０箇所）及び在外公館における旅券発給業務を支援するとともに，年間発行件数４００万件，有効旅券数３千万件に及ぶ旅券発給情報を管理するための情報システム。
・査証システム：在外公館における外国人のＶＩＳＡ発給業務を支援するとともに，年間１８６万件に及ぶ申請情報を管理し，法務省（出入国管理局）とデータ連係するための情報システム。
・在留届等管理システム：旅券法第１６条に規定される約１２５万人の海外在留邦人の在留届や，在外選挙に関する情報を管理するための情報システム。在外公館の領事官は，これらの情報を基にして，海外における事故・事件等の際の緊急
一斉通報や，安否確認を行う。
・外務省海外旅行登録「たびレジ」システム：在留届の提出義務がない３ヶ月未満の渡航者が海外旅行情報等を登録し，緊急時の情報提供などを受けるためのシステム。平成26年７月１日よりサービスを開始した。
・上記領事業務情報システムの稼働基盤として，それぞれのシステムに統一的な操作方法，セキュリティレベル等を提供する「統合プラットフォーム」。
・領事業務を全般的にサポートするため，「領事業務の業務・システム最適化計画」に沿って，上記領事関連各システムを統合した情報システムを「領事業務情報システム」として構築する。

１．査証システムの統合【最適化第2段階】
　平成２７年度の現行査証システム関連機器更新時期に合わせ，既に構築した統合プラットフォーム上での新査証システムの稼働を目指して平成２５年度から３年計画で開発を進める。
　新査証システムの運用においては，個別のサーバ等を設けず既存統合プラットフォームの拡張により稼働環境を確保する。また，在外公館においては，査証システム専用の端末は設けず，旅券・査証業務の実施が可能な汎用的な端末機を
配備し，将来は在留届管理も当該端末にて実施する。また，査証シール作成用のプリンタは，従来の旅券・査証作成用統合プリンタ（平成１７年度策定の最適化計画にて導入）から，消耗品経費の削減を見込んで市販のプリンタを査証シール作
成用プリンタとして利用する。なお，査証申請においては本人性確認のため在外公館への申請者出頭は必要であるが，申請用紙については，必要事項を申請者がインターネットを利用して自宅等で記入できるようデータ入力機能付の申請書を
設計する。

２．領事業務データ管理システムの拡充
　平成２６年度運用を開始した短期渡航者向け登録システム『外務省海外旅行登録「たびレジ」』の機能拡張を行い，登録者・登録情報利用者（領事担当官）双方にとって，より利便性の高いシステムとすることを目指す。

投資開始年度 平成22年度 投資終了年度 平成27年度

合計 612,570

外務省 領事業務ＯＡ化関係経費 一般会計 612,570

平成27年度政府情報システム投資計画書

外務省 領事局　政策課,外国人課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

10-01
領事業務の業務・システム最適化計画推進（領事関連

システムの統合）
総投資額
（千円）

3,868,740 平成27年度投資額
（千円）

612,570
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

1,124,176 513,824 313,203 856,399 202,309 3,009,911

162,889 343,621 506,510

0

61,735 61,735

0

34,146 66,062 33,321 66,640 200,169

0

0

0

90,415 90,415

1,124,176 547,970 441,000 1,143,024 612,570 0 0 0 0 0 0 0 3,868,740

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成17年度 平成25年度 平成26年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 下記取組毎 下記取組毎 下記取組毎

分／件 平成17年度 平成25年度 平成25年度

件／年 平成17年度 平成26年度 平成26年度

枚／分 平成25年度 平成27年度 平成28年度

秒／件 平成25年度 平成27年度 平成28年度

秒／件 平成25年度 平成27年度 平成28年度

式(公館) 平成25年度 平成27年度 平成28年度

件 平成24年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成２６年度 平成２６年度領事業務データ管理システム

・在留届様式に同居家族を含めた緊急連絡先（電話，メール）を追加し，緊急時の一斉
通報メール配信，安否確認の迅速化を目指す。

・短期渡航者登録機能を追加する（平成26年度はパイロット版を開発）。

・現在は筆頭者のみ緊急連絡先情報を保有している。

・短期渡航者への情報発信，登録手段はない。

・在留届に記載された同居人への緊急一斉通報の発
信。

・短期渡航者に対する緊急一斉通報の発信，登録情報
による安否確認の迅速化。

　査証経伺に係る公電件
数

査証経伺に係る公電件数
現行業務においては在外公館から本省への査証経伺は公電を利用し
ているが，本省経伺業務をシステム内に取り込むことで，機微なものを
除き，公電での経伺(及び回答）を不要とする。

8,000 1,000

効果指標 取組の概要 現状 目標

その他

　ネットワーク関連機器
在外公館に配備しているルータ，ファイ
アーウォール等ネットワーク関連機器

領事業務情報システムへ統合により査証システム独自に構築している
ネットワークを廃し，それに伴い関連機器を不要とする。

223 0

　査証申請データ入力時
間

査証申請者の人定事項等のシステムへ
の入力時間

バスポートリーダの配備拡充を図る。これにより手入力しかできなかった
公館においても同リーダを利用した入力を可能とし，入力時間の削減と
あわせ誤入力を防止する。

40 2

　査証シール管理番号入
力時間

査証シール管理番号のシステムへの入
力時間

査証シール台紙余白に査証管理番号をバーコード化し付加する。これに
より手入力しかできなかった査証シール管理番号の入力作業が、バー
コードリーダーによる入力が可能となるとともに、誤入力防止、シール管
理の強化に繋がる。

6 2

　申請書ダウンロード，2
次元バーコード読み込み

2次元バーコード付き旅券申請書の導入
による申請書情報補正件数の削減。

旅券申請者が，2次元バーコード付き旅券申請書用紙をインターネット上
からダウンロードして申請する方式を可能とする。これにより従来のＯＣ
Ｒ読み取りに比べて，申請書情報補正件数の削減を図る。

57,007 28,504

　査証シールの作成速度 査証シールを作成(印刷）する速度
現行使用している査証作成用の印刷機を変更し，印刷速度向上を図
る。

2 10

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

下記取組による。 13,799 3,345

　旅券業務応答時間の短
縮

旅券申請書画像を検索後表示する。
旅券申請書画像管理機器等のオープン化による検索・表示時間の短縮
を図る。

5 1

　旅券発給管理システム
　システム運用等経費

旅券発給管理システムの年間運用経費

旧式ホストコンピュータをオープン化するとともに，その後のシステム統
合のための基盤部分と，個別業務システムとしての旅券発給管理シス
テムとして再構築し（両者を併せたものが「領事業務情報システム」），平
成１７年度の当該システム運用経費（右欄基準値）に対して，約３３％の
経費削減を目指す。

1,585 1,056

　査証システム
　システム運用等経費

査証システムの年間運用経費

現在の査証システムを領事業務情報システムに統合することにより，単
独でシステムを運用する場合（既に耐用年数を過ぎ機器の老朽化が著
しいため，単純入替えを実施する場合：右欄基準値)に対して，約３０％
の経費削減を目指す。

1,041 740

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003051 1,565,248 131,754 1,458,836 1,979,638 5,135,476

0

0

0

0

0 0 0 1,565,248 131,754 1,458,836 1,979,638 0 0 0 0 0 5,135,476

外務省ネットワーク・ＬＡＮシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

外務省情報ネットワークシステムは、外交機密など機微な情報を取り扱うクローズド系と、定められた端末を用いた外部からのアクセスを実現し機動的な外交活動を行うためのオープン系の２系統の構内ネットワークで構成され、本省と在外公
館等間での２系統の構内ネットワークをそれぞれ広域ネットワークで接続している。本件は、我が国のより一層の外交力強化に寄与するため、これら構内ネットワークと広域ネットワークを整備するものである。

外務省情報ネットワークは、当省職員が外交行政事務を遂行する上で必要な、電子メールやファイル共有等の基本業務機能を提供するほか、本省と在外公館等間を結ぶ国際回線網を提供する、極めて重要なネットワーク・インフラである。当省
職員は、このネットワーク・インフラを用いて、外交活動や我が国の情報発信を行っている。

現行システムでは、①サーバOSに平成27年7月にサポートが終了するWindowsServer2003を用いている、②平成20年の設計に基づく危殆化した情報セキュリティ対策による脆弱性を有している、③メーカ保証終了や保守部品供給停止により安
定した外交機能の維持が困難となっている、等の問題を抱えている。したがって、これら問題の抜本的解決のため、本システムの全面刷新を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成29年度

合計 131,754

外務省 クローズド／オープンＬＡＮ関係経費 一般会計 131,754

平成27年度政府情報システム投資計画書

外務省 大臣官房　情報通信課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04 外務省情報ネットワークの刷新
総投資額
（千円）

5,135,476 平成27年度投資額
（千円）

131,754
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 0 0 0

114,134 0 14,256 3,628 132,018

405,303 0 109,728 12,614 527,645

8,640 0 18,960 41,520 69,120

383,184 0 365,299 102,297 850,780

438,221 95,904 583,372 1,197,283 2,314,780

0 0 0 0 0

135,795 9,590 113,935 142,179 401,499

8,467 0 0 0 8,467

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

71,504 26,260 253,286 480,117 831,167

0 0 0 1,565,248 131,754 1,458,836 1,979,638 0 0 0 0 0 5,135,476

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円

百万円 平成25年度 平成30年度 平成30年度

百万円 平成25年度 平成30年度 平成30年度

百万円 平成25年度 平成30年度 平成30年度

時間 平成25年度 平成30年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成３０年度 平成30年度

平成25年度 平成３０年度 平成30年度

平成25年度 平成３０年度 平成30年度外交通信基盤の安定化
現行システムを構成する機器のメーカー保証終了等の問題を抜本
的に解決するため、本システム構成機器の全面刷新を行う。

平成22年度以前に構築した本省及び一部の在外公館等で利用している
サーバ等の構成機器はすでにメーカー保証が終了したものを継続利用
している。また、平成23年度以降に構築した機器についても順次保証終
了が予定されていることから、機器障害が発生した場合には外交通信
機能が停止するおそれがある。

メーカー保証終了品を全廃し、外交通信基
盤の安定化を図る。

戦略的対外発信力の強
化

外交通信インフラの整備や回線増速等の措置を進め、業務スピード
と利便性の向上を図ることで、外交発信の最前線である在外公館の
対外発信力を強化する。

本システムの広域ネットワークは、予算上の制約から回線速度などの見
直しが行えておらず、近年の情報量の増大に対応できておらず、外交活
動に支障を来している。

在外公館等における対外発信力の強化を
図る。

情報セキュリティ対策の
強化

サーバOSであるWindowsServer2003のサポート終了、危殆化した情
報セキュリティ対策等の問題を抜本的に解決するため、最新の情報
セキュリティ対策の動向に基づいた本システムの全面刷新を行う。

本省及び一部の在外公館等ではサーバOSにWindowsServer2003を用
いているが、平成27年に右OSのサポートが終了する。また、現行システ
ムのセキュリティ対策は平成20年度の設計に基づくものであり、これら
問題を早急に解決する必要がある。

情報セキュリティ対策の内容を見直し、同
対策の一層の強化を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

③ システム運用等経費
（上記①及び②を除く経
費）

情報ネットワークシステムの年間運用経
費

本システムを順次刷新し、また、在外公館等の一部機能を本省に集約
することで新規情報セキュリティ機能及び通信回線を除くシステム全体
の運用等経費削減を目指す。

6,581 5,258

業務処理時間

通信担当官の運用業務習熟時間を削
減（平均習熟時間8時間x10日間、3年毎
の異動）
80h x 237公館 x 1/3 x 1/2 =3,160ｈ

回線障害時の現地キャリアとの連絡調
整等に要する時間（年間平均4時間、2
日）

全在外公館等で統一した設計に基づくシステムに刷新することで、シス
テム毎に要していた習熟時間を縮減する。また、２系統の国際回線を相
互にバックアップすることによる回線障害時の現地担当官の負荷を軽減
し、これに要していた処理時間を縮減する。

4,504 0

① 情報セキュリティ対策
強化経費

新たに追加する情報セキュリティ機能の
機器借料等の年間運用経費

情報セキュリティ対策を強化し、より安全で安定した情報ネットワークシ
ステムの運用を目指す。

0 748

② 通信回線料 増速する通信回線料の年間運用経費
本省 ～ 在外公館間の通信回線を順次増速することで、迅速かつ安定
した情報の伝達を目指す。

2,173 2,444

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003109 0

A003132 0

A003143 0

A003154 36,341 637,262 68,073 741,676

A003165 0

0

0 0 0 36,341 637,262 68,073 0 0 0 0 0 0 741,676合計

会計関係業務システム

物品管理システム

旅費ネットワークシステム

会計手続きシステム

無償資金管理システム（会計課）

在外経理システム（本省）

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成25年６月14日閣議決定）に基づき，現行の会計支払い手続き等に関する一連のシステムを統廃合し，政府共通プラットフォームに移行する。また，業務の流れの一連の作業を標準化し，業務効率の向上を図
るとともに，運用経費を削減する。

統廃合後のシステムでは，支払いの起案から官庁会計システムへの支払い処理までの一連の会計業務フローが一つのシステムで可能となり，また，外務省全体の正確な予算執行や会計業務従事者に必要なデータをリアルタイムで情報提供
が可能となることにより，以下の効果指標にもあるとおり，外務省全体の会計業務合理化を図る。

統廃合を対象とするシステムは，６システム（会計関係業務システム、会計手続きシステム、旅費システム、無償資金管理システム、物品管理システム、在外経理システム）とし，データ，機能が重複するもの，業務改善により不要な機能を廃止
するなどシステム統廃合を行うための移行作業を平成27年度中に実施し，平成28年度においては，データ移行作業を実施する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 637,262

外務省 会計システムの統廃合による政府共通ＰＦへの移行 一般会計（特殊要因） 637,262

平成27年度政府情報システム投資計画書

外務省 会計課経理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-05
会計システムの統廃合による政府共通プラットフォーム

への移行
総投資額
（千円）

741,676 平成27年度投資額
（千円）

637,262
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

36,341 17,840 0 54,181

46,049 0 46,049

337,453 0 337,453

6,756 5,064 11,820

74,865 0 74,865

3,568 56,559 60,126

0 0 0

57,136 6,450 63,587

0 0 0

0 0 0

62,365 0 62,365

31,231 0 31,231

0 0 0 36,341 637,262 68,073 0 0 0 0 0 0 741,676

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

日 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

事務処理時間 統合化により重複する作業を廃し，その作業時間を削減する。
現行業務毎に使用するシステムが異なっており，重複した作業を行って
いる。

統一化による重複作業の廃止

申請方法の簡略化 統合化により支払申請方法を見直す。
支払い方法によって，申請書式などが異なっているから，申請方法もお
のずと異なり，判断が必要となる。

統一化による申請方法の統一

効果指標 取組の概要 現状 目標

事務処理の可視化 支払い業務における事務処理の統一化・電子化
支払い業務状況が可視化されていないために，支払遅延・滞留が発生
している。

支払い遅延や滞留をなくす。

業務処理時間（マスタ登
録）

システムのマスタデータ登録時間の短
縮

マスタ登録時間を短縮する。 135 14

ペーパレス化 事務処理用のリスト出力の廃止 事務処理用のリスト出力を廃止する。 1.9 0.6

システム運用等経費 関係情報システムの運用等経費
新会計手続きシステムへの統廃合を実施し，政府共通プラットフォーム
へ移行することで運用経費を削減する見込み。

120 112

業務処理時間(支払い手
続き）

支払い手続き開始からの処理時間の短
縮

業務処理の支払い手続開始支払いまでの時間が短縮する見込み（決裁
時間を除く）。

7 2

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

112



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A002991 0

A003006 0

12,982 12,982

0

0

0 0 0 0 12,982 0 0 0 0 0 0 0 12,982

②．投資内訳ごとの推移 　
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

432 432

9,850 9,850

0

0

1,512 1,512

0

756 756

0

0

0

432 432

0 0 0 0 12,982 0 0 0 0 0 0 0 12,982合計

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

　（注） 「A002991」及び「A003006」の内訳は賃貸借保守契約（国庫債務負担行為）であるため，「投資額」には該当しない。

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

図書館業務管理システム

国立国会図書館分散型総合目録データベース接続
のための図書館システム

図書館業務管理システムの統合及びPF移行

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２５年６月１４日閣議決定）に基づき，平成２７年度末に契約満了となる現行「図書館業務管理システム」及び「国立国会図書館分散型総合目録データベース接続のための図書館システム」の両者を統合の
上政府共通プラットフォームへ移行し，平成28年度当初から運用を開始する。

　当館では多岐にわたるサービスの円滑な提供のため，①貸出・予約業務や蔵書管理等のための「図書館業務管理システム」，及び，②国立国会図書館による各支部図書館の所蔵図書類の横断検索機能へ当館の所蔵図書データを提供する
ための「国立国会図書館分散型総合目録データベース接続のための図書館システム」により，一連の業務を電子的に処理している。
　なお本業務は，当館のみならず，国際法課及び研修所本省分室においても展開している。

　現行システムの契約が平成２７年度末で終了することを踏まえ，「『国立国会図書館分散型総合目録データベースシステム接続のための図書館業務管理システム』を統合する形の新システム」を政府共通プラットフォーム上で平成２７年度中に
正式稼働させるべく，平成２７年度の出来るだけ早い時期から設計・開発，引き続きテストを開始する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 12,982

外務省 図書館業務管理システムの統合及びPF移行 一般経費 12,982

平成27年度政府情報システム投資計画書

外務省 図書館 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 図書館業務管理システムの統合及びPF移行
総投資額
（千円）

12,982 平成27年度投資額
（千円）

12,982
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 － － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　政府共通PF環境への移行によるシステム運用等経費がこれ以上増加
しないよう，右記目標値内での抑制に努める。

6,381 15,562

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　（業務処理時間の削減は目的としていない） － －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003590 12,021,500 585,890 1,448,186 1,397,436 2,961,148 2,378,461 1,955,001 1,814,500 24,562,122

A003604 26,925 26,925

0

0

0

12,048,425 585,890 1,448,186 1,397,436 2,961,148 2,378,461 1,955,001 1,814,500 0 0 0 0 24,589,047

通関情報総合判定システム

海上貨物スクリーニングシステム

輸出入・港湾関連情報処理システム
（輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社が運
営）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

貿易の秩序維持と健全な発展を実現するために、輸出入申告等の税関手続について、適正な申告等が確保される環境を整えた上で簡素な手続と迅速・円滑な処理を実現し、国際物流の円滑化・コスト低減に寄与する。

通関情報総合判定システム（CIS）は、輸入申告実績、法人情報、審査・検査結果、事後調査結果、旅客情報、乗組員情報、要注意者情報等の税関業務に不可欠な各種情報を蓄積しているデータベースシステムである（平成3年10月稼働）。輸
出入・港湾関連情報処理システム（NACCS）に組み込む審査基準（即時許可、書類審査、検査を判断）、貨物のリスクを数値化するリスク判定機能、旅客スクリーニング機能など水際取締りに不可欠な機能等を有しており、税関業務の中核をな
すシステムとして欠かせないものとなっている。
税関業務を迅速かつ効率的に処理するための税関保有のシステムについて、必要に応じて機能強化を行なう一方で、最適化計画（平成18年度～22年度）に基づき一層の経費削減を推進するため、各業務ごとに開発・稼働させてきたシステム
を基幹システムである通関情報総合判定システム（CIS）のサブシステムとして統合し、運用している。

＜継続＞
①第4次CISの更改：第4次ＣＩＳは平成29年10月にシステム更改を予定している（第3次CISは平成20年10月更改）。第4次ＣＩＳの開発期間は2年4ヶ月を想定しており、平成27年6月に開発ベンダーを調達することを考えている。平成25年度及び26
年度については、システム更改の調達仕様の作成、意見招請など調達手続支援等について外部専門家の業務支援を受ける。なお、開発ベンダーが決定する平成27年度以降は、開発ベンダーの管理、更新工程管理などの支援を受け、システ
ム更改を実施する。

②海上貨物スクリーニングシステム（海貨ＳＳ）のCISへの統合：出港前報告制度に伴う貨物情報の事前選定機能を新設し、その後、制度運用を踏まえ、海上貨物スクリーニングシステム（海貨ＳＳ）機能を取り込みつつ、NACCS更改による一元
管理化された貨物情報を活用した事前選定機能の段階的機能向上を図る。

＜新規＞
③CISはNACCS更改と併せて8～9年に1回、税関を取り巻く環境の変化、各業界の要望等に対応するため、ソフトウェアの見直しを含めた大規模改変（更改）を行っている。今回の更改（29年度、30年度）では、水際対策の強化、貿易円滑化施策
対応など税関を取り巻く環境の変化への対応、サブシステム化している各機能の統合を行う。また、大規模災害が発生した際に備え、バックアップセンターの機能向上を図る。

④法令改正等プログラム変更：法令改正等に対応するためにプログラム変更を行う。

投資開始年度 平成20年度 投資終了年度 平成30年度

合計 2,961,148

財務省 通関事務電算機処理経費 一般会計 2,961,148

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 関税局総務課事務管理室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

08-01 通関情報総合判定システム（CIS）の更改等
総投資額
（千円）

24,589,047 平成27年度投資額
（千円）

2,961,148

115



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

602,431 65,064 159,060 116,550 147,000 147,000 94,500 0 0 1,331,605

2,550,135 56,470 287,800 165,634 528,069 508,807 471,158 472,370 0 5,040,443

2,852,715 52,068 337,530 314,396 407,326 351,694 326,522 326,910 0 4,969,161

83,738 5,535 10,451 0 223,521 274,000 46,000 0 0 643,245

2,584,771 52,940 366,050 392,440 703,955 665,961 617,231 616,330 0 5,999,678

251,806 8,878 60,312 129,716 217,749 234,962 217,702 217,440 0 1,338,565

16,833 1,315 0 988 0 0 0 0 0 19,136

534,257 25,947 137,310 153,090 212,609 196,037 181,888 181,450 0 1,622,588

0 0 109,944 0 0 0 0 109,944

5,349 5,293 2,164 0 0 0 0 12,806

0 0 408,116 0 0 0 0 408,116

2,571,739 317,673 84,324 119,329 695 0 0 0 0 3,093,760

12,048,425 585,890 1,448,186 1,397,436 2,961,148 2,378,461 1,955,001 1,814,500 0 0 0 0 24,589,047

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成17年度 平成30年度 平成31年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成29年度 平成30年度

百万円 平成25年度 平成30年度 平成31年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度
CISの各機能のデータ
ベースを統合することに
よる水際取締りの強化

「日本再興戦略　改訂2014」（2014年6月24日閣議決定）において、
「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等の安全確保のため
に不可欠な関連情報の収集分析について、必要な物的・人的体制
の整備を進める」とされたことから、CISの各機能のデータベースを
統合することにより、貨物情報及び旅客・乗組員情報について、より
高度なリスク分析やスクリーニングを行い、水際取締りの強化を図
る。

貨物情報及び旅客・乗組員情報のリスク分析・スクリーニングは、CISの
各機能及び海上貨物スクリーニングシステムにより行われている。

貨物情報及び旅客・乗組員情報の一元化
を行うため、CISの各機能のデータベース
を統合し、より高度なリスク分析やスクリー
ニングを行い、水際取締りの強化を図る。
（海上貨物スクリーニングシステムのスク
リーニング機能は、平成27年度にCISに取
り込む予定）

効果指標 取組の概要 現状 目標

民間企業の経済効果
オンライン申請等を受け付けることによ
る民間企業の経済効果（百万円）

「新たなオンライン利用に関する計画」（平成23年8月3日IT戦略本部決
定）に基づき、各府省が行政手続のオンライン利用の範囲の判断を行う
に当たっての基準その他の必要な事項を定めた「行政手続のオンライン
利用の範囲の判断に係る実施要領」により平成25年度分を算出した。
当該システムが稼働していることで民間において年間約1,113億円のコ
スト削減効果が発現している。
なお、更なるオンライン利用向上のため、日本再興戦略（平成25年6月
14日閣議決定）に基づき、貿易関連手続の電子化推進、民民間貿易取
引の電子化推進とNACCS連携、通関手続に係る電子手続の原則化を
進め、貿易関連手続等の迅速化、ペーパーレス化の促進を図っている。

111,294 向上

業務処理時間
入港前及び出港前のB／Lの対査に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理に必要な時間

①出港前報告による1日あたりのB／L件数：25,000件
②現在の1B／Lあたりの対査に要する時間：5分
→本来、水際取締りの観点からすべてのＢ／Ｌを対査する必要がある
が、限られた人員で処理しているため、すべてのＢ／Ｌの対査はできて
いない。
③システム更改後の1B／Lあたりの対査に要する時間：30秒
④仮にシステム化されていない状況において、すべてのＢ／Ｌを対査し
た場合に要する時間：5（分）×25,000（件／日）×365（日）／60（分／
時）=760,417（時間）
⑤システム更改後：0.5（分）×25,000（件／日）×365（日）／60（分／時）
=76,042（時間）
→システムを更改することにより、現在、対査に要している時間で、すべ
てのＢ／Ｌを対査することが可能となる。

760,417 76,042

業務処理時間
予約記録情報（PNR）を活用したター
ゲッティングに要する関係職員全員の年
間合計業務処理に必要な時間

①事前旅客情報（入国者情報）により報告される1日あたりの旅客数：
94,253人
②一人あたりのＰＮＲ情報の分析に要する時間：5分
→本来、水際取締りの観点からすべてのＰＮＲ情報を分析する必要があ
るが、限られた人員で処理しているため、すべての旅客の分析はできて
いない。したがって、事前旅客情報から対象者を選定したうえで、一部の
旅客のPNR情報を分析している。
③システム更改後、すべてのＰＮＲ情報を取得し、一次分析に要する時
間：0.1秒
④一次分析により、絞り込んだ旅客数：1,885人（２％と仮定）
⑤一次分析後、税関職員による二次分析に要する時間：3分
⑥仮に、システム化されていない状況において、すべての旅客のＰＮＲ
情報を分析した場合に要する時間：5（分）×94,253（人／日）×365（日）
／60（分／時）=2,866,862（時間）
⑦システム更改後、すべての旅客のＰＮＲ情報を分析した場合に要する
時間：（0.002（分）×94,253（人／日）+3（分）×1885（人／日））×365
（日）／60（分／時）=35,548（時間）
→システムを更改することにより、現在、分析に要している時間で、すべ
ての旅客に関するＰＮＲ情報を分析することが可能となる。

2,866,862 35,548

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

平成18年に「税関業務（輸出入及び港湾・空港関係業務）の業務・シス
テム最適化計画」を策定した。以後、最適化計画に沿って順次システム
の統廃合等を行い、経費の削減を図っていることから、最適化計画実施
前の平成17年度を基準年度とした。現在、CISサブシステムとして運用し
ている各種システムの機能統合を平成29年度及び平成30年度に実施
する予定であるため、達成年度を平成31年度とした。

9,640 6,941

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003305 124,371 30,345 86,552 101,008 85,782 428,058

0

0

0

0

124,371 30,345 86,552 101,008 85,782 0 0 0 0 0 0 0 428,058

給与システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「人事・給与等業務・システム最適化計画」において、人事・給与等業務は、各府省等で必要に応じ個々にこれらの事務処理に係るシステムを整備し運用しているが、人事・給与関係業務情報システムを全府省等に導入することにより、①人事、
給与等業務の簡素化・合理化、②システムの運用等に係る政府全体の経費の最小限化、③安全性・信頼性の確保及び個人情報の保護を図ることを基本理念とするとされている。

「人事・給与等業務・システム最適化計画」において、人事管理、給与管理、共済管理、職員からの届出・申請処理等の諸機能を一体化した標準的なシステムであるとされている。

人事・給与関係業務情報システムを導入する経費として、以下の作業について外部委託を実施する。
①人給システム導入作業を実施するにあたり、各種課題対応・業務担当者からの問い合わせ対応等。
②二次利用者を中心とした全国の業務担当者に対して、人給システムの操作研修。（下記４．②投資内訳ごとの推移においては、その他整備経費に計上）

投資開始年度 平成21年度 投資終了年度 平成28年度

合計 85,782

財務省 財務行政情報化推進経費 一般会計 85,782

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 大臣官房秘書課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

09-01 人事・給与関係業務情報システム導入作業経費
総投資額
（千円）

428,058 平成27年度投資額
（千円）

85,782
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

124,371 30,345 63,504 57,284 50,469 325,973

0

0

0

0

0

23,048 43,724 35,313 102,085

124,371 30,345 86,552 101,008 85,782 0 0 0 0 0 0 0 428,058

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度
情報の電子化と処理の
自動化

「人事・給与等業務・システム最適化計画」では、人事・給与等業務
において、一度入力された情報の多面的活用（シングルインプット・
マルチユース）を基本とし、業務処理に係る様式、記載事項の統一
等を図った上、人事・給与等情報を電子化し、電子化された情報等
を基礎に、多くの業務について、その全部又は一部の自動化を図る
こととしている。
例えば、給与計算において、俸給の月額、諸手当の支給額、共済掛
金、宿舎使用料控除額等の給与の支給に必要な情報をすべて電子
化し、これらの情報をもとに自動的に給与計算ができるようにする。
また、システム上で人事異動案を作成することにより、人事異動通
知書の作成や人事記録の更新を自動化する。

財務省では、人事等の業務処理情報と現行給与システムにおける計算
処理は電子的に連携していない。
そのため、人事等業務情報の給与支給への反映は全て手入力となって
いる。

「人事・給与等業務・システム最適化計画」
及び「人事給与業務効率化に向けた改善
計画（平成27年3月27日人事給与業務効
率化推進会議決定）」に基づき、28年度中
に移行を行うことを目標とし、人事・給与等
業務情報の電子化と処理の自動化を図
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本効果指標は、「人事・給与等業務・システム最適化計画」における効
果指標に内包されているため、基準値及び目標値等の記載は割愛す
る。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

「人事・給与等業務・システム最適化計画」では、各府省が個々に整備・
運用している既存システムを廃止し、「情報システムの統一化及び最適
化」を実施することにより、運用経費等の削減を図ることとしている。

452 138

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003626 0 1,006,441 10,388 0 236,927 29,590 2,904 1,286,250

0

0

0

0

0 1,006,441 10,388 0 236,927 29,590 2,904 0 0 0 0 0 1,286,250

通関事務総合データ通信システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国際物流の基幹システムとして我が国輸出入申告の約９８％を処理している輸出入・港湾関連情報処理システム（以下「ＮＡＣＣＳ」という。）や、貨物のリスクに応じた重点的な審査及び迅速な通関処理を可能とする通関情報総合判定システム
（以下「ＣＩＳ」という。）等に接続することにより、適正かつ迅速な税関業務を行う。

通関事務総合データ通信システム（以下「税関ネットワーク」という。）は、我が国輸出入申告の約９８％を処理しているＮＡＣＣＳ、貨物のリスクに応じた重点的な審査及び迅速な通関処理を可能とするＣＩＳ等の税関業務を処理するシステムと、財
務省関税局、関税中央分析所、税関研修所、各税関（本関を含む税関官署）（以下「税関等」という。）との間を相互に接続した全国規模の専用通信回線網及び税関等の庁舎等の構内回線網、サーバ、クライアント等の機器（搭載されたソフト
ウェアを含む。）により構成される税関専用総合通信ネットワークであり、平成１１年２月より稼動している。
税関等においては、職員が税関ネットワークに接続されている各種サーバ及びクライアントパソコン等を使用して、ＮＡＣＣＳ・ＣＩＳ等を通じた業務処理や、業務支援等を目的とする電子メールの送受信、電子掲示板等の掲載、閲覧等を行ってい
る。

＜継続＞
税関ネットワーク導入以後、新規採用による増員や羽田空港再国際化などによる端末増加分をその都度調達してきた。これらの端末等を順次更新を行ったことにより、更新時期がバラバラとなった。一括調達範囲の拡大のため、サーバ、通信
機器、端末等について、再リースを行って賃貸借の終了月を合わせながら、平成25年1月と平成27年7月に調達を集約した。平成24年度に9税関約8300台の更新を行った。
平成22年度に調達したACTIS用端末（旅具検査場へ設置）及び税関職員増員による端末追加（羽田空港等）については、リース期間が満了していないため、平成24年度の更新には含めておらず平成26年度末に再リースを行い、27年度に更新
を行い、次の更新時期である平成33年1月に全ての端末等の更新時期を揃え、更なる集約化を行うことで、運用等経費について削減を図る。

＜新規＞
平成22年度に更新を行った税関WAN回線及び通信機器並びに平成24年度に更新を行った税関LAN機器が平成28年度に耐用年数を超えることから更新を行うこととしたい。
税関ＬＡＮについては、現在、各税関において調達をしているところ、各税関分をまとめて一括調達をすることで機器並びにその保守管理の集約化を図る。
税関WANにおいても平成２９年度より通関関係書類の原則電子化を見据えた、回線容量の見直し（容量の増加）を行い調達することとする。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成29年度

合計 236,927

財務省 通関事務電算処理経費 一般会計 236,927

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 関税局総務課事務管理室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01
通関事務総合データ通信システム（税関ネットワーク）の

更新等
総投資額
（千円）

1,286,250 平成27年度投資額
（千円）

236,927
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 0 0 0 0 0 0

0 164,452 1,150 0 35,938 0 0 201,540

0 236,975 2,420 0 0 0 0 239,395

0 201,509 4,180 0 32,805 29,590 2,904 270,988

0 87,797 1,264 0 17,819 0 0 106,880

0 105,438 135 0 39,320 0 0 144,893

0 868 0 0 29,333 0 0 30,201

0 62,658 1,239 0 15,133 0 0 79,030

0 2,199 0 0 0 0 0 2,199

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 144,545 0 0 66,579 0 0 211,124

0 1,006,441 10,388 0 236,927 29,590 2,904 0 0 0 0 0 1,286,250

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

現行のLAN端末と更新後のLAN端末の年間障害処理時間を比較する。
比較方法は現行のLAN端末の年間障害件数、1件あたりの平均障害処
理時間3.59時間を用いて比較する。
平成22年から25年までの過去4年間の平均障害件数は1,368件、4,911
時間であり、更新後LAN端末の年間障害件数は平成25年度の実績（平
成24年度にLAN端末を更新したため、更新後1年の実績を採用）である
958件、3,439時間を目標とする。

4,911 3,439

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現行のLAN端末及びWAN機器と更新後のLAN端末及びWAN機器の運
用経費を比較する。
比較方法は借料全体をそれぞれのリース期間月数で割り戻し月額税抜
借料を算出する。現行LAN端末及びWAN機器の月額借料は158,018千
円であり、更新後については調達の集約化を図ることにより、全体で月
額借料が128,059千円と見込んでおり、1ヶ月当たり29,959千円の削減が
可能となる。

158,018 128,059

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003855 14,314 375,558 696,095 65,418 1,151,385

0

0

0

0

0 0 14,314 375,558 696,095 65,418 0 0 0 0 0 0 1,151,385

国税総合管理システム（ＫＳＫシステム）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

平成22年度にリプレースしたＫＳＫシステム用機器は平成27年12月末に使用期間が満了することを踏まえ、国税関係業務の業務・システム最適化計画に掲げる「システム機器の定期的なリプレースを実施し、システムの安定性・信頼性を確保
する」、「リプレース時には、技術進歩や価額の低下を取り込むことにより、経費削減を図る」ことを目的として、平成26年度から平成27年度にかけて機器リプレースを実施する。
また、ＫＳＫシステム用機器は納税者の権利義務に密接に関わる基幹業務が稼働しているためバックアップシステムを有しているが、一部の機能についてはバックアップシステムを有していないため、長期にわたり停止した場合に納税者や税務
行政に多大な影響が及ぶことを踏まえ、リプレースのタイミングに併せて拡充する。

ＫＳＫシステムは、税の申告及び納付事績、各種の情報を入力することにより、国税債権などを一元的に管理するとともに、これらを分析して税務調査や滞納整理に活用することを目的とした税務行政事務の基盤システムであり、ＫＳＫシステム
用機器では、納税者管理、所得税・消費税、資産税、法人税・消費税、源泉所得税、酒税、間接諸税、債権管理、調査の９業務システムが稼働している。

ＫＳＫシステム用機器のリプレースに当たっては、新機器の導入計画策定、現行機器の設計を踏まえた新機器の設計、ＫＳＫシステム間の稼働検証、他システム（e-Tax、集中電話催告システム等）との稼働検証、現行機器から新機器へのデー
タ移行及び切替、ホスト間通信における標準的な通信技術（TCP/IP）の稼働検証及び移行などの導入作業を適切に実施する必要がある。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 696,095

財務省 KSK（国税総合管理）システム経費 一般会計 696,095

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01 KSKシステムの機器リプレース
総投資額
（千円）

1,151,385 平成27年度投資額
（千円）

696,095
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

298,370 593,269 50,575 942,214

0

65,094 96,274 14,174 175,542

0

0

0

14,314 12,094 6,552 669 33,629

0 0 14,314 375,558 696,095 65,418 0 0 0 0 0 0 1,151,385

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

ＫＳＫシステムの安定運
用

ＫＳＫシステムの機器リプレースを実施する。
ＫＳＫシステムは定期的に機器更新を実施しており、次回更新を平成27
年度に予定している。

ＫＳＫシステムの安定性・信頼性を確保す
る。

ＫＳＫシステムの信頼性
の向上

ＫＳＫシステムが長期にわたり停止した場合に納税者や税務行政に
多大な影響が及ぶことを踏まえ、現在バックアップを有していない一
部の機能について、リプレースのタイミングに併せて拡充する。

ＫＳＫシステム用機器は納税者の権利義務に密接に関わる基幹業務が
稼働しているためバックアップシステムを有しているが、一部の機能につ
いてはバックアップシステムを有していない。

ＫＳＫシステムの安定性・信頼性を確保す
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

- - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

リプレース時には、技術進歩や価額の低下を取り込むことにより、経費
削減を図る。

20,507 20,878

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A004373 52,500 705,085 351,798 1,109,383

A003855 2,518,321 1,807,496 546,126 4,871,943

A003866 2,324,422 2,075,913 907,200 5,307,535

A003914 736,457 655,110 632,413 2,023,980

376,047 376,047

66,836 142,090 238,988 197,938 645,852

0 0 119,336 6,426,375 5,129,305 2,659,724 0 0 0 0 0 0 14,334,740合計

法人番号システム等

国税総合管理システム（ＫＳＫシステム）

国税総合管理システム（オープンシステム）

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

マイポータル対応（自己情報表示機能）対応機能

業務処理委託費（工程管理費用等）

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

・社会保障・税番号制度の導入は、より公平な社会保障や税制の基盤となるとともに、情報化社会のインフラとして、国民の利便性の向上や行政運営の効率化に資するものである。
・個人番号及び法人番号の利用に関する施策の推進は、個人情報の保護に十分に配慮しつつ、社会保障制度、税制、災害対策に関する分野における利用の促進を図るとともに、他の行政分野の国民の利便性に資する分野における利用の促
進を図るとともに、他の行政分野及び行政分野以外の国民の利便性の向上に資する分野における利用の可能性を考慮して行われなければならない（番号法第三条第ニ項）。

・法人番号の付番機関として、法人番号の指定・通知・公表が可能となるシステムを構築する。
・番号の利用機関として、所得把握の正確性の向上、国民の利便性の向上、行政運営の効率化に資するよう、既存システム（KSKシステム、e-Tax）等のシステム整備を行う。

・法人番号の付番機関として、法人番号の生成、法人番号を法人等へ指定・通知する機能、基本３情報（法人の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、法人番号）をインターネットで公表する機能、行政機関等へ基本３情報を提供す
るシステムを構築する。
・番号の利活用機関として、既存システム等に関し、番号付き納税申告書、法定調書等の税務関係書類の受付、入力、読込等を可能とするほか、番号を用いた法定調書の名寄せ、申告情報との突合が可能となるようシステム整備を行う。
・マイポータル対応（自己情報表示機能）対応機能については、、書面申告者に係る自己の過去の申告情報等の情報を掲載するシステムを構築する。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 5,129,305

財務省 社会保障・税番号制度関係経費 一般会計 5,129,305

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房企画課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-02 社会保障・税番号制度関係経費
総投資額
（千円）

14,334,740 平成27年度投資額
（千円）

5,129,305
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

44,037 4,918,610 558,542 734,787 6,255,976

806,161 1,634,318 303,213 2,743,692

0

164,342 2,131,774 1,278,750 3,574,866

246,377 246,377

0

53,089 401,742 541,882 342,974 1,339,687

90,864 90,864

0

0

22,210 44,656 16,412 83,278

0 0 119,336 6,426,375 5,129,305 2,659,724 0 0 0 0 0 0 14,334,740

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度
平成28年度

以降
平成29年度

以降

マイポータル対応（自己
情報表示機能）
（国民の利便性の向上）

・e-Taxメッセージボックスに、書面申告者に係る自己の過去の申告
情報や、確定申告の際に参考となる情報などを掲載することにより、
書面申告者は自宅のＰＣ等から、これらの情報を確認することが可
能となる。

・現在、書面申告者については、自己情報を確認する手段がない。
・e-Taxメッセージボックスに、書面申告者
に係る自己の過去の申告情報等の情報を
掲載。

(注)基準年度は、効果発現開始時期の１年前の年度を記載している

確定申告手続における
添付書類（住民票）の省
略
（国民の利便性の向上）

・住民基本台帳ネットワークシステムを活用することにより、住宅借
入金等を有する場合の特別控除に係る所得税の確定申告手続等に
おける住民票の添付省略（税制改正が必要）。

・現在、住宅借入金等を有する場合の特別控除に係る確定申告手続等
に住民票の添付が必要。

・住宅借入金等を有する場合の特別控除
に係る確定申告手続等に住民票の添付不
要化。

法定調書等の提出の一
元化
（国民の利便性の向上）

・給与及び年金の源泉徴収票・支払報告書については、これまで
別々に作　成していた国と地方に提出するためのデータを一括作
成・送信することにより、事業者負担の軽減が図られる。

・現在、給与・年金の法定調書・支払報告書について、国・地方それぞれ
に提出する必要がある。

・給与・年金の法定調書・支払報告書につ
いて、電子的な提出を一元化。

番号を用いた法定調書
の名寄せ
（行政事務の効率化）

・番号を用いることにより、法定調書の名寄せがより正確かつ効率
的に行えるようになり、名寄せされない調書が減少。現状では、名寄
せされない調書は、主にアルバイトを利用して解明作業を行ってい
るところ、その解明作業が効率化。

・現在、氏名・住所により法定調書を名寄せ。 ・番号を用いた法定調書の名寄せ。

住民基本台帳ネットワー
クシステムを活用した住
所地等の確認
（行政事務の効率化）

・税務署から、各種通知書を納税者に発送した場合、記載住所不備
等による返戻があった場合、住民基本台帳ネットワークシステムを
活用することにより、住所地等が確認できる。

・現在、各種通知書が記載住所不備等による返戻があった場合、住民
票を申請することにより確認。

・住民基本台帳ネットワークシステムを活
用した住所地等の確認。

所得把握の正確性の向
上
（給付と負担の公平化）

・番号を用いることにより、法定調書の名寄せや申告書との突合が
より効率的かつ正確に行えるようになり、所得把握の正確性が向
上。

・現在、氏名・住所により法定調書を名寄せ。
・番号を用いた法定調書の名寄せ、申告
情報との突合。

番号付き申告書情報を
地方税当局へ提供
（給付と負担の公平化）

・国税庁から、番号付き申告書情報を地方税当局へ提供（専用線）
することになり、ひいては、地方税当局から社会保障部局へ番号付
き申告書情報が提供され、給付と負担の公平化が図られる。

・現在、申告書情報を地方税当局へ提供しているが、番号付きではな
い。
（所得税の確定申告件数【24年分】：2,152万件）

・番号付き申告書情報を地方税当局へ提
供（地方税当局は、番号付き申告書情報
を社会保障部局へ提供）。

効果指標 取組の概要 現状 目標

社会基盤（インフラ）の提
供
（法人番号の指定・通知・
公表）

・国税庁が法人番号の付番機関となり、法人番号の指定・通知・公
表を実施。

・現在、法人番号は存在しない。
（初期構築時の指定対象法人数：444万件、年間増加件数：12万件、年
間変更件数92万件（うち、商号、所在地の変更及び閉鎖等に係る変更
件数約20万件））

・法人番号の指定・通知・公表。

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　 当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策であ
り、基準値及び目標値等の設定はしていない。
　 なお、当該投資事項に係るシステムは、平成27年度以降の運用開始
を予定しているところであり、運用経費にあっては参考値を記載する。

3,181 3,181

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003589 376,326 213,840 590,166

0

0

0

0

0 0 0 376,326 213,840 0 0 0 0 0 0 0 590,166

予算編成支援システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

予算作成業務は、歳入歳出予算等について概算要求から政府案決定までの情報管理と予算書等を作成し国会へ提出する業務、また、決算作成業務は、財務省主計局において、各省各庁より提出を受けた歳入歳出の決算報告書等に基づき
歳入歳出決算等を作成し、会計検査院の検査を経て国会へ提出する業務であり、これらの業務を処理するシステムとして予算編成支援システムを整備している。

予算編成支援システムは、財務省主計局の端末機と各省庁で整備されるＬＡＮの利用端末機等を利用し、政府共通ＮＷ等によるネットワークにより
　①国の予算編成作業の効率化・合理化を図るため、各省庁からの概算要求から決定までの計数管理、予算の分析及び予算書の作成
　②国の決算作成業務の効率化を図るため、各省庁の歳入・歳出に係る決算関係データが管理されている官庁会計システム(ADAMSⅡ)等のデータを活用し、決算の分析及び決算書の作成　　等
を行うものである。

【背景】現行システムがサーバ等のリース契約上、４年毎に機種更新を行っている
【目的】平成27年度の機種更新に伴う現行システムの移行開発及びシステム機器の導入を行う
【整備内容】システム構成等を見直し最新技術(仮想化技術)を導入することにより、システムの効率化とコスト削減を図る
【開発期間】単年度

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 213,840

財務省 予算編成事務等機械化合理化に必要な経費 一般会計 213,840

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 主計局総務課主計事務管理室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-02 次期機種更新に向けた移行開発等業務
総投資額
（千円）

590,166 平成27年度投資額
（千円）

213,840

125



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

25,426 25,426

213,675 29,254 242,929

123,026 123,026

59,416 59,416

37,749 37,749

9,919 9,919

38,826 38,826

6,235 6,235

30,356 30,356

0

0

14,199 2,085 16,284

0 0 0 376,326 213,840 0 0 0 0 0 0 0 590,166

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成31年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システム構成等を見直し最新技術(仮想化技術)を導入することで、サー
バ台数を削減し、システムの効率化とコスト削減を図る

2,546 2,428

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003822 124,092 38,988 163,080

〃 318,734 44,899 363,633

0

0

0

0 0 0 124,092 357,722 44,899 0 0 0 0 0 0 526,713

法人企業統計調査等ネットワークシステム（法人番
号コード対応等）

法人企業統計調査等ネットワークシステム（機器更
改に伴う非互換対応等）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

本邦に本店を有する営利法人等の活動実態を財務諸表ベースで把握することを目的としている「法人企業統計調査」、企業活動の現状及び先行きに対する経営者の判断などを把握することを目的としている「法人企業景気予測調査」を、統計
法に基づき、それぞれ財務局等を通じて実施している。調査結果は、政府の「月例経済報告」を始めとして、経済・財政政策立案の基礎資料として活用されている。

投資対象システムである法人企業統計調査等ネットワークシステム（FABNETシステム）は、法人企業統計調査及び法人企業景気予測調査の統合オンラインシステムであり、財務総合政策研究所で運用を行っている。本システムにおいては、
①調査対象法人選定のための標本抽出・名簿整備、②調査票回収・審査、③母集団推計・各種分析表及び公表用帳票の作成、④時系列公表データ作成、⑤他システム提供データの作成、⑥政府統計共同利用システムとの連携等の一連の事
務を処理している。

（１）機器更改に伴う非互換対応等
　FABNETシステムの現行機器（ハードウェアおよび高速プリンタ）は、再リースを含めた賃貸借契約の満了を迎え更改が必要となる。これに伴い、新機器にてシステムが稼働するよう（＝非互換対応）改修を行うとともに、現在財務省セキュリティ
ポリシー遵守のために導入した暗号化ソフト等の影響を受けて発生している不具合の解消を図りつつ、政府情報システム改革において求められている個別端末から行政LAN端末への統合を行い、現在行政LANの更改に併せて必要となってい
る改修も将来、対応が生じないようにする。
（２）法人向け電子調査票対応
　FABNETシステムでは、調査対象である法人がオンラインで提出するための電子調査票にExcelを利用しているが、動作保証しているExcelのバージョンは2010までとなっている。これを現時点での最新バージョンである2013に対応するよう改修
を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 357,722

財務省 財務本省共通費 一般会計 357,722

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 財務総合政策研究所調査統計部 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04 制度改正等に伴う統計調査見直し対応等の改修
総投資額
（千円）

526,713 平成27年度投資額
（千円）

357,722
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,439 6,715 384 8,538

32,888 74,168 12,761 119,817

36,743 82,607 14,138 133,488

69,676 69,676

33,462 70,628 12,089 116,179

3,068 17,557 1,919 22,544

0

16,492 36,371 3,608 56,471

0

0

0

0

0 0 0 124,092 357,722 44,899 0 0 0 0 0 0 526,713

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

千円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

千円 平成24年度 平成28年度 平成28年度

千円 平成27年度 平成27年度 平成31年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度

他システム連携
機器更改に併せて、他のシステム環境の影響をこれまでよりも受け
にくいシステム構成とすることにより、不具合の解消および将来の不
具合の回避を図る。

行政LANシステムのセキュリティ強化等の影響を受け、FABNETシステ
ムで不具合が生じている。

不具合の解消

統計調査対象先の企業
負担

電子調査票を最新のExcel2013に対応するものに改修することによ
り、企業側が調査票を作成する際に、自動計算やチェック機能によ
り、作成の手間や照会の手間が非常に大きく軽減される。

Excel2013しか対応できない企業には、紙面の調査票にて回答しても
らっており、提出には時間のかかる手記入や電卓計算、検算などの手
間がかかっている。

調査対象先の企業負担の軽減

効果指標 取組の概要 現状 目標

次期行政LAN更改時に
おける改修費用

連携している行政LANの更改毎に生じ
ている対応改修費用

端末環境に影響を受けにくいシステム構成へ改修することにより、これ
まで行政LANが更改される毎に生じていた当システムでの対応改修経
費（前回の改修を参考に次期1回分（平成29年1月更改とした場合）の対
応改修費用を見積もると109,800千円）が生じなくなることが見込まれる。

109,800 0

端末借料 システムで使用している端末の借料
現在の個別端末を使用台数の非常に多い行政LAN端末へ統合すること
により、端末調達経費（5,516千円（48か月））の低減を図ることができ
る。

5,516 0

業務処理時間
システム改修を行わなかった場合の新
たに発生する業務の職員対応時間

【業務処理時間の積算にあたって】
FABNETシステムの機器更改に関連する部分は、このシステム対応を行
わないと統計業務自体が出来ないことから、対応を行わなかったことを
前提に数値の算出を行うことは現実性にも乏しいことから業務処理時間
の算出から除外することとした。
【積算根拠】
電子調査票対応のシステム改修を行わなかった場合に新たに発生する
業務処理時間を基準値として、改修をすることによりその新たな業務が
発生しないということを目標とする。統計調査対象企業がExcel2013を使
えないことによりオンラインから紙面調査票に切り替えた場合、まず財務
局にて行っている紙面調査票の内容確認・審査、紙面回収状況入力、
本省への発送手続きなどに加え本省でのデータ入力に係る手続きが増
加する。過去、Excel2010、2007に対応していない年度におけるオンライ
ン提出減少数をもとに想定される紙面増加調査票枚数は、年間約1,043
枚数の調査票となる。財務局および本省においてオンラインから紙面調
査票に変更した場合の業務増加量を20分程度とすると20分×1,043枚
＝20,860分(348時間）の業務時間が新たに発生する。これ以外にも、
Excel2013が使用できないための操作問い合わせ、苦情対応などといっ
た職員の業務時間も発生しており、改修を行わなかった場合にはその
業務時間が今後更に増加することが見込まれる。

348 0

データ入力手数料
紙面の調査票のデータをシステムへ入
力するための費用

紙面の調査票ではそのデータ入力を外部委託しているが、上記の「業務
処理時間」の欄で見積もったとおり、Excel2013を対応することにより電
子調査票が提出可能となる調査票が年間1,043枚あるとした場合、改修
を行いExcel2013に対応できることにより減少する紙面調査票分のデー
タ入力経費が年間385千円低減される。

385 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費 システムの機器借料の年度額

機器更改前の年間機器借料が82,154千円（26年度）であるが、新機器
については技術進歩等を取り込むことにより、68,450千円（28年度）とな
ることを見込んでいる。これにより、年間13,704千円の借料が削減される
見込みである。

82,154 68,450

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003833 15,261 27,108 18,360 60,729

A003844 上記に含む 上記に含む 上記に含む 0

0

0

0

0 0 0 15,261 27,108 18,360 0 0 0 0 0 0 60,729

官庁会計システム

歳入金電子納付システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　「予算・決算業務の業務・システム最適化計画」（平成18年３月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議）、「e-Japan重点計画」（平成13年３月29日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）等により、歳入・歳出の電子化、更なる予
算執行業務等の効率化、合理化等を実施することとしている。
　官庁会計システムは、国（全府省を対象）の会計事務における各種会計情報（予算の執行から決算の過程まで）を電子化し、統一的に処理することにより、会計事務の適正化・効率化を図るとともに、情報の迅速な把握により適切な財政運営
に資する。
　歳入金電子納付システムは、国民や企業と行政との間の申請・届出等の手続に必要な手数料等の納付を民間収納インフラを活用し、インターネット等で行えるようにすることにより、国民等の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化・
効率化の向上に資する。

　　官庁会計システムは、各官署に整備される職員用パソコンと会計センターの電子計算機とを政府共通ネットワーク等で結び、国の会計事務（予算の執行から決算の過程まで）を一括集中処理するシステムである。各官署の会計情報を各官
署ごとに管理して、債務者に対する納入告知書等の送付、債権者に対する払込み、送金等の事務を会計センターで一括して処理することとしているほか、これらに関連する予算の執行管理、債権の管理、帳票の作成、帳簿登記、各種の報告書
の作成等の事務を総合的に行うこととしている。
　歳入金電子納付システムは、申請・届出等の手続きに必要な行政手数料等がインターネット等で納付された場合、その納付の確認を行う各府省の共同利用型のシステムである。

　官庁会計システム（ＡＤＡＭＳⅡ）は、平成21年１月より運用を開始し、25年１月に機器更新を行ったところであり、現在、当該機器の賃貸借期間は27年度末（28年3月末）となっている。会計センターとしては、28年12月末に現行機器の保守期間
終了日が到来すること、更に次期機器への移行作業においては長期間を要するため年末年始に実施する必要があることから、28年12月末まで現行機器の契約期間を延長（9ヶ月間）することとし、27年度から設計等業務等に着手し、29年1月
に機器更新を実施する予定。
　本件経費は、情報システムが高度化、複雑化する中で効率的・効果的にシステム構築に向けた計画の推進を図るため、専門的な知見を有する外部の有識者による技術支援等であり、設計等業務（現行機器等の更新に伴う設計、製造、試験
（動作確認、運用確認、外部システムとの接続試験等）及びこれと同時に行う機能追加に係る業務）の調達等のため26年度より実施している。
　具体的な支援内容は、
（１）設計等業務及び次期システム構築に係るスケジュール管理、品質管理及び調達管理について支援すること
（２）平成26年6月に閣議決定された「世界最先端IT国家創造宣言」への対応として、①政府共通プラットフォームへの移行、②システム構成の見直しによる運用経費の削減、③サイバーセキュリティ対策、等に向けての検討が必要であり、これを
支援すること
としている。
　本件経費において、スケジュール管理、品質管理及び調達管理を適切に実施することにより、リスクが排除されるとともに、世界最先端ＩＴ国家創造宣言を踏まえたシステム構築に向けた計画の推進が図られるなどの効果が見込まれる。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 27,108

財務省 会計センターに必要な経費 一般会計 27,108

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 財務省会計センター管理運用部 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-06 基本検討に係る技術支援経費
総投資額
（千円）

60,729 平成27年度投資額
（千円）

27,108
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

15,261 27,108 18,360 60,729

0

0

0

0

0 0 0 15,261 27,108 18,360 0 0 0 0 0 0 60,729

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度

調達管理 公平性・透明性を確保した質の高い調達管理を支援 現行機器の機能追加に係る調達については、職員により実施している。

調達計画、調達仕様書、業者選定基準及
び事業者の提案評価などについて支援す
ることで、一貫性のある調達プロセスが確
保される。
専門家による適切な支援が実施されること
で、公平性・透明性を確保した質の高い調
達が実施される。

システム構築計画
世界最先端IT国家創造宣言を踏まえたシステム対応の検討に係る
支援を実施

世界最先端IT国家創造宣言に関するシステム対応については、職員に
より課題、問題点を洗い出し、システム構築に向けた計画の検討を実施
している.

世界最先端IT国家創造宣言を踏まえ、①
政府共通プラットフォームへの移行、②シ
ステム構成の見直しによる運用経費の削
減、③サイバーセキュリティ対策、等の検
討について支援することで、課題、問題点
の解消等、システム構築に向けた計画の
推進が図られる。

スケジュール管理 EVMを活用したスケジュール管理を支援
現行機器のスケジュール管理については、EVMを活用し、コスト面・資源
面・時間面から作業到達度を管理している。

設計等業務及び次期システム構築に係る
スケジュール管理について、EＶＭを活用
し、作業の到達度をコスト面・資源面・時間
面から管理することで、進捗状況や作業遅
延要因が可視化され、計画した作業到達
度の適切な管理が可能となる。

品質管理 リスク状況の管理及び成果物の確認等を支援
現行機器の保守管理については、保守管理業者との間でバグ及び不具
合の確認等を行い、効率的・効果的な品質管理を実施している。

①バグ及び不具合の確認、②設計、製造
及び試験工程毎の性能要件の確認、③成
果物の確認及び工程別報告書等による品
質評価、について支援することで、リスクが
排除され効率的・効果的な品質管理が実
行される。
品質管理が適切に実施されることで、次期
機器へのスムーズな移行が可能となる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、業務処理時間の削減を目的としない投資であり、基
準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現状の運用経費の維持しつつ、システムの安定稼働を実施する。 5,018 4,862

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003914 136,885 130,395 267,280

0

0

0

0

0 0 0 136,885 130,395 0 0 0 0 0 0 0 267,280

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国税電子申告・納税システム（e-Tax）は、政府全体として推し進めている電子政府の構築に向けた取組の一環として、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図る観点から、所得税、消費税、酒税及び印紙税の申告、全税目の納税（手数
料の納付を含む。）、申請・届出等（電子納税証明書の請求及び発行を含む。）の手続について、インターネット等を利用して電子的に行うことを可能としたシステムであり、平成16年6月から全国での運用を開始した。

国税電子申告・納税システムの利用促進及び納税者等利便向上事業として成果重視事業に指定されており、①国税電子申告・納税システムの運用、②国税電子申告・納税システムのプログラム開発・修正、③納税者がシステムを利用するた
めの、ヘルプデスクの運用、④税務署において納税者が電子申告を行うための機器の整備等を行っている。

現状、e-Taxでの申告・申請の際に添付が必要な書類については、別途税務署に持参又は郵送等により提出されているが、スキャナで取り込んだ添付書類のイメージデータをe-Taxに送信できるようシステム開発を行い、納税者利便の向上、添
付書類の開封・収受簿記載・申告書データとの突合・編てつ作業などの事務処理削減、及びペーパレス化を実現する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 130,395

財務省 国税電子申告・納税システムの運用等に必要な経費 一般会計 130,395

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房情報技術室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-09 申告書添付書類のイメージデータによる送信
総投資額
（千円）

267,280 平成27年度投資額
（千円）

130,395
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

41,212 41,212

88,542 44,603 133,145

0

79,684 79,684

0

0

7,131 6,108 13,239

0

0

0

0

0 0 0 136,885 130,395 0 0 0 0 0 0 0 267,280

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成23年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度納税者利便性の向上

スキャナで取り込んだイメージデータでe-Taxに送信できるようシス
テム開発を行い、郵送等により提出された添付書類の開封、収受簿
記載、申告書データとの突合作業、編てつ作業の削減及びペーパレ
ス化を進めることにより、編てつ事務等の削減及び納税者利便性の
向上を図る。

e-Taxで申告・申請したもののうち、提出が必要な添付書類は、別途税
務署に持参又は郵送等により提出する必要がある。
なお、他の政府系オンラインシステムでは、既に日本年金機構のオンラ
イン申請システム、eLTAXが添付書類のイメージ送信に対応している。

提出が必要な添付書類について、別途税
務署に持参又は郵送等により提出するこ
となく、スキャナで取り込んだイメージデー
タでe-Taxに送信可能となり、納税者利便
の向上が図られる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

郵送等により提出された申告書添付書類の開封、収受簿記載、申告書
データとの突合作業について、スキャナで取り込んだイメージデータでe-
Taxに送信できるようシステム開発を行い、事務処理時間の削減及び
ペーパレス化を図る。

149,174 104,421

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子政府実現の一環として導入した、電子申告、申請・届出等手続の電
子化及び電子納税を可能とする国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）
を全国で運用しており、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図
る。
（注）当投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策であ
り、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報システ
ム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

7,160 7,160

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003866 1,331,692 384,072 1,715,764

0

0

0

0

0 0 0 1,331,692 384,072 0 0 0 0 0 0 0 1,715,764

国税総合管理システム（オープンシステム）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

平成22年度にリプレースしたＫＳＫシステム（オープンシステム）用機器は平成25年3月末に使用期間が満了することを踏まえ、国税関係業務の業務・システム最適化計画に掲げる「システム機器の定期的なリプレースを実施し、システムの安定
性・信頼性を確保する」、「リプレース時には、技術進歩や価額の低下を取り込むことにより、経費削減を図る」ことを目的として、現行機器の借入期間を１年間延長の上、平成26年度から平成27年度にかけて機器リプレースを実施する。

ＫＳＫシステムは、税の申告及び納付事績、各種の情報を入力することにより、国税債権などを一元的に管理するとともに、これらを分析して税務調査や滞納整理に活用することを目的とした税務行政事務の基盤システムであり、リプレース対象
のＫＳＫシステム（オープンシステム）用機器では、課税事績検索、財産評価、資料調査、徴収、業務管理情報、企画、査察、人事、厚生、税務相談、非課税貯蓄限度額管理、税理士、審理室、鑑定及び人事（税理士試験）の15業務システムと認
証・運用管理システム（オープンシステムの各業務システムにおけるユーザー認証、システム間データ転送等を行うもの）が稼働している。

ＫＳＫシステム（オープンシステム）用機器のリプレースに当たっては、新機器の導入計画策定、現行機器の設計を踏まえた新機器の設計、OS・ミドルウェアのバージョンアップに伴うシステム修正及び稼働検証、他システム（e-Tax、集中電話催
告システム等）との稼働検証、現行機器から新機器へのデータ移行及び切替などの導入作業を適切に実施する必要がある。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 384,072

財務省 国税総合管理システムのオープンシステム化経費 一般会計 384,072

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-10 KSKシステム（オープンシステム）の機器リプレース
総投資額
（千円）

1,715,764 平成27年度投資額
（千円）

384,072
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

1,331,692 384,072 1,715,764

0

0

0

0

0

0

0 0 0 1,331,692 384,072 0 0 0 0 0 0 0 1,715,764

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度
ＫＳＫシステム（オープン
システム）の安定運用

ＫＳＫシステム（オープンシステム）の機器リプレースを実施する。
ＫＳＫシステム（オープンシステム）は定期的に機器更新を実施しており、
次回更新を平成27年度に予定している。

ＫＳＫシステム（オープンシステム）の安定
性・信頼性を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

- - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

リプレース時には、技術進歩や価額の低下を取り込むことにより、経費
削減を図る。

3,662 3,141

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003349 13,428 110,144 123,572

0

0

0

0

0 0 0 13,428 110,144 0 0 0 0 0 0 0 123,572

財務省行政情報化LANシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　財務省行政情報化LANシステムは、行政情報化推進基本計画（平成6年12月25日閣議決定）に基づき、行政の組織活動に情報システムを不可欠なものして定着させ、行政の効率化・高度化を推進するため、職員一人一人がいつでもパソコ
ン、ワークステーション等の利用が可能となる環境を整備するものである。

端末、サーバ、プリンタ等の機器で構成され、文書作成ソフト等各種アプリケーション、電子ファイルの共有、電子メールの送受信及び電子掲示板等の機能を提供するほか、インターネット及び政府共通ネットワークへの接続ポイントを有し、かつ
多数の個別業務システムが接続されている財務本省の情報通信基盤である。

平成25年6月14日に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」等においては政府情報システムの改革が強く求められており、府省内ＬＡＮについても「一府省一ＬＡＮを原則として検討し、官房等が運営する当該府省を代表するＬＡＮに統合
する。」とされていることから、政府方針に沿い、平成27年度に本省内における他部局ＬＡＮを統合するものである。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 110,144

財務省 （項）財務本省共通費　（事項）財務省本省一般行政に必要な経費 一般会計 110,144

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 大臣官房文書課情報管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-37 財務省本省における他部局LANの統合
総投資額
（千円）

123,572 平成27年度投資額
（千円）

110,144
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

13,428 1,727 15,155

17,553 17,553

22,881 22,881

21,498 21,498

4,201 4,201

12,727 12,727

0 0

17,704 17,704

1,836 1,836

0 0

0 0

10,017 10,017

0 0 0 13,428 110,144 0 0 0 0 0 0 0 123,572

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 　－ 　－ 　－

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度ネットワーク統合

「世界最先端IT国家創造宣言」等においては、府省内ＬＡＮについて
「一府省一ＬＡＮを原則として検討し、官房等が運営する当該府省を
代表するＬＡＮに統合する。」とされていることから、政府方針に沿
い、平成27年度に本省内における他部局ＬＡＮを統合するもの。

財務省本省において複数のネットワークが存在し、管理運用主体も複数
存在。

運用の合理化、セキュリティの統一化等の
ため、複数ある他部局ＬＡＮを財務省行政
情報化ＬＡＮシステムに統合する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 　－ 　－

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用経費 関係情報システムの運用経費
本省内における他部局のＬＡＮを統合し、既存機能に係る運用経費につ
いてコスト削減を図る。

5,757 4,925

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003914 13,658 866,943 1,953,390 2,833,991

0

0

0

0

0 0 0 13,658 866,943 1,953,390 0 0 0 0 0 0 2,833,991

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国税電子申告・納税システム（e-Tax）は、政府全体として推し進めている電子政府の構築に向けた取組の一環として、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図る観点から、所得税、消費税、酒税及び印紙税の申告、全税目の納税（手数
料の納付を含む。）、申請・届出等（電子納税証明書の請求及び発行を含む。）の手続について、インターネット等を利用して電子的に行うことを可能としたシステムであり、平成16年6月から全国での運用を開始した。

国税電子申告・納税システムの利用促進及び納税者等利便向上事業として成果重視事業に指定されており、①国税電子申告・納税システムの運用、②国税電子申告・納税システムのプログラム開発・修正、③納税者がシステムを利用するた
めの、ヘルプデスクの運用、④税務署において納税者が電子申告を行うための機器の整備等を行っている。

現行のe-Tax機器は、平成22年度（開発・試験環境用機器）及び平成23年度（本番・検証環境用機器）にリプレースを実施し、最適な機器構成による安定運用が実現しているところである。
国税関係業務の業務・システム最適化計画に掲げる「システム機器の定期的なリプレースを実施し、システムの安定性・信頼性を確保する」、「リプレース時には、技術進歩や価額の低下を取り込むことにより、経費削減を図る」ことを目的とし
て、平成27年度から平成28年度にかけて機器リプレースを実施する。
また、e-Tax機器は、長期にわたり停止した場合に国税・地方税に係る納税者や税務行政に多大な影響が及ぶことを踏まえ、リプレースのタイミングに併せてバックアップシステムを構築する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 866,943

財務省 国税電子申告・納税システムの運用等に必要な経費 一般会計 866,943

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-38 e-Taxセンター機器リプレース
総投資額
（千円）

2,833,991 平成27年度投資額
（千円）

866,943
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

804,365 1,953,390 2,757,755

0

13,658 62,578 76,236

0

0

0

0

0 0 0 13,658 866,943 1,953,390 0 0 0 0 0 0 2,833,991

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

日 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

ｅ-Ｔａｘの安定運用 ｅ-Ｔａｘ用機器のリプレースを実施する。
ｅ-Ｔａｘ用機器は定期的にリプレースを実施しており、次回リプレースを
平成28年度に予定している。

ｅ-Ｔａｘの安定性・信頼性を確保する。

ｅ-Ｔａｘの信頼性の向上
ｅ-Ｔａｘ用機器が罹災により長期にわたり停止した場合には納税者
や税務行政に多大な影響が及ぶことを踏まえ、リプレースのタイミン
グに併せてバックアップシステムを構築する。

ｅ-Ｔａｘ用機器は納税者の権利義務に密接に関わる機能が稼働している
が、罹災により長期にわたり停止した場合には納税者や税務行政に多
大な影響が及ぶ。

ｅ-Ｔａｘの安定性・信頼性を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務継続性
ｅ-Ｔａｘ用機器が罹災により長期にわた
り停止した場合のシステム復旧に要す
る期間

現状、復旧作業（機器製造、設置、稼働検証、データ復元及び運用再
開）に300日以上を要するため、リプレースに合わせてバックアップシス
テムを構築することで、復旧決定後、１日以内のシステム復旧を目標と
する。（復旧用機器の調達手続期間を除く）

300 1

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

- - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

リプレースに合わせて、最新技術を導入し、サーバ機器を集約・統合し
て費用を低減する。（バックアップシステムの構築に係る費用を除く）

2,946 2,468

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003431 20,844 20,844

0

0

0

0

0 0 0 0 20,844 0 0 0 0 0 0 0 20,844

財務局行政情報化LANシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

近畿財務局において構築している内部職員向けポータルサイトで、局内職員への情報共有サイトとして運用している。

内部職員向けとして業務情報や各種お知らせのほか、各種業務システムへのリンクサイトなどを掲示したポータルサイトで、職員の業務効率化を図るための情報共有サイトである。なお、サーバ機器メンテナンス及びサイト（トップページ）の管
理・運用は職員自ら実施している。

「政府情報システム改革ロードマップ」（平成25年12月26日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）において、現在近畿財務局において構築されている職員向けポータルサイト「近財ふぉーらむ」を廃止し、財務局行政情報化LANシステ
ムの電子掲示板（SharePoint　Server　2010）への統合を決定した。現行のサイト構成から財務局LANシステムの電子掲示板の仕様にあわせたサイト設計・実装を行い、コンテンツの種類に応じて適切な移行方式を選定してデータ移行を行うも
のである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 20,844

財務省 （項）財務局共通費　（事項）財務局一般行政に必要な経費 一般会計 20,844

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 大臣官房地方課業務調整室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 近財ふぉーらむの統合経費
総投資額
（千円）

20,844 平成27年度投資額
（千円）

20,844
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

324 324

0

0

0

0

18,360 18,360

0

2,160 2,160

0

0

0

0

0 0 0 0 20,844 0 0 0 0 0 0 0 20,844

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費 システム運用等経費
上記のとおり、サーバ機器及びサイト管理・運用については職員自ら実
施していることから運用経費がない。なお、統合後は、財務局行政情報
化LANシステムの運用経費範囲内での対応が可能。

44 44

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間 サーバ管理・運用に要する処理時間

職員自ら実施しているサーバ機器及びサイト管理・運用について、財務
局行政情報化LANシステムの電子掲示場へ統合（データ移行）すること
により、LANシステム運用業者に実施させるため、職員負担を軽減する
ことができる。

60 0

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003589 57,976 57,976

0

0

0

0

0 0 0 0 57,976 0 0 0 0 0 0 0 57,976

予算編成支援システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

予算作成業務は、歳入歳出予算等について概算要求から政府案決定までの情報管理と予算書等を作成し国会へ提出する業務、また、決算作成業務は、財務省主計局において、各省各庁より提出を受けた歳入歳出の決算報告書等に基づき
歳入歳出決算等を作成し、会計検査院の検査を経て国会へ提出する業務であり、これらの業務を処理するシステムとして予算編成支援システムを整備している。

予算編成支援システムは、財務省主計局の端末機と各省庁で整備されるＬＡＮの利用端末機等を利用し、政府共通ＮＷ等によるネットワークにより
　①国の予算編成作業の効率化・合理化を図るため、各省庁からの概算要求から決定までの計数管理、予算の分析及び予算書の作成
　②国の決算作成業務の効率化を図るため、各省庁の歳入・歳出に係る決算関係データが管理されている官庁会計システム(ADAMSⅡ)等のデータを活用し、決算の分析及び決算書の作成　　等
を行うものである。

平成32年度において予算編成支援システムの刷新を予定しているところであるが、次期システムではシステムの効率化やコスト縮減を図ることとしており、そのための調査研究を平成27年度に実施し、要件定義書等の作成を含めた投資の全体
計画を策定するもの。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 57,976

財務省 予算編成事務等機械化合理化に必要な経費 一般会計 57,976

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 主計局総務課主計事務管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 予算編成支援システムの刷新に関する調査研究
総投資額
（千円）

57,976 平成27年度投資額
（千円）

57,976
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

57,976 57,976

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 57,976 0 0 0 0 0 0 0 57,976

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度次期システム構想の検討
システム機能及び構成等についての検討を行うことで、システムの
効率化やコスト縮減を図るもの。

現行システムは運用開始から約18年が経過しており、長期使用に伴う
システムの陳腐化、複雑化やブラックボックス化が進んでいる。

・新システムの機能及び構成概要の確定

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本投資計画はシステム刷新に向けての調査研究費用であり、平成29年
度予定のシステム刷新の投資計画では、システム運用等経費の効果指
標を設定予定。

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003615 0 142,400 142,400

0

0

0

0

0 0 0 0 142,400 0 0 0 0 0 0 0 142,400

税関情報総合提供システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに税関手続における利用者の利便性の向上を図り、関税制度、輸出入通関手続及び水際取締りの状況等の情報を国民一般に周知することを目的とする

税関情報総合提供システムは、税関利用者や一般国民に対して、インターネットを使って税関等に関する情報を提供するためのシステムである。同システムでは、コンテンツを掲載する業務をはじめ、各種検索プログラム、アンケート提供プログ
ラムを実装しており、当システムでは、関税局で運用している税関ホームページ以外に、関税中央分析所、税関研修所、各税関ホームページを扱っている。

①（税関ホームページ機能）
税関情報総合提供システムは、税関利用者や一般国民に対して、インターネットを使って税関等に関する情報を提供するためのシステムである。同システムでは、コンテンツを掲載する業務をはじめ、各種検索プログラム、アンケート提供プログ
ラムを実装しており、当システムでは、関税局で運用している税関ホームページ以外に、関税中央分析所、税関研修所、各税関ホームページを扱っている。今般、当該機器が耐用年数を超えることから更新を行う。
②（AEO事業者データ交換機能）
EUとのAEO事業者情報の情報交換を自動化するための機能の開発経費である。AEO事業者データ交換機能とは、AEO制度を構築した税関当局による２国間の取組みとして、相手国のAEO事業者に対して、自国の税関手続の際に、低リスクと
して取り扱うため、AEO事業者情報を交換するものである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 142,400

財務省 通関事務電算機処理経費 一般会計 142,400

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 関税局総務課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-03 税関情報総合提供システム（JCIS）の更新等
総投資額
（千円）

142,400 平成27年度投資額
（千円）

142,400
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

31,710 31,710

36,193 36,193

5,401 5,401

26,442 26,442

27,782 27,782

0

14,486 14,486

0

0

0

386 386

0 0 0 0 142,400 0 0 0 0 0 0 0 142,400

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成28年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

百万円 平成28年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度
更なる貿易円滑化の促
進

我が国税関とＡＥＯ制度（※）を有する外国税関当局による２国間の
取組みとして、相手国のＡＥＯ事業者に対して、自国の税関手続の
際に、他の貿易関連事業者と比べ低リスクとして取り扱う（ＡＥＯ相互
承認）ため、ＡＥＯ事業者の情報をシステムにより自動的に交換する
もの
※貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に
対して税関手続の緩和・簡素化策を提供する制度

月１回、事業者の情報を記録したファイルを電子メールに添付することに
より外国税関当局と事業者情報の交換を行っている。
なお、システムによる自動的交換の必要性については、国際機関の会
議の場などで議論されており、特にEU税関当局は、我が国に対して、シ
ステム化に関する強い要望を出しており、自動的交換を早急に実現しな
い場合には日本とのＡＥＯ相互承認を停止することもあると主張してい
る。

AEO事業者情報のシステムによる自動的
交換を実現することにより、リアルタイムで
の事業者情報の交換を可能とし、更なる貿
易円滑化の促進につなげるとともに、事業
者数増に伴う業務の繁雑化や手作業によ
る抽出ミスを回避する。また、EUとの自動
的交換を実現することでAEO相互承認を
維持し、民間事業者の利便性を損なわな
いようにする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

AEO相互承認の事業者情報交換については、月１回、外国税関当局と
の間で電子メールのやり取りにより情報の交換を行っている（年間約96
時間相当）。
今回のAEO機能の追加は、電子メールによるやり取りをなくし、随時の
情報交換を可能とするものである。
これにより、年間約96時間相当の業務処理時間を削減するとともに、月
１回から随時の情報交換に変更することに伴う作業時間の増も抑制す
ることができる。

96 0

利用者の経費削減額

システム更改を行わなかった場合、ハー
ドウェアの耐用年数を超過し、システム
停止に陥る可能性があり、仮にシステム
停止した場合に発生する貿易統計の利
用者の損害額
なお、貿易統計データが閲覧できない場
合、国際金融市場に携わる民間企業の
損害額（貿易収支の情報をリアルタイム
に得られないことによる損害）について
は試算できないが、多大な影響があると
考えている。

①平成25年度の貿易統計データの検索件数：2,354,706件（税関ホーム
ページは日本の貿易統計データを提供している）
②税関ホームページ以外で、貿易統計データを確認するためには、合同
庁舎４号館２階にある財務省貿易閲覧室及び各税関の貿易閲覧室に保
管している資料を確認するしかなく、貿易閲覧室まで行く必要がある。
③貿易閲覧室で貿易統計データを閲覧するための費用：交通費340円
（東京メトロ1区間の往復運賃）　＋　人件費764円（平成25年度全国平
均の最低賃金時間額、貿易閲覧室までの移動時間及び閲覧時間の合
計1時間）　＝　1,104円
④当該システムが導入されたことによる年間の財務的効果：平成25年
度の貿易統計データの検索件数×貿易閲覧室で貿易統計データを閲
覧するための費用：2,354,706件　×　1,104円　=　2,599,595,424円

0 2,600

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

AEO事業者データ交換システムを政府共通プラットフォームに構築する
のではなく、税関情報提供システムの一部機能として追加することによ
り、一体的な運用・管理を行い経費削減を図る。
（参考）
政府共通プラットフォームに構築した場合の運用経費：20百万円
税関情報提供システムの一部機能として追加した場合の追加運用経
費：8百万円

75 63

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003741 193,514 193,514

0

0

0

0

0 0 0 0 193,514 0 0 0 0 0 0 0 193,514

国有財産総合情報管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国有財産法等に基づく国有財産台帳等法定帳簿の整備、台帳価格改定業務（毎年度実施）、国会報告のための国有財産増減及び現在額報告書等の作成、さらに財産の現況把握に関する報告事務等を実施する。

国有財産台帳等データの記録、台帳価格改定評価調書の作成、国会報告用帳票の作成等の事務を処理しており、財務省・財務局及び各省各庁において国有財産関係業務を担当する約16,000人の職員等が利用している。
また、インターネットを通じて、国有財産に関する一件別の情報、全国の財務局等で売出し中の入札物件等の情報及び統計情報等を広く国民に向けて公表している。

（1）台帳記録・決算機能等の改修
①「国有財産増減及び現在額報告書の作成等について」（平成13年5月24日財理第1858号）に基づき、一件1千万以上の報告洩、誤謬訂正が生じた場合は、財務省理財局長まで報告することとなっているが、現行では、システムから出力した
データを元に、手作業で報告様式を作成している。本報告様式がシステムから出力されるよう改修を行うことで、報告の正確性を確保するとともに、事務の効率化に繋がるもの。
②宿舎の現況に関する記録については、「国家公務員宿舎の現況に関する記録の作成について」（昭和46年7月5日蔵理第2594号）通達に定める様式にて作成することとされているが、現行では、宿舎の入退去情報等の膨大な情報を手作業で
作成している。本様式がシステムから出力されるよう改修を行うことで、常時正確な状況を把握することが可能となり、職員の事務負担の大幅な軽減に繋がるもの。
また、併せて、その他台帳記録・決算業務効率化等のための改修を行う。

（2）行政LAN更改に伴う非互換対応のための改修
行政LAN更改（平成28年1月12日を以ってIE8サポート終了に伴い、行政LANPCの標準ブラウザをIE11へ変更）に伴い、OS、Webブラウザの動作保障クライアント環境において、新環境で正常動作するようシステム改修を行うことで、システム全
体の安定運用を実現するもの。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 193,514

財務省 国有財産の管理及び処分に必要な経費 一般会計 183,616

各府省 - 特別会計 9,898

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 理財局管理課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-04 国有財産総合情報管理システムの改修
総投資額
（千円）

193,514 平成27年度投資額
（千円）

193,514
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

6,022 6,022

30,454 30,454

78,096 78,096

0

49,125 49,125

0

0

22,141 22,141

0

0

0

7,676 7,676

0 0 0 0 193,514 0 0 0 0 0 0 0 193,514

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間/年間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間/年間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成27年度 平成27年度

報告の正確性の確保及
び事務の効率化
（(1)台帳記録・決算機能
等の改修：①）

「国有財産増減及び現在額報告書の作成等について」（平成13年5
月24日財理第1858号）に基づき、一件1千万以上の報告洩、誤謬訂
正が生じた場合は、財務省理財局長まで報告することとなっている
が、現行では、システムから出力したデータを元に、手作業で報告様
式を作成している。
本報告様式がシステムから出力されるよう改修を行うことで、報告の
正確性を確保するとともに、事務の効率化に繋がるもの。

システムにおいて直接報告様式を出力することができず、システムから
出力されたデータに基づき、手作業により報告様式を作成しているた
め、非効率な作業となっているうえに、転記ミス等が生じやすい状況と
なっている。

報告様式を直接システムから出力可能と
することで、手作業によるミス等をなくし、
事務の効率化を図る。

システムの安定運用
（(2)行政LAN更改に伴う
非互換対応のための改
修）

行政LAN更改に伴う非互換対応を行い、システムの安定運用を図
る。

各省庁の行政情報化LAN端末の機器更新等に、必要に応じ、非互換対
応を実施している。

システムの安定性・信頼性を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間の削減
（(1)台帳記録・決算機能
等の改修：①）

対象口座数に対する確認作業時間
データベースの中から、指定した条件に基づくデータを抽出・出力するこ
とで、報告の転記ミス等の防止や事務の効率化を図る。（時間について
は想定値）

7,848 0

業務処理時間の削減
（(1)台帳記録・決算機能
等の改修：②）

作成の対象となる各現況記録の作業時
間

データベースの中から、指定した条件に基づくデータを抽出し、帳票出力
を可能することで、事務負担の大幅な軽減を図る。（時間については想
定値）

37,091 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システムの運用等経費については、本件投資による機能追加後も現行
の水準を維持する。

1,279,083 1,279,083

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003774 177,562 177,562

0

0

0

0

0 0 0 0 177,562 0 0 0 0 0 0 0 177,562

財政融資資金電算機処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

財政融資資金法に基づき、財務大臣が行うこととされている財政融資資金の管理及び運用の業務及びそれに関連する業務を実施する。

財政融資資金電算機処理システムにおいては、財政融資資金の貸付けや有価証券の引受け、応募又は買入れ、財政融資資金預託金に関して、利用機関と理財局、財務局等との間で交わされる文書等の電子化や諸手続きのオンライン化、債
権債務に関するデータの管理等、財政融資資金の将来の資産負債の状況におけるリスク分析を行うとともに、今後の財政投融資計画による運用データ及び財投債発行見込みによる調達データ、更に各種の金利シナリオ等を入力しシミュレー
ションを行い、将来損益の予測結果等により分析を行うなど、一連の事務を処理している。

　地方公共団体向け財政融資は、財政融資資金電算機処理システムにおいて貸付管理、債権債務管理等を行っている。当該システムは、現行の貸付条件（償還年限最長30年、元利均等償還等）を前提に構築されており、貸付条件の見直し
（償還年限30年を超える貸付、元利均等償還以外の償還方法等）が行われた場合に、現行システムにおいて貸付管理、債権債務管理等の事務処理を行うことができず、新たに、運用支援事業者への追加の業務委託が発生することとなる。そ
こで、必要なシステム改修を行うものである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 177,562

財務省 財政融資資金の運用に必要な経費 財政投融資特別会計 177,562

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 理財局管理課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-05 財政融資資金の償還年限延長等に係るシステム改修
総投資額
（千円）

177,562 平成27年度投資額
（千円）

177,562
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

8,635 8,635

57,857 57,857

55,209 55,209

0 0

40,874 40,874

0 0

0 0

9,326 9,326

0 0

0 0

0 0

5,661 5,661

0 0 0 0 177,562 0 0 0 0 0 0 0 177,562

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

件数 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

貸付管理、債権債務管理
の正確性の担保

貸付条件の見直し後の貸付管理及び債権債務管理等を当該システ
ムにおいて処理できるように必要な機能を追加する。

当該システムにおいては、現行の貸付条件に基づいて構築されている
ため、貸付条件見直し後の貸付については、システムによる事務処理が
できない。

貸付条件見直しに伴い、システムに必要な
機能を追加することにより、システムによら
ない事務処理を排除し、システムを利用し
た適正な業務処理を実現する。

国の財政負担の軽減
地方財政計画において地方債（特に一般会計債）の元利償還金は
その全額が歳出総額に計上されており、長期・低利の財政融資資金
の活用を促進することで国の財政負担が軽減されると考えられる。

現在の償還年限は最長３０年であることから、これ以上の長期貸付の要
望は受け入れられない状況。

借り手たる地方公共団体が現在の低金利
の市場環境の恩恵をできるだけ長く将来
にわたって享受できるようにする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

貸付期間３０年超の貸付 貸付期間３０年超の貸付件数
３０年超の貸付については、現状はシステムによる事務処理ができない
が、システム改修により可能となる。
（効果発現開始時期）平成27年度の1,360件は予測値である。

0 1,360

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　償還年限延長等に係る貸付業務についても、現行システムで行ってい
る貸付業務と同様にシステムで処理ができるように、必要なシステム改
修を行う。
平成24年度にリプレース及びバージョンアップ等を実施し、システムが安
定的に稼働していることから、システムを稼働していくうえで最低限必要
な経費のみを要求することとし、運用経費の削減を図ることとする。
（注）当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策で
あり、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報シス
テム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

1,351,672 1,349,631

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003774 149,040 149,040

0

0

0

0

0 0 0 0 149,040 0 0 0 0 0 0 0 149,040

財政融資資金電算機処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

財政融資資金法に基づき、財務大臣が行うこととされている財政融資資金の管理及び運用の業務及びそれに関連する業務を実施する。

財政融資資金電算機処理システムにおいては、財政融資資金の貸付けや有価証券の引受け、応募又は買入れ、財政融資資金預託金に関して、利用機関と理財局、財務局等との間で交わされる文書等の電子化や諸手続きのオンライン化、債
権債務に関するデータの管理等、財政融資資金の将来の資産負債の状況におけるリスク分析を行うとともに、今後の財政投融資計画による運用データ及び財投債発行見込みによる調達データ、更に各種の金利シナリオ等を入力しシミュレー
ションを行い、将来損益の予測結果等により分析を行うなど、一連の事務を処理している。

　財政融資資金における地方公共団体等への融資残高は、平成25年度末現在で約52兆円（事業組合も含め2,520団体）の規模となっており、今後も防災・減災に対する分野や公共施設の老朽化に伴う機能維持のための更新投資等の融資が
見込まれるところである。
他方、地方公共団体等の財務状況の悪化が顕在化し、国の信用を用いた公的資金である財政融資資金においては、償還確実性を確保する必要があり、融資先である地方公共団体の普通会計のみならず、地方公営企業についても財務状況
等を把握することはますます重要となってきている。

　現状、地方公共団体の普通会計における財務状況に関しては「財務状況把握システム」によって把握・分析しているところであるが、地方公営企業の財務状況に関してはシステム化しておらず、実地監査等の必要の際に手作業により入力
データ等を加工して財務状況等を把握しているところであり、継続的な管理が出来ておらず、実地監査に入らない企業は全く検証できていない状況である。（毎年の実地監査は対象企業の1割程度である5百企業程度）
　また、独立採算を原則とする地方公営企業については、単に現在の財務状況を把握するだけではなく、施設や設備等の老朽化に伴う機能維持更新の見込みや、人口減少等社会経済情勢の変動等、将来に渡っても償還確実性を検証するこ
とが極めて重要であるが、膨大な残高(公営企業のみ１７兆円)を踏まえると、現在の手法のままでは分析範囲にも限界があり、資金の貸し手として償還確実性の確保へのリスクを抱えている状況と言える。

　なお、「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」（H26.6.17財政制度審議会財投分科会）の報告書において、「システムの開発により財務分析やアドバイス機能の充実を図ることを通じて監査の効果を十分に発揮する」との提言を受け
ており、財務分析手法等の高度化を図る必要があるところ。

　このため、地方公共団体の普通会計に比べ電算システム化が遅れている地方公営企業の財務状況等を電算処理するシステムを構築し、債務償還確実性の把握分析能力を高め、併せて、普通会計の財務状況把握システムと統合することに
より、普通会計と公営企業会計の一体的な把握を実現し、償還確実性の確保を図るためのものである。

　平成27年度においては、実地監査で行っている地方公営企業の経営状況の実態把握及び評価について、システムの基盤となるデータベース等の構築及び財務省・財務局で入手可能なデータを活用した分析機能等のシステム整備を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 149,040

財務省 財政融資資金の運用に必要な経費 財政投融資特別会計 149,040

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 理財局管理課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-06 債務償還能力の分析等対応に係るシステム改修
総投資額
（千円）

149,040 平成27年度投資額
（千円）

149,040
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

12,090 12,090

37,899 37,899

36,205 36,205

0 0

35,980 35,980

0 0

0 0

13,817 13,817

0 0

0 0

0 0

13,049 13,049

0 0 0 0 149,040 0 0 0 0 0 0 0 149,040

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

企業数 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度
融資先である地方公共
団体の償還確実性の把
握・分析能力の高度化

　地方公営企業の財務状況を把握することで他団体における類似
企業の状況・傾向比較や指標からの統計的分析が可能となり、実地
監査先に選定の効率化や監査先へのアドバイス等が可能。

　現在は実地監査時のみしか財務状況を把握していない。（年間5百企
業程度）

　地方公営企業の財務の健全性の確保、
如いては財政融資資金の償還確実性の確
保につながる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

地方公営企業の財務状
況等の検証

地方公営企業等の財務状況把握の検
証可能な企業数

　現状、実地監査による一部の地方公営企業しか財務状況等の償還確
実性が検証できていないが、システム改修により全融資先の地方公営
企業の財務状況の確認が可能となる。
（基準年度）平成26年度の426企業は計画値であり、また、（効果発現開
始時期）平成28年度の4,450企業は予測値である。

426 4,450

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　平成24年度にリプレース及びバージョンアップ等を実施し、システムが
安定的に稼働していることから、システムを稼働していくうえで最低限必
要な経費のみを要求することとし、運用経費の削減を図る。
（注）当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策で
あり、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報シス
テム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

1,351,672 1,349,631

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003833 347,707 347,707

A003844 上記に含む 0

0

0

0

0 0 0 0 347,707 0 0 0 0 0 0 0 347,707

官庁会計システム

歳入金電子納付システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「予算・決算業務の業務・システム最適化計画」（平成18年３月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）、「e-Japan重点計画」（平成13年３月29日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）等により、歳入・歳出の電子化、
更なる予算執行業務等の効率化、合理化等を実施することとしている。
官庁会計システムは、国（全府省を対象）の会計事務における各種会計情報（予算の執行から決算の過程まで）を電子化し、統一的に処理することにより、会計事務の適正化・効率化を図るとともに、情報の迅速な把握により適切な財政運営に
資する。
歳入金電子納付システムは、国民や企業と行政との間の申請・届出等の手続に必要な手数料等の納付を民間収納インフラを活用し、インターネット等で行えるようにすることにより、国民等の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化・
効率化の向上に資する。

官庁会計システムは、各官署に整備される職員用パソコンと会計センターの電子計算機とを政府共通ネットワーク等で結び、国の会計事務（予算の執行から決算の過程まで）を一括集中処理するシステムである。各官署の会計情報を各官署ご
とに管理して、債務者に対する納入告知書等の送付、債権者に対する払込み、送金等の事務を会計センターで一括して処理することとしているほか、これらに関連する予算の執行管理、債権の管理、帳票の作成、帳簿登記、各種の報告書の作
成等の事務を総合的に行うこととしている。
歳入金電子納付システムは、申請・届出等の手続きに必要な行政手数料等がインターネット等で納付された場合、その納付の確認を行う各府省の共同利用型のシステムである。

官庁会計システム等の機能については、会計法令等に基づき整備を行っているところであり、会計法令の改正及び政府方針等を踏まえ、緊急性、必要性の観点で検討したうえで、当該改正等に則ってシステム機能追加等を行うもの。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 347,707

財務省 会計センターに必要な経費 一般会計 347,707

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 財務省会計センター管理運用部 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-07 官庁会計システム機能追加等経費
総投資額
（千円）

347,707 平成27年度投資額
（千円）

347,707
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

347,707 347,707

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 347,707 0 0 0 0 0 0 0 347,707

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成28年度 平成28年度
会計法令等の改正等に
則ったシステム機能追加
等

官庁会計システム等の機能については、会計法令等に基づき整備
を行っているところであり、会計法令の改正及び政府方針等を踏ま
え、緊急性、必要性の観点で検討したうえで、当該改正等に則って
システム機能追加等を行うもの。

現行の会計法令等に則り、システム構築が行われている。

会計法令等の改正があった場合、当該改
正等に則りシステム機能追加等を行うこと
により、システムの適正な稼働を実現す
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、業務処理時間の削減を目的としない投資であり、基
準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現状の運用経費を維持しつつ、システムの安定稼働を実施する。 5,166 4,032

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003833 3,110,291 3,602,433 6,712,724

A003844 129,110 631,526 760,636

0

0

0

0 0 0 0 3,239,401 4,233,959 0 0 0 0 0 0 7,473,360

官庁会計システム

歳入金電子納付システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　「予算・決算業務の業務・システム最適化計画」（平成18年３月31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）、「e-Japan重点計画」（平成13年３月29日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）等により、歳入・歳出の電子
化、更なる予算執行業務等の効率化、合理化等を実施することとしている。
　官庁会計システムは、国（全府省を対象）の会計事務における各種会計情報（予算の執行から決算の過程まで）を電子化し、統一的に処理することにより、会計事務の適正化・効率化を図るとともに、情報の迅速な把握により適切な財政運営
に資する。
　歳入金電子納付システムは、国民や企業と行政との間の申請・届出等の手続に必要な手数料等の納付を民間収納インフラを活用し、インターネット等で行えるようにすることにより、国民等の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化・
効率化の向上に資する。

　官庁会計システムは、各官署に整備される職員用パソコンと会計センターの電子計算機とを政府共通ネットワーク等で結び、国の会計事務（予算の執行から決算の過程まで）を一括集中処理するシステムである。各官署の会計情報を各官署
ごとに管理して、債務者に対する納入告知書等の送付、債権者に対する払込み、送金等の事務を会計センターで一括して処理することとしているほか、これらに関連する予算の執行管理、債権の管理、帳票の作成、帳簿登記、各種の報告書の
作成等の事務を総合的に行うこととしている。
　歳入金電子納付システムは、申請・届出等の手続きに必要な行政手数料等がインターネット等で納付された場合、その納付の確認を行う各府省の共同利用型のシステムである。

　官庁会計システム等は、平成21年１月より運用を開始し、25年１月に機器更新を行ったところであり、現在、当該機器の賃貸借期間は27年度末（28年3月末）となっている。会計センターとしては、28年12月末に現行機器の保守期間終了日が
到来すること、更に次期機器への移行作業においては長期間を要するため年末年始に実施する必要があることから、28年12月末まで現行機器の契約期間を延長（9ヶ月間）することとし、27年度から設計等業務（現行機器等の更新に伴う設
計、製造、試験（動作確認、運用確認、外部システムとの接続試験等）及びこれと同時に行う機能追加に係る業務）等に着手し、29年1月に機器更新を実施する予定。
　本件経費は、機器更新を実施する際の設計等業務、運用開始までの試験期間に係る官庁会計システム等の機器の借上、バックアップセンター用の建物借料、センター間回線等の回線使用料等である。
　機器更新においては、「世界最先端IT国家創造宣言」において、「各システムの更改時期等に合わせて業務・システムの改革を行う」とされていることから、効率的な業務運営に資するための機能を導入する予定。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 3,239,401

財務省 会計センターに必要な経費 一般会計 3,239,401

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 財務省会計センター管理運用部 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-08 官庁会計システム等の機器更新に係る経費
総投資額
（千円）

7,473,360 平成27年度投資額
（千円）

3,239,401
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 0

1,057,629 0 1,057,629

1,646,068 650,369 2,296,437

0 0 0

0 1,502,160 1,502,160

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

535,704 2,081,430 2,617,134

0 0 0 0 3,239,401 4,233,959 0 0 0 0 0 0 7,473,360

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間/年 平成25年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

ＯＳＳ化の推進

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成26年6月24日閣議決定）におい
て、政府共通プラットフォームへの移行が方針として示されているこ
とを踏まえ、将来的な政府共通プラットフォームへの移行を見据えた
資源構成へ変更する。

主要なサーバＯＳ等でＯＳＳは使用していない。

システム安定運用を考慮しつつ、政府共通
プラットフォームへの移行を見据え、主要
なサーバＯＳを、必要に応じてＯＳＳへと変
更する。

セキュリティレベルの向
上

「サイバーセキュリティ2013」（2013年6月27日　情報セキュリティ政
策会議にて策定）において、情報システムにおけるセキュリティを強
化するために、「情報システムに係る政府調達におけるセキュリティ
要件策定マニュアル」の活用が提言されていることを踏まえ、当該マ
ニュアルで推奨されているＩＰＳを導入する。

不正アクセスの監視としてＩＤＳを導入している。
不正アクセスを検知した際に、即時に通信
を遮断できるよう、ＩＤＳに代わり、ＩＰＳを導
入する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

利用者の会計事務の効率化等に係る機能追加を実施することにより、
関係職員の年間合計業務処理時間を削減する。

約74,000時間/年 0時間/年

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システム更新時にOSS化対応を実施する。OSS化により、運用経費の削
減を図る。
（左記の基準値等にいては、機能追加等を加味ぜず、現行機器を基準
にOSS化を実施した場合の試算値。）

5,018 4,862

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003877 284,371 284,371

0

0

0

0

0 0 0 0 284,371 0 0 0 0 0 0 0 284,371

局ＯＡセンターシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

   平成22年度にリプレースを実施した局ＯＡセンターシステム用機器は平成27年12月に使用期間が満了することを踏まえ、システムの安定性・信頼性確保のため、平成27年度にリプレースを実施する。

   局ＯＡセンターシステムは、①各国税局の独自施策へ対応するための業務支援資料作成等システム及び②法定資料データ等をＫＳＫへ登録するなど、各国税局で処理を行った方が的確かつ効率的に運営できる処理に対応するためのシステ
ムである。

   局ＯＡセンターシステム用機器のリプレースに当たっては、新機器の導入計画策定、現行機器の設計を踏まえた新機器の設計、ＯＳ・ミドルウェアのバージョンアップに伴う各システム（国税局独自システム、庁分散システム及び国税庁データ
活用システム）の改修、他システム（ＫＳＫシステム）との稼働検証、環境構築及びデータ移行等の導入作業を適切に実施する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 284,371

財務省 KSK（国税総合管理）システム経費 一般会計 284,371

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-09 局ＯＡセンターシステム用機器のリプレース
総投資額
（千円）

284,371 平成27年度投資額
（千円）

284,371
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

284,371 284,371

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 284,371 0 0 0 0 0 0 0 284,371

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度
局ＯＡセンターシステムの
安定運用

   局ＯＡセンターシステムのリプレースを実施する。
   局ＯＡセンターシステムは定期的にリプレースを実施しており、次回更
新を平成27年度に予定している。

   局ＯＡセンターシステムの安定性・信頼
性を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

   平成28年1月の次期更改に向けては、ＣＭＴ装置機能の他サーバへ
機能集約や仮想化技術採用による機器集約を実施する。平成33年に予
定している次期更改に向けては、他システムとの機能統合を図るなど検
討を行う予定である。

279 248

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003888,A0
03981,A004
018,A00402
9,A004030,
A004041,A0
04052,A004
063,A00407
4,A004085,
A004096,A0
04100,A004
111,A00412
2,A004133

194,820 166,993 361,813

0

0

0

0

0 0 0 0 194,820 166,993 0 0 0 0 0 0 361,813

国税庁ＬＡＮシステム、住宅地図閲覧システム、国税
不服審判所イントラネットシステム、札幌国税局ＬＡ
Ｎシステム、仙台国税局ＬＡＮシステム、関東信越国
税局ＬＡＮシステム、東京国税局ＬＡＮシステム、金
沢国税局ＬＡＮシステム、名古屋国税局ＬＡＮシステ
ム、大阪国税局ＬＡＮシステム、広島国税局ＬＡＮシ
ステム、高松国税局ＬＡＮシステム、福岡国税局ＬＡ
Ｎシステム、熊本国税局ＬＡＮシステム、沖縄国税事
務所ＬＡＮシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

   これまで国税庁、各国税局（所）及び国税不服審判所において個別に調達を行ってきたところであるが、平成25年６月14日付閣議決定「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」にて、政府情報システムの改革（情報システム数の削減及び運用コストの
圧縮）が強く求められており、各システムを国税庁ＬＡＮシステムへ吸収統合し、国税庁にて一括調達することで機器・ソフトウェアを統一させ、情報システム数及び運用経費の削減を図る。

   利用者権限を管理するための認証機能や、職員間の情報共有・意思伝達の効率化を図るためのメール機能、ポータルサイト機能及びファイル共有機能等を有している。

   国税庁局LAN用機器のリプレースに当たっては、現在、各国税局において異なる現行機器を導入を行っているところ、リプレースに伴い、ソフトウェア等の統一を前提とした、新機器の導入計画策定、OS・ミドルウェアのバージョンアップに伴う
設計、稼働検証を行い、現行機器から新機器へのデータ移行及び切替などの導入作業を適切に実施する必要がある。
   平成27年度においては、リプレースに係る導入作業費用等を要求する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 194,820

財務省 IT化関係経費 一般会計 194,820

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-10 庁、局ＬＡＮシステムの機器統合
総投資額
（千円）

361,813 平成27年度投資額
（千円）

194,820
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

181,832 155,860 337,692

0

12,988 11,133 24,121

0

0

0

0

0 0 0 0 194,820 166,993 0 0 0 0 0 0 361,813

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

日 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度
ＬＡＮシステムの信頼性
の向上

   オンラインでのバックアップを行うことにより、遠隔地の拠点で震災
等の被害を受けた場合に税務行政に多大な影響が及ぶことを回避
する。

   オンラインでのバックアップを行うためのシステムを有していない。
  ＬＡＮシステムの安定性・信頼性を確保す
る。

ＬＡＮシステムの安定運
用

   ＬＡＮシステムの更改に合わせて、各ＬＡＮシステムの統合を実施
する。

   ＬＡＮシステムは定期的に機器更新を実施しており、次期更新を平成
28年度に予定している。

  ＬＡＮシステムの安定性・信頼性を確保す
る。

ＬＡＮシステムの信頼性
の向上

   業務継続性を確保するため、現在バックアップ機能を有していな
い一部機能について、更改に合わせて拡充する。

   提供している機能について、バックアップシステムを有していない。
  ＬＡＮシステムの安定性・信頼性を確保す
る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務継続性 有事の際における目標復旧期間
   業務継続に必須の認証機能やメール機能等用の機器については、更
改に合わせて事務管理センターとバックアップセンターに集約し、相互に
バックアップさせることで、有事の際の目標復旧時間の改善を図る。

30 7

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

   各システムを統合し、一括調達することで、コスト削減を図る。
(バックアップシステム構築等に係る費用を除く。） 1,413 1,309

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003888,A0
04029,A004
030,A00404
1,A004052,
A004063,A0
04074,A004
085,A00409
6,A004100,
A004111,A0
04122,A004

133

216,210 216,210

0

0

0

0

0 0 0 0 216,210 0 0 0 0 0 0 0 216,210

国税庁ＬＡＮシステム、札幌国税局ＬＡＮシステム、
仙台国税局ＬＡＮシステム、関東信越国税局ＬＡＮシ
ステム、東京国税局ＬＡＮシステム、金沢国税局ＬＡ
Ｎシステム、名古屋国税局ＬＡＮシステム、大阪国税
局ＬＡＮシステム、広島国税局ＬＡＮシステム、高松
国税局ＬＡＮシステム、福岡国税局ＬＡＮシステム、
熊本国税局ＬＡＮシステム、沖縄国税事務所ＬＡＮシ
ステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

   行政情報化推進基本計画に基づき、行政事務の各分野に情報処理技術の成果を積極的に活用することで、効率的かつ効果的な行政と行政サービスの質的向上を図る。

   職員間の情報共有や意思伝達の効率化を図るため、グループウェア（メール、ポータルサイト）機能及びファイル共有機能等を有している。

   国税庁LANシステム及び各国税局LANシステムで使用しているパソコン及びプリンタについて、平成27年度に更新を行うパソコン及びプリンタが国税庁LANシステム及び各国税局LANシステムで業務に使用できるようにするため、ネットワーク
設定、ソフトウェアのインストール、プリンタ設定等の作業を実施する。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 216,210

財務省 IT化関係経費 一般会計 216,210

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房参事官 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-11 更新パソコン等設定経費
総投資額
（千円）

216,210 平成27年度投資額
（千円）

216,210
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

216,210 216,210

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 216,210 0 0 0 0 0 0 0 216,210

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成27年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成27年度 平成28年度
国税情報システムの安定
運用

   パソコン及びプリンタの機器更新を実施する。    パソコン及びプリンタは定期的に機器更新を実施している。
   国税情報システムの安定性・信頼性を
確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資は、業務処理時間の削減等を目的としているものではない。 - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

   行政情報化推進基本計画に基づき、行政事務の各分野に情報処理
技術の成果を積極的に活用することで、効率的かつ効果的な行政と行
政サービスの質的向上を図る。

（注）当投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策であ
り、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報システ
ム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

844 844

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

160



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003914 77,049 73,727 150,776

0

0

0

0

0 0 0 0 77,049 73,727 0 0 0 0 0 0 150,776

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国税電子申告・納税システム（e-Tax）は、政府全体として推し進めている電子政府の構築に向けた取組の一環として、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図る観点から、所得税、消費税、酒税及び印紙税の申告、全税目の納税（手数
料の納付を含む。）、申請・届出等（電子納税証明書の請求及び発行を含む。）の手続について、インターネット等を利用して電子的に行うことを可能としたシステムであり、平成16年6月から全国での運用を開始した。

国税電子申告・納税システムの利用促進及び納税者等利便向上事業として成果重視事業に指定されており、①国税電子申告・納税システムの運用、②国税電子申告・納税システムのプログラム開発・修正、③納税者がシステムを利用するた
めの、ヘルプデスクの運用、④税務署において納税者が電子申告を行うための機器の整備等を行っている。

現在、国税関係手続のオンラインによる申請・届出は、セキュリティ確保の観点から申請等情報に電子署名を付し、電子証明書とともに送信する方法によることを原則としており、個人の電子証明書としては、公的個人認証の利用を想定してい
る。
国税庁においては、庁ＨＰ作成コーナーからの直接送信、源泉徴収票などの第三者作成書類の添付省略や来署型電子申告の導入などの取組により、e-Taxの利用促進を図ってきたが、個人の自宅等からのe-Taxは依然として低位に止まって
おり、これは、公的個人認証の普及が進まないことが背景にある。
この現状を改善すべく、利用者の利便性向上を図るためには、現行の電子証明書の利用を前提とした認証方式を見直す必要があることから、電子証明書等を要しない方式にするためのシステム改修を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 77,049

財務省 国税電子申告・納税システムの運用等に必要な経費 一般会計 77,049

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房情報技術室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-12 新たな認証方式の導入係るシステム開発
総投資額
（千円）

150,776 平成27年度投資額
（千円）

77,049
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

22,626 22,626

50,427 24,478 74,905

0

46,852 46,852

0

0

3,996 2,397 6,393

0

0

0

0

0 0 0 0 77,049 73,727 0 0 0 0 0 0 150,776

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成29年度納税者の利便性向上

「オンライン手続の利便性向上に向けた改善方針」（平成26年４月各
府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）において、電子署名を
省略し、又は認証方式を見直すことによる本人確認方法の簡略化に
ついて検討の上、実施するものとされており、電子証明書等を要しな
い方式にするためのシステム改修を行う。

国税庁においては、庁ＨＰ作成コーナーからの直接送信、源泉徴収票な
どの第三者作成書類の添付省略や来署型電子申告の導入などの取組
により、e-Taxの利用促進を図ってきたが、個人の自宅等からのe-Tax
は依然として低位に止まっており、これは、公的個人認証の普及が進ま
ないことが背景にある。
この現状を改善すべく、利用者の利便性向上を図るためには、現行の
電子証明書の利用を前提とした認証方式を見直す必要がある。

現在の電子証明書等をベースとした認証
方式を見直し、電子証明書等を要しない方
式にするためのシステム開発を行うことに
より、利用者にとっては、電子証明書及び
ICカードリーダライタの事前準備が不要と
なるほか、アクセス手段の多様化等により
オンライン申告が容易に行う事ができ、納
税者の利便性向上が図られる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

新たな認証方式の導入による自宅からのe-Tax利用者の増加が見込ま
れ、現在書面により提出されている申告書について、収受事務、申告書
入力事務、編てつ事務等の内部事務に係る業務処理時間の削減が図
られる。

0 ▲ 30,872

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子政府実現の一環として導入した、電子申告、申請・届出等手続の電
子化及び電子納税を可能とする国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）
を全国で運用しており、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図
る。
（注）当投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策であ
り、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報システ
ム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

7,315 7,315

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A003914 133,328 133,328

0

0

0

0

0 0 0 0 133,328 0 0 0 0 0 0 0 133,328

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国税電子申告・納税システム（e-Tax）は、政府全体として推し進めている電子政府の構築に向けた取組の一環として、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図る観点から、所得税、消費税、酒税及び印紙税の申告、全税目の納税（手数
料の納付を含む。）、申請・届出等（電子納税証明書の請求及び発行を含む。）の手続について、インターネット等を利用して電子的に行うことを可能としたシステムであり、平成16年6月から全国での運用を開始した。

国税電子申告・納税システムの利用促進及び納税者等利便向上事業として成果重視事業に指定されており、①国税電子申告・納税システムの運用、②国税電子申告・納税システムのプログラム開発・修正、③納税者がシステムを利用するた
めの、ヘルプデスクの運用、④税務署において納税者が電子申告を行うための機器の整備等を行っている。

これまで、e-Taxソフト（WEB版）をベースに、メッセージボックスや還付金処理状況表示等の共通画面、また、納付情報登録依頼など電子署名を要しない一部の手続について、スマートデバイスの対応を行っている。
平成27年度においては、スマートデバイス対応手続を拡大し、徴収高計算書（９手続）について対応を行う。
なお、スマートデバイスが電子証明書に対応していないことから電子署名を要しない手続から段階的に進めることとし、電子署名を要する手続については、別途検討を行っている「新たな認証方式の導入（電子署名及び電子証明書を利用した認
証方式の見直し）」と併せて検討を行う予定である。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 133,328

財務省 国税電子申告・納税システムの運用等に必要な経費 一般会計 133,328

平成27年度政府情報システム投資計画書

財務省 国税庁長官官房情報技術室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-13 e-Taxのスマートデバイス対応
総投資額
（千円）

133,328 平成27年度投資額
（千円）

133,328
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

18,862 18,862

65,953 65,953

0

41,322 41,322

0

0

7,191 7,191

0

0

0

0

0 0 0 0 133,328 0 0 0 0 0 0 0 133,328

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 - - -

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度利用環境の維持・拡大
e-Taxの手続について、スマートデバイスで申請・届出ができるよう
に対応する。なお、スマートデバイスが電子証明書に対応していない
ことから電子署名を要しない手続から段階的に対応する。

今後、スマートデバイスがパソコンの代替として急速に普及することが見
込まれているのため、e-Taxについても利用者のニーズに合わせた対応
が必要である。

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成25年
6月12日閣議決定）に基づき、利用者ニー
ズに合わせた、オンライン手続きの向上に
取り組むことができる。
また、現状のe-Tax利用者が、スマートデ
バイスのみを保有することとなった場合に
おいても、オンライン利用率を維持すること
ができる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

- - -

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子政府実現の一環として導入した、電子申告、申請・届出等手続の電
子化及び電子納税を可能とする国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）
を全国で運用しており、納税者利便の向上及び税務行政の効率化を図
る。
（注）当投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない施策であ
り、基準値及び目標値等の設定はしていないため、関係する情報システ
ム全体の運用経費を参考値として記載しているものである。

7,315 7,315

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A004535 109,108 338,921 187,032 635,061

0

0

0

0

0 0 109,108 338,921 187,032 0 0 0 0 0 0 0 635,061

政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集
計システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

  統計法に基づく基幹統計調査である学校基本調査を初めとし、学校保健統計調査、学校教員統計調査等の９の統計調査において、生徒数や学校数などの教育に関する基本的事項の調査を文部科学省において実施している。
　調査結果は、「e-Stat(政府統計の総合窓口)」や文部科学省のホームページ等を通じて公表しており、文部科学省における政策立案の基礎データとして用いられるだけでなく、地方交付税法における基準財政需要額や義務教育費国庫負担金
の算定における基礎データとして利用されているなど行政機関内での政策立案の基礎資料として幅広く使われている。
　また、申請に基づき研究者等にデータを提供しており、これらのデータは学術機関での研究の基礎データとしても利用されているところである。

　文部科学省が実施する９の統計調査業務は、調査設計、実査、審査・集計及び公表・提供から構成されており、政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計システムは、政府統計共同利用システムと連携し、エラーチェックなどの審
査業務や集計業務等の機能を電子的に実現している。

　本投資では、政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計システムの現行機器の保守期限切れによるリプレイス作業を実施し、併せてミドルウェア等の構成見直しを行うことでシステム構築後のランニングコストの削減を図る。
　また、平成２６年度については、認定こども園法の改正に伴い創設される「幼保連携型認定こども園」についての調査の追加を行うための電子調査票の開発等を行うこととしている。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 187,032

文部科学省 政府統計共同利用システムの整備 一般会計 187,032

平成27年度政府情報システム投資計画書

文部科学省 生涯学習政策局政策課調査統計企画室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01
政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計シ

ステム構築（継続）
総投資額
（千円）

635,061 平成27年度投資額
（千円）

187,032
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

30,205 55,655 46,972 132,832

31,361 61,655 48,765 141,781

136 179 211 526

36,634 67,833 56,964 161,431

888 1,167 1,380 3,435

0

6,110 30,020 26,871 63,001

0

8,340 8,340

55,047 55,047

3,774 59,025 5,869 68,668

0 0 109,108 338,921 187,032 0 0 0 0 0 0 0 635,061

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成27年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成27年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額（現行システムを使用し続けた場合と
リプレイス後の比較）（税込金額）

　次期システム整備を行わずに現システムをそのまま運用し続けた場
合、システム整備を行った場合と比較して運用経費の増加が見込まれ
ることから、リプレイスによりこれを抑制し、不要な運用経費の削減を図
る。

216 45

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　認定こども園法の改正に伴い創設される「幼保連携型認定こども園」
についての調査の追加を行うための電子調査票の開発等を行い、リプ
レイスされた政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計シス
テムを活用することにより、学校基本調査における「幼保連携型認定こ
ども園」の調査に係るオンライン調査をしないことにより発生する業務処
理時間を削減する。

120 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額（現行システムとリプレイス後の比較）
（税込金額）

　システムを構成するミドルウェアの置き換えや可変性の高いシステム
設計とすることによって、ランニングコストを抑制し運用経費の削減を図
る。

50 45

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A004546 26,483 92,340 118,823

0

0

0

0

0 0 0 26,483 92,340 0 0 0 0 0 0 0 118,823

文部科学省電子入札システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

部科学省では、「e-Japan重点計画」（平成13年3月29日IT戦略本部決定）に基づき、企業の負担軽減及び行政事務の簡素・合理化を図るため、政府調達の電子化を推し進めてきたところである。
　また、「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成23年8月9日閣議決定）においても、電子入札の積極的な活用により、ペーパーレス化による事務の簡素化や入札に係る費用の縮減、競争の促進、透明性･公
平性のある入札の確保、談合等の不正行為の防止等への効果が期待されていることから、引き続き本政策を推し進めていく予定である。

　政府調達の電子化推進に基づき、文部科学省においても、電子入札システムを整備・運用しており、入札手続が電子化されている。したがって、電子入札システムによって、通常、発注機関まで出向いて書類を入手及び提出していた入札参加
者は、システム上から資料を入手し、発注機関に対し、入札書の他、入札参加に必要な競争参加資格確認申請書や技術提案書等の提出物を電子署名ファイルによりシステム上から提出することが可能となり、発注者は、システム上から提出
物を受領し、入札参加者に対し、システム上で自動作成される競争参加資格確認通知書、指名通知書、落札決定通知書等を電子署名ファイルにより発行することで、落札者を決定できるまでの間、入札参加者と発注者が直接会うことなく処理
することができる。
　なお、本システムは文部科学省の3組織、86国立大学法人を含む文部科学省が所管する94法人、高専をはじめとする法人本部とは別に利用している53会計機関を合わせると150発注部局が使用しており、調達の実施主体として利用するなど
効率的な運用を図ることができる。

　「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）において、「2021年度を目途に原則全ての政府情報システムをクラウド化」することが求められていることから、電子入札システムを政府のプライベートクラウドである政府共通プラッ
トフォームへ移行する。
　具体的には、現在、民間のiDCに設置されている機器の老朽化に伴うリプレイス作業に併せて政府共通プラットフォームへ移行し、ハードウェア、通信ネットワーク等の共用化、OS・ミドルウェア等の基盤ソフトウェアの共通化、運営管理の一元
化、及び共通的な機能の統一化を実現することで運用経費を圧縮する。
　また、OSSに対応することにより、長期サポートによるシステム改修周期の延長が期待される。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 92,340

文部科学省 政府共通プラットフォーム移行経費 一般会計 92,340

平成27年度政府情報システム投資計画書

文部科学省 大臣官房文教施設企画部施設企画課契約情報室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-02 文部科学省電子入札システムのPF移行
総投資額
（千円）

118,823 平成27年度投資額
（千円）

92,340
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

2,993 2,993

15,390 3,240 18,630

0 25,110 25,110

0

39,690 39,690

4,860 4,860

0

8,100 19,440 27,540

0

0

0

0

0 0 0 26,483 92,340 0 0 0 0 0 0 0 118,823

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

既に、電子入札により、業務処理時間を十分に削減しているが、画面変
遷、マニュアルの見直し等により、作業者の効率を更に上げることによ
り、年間250時間の業務処理時間削減を目指す。

8,400 8150

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子入札システムは、透明性･公平性の確保、談合等の不正防止等の
効果を上げており、今後も継続する必要があり、政府共通プラットフォー
ムへの移行することにより、運用等経費等が削減できる見込みである。

204 162

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

168



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A004502 31,752 31,752

0

0

0

0

0 0 0 0 31,752 0 0 0 0 0 0 0 31,752

府省共通研究開発管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　研究開発の効果的・効率的な推進を図るため、競争的研究資金等にかかる応募・採択など研究開発管理に係る書類・手続をすべてオンライン化することにより、研究者に対する研究資金の交付の早期化を目指すとともに、府省横断的に情報
を共有することによって研究者への研究開発経費の不合理な重複や過度の集中を排除することにより、研究費の効果的な配分の実現を支援する。

　研究開発管理システム（以下「e-Rad」という。）は、研究開発管理に係る一連のプロセス（応募受付→審査→採択→採択課題管理→成果報告等）をオンライン化し、関係８府省（内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済
産業省、国土交通省、環境省）（以下、「関係8府省」という。）の競争的研究資金及びプロジェクト研究の課題情報等をe-Radに登録することにより、研究者の利便性向上並びに研究資金を配分する関係８府省及びその所管の独立行政法人（以
下「配分機関」という。）の円滑な情報共有を図るとともに、総合科学技術・イノベーション会議（CSTP）に各年度における研究開発課題に係る最新の情報を一元的に提供し、研究開発管理業務の業務効率化を実現している。

府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の英語化を行い、外国人研究者が公募型の研究資金制度を申請を行う際などe-Rad利用時に、翻訳等に費やす時間を削減し、外国人研究者の利便性向上を図る。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 31,752

 文部科学省 科学技術・学術政策推進費-科学技術システム改革に必要な経費-研究開発管理システム運営 一般会計 31,752

平成27年度政府情報システム投資計画書

文部科学省 大臣官房政策課情報システム企画室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の英語化
総投資額
（千円）

31,752 平成27年度投資額
（千円）

31,752
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

7,452 7,452

9,180 9,180

0

7,452 7,452

0

0

2,376 2,376

0

0

0

5,292 5,292

0 0 0 0 31,752 0 0 0 0 0 0 0 31,752

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 26年度 28年度 28年度

時間 26年度 28年度 28年度

時間 25年度 28年度 28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該改修は外国人研究者の利便性向上を図るためのものであり、職員
の業務処理時間を削減することを目的としていない。

― ―

外国人研究者の利便性
向上

e-Radを利用して研究費の申請や研究
者自身の情報の確認・更新等を行う外
国人研究者の年間合計業務処理時間

英語化により、e-Radを利用して、公募型の研究資金制度に申請した
り、研究者自身の情報を確認・更新する際に翻訳等を行う時間を削減す
る。

7,322 2,441

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本件改修に伴うシステム運用経費の増減は発生しない見込みである。 360 360

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020135 532,568 398,547 68,095 999,210

0

0

0

0

0 0 0 0 532,568 398,547 68,095 0 0 0 0 0 999,210

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

12,442 8,592 460 21,494

37,325 25,777 1,380 64,482

49,766 34,370 1,840 85,976

12,442 8,592 460 21,494

62,208 109,382 2,300 173,890

24,883 17,185 920 42,988

0 0 0 0

112,809 72,371 11,487 196,667

22,140 50,544 37,908 110,592

148,403 29,549 0 177,952

50,150 16,589 0 66,739

0 25,596 11,340 36,936

0 0 0 0 532,568 398,547 68,095 0 0 0 0 0 999,210

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

高等学校等就学支援金事務処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

●高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成22年法律第18号）に基づき、高等学校等の生徒等は、その授業料に充てるために高等学校等就学支援金（月額9,900円。以下「就学支援金」という。）の支給を受けることができる。
●就学支援金の支給を受けるためには、生徒等は、学校を通じて都道府県知事、都道府県教育委員会又は文部科学大臣から受給資格の認定を受ける必要がある。就学支援金は、生徒等の在学する高等学校等の設置者が、当該生徒等に代
理して受領し、当該生徒等の授業料債権の弁済に充てるものとされている。
●就学支援金の支給権者は、私立高校の場合は都道府県知事、公立高校の場合は都道府県教育委員会、国立高校の場合は文部科学大臣となっている。国立高校の生徒に対する就学支援金については、文部科学省において受給資格認定
申請の受付から支給までの事務を実施している。現行制度においては、就学支援金の支給に際しては、生徒の保護者の所得が一定基準以下（保護者の市町村民税所得割額が304,200円未満(※年収約910万円未満))であることが要件となっ
ており、申請者たる生徒は、申請書とともに保護者の課税証明書等を提出しなければならない（加えて、毎年１回、収入状況届出書を提出）。

以下の業務・手続きのうち、②、④がシステム化され、電子的に処理される。
① 受給資格認定申請の受理（４月入学時）→生徒から提出された申請書・課税証明書を各学校においてとりまとめ、各学校は申請者一覧を作成（申請者一覧において、生徒氏名と保護者等の課税額を記載）。申請者一覧・申請書類を、各学校
から文部科学省に提出。
② 受給資格認定に係る審査・認定・支給額の決定→文部科学省において、各学校から提出された一覧及び申請書類を基に、申請者の受給資格・支給額について審査。受給資格認定の可否等について、事務システムに入力し、申請者に対す
る回答の通知書を出力。各学校を通じて、申請者に対して通知書を送付する。
③ 収入状況届出書の受付（毎年７月頃）、→生徒から提出された届出書・課税証明書を各学校においてとりまとめ、各学校は届出者一覧を作成（届出者一覧において、生徒氏名と保護者等の課税額を記載）。届出者一覧・届出書類を、各学校
から文部科学省に提出。
④ 収入状況届出書の審査→文部科学省において、各学校から提出された一覧及び届出書類を基に、届出者の受給資格・支給額について審査。受給資格認定の可否等について、事務システムに入力し、届出者に対する回答の通知書を出
力。各学校を通じて、届出者に対して通知書を送付。

●国立高校の生徒に対する就学支援金の支給に当たり、支給権者たる文部科学省が、マイナンバーを用いて市町村から市町村民税所得割に係る情報を取得し、支給決定等を行うこととするため、文部科学省にマイナンバー関連システムと、
業務システム（照会サーバ）の整備を行う。

投資開始年度 27年度 投資終了年度 29年度

合計 532,568

文部科学省 マイナンバーに対応した高等学校等就学支援金事務処理システム 一般会計 532,568

平成27年度政府情報システム投資計画書

文部科学省 初等中等教育局財務課高校修学支援室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 高等学校等就学支援金制度業務システムの構築
総投資額
（千円）

999,210 平成27年度投資額
（千円）

532,568
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

万円 平成28年度 平成29年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成29年度 平成30年度

効果指標 取組の概要 現状 目標

プライバシーの保護
生徒による学校への課税証明書等の提出を不要とすることにより、
プライバシー保護の観点からの懸念（保護者の収入に係る情報を学
校が把握・管理することなど）を解消すること

生徒から提出された申請書・課税証明書を各学校においてとりまとめ、
各学校は申請者一覧を作成（申請者一覧において、生徒氏名と保護者
等の課税額を記載）。申請者一覧・申請書類を、各学校から文部科学省
に提出するため、生徒の保護者の課税情報を学校が把握することがで
きる。

生徒の保護者の課税情報を学校が把握す
ることができる状況を解消する。

公立/私立学校の
手続にかかるコスト

公立／私立高校の生徒の課税証明書
等の取得に係る手数料負担の合計額

公立/私立高校の生徒（360万人×0.9）の課税証明書等の取得に係る
手数料負担が軽減される。
○件数：　360万人×0.9×年2回×2/3（2,3学年は年1回提出）＝432万
件
○金銭的負担軽減額：　300円（課税証明書等1枚分の手数料）×2枚
（親権者2名分）×432万件＝25億9,200万円

259,200 0

公立/私立学校の
手続きにかかる時間コス
ト

公立／私立高校の生徒の課税証明書
等の取得に伴う時間コスト

公立/私立高校の生徒（360万人×0.9）の課税証明書等の取得に伴う時
間コストが削減される。
○日数：  360万人×0.9×年2回×2/3（2,3学年は年1回提出）＝432万
件
             432万件×1/8（※1）＝54万日
○コスト削減額：　54万日×10.7千円（全国産業平均日当※2）＝57億
7,800万円
※1)課税証明書等の取得に要する日数と1/8日（1日は8時間とする）と
想定
※2)厚生労働省「毎月勤労統計調査年報（全国調査）」

577,800 0

国立学校の
手続きにかかる時間コス
ト

国立高校の生徒の課税証明書等の取
得に伴う時間コスト

国立高校の生徒（4万人×0.9）の課税証明書等の取得に伴う時間コスト
が削減される。
○日数：　4万人×0.9×年2回×2/3（2,3学年は年1回提出）＝4万8,000
件
　　　　　　 4万8000件×1/8（※1）＝6,000日
○コスト削減額：　6,000日×10.7千円（全国産業平均日当※2）＝6,420
万円
※1)課税証明書等の取得に要する日数と1/8日（1日は8時間とする）と
想定
※2)厚生労働省「毎月勤労統計調査年報（全国調査）」

6,420 0

▼以下参考

国立学校の
認定事務処理費

審査・認定・支給額の決定に要する事務
処理職員の人件費総額

派遣職員配置経費17人分（6ヶ月従事）のコストが削減される。
○コスト削減額：　時給1,841円（本年度実績）×6時間×180日（6ヶ月）
×17人＝3,380万円

3,380 0

国立学校の
手続にかかるコスト

国立高校の生徒の課税証明書等の取
得に係る手数料負担の合計額

国立高校の生徒（4万人×0.9）の課税証明書等の取得に係る手数料負
担が軽減される。
○件数：　4万人×0.9×年2回×2/3（2,3学年は年1回提出）＝4万8,000
件
○金銭的負担軽減額：　300円（課税証明書等1枚分の手数料）×2枚
（親権者2名分）×4万8000件＝2,880万円

2,880 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システムの要件定義・設計および開発にあたっては、システム運用経費
の低減につとめる。

－ 246
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A004535 178,218 178,218

0

0

0

0

0 0 0 0 178,218 0 0 0 0 0 0 0 178,218

政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集
計システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

  統計法に基づく基幹統計調査である学校基本調査を初めとし、学校保健統計調査、学校教員統計調査等の９の統計調査において、生徒数や学校数などの教育に関する基本的事項の調査を文部科学省において実施している。
　調査結果は、「e-Stat(政府統計の総合窓口)」や文部科学省のホームページ等を通じて公表しており、文部科学省における政策立案の基礎データとして用いられるだけでなく、地方交付税法における基準財政需要額や義務教育費国庫負担金
の算定における基礎データとして利用されているなど行政機関内での政策立案の基礎資料として幅広く使われている。
　また、申請に基づき研究者等にデータを提供しており、これらのデータは学術機関での研究の基礎データとしても利用されているところである。

　文部科学省が実施する９の統計調査業務は、調査設計、実査、審査・集計及び公表・提供から構成されており、政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計システムは、政府統計共同利用システムと連携し、エラーチェックなどの審
査業務や集計業務等の機能を電子的に実現している。

　平成２７年度については、学校関係法令の改正（児童生徒の定期健康診断の検査項目の変更（学校保健安全法施行規則）。新しい学校種として幼保連携型認定こども園の創設（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進
に関する法律））に加えて、社会教育関係法令の改正（社会教育委員の委嘱を当該地方公共団体の条例で定めることが可能になったこと等（社会教育法））により調査項目に所要の変更を行う必要があり、電子調査票の開発・改修等を行うこと
としている。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 178,218

文部科学省 政府統計共同利用システムの整備 一般会計 178,218

平成27年度政府情報システム投資計画書

文部科学省 生涯学習政策局政策課調査統計企画室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-03
政府統計共同利用システムに係る既存システムの改修

（平成２７年度分）
総投資額
（千円）

178,218 平成27年度投資額
（千円）

178,218
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

43,794 43,794

38,286 38,286

0

47,412 47,412

9,558 9,558

0

0

0

0

0

39,168 39,168

0 0 0 0 178,218 0 0 0 0 0 0 0 178,218

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成27年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム整備経費 現行化対応の生産性改善
　政府統計共同利用システムに係る自動連携及び集計システム更改に
伴うBIツールの変更により、現行化対応の生産性を改善し、不要な改修
経費の削減を図る。

224 178

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　学校関係法令や社会教育関係法令改正に伴う調査項目の変更を行う
ために電子調査票の開発・改修等を行い、リプレイスされた政府統計共
同利用システムに係る自動連携及び集計システムを活用することによ
り、オンライン調査をしないことにより発生する業務処理時間を削減す
る。

67,648 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額（税込金額）

　今回のシステム改修は制度改正等による電子調査票の改修であるた
め、システム運用等経費の増減は発生しない見込みである。
　ただし、25年度及び26年度に行っている機器更改の効果（投資事項番
号13-01の投資計画書に計上済み）により、運用経費の軽減が見込ま
れている。

50 45

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A006098 0 0 2,369,058 11,141,308 15,006,591 4,685,807 369,166 0 0 0 0 0 33,571,930

A006124 10,340,246 111,915 4,029,879 9,076,970 17,179,888 19,130,134 18,905,202 28,747,199 29,449,563 11,166,139 0 0 148,137,135

0

0

0

10,340,246 111,915 6,398,937 20,218,278 32,186,479 23,815,941 19,274,368 28,747,199 29,449,563 11,166,139 0 0 181,709,065

年金給付システム

記録管理・基礎年金番号管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国民年金法第74条2項及び厚生年金保険法第79条2項に基づき、電子情報処理組織の運用を行うことによって、国民年金事業と厚生年金保険事業の実施に必要な事務を円滑に処理し、被保険者等の利便の向上を図る。

＜根拠法令＞
「政府は、国民年金事業の実施に必要な事務を円滑に処理し、被保険者等の利便の向上に資するため、電子情報処理組織の運用を行うものとする。」（国民年金法第７４条２項）
「政府は、厚生年金保険事業の実施に必要な事務を円滑に処理し、被保険者等の利便の向上に資するため、電子情報処理組織の運用を行うものとする。」（厚生年金保険法第７９条２項）

・国民年金及び厚生年金保険における適用、保険料徴収、年金給付等の一連の社会保険業務は、全国312ヵ所にある年金事務所及び全国45ヵ所にある都道府県事務センターにおいて処理されている。
・社会保険オンラインシステムは、記録管理・基礎年金番号管理システム、年金給付システムによって構成されており、上記の一連の社会保険業務を正確かつ迅速に処理し、安定的な制度運営を図るために必要なシステムである。

・今後施行予定の国民年金法や厚生年金保険法等の法律改正等に対応し、安定的な制度運営を図るために必要な社会保険オンラインシステムに係るシステム改修等を行う。
・番号法案の成立を踏まえ、社会保険業務においても個人番号管理システムを構築し、個人番号を利用した情報連携を実施することにより、国民にとっての利便性の向上等に資するためのシステム改修等を行う。
・社会保険オンラインシステムのうち、記録管理・基礎年金番号管理システムについて、①システムのオープン化②データ体系やソフトウェア構成の簡素化③業務処理の合理化等を実現するため、システムの再構築を行うものである。

投資開始年度 平成18年度 投資終了年度 平成32年度

合計 32,186,479

厚生労働省 業務取扱いに必要な経費 年金特別会計 489,760

厚生労働省 年金生活者支援給付金の支給に必要な経費 一般会計 1,237,638

厚生労働省 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 年金特別会計 9,166,672

厚生労働省 社会保険オンラインシステムの運用等に必要な経費 年金特別会計 12,708,253

厚生労働省 社会保険オンラインシステムの見直しに必要な経費 年金特別会計 8,584,156

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 年金局事業管理課システム室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

06-01
社会保険オンラインシステムの改修及び見直し、番号制

度の導入に必要な経費
総投資額
（千円）

181,709,065 平成27年度投資額
（千円）

32,186,479
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

2,119,522 0 0 503,406 139,079 0 0 0 0 0 0 0 2,762,007

7,945,859 351 3,823,160 7,222,651 9,280,737 7,643,308 8,524,060 2,514,119 438,895 0 0 0 47,393,141

0 151 654,096 8,730,756 10,105,376 3,572,399 1,608,533 17,713,764 762,269 0 0 0 43,147,344

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 413 1,282,828 3,303,982 10,474,633 6,686,763 2,810,456 2,554,278 12,632,804 1,281,548 0 0 41,027,704

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

274,865 111,000 638,853 457,483 2,186,654 5,913,471 6,331,319 5,965,038 15,615,595 9,884,591 0 0 47,378,869

10,340,246 111,915 6,398,937 20,218,278 32,186,479 23,815,941 19,274,368 28,747,199 29,449,563 11,166,139 0 0 181,709,065

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

項目 平成23年度 平成32年度 平成32年度

－ 平成25年度 平成32年度 平成32年度

日 平成25年度 平成34年度 平成34年度

－ 平成25年度 平成34年度 平成34年度

億円／年 平成28年度 平成32年度 平成35年度

億円／年 平成25年度 平成32年度 平成32年度

千枚／年 平成25年度 平成34年度 平成34年度

千時間／年 平成25年度 平成34年度 平成34年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成32年度 平成32年度

―

随時
（法律施行時
期及びシステ
ム稼働時期
による。）

26年度以降
（法律施行時
期及びシステ
ム稼働時期
による。）

―

28.1
（一次稼働）

29.1
（二次稼働）

28年度
◆国民にとっての利便性
向上

【個人番号制度対応】
・個人番号を活用した情報連携を実施する個人番号管理システムの
構築及びそれに伴う社会保険オンラインシステムの改修

・年金の相談・照会や公的年金制度所管機関との情報交換は基礎年金
番号、住民基本台帳の活用は住民票コード、雇用保険給付との年金支
給調整は雇用保険被保険者番号といったように、ケースに応じて個人を
特定する番号を使い分けている。
・また、関係機関との情報交換にあっては、オンラインでやりとりするも
の、電子媒体でやりとりするものといったように、その運用方法がケース
に応じて分かれている。
・さらに、年金の各種申請・届出においては、申請者に公的機関が発行
した証明書等の確認資料の提出を求めている。

・当面の目標として、まずは個人番号の利
用を実現し、受給者等の相談・照会時の番
号申出に要する番号管理負担を軽減す
る。
・そして、将来的には情報提供ネットワーク
を通じた関係機関との情報交換を拡大し、
情報交換に係るシステム運用の効率化や
年金の各種申請・届出に求めている公的
機関発行の確認資料の提出省略を目指
す。

◆事務処理の標準化
（事務センターにおける事
務処理の電子化・統一
化）

事務処理の電子化により、必ず目視審査前のシステムチェック、最
終決裁後のファイル更新等を実現

・左記については未対応。
どこでも、適切かつ統一的な手順により年
金記録を管理

◆正確な年金の支給

◆正確な記録の管理

【法律改正等対応】
・国民年金法、厚生年金保険法等の法律改正等に伴う社会保険オ
ンラインシステムに係るシステム改修
○主な法律改正に伴うシステム改修事項
　・被用者年金一元化法対応
　・年金機能強化法対応
　・第三号被保険者の記録不整合問題への対応
　・厚生年金基金制度の見直しへの対応
　・税制改正対応

・左記の法律改正等に対応するための機能について、現状の社会保険
オンラインシステムは未対応。

・改修後システムを使用することにより、左
記の法律改正等に対応した年金の加入・
納付に係る正確な記録の管理、年金受給
権の裁定、毎月の正確な年金の支給等の
実現を目指す。

事務処理の合理化
主要な届書の形式審査におけるシステ
ムチェックの導入

システムチェックが可能な手作業を100％削減 約323千時間／年
形式審査の削減効果となる
有期雇用職員数を適用・徴
収対策に移行（0時間／年）

効果指標 取組の概要 現状 目標

データセンタ統合
記録管理システム用データセンタの廃
止

記録管理システム用データセンタの廃止（7億円／年削減）
7億円／年

（上記の内数）
0億円／年

ペーパーレス化 事務処理用のリスト出力の廃止 事務処理用のリスト出力の廃止（90％削減）
約71,992
千枚／年

約7,199
千枚／年

迅速・正確で効率的な
サービスの提供

申請者を理由とした場合を除く届書の処
理遅延の削減

経過管理（遅延警告等）による未然防止の徹底 － 100％削減

コスト削減 システム運用経費の削減 システム運用経費の削減（251億円／年削減） 889億円／年 638億円／年

不適正な処理の防止 放置や不適正な入力の防止 経過管理・最終決裁後のファイル更新 未実施 100％実施

迅速・正確で効率的な
サービスの提供

事業所関係届書に係る処理期間の短
縮

厚年関係届書の処理を概ね１日程度短縮（年次の届書を除く。） 概ね5日程度 概ね4日程度

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

記録問題の再発防止 本来あるべき単位でのデータ管理 制度別に保有する共通記録の多重変更等の廃止（一元管理） 1,954項目 598項目

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

Ａ005695 2,132,419 4,061,013 16,169,895 12,322,885 11,261,352 8,961,941 7,185,002 353,930 62,448,437

0

0

0

0

0 2,132,419 4,061,013 16,169,895 12,322,885 11,261,352 8,961,941 7,185,002 353,930 0 0 0 62,448,437

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

16,863 16,863

2,789,871 2,546,491 2,090,397 2,014,483 2,014,483 11,455,725

1,712,007 36,161 1,523,062 3,086,651 2,880,901 2,436,644 2,436,644 14,112,070

612,187 8,517,292 4,232,202 25,629 25,629 25,629 25,629 13,464,197

356,428 2,859,964 2,139,758 1,509,949 5,728,998 3,082,937 2,218,732 17,896,766

484,827 776,012 619,291 207,126 1,073,947 161,213 3,322,416

0

63,984 67,874 407,037 328,301 328,301 328,301 328,301 328,301 2,180,400

0

0

0

0

0 2,132,419 4,061,013 16,169,895 12,322,885 11,261,352 8,961,941 7,185,002 353,930 0 0 0 62,448,437

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

ハローワークシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

ハローワークシステムは、厚生労働省組織規則に定められた都道府県労働局職業安定部、同需給調整事業部及び公共職業安定所の所掌事務を効率的に実施するためのシステムである。

ハローワークシステムでは、①職業安定法に基づき求人・求職申込の受理、職業相談・職業紹介等を行う職業紹介業務、②雇用保険法に基づき被保険者資格取得・喪失の確認、失業の認定、給付等を行う雇用保険業務、③雇用対策法等に
基づき各種助成金の支給、雇用情報の提供、雇用管理改善指導等を行う雇用対策業務、④職業安定法及び労働者派遣法に基づき国以外の者が行う職業紹介事業、労働者派遣事業等の監督（許可、指導、助言、報告受理等）を行う労働力需
給調整事業業務、⑤求職者支援制度に基づき雇用保険の受給資格がない長期失業者や学卒未就職者などを対象に、職業訓練期間中の生活費（職業訓練受講給付金）の支給、訓練機関には訓練経費（認定職業訓練実施奨励金）の支給業
務を対象にシステム化を図っている。

職業安定行政機関で取り扱う求人求職に関するデータを処理し、雇用や職業に関する総合的な情報を求職者、求人者等に提供するとともに、雇用保険に関するデータを処理するハローワークシステムの運営であり、
投資内容としては、
・「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）に基づく、民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能強化及び利用者（国民等）の利便性の向上のための改修経費
・雇用保険法等の法制度改正に則ったシステム処理を可能とするための改修及び法制度改正の政策評価を行うためのデータ分析に係る改修経費
・各種オンライン手続の様式改正に伴う改修並びに、システム上の審査簡略化及び利用者（国民等）の利便性向上のための改修等経費
・求人・求職申込書等の各種様式改正に伴う改修、求職公開機能の拡充及び利用者（国民等）の利便性向上のための改修等経費
・地方労働局等から本省各課室への各種業務報告作業を簡略化するための改修等経費
・助成金支給の適正化を図るため、不正受給調査に利用する各種データの検索・照会を簡略化し、職員の作業負荷を軽減する等の改修経費
・厚生労働省業務継続計画に基づく災害等に対応したバックアップ機能を構築する必要があり、そのための調査･検討を民間のシンクタンク等に委託するための経費
・求職者支援システムにおける各種機能の拡充及び制度改正に伴う改修等経費
・平成26年度～31年度における地方LAN、安定所内公開回線及び共通サーバの設置・据付等に係る経費
・地方独自システムの廃止に伴い、代替機能をハローワークシステムへ導入するための改修経費
・ハローワークシステムのサーバ等の利用可能期限の到来に合わせて、機器の置き換えを行うための設計・開発・導入等にかかる経費
であり、特に番号制度導入ための投資内容としては下記のものがある。
・現行システムに個人番号を保管・蓄積を可能とする仕組を開発し、平成28年1月以降、番号法第九条別表第一記載で主務省令で定めた事務について個人番号の保管・蓄積を開始する。
・他省庁・他機構と接続し、双方向の情報連携を行う仕組を開発し、平成29年1月以降、番号法第十九条、二十一条別表第二記載で主務省令で定めた事務について、国の機関への特定個人情報の提供と国の機関への特定個人情報の検索を
開始する。
・平成29年1月以降、地方公共団体との情報連携確認を実施し、平成29年7月以降、番号法第十九条、二十一条別表第二記載で主務省令で定めた事務について、地方公共団体への特定個人情報の提供と地方公共団体への特定個人情報の
検索を開始する。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成31年度

合計 12,322,885

厚生労働省 ハローワークシステム運営費 労働保険特別会計雇用勘定 11,445,704

厚生労働省 求職活動支援対策事業費 労働保険特別会計雇用勘定 877,181

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 職業安定局労働市場センター業務室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01 ハローワークシステムの機能追加
総投資額
（千円）

62,448,437 平成27年度投資額
（千円）

12,322,885
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成31年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成29年度

％ 平成25年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成24年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度求人情報検索の改善
求職者及び職業相談業担当職員が利用する求人情報を検索する機
能の改修を行う。

NOT検索ができないため、必要な情報を検索するのに時間がかかって
いる。

求職者及び職業相談業務担当職員に対し
て求職情報検索の改善を図ることで雇用
のマッチング機能を強化する。

番号制度導入による求職
者支援制度に係る訓練
の受講申込の簡素化

国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会
基盤である番号制度をハローワークシステムに導入する。

受講申込に当たっては添付資料として住民票、所得証明、年金証書等
が必要となる。

受講申込者が区（市）役所や年金事務所
で手続きすることなく、受講申込ができるよ
う手続を簡略化する。

求職情報提供機能の構
築

ハローワークの保有する求職情報を、民間人材ビジネスや地方公共
団体に対して提供するための情報基盤を整備する。

ハローワークで保有する求職情報はハローワークでのみ利用している。
民間人材ビジネス及び地方公共団体に対
して求職情報の提供を開始することで雇用
のマッチング機能を強化する。

次期サーバ等機器更改
ハローワークシステムのサーバ等の利用可能期限の到来にあわせ
て、サーバ、端末等機器の置き換え（更改）を行う。

平成20年度～22年度に順次調達したサーバ、端末等機器によりシステ
ムの運用を行っている。

システムで使用しているサーバ、端末等機
器の経年によるハードウェア故障の発生
及びセキュリティレベルの低下を防ぎ、シ
ステムの安定稼働を図る。

番号制度導入による失業
等給付の申請時等にお
ける国民負担の軽減

国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会
基盤である番号制度をハローワークシステムに導入する。

失業業給付の申請時等における提出書類を、区役所、年金事務所で手
続をする必要がある。

住民票、社会保険の加入歴等をシステム
上で確認することにより、区（市）役所や年
金事務所での手続きを経ることなく失業等
給付の申請等ができるよう、国民負担の軽
減を図る。

バックアップ機能の強化
に係る検討

厚生労働省業務継続計画に基づき、災害等の発生時においてもシ
ステム運用が可能となるバックアップ機能について検討を行う。

上石神井庁舎及びＩＤＣにハローワークシステムのセンター設備を設置し
システムを運用しているが、災害等に備えたバックアップ機能について
は未整備。

厚生労働省業務継続計画に基づく災害等
に対応したバックアップ機能を構築し、国
民一般の生活や社会経済活動を保証する
システムの検討を行う。

求職者支援業務に係る
職業訓練の改善計画の
管理

求職者支援業務の職業訓練に係る改善計画の管理機能を追加し、
就職実績が低調な訓練コース等について、改善計画の提出・確認
漏れを防ぐ。

職業訓練の改善計画の提出要否について、職員が紙台帳から過去の
就職実績を確認している。

求職者支援業務の職業訓練において、就
職実績が低調な訓練コース等を、地域の
ニーズにマッチした訓練に見直し、効果的
な職業訓練の実施を行う。

民間人材ビジネス及び地
方公共団体向け求人情
報オンライン提供機能の
構築

ハローワークの保有する求人情報を、民間人材ビジネスや地方公共
団体に対して提供するための情報基盤を整備する。

ハローワークで保有する求人情報はハローワークでのみ利用している。
民間人材ビジネス及び地方公共団体に対
して求人情報の提供を開始することで雇用
のマッチング機能を強化する。

助成金業務における不
正受給調査

助成金を支給している事業所の不正記録情報について、システムか
ら自動配信する機能を追加することにより、助成金制度の適正化を
図る。

職員により手作業で数種類のシステム検索をして不正受給のチェックを
している。

助成金を支給している事業所の不正記録
情報について、システムから自動配信する
機能を追加することにより、助成金制度の
適正化を図る。

繁忙期（４～５月）のオン
ライン手続の申請後５日
以内処理数割合

オンライン手続申請から５日以内に処理
を完了する割合

雇用保険関係のオンライン手続に係るシステム上の審査を簡略化する
ための改修を行うことにより処理日数を短縮する。

87.29 90

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

電子申請審査、本省への業務報告等において処理手番を減らすための
システム改修を行うことにより、職員等の業務処理に係る時間を短縮す
る。

39,615,573 38,178,155

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

求人検索機能、統計・分析機能等において処理手番を減らすためのシ
ステム改修を行うことにより、職員等の業務処理に係る時間を短縮す
る。

2,951,470 2,192,896

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

ＡＰ保守、運用、機器借料、消耗品等の経費について効率化を図り、平
成25年度運用等経費の基準値（45,488,470千円）に対し、３割以上の削
減を目指す。
○基準値について
本システムの25年度運用等経費（47,251,244千円）に、吸収統合するシ
ステムに係る運用等経費（71,029千円）を合算し、統合ネットワークシス
テム（A005215）及び厚生労働省ネットワークシステム（A005189）に係る
運用等経費（1,833,803千円）を減額した結果、本システムの基準値は
（45,488,470千円）となる。

45,488 29,872
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005651 183,750 916,905 1,527,933 1,054,482 3,683,070

0

0

0

0

0 0 183,750 916,905 1,527,933 1,054,482 0 0 0 0 0 0 3,683,070

労働保険適用徴収システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

労働保険制度の効率的かつ効果的な業務運営を図るため、労働保険徴収法等に基づき、労働保険の保険関係の成立及び消滅、労働保険料等の収納手続等に係る業務を行う。

労働保険適用徴収システムは、労働保険の適用徴収及び一般拠出金の徴収に関する事務のうち、①適用業務、②徴定・収納業務、③滞納整理業務、④算定基礎調査業務、⑤事務組合管理業務、⑥統計・本省業務を電子的に処理するシステ
ムであり、具体的には以下のとおりである。
① 事業主から提出のあった保険関係成立届等の申請書の内容をシステムに登録し、適用事業の情報を管理する。
② 徴収決定した労働保険料等の金額及び収納された金額をシステムに登録、管理する。
③ 労働保険料等を滞納している事業場の滞納整理を行うとともに、 滞納事業場に対する督促の経緯及び結果を記録する。
④ システムに登録された適用台帳をもとに、調査対象事業場を選定し、調査結果をシステムに登録する。
⑤ 労働保険事務組合となろうとする団体等から提出のあった事務組合認可申請書の内容をシステムに登録し、労働保険事務組合の情報を管理する。
⑥ 業務状況に関する各種統計表を作成する。 他システムとの連携に必要な情報の作成・出力あるいは入力を行う。

次期システムの稼働を平成29年1月に予定していることから、平成27年度においては、労働保険適用徴収システムの更改に係るアプリケーション対応及びアプリケーション保守事業者及びハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者を調達し、
基盤設計等を実施する。
また、毎年度、徴収システムに影響の生じる制度改正が急遽施行されるため、労働保険料適用徴収等の業務に多大な支障を及ぼさぬよう当該事案に対応したシステム改修を実施することに加え、平成27年度においては、法人番号活用のため
の改修を実施する。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 1,527,933

厚生労働省 労働保険適用徴収システム運営費 労働保険特別会計徴収勘定 1,527,933

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 労働基準局労働保険徴収業務室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-02 労働保険適用徴収システムに係る整備経費
総投資額
（千円）

3,683,070 平成27年度投資額
（千円）

1,527,933
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

202,489 323,434 525,923

527,133 852,355 439,565 1,819,053

0

43,124 33,323 76,447

22,847 111,603 134,450

0

183,750 389,772 407,118 146,557 1,127,197

0

0

0

0

0 0 183,750 916,905 1,527,933 1,054,482 0 0 0 0 0 0 3,683,070

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

電子申請の申請内容のチェック機能の追加や事業場データをCSVファイ
ル形式で出力する機能の追加等の改修を行うことにより、職員の業務量
を削減する。（平成27年度改修）

73,542 572

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

未手続事業場の情報については、法務省の法人登記簿情報等と労働
保険適用徴収システムの適用事業場情報を１件ずつ目視・手作業で判
別しているが、法人番号活用のための改修を行うことにより、目視・手作
業の業務量を削減する。（平成27～28年度改修）

40,000 0

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

年度更新手続における申告書内訳の提出については、平成26年度現
在、電子媒体での提出が可能となっているが、電子媒体に誤りがあった
場合のチェック機能を構築する。この改修によって、誤りの確認作業等
の厚生労働省職員の業務量を削減する。（平成26年度改修）

9,367 0

業務処理時間
将来発生する業務の遂行に要する関係
職員の年間合計業務処理時間

来年度に発生が見込まれる本システムに影響の生じる制度改正等（延
滞金率の変更等）に対応することで、将来発生が見込まれる業務の量を
最小限に抑制する。（平成26年度改修）

199,002 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

機器更改時にＨＷＳＷ構成を見直すことによって、運用経費を削減す
る。

2,054 2,010

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005662 597,345 1,321,362 1,986,016 942,504 4,847,227

A005662 123,274 123,274

0

0

0

0 0 597,345 1,321,362 2,109,290 942,504 0 0 0 0 0 0 4,970,501

労働基準行政情報システム・労災行政情報管理シ
ステム

労働基準行政情報システム・労災行政情報管理シ
ステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　労働者災害補償保険（労災保険）は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかかっ
た労働者の社会復帰の促進等を図り、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。
　また、労働基準法等に基づく事業場の監督・安全衛生指導情報等（監督・安全衛生指導、特定機械等管理、免許管理、司法事件情報管理、じん肺管理区分情報管理等）の総合的な管理を行うこと等を目的としたシステムを適切に管理・運用
する。

　労災行政情報管理システムは、療養（補償）給付、休業（補償）給付等の請求書の受付から支払までを一貫して機械処理することにより、労災保険給付事務の迅速・適正化を図るとともに、被災労働者等からの照会に対する迅速な情報提供に
よる行政サービスの向上を図ること等を目的としたシステムである。
　労働基準行政情報システムは、個別事業場に係る監督・安全衛生指導や労働災害情報等の総合的な管理を行うとともに、統計処理機能による行政課題の把握・分析、申請・届出等手続の電子化等による行政サービスの向上等を図ることを
目的とした中央集中型ネットワークシステムである。

・制度改正等に伴う改修や業務の効率化を図るための改修（被用者年金一元化法施行に係る改修、第三者行為災害における求償業務の効率化等）を行う。
・労災保険と同一の事由により厚生年金等の他の保険給付が支給される場合における労災保険給付の一部調整（減額）事務について、番号制度を利用し、日本年金機構から厚生年金等の情報を取得し、調整事務を行うための改修を行う。ま
た、番号制度導入に伴い、労災行政情報管理システム側において、中間サーバーの導入に係る要求を行う。
・制度改正等に伴う改修や業務の効率化を図るための改修（がん原性指針の対象となる有害物質を取り扱う事業場情報の管理、監督結果情報及び特定機械等の設置届の適正な管理等）を行う。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 2,109,290

厚生労働省 労働基準行政情報システム管理運営費（制度改正等に対応するためのシステム改修費） 労働保険特別会計労災勘定 123,274

厚生労働省 労災行政情報管理システム管理運営費（制度改正等に対応するためのシステム改修費） 労働保険特別会計労災勘定 522,102

厚生労働省 労災行政情報管理システム管理運営費（番号制度の実施のためのシステム改修費等） 労働保険特別会計労災勘定 1,463,914

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 労働基準局労災保険業務課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-03 労災行政情報管理システムに係る整備経費
総投資額
（千円）

4,970,501 平成27年度投資額
（千円）

2,109,290
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

478,454 335,422 813,876

597,345 788,476 1,205,973 62,675 2,654,469

187,758 92,340 280,098

204,342 624,704 829,046

28,396 27,319 55,715

0

54,432 126,330 113,788 294,550

0

0

0

21,069 21,678 42,747

0 0 597,345 1,321,362 2,109,290 942,504 0 0 0 0 0 0 4,970,501

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成26年度 平成28年度

種類 平成25年度 平成26年度 平成26年度

時間 平成26年度 平成29年度 平成29年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

労災年金受給者の負担
労災保険においても番号制度を利用し、日本年金機構から厚生年
金等の情報を取得可能とする。

労災年金受給者が労働基準監督署へ申請等を行う際の添付書類の提
出が、労災年金受給者にとって負担となっている。

併給調整に係る添付書類を省略可能とし、
労災年金受給者の申請・届け出に関する
負担を軽減する。

労災年金の追給・回収
労災保険においても番号制度を利用し、日本年金機構から厚生年
金等の情報を取得可能とする。

被災労働者が受給している厚生年金等の金額を正確に把握できず労災
年金の追給・回収が発生する場合がある。

被災労働者が受給している厚生年金等の
金額を正確に把握し、労災年金の適正な
給付を実現する。

業務の正確な処理
・現在手作業で行っている各種業務のシステム化（本省の債権管理
事務に係るADAMS連携等）
・データ集計機能の拡充

業務適正化のためシステム機能が不足しており、正確な処理がなされな
い恐れがある。

債権管理事務等の業務の適正化

労災保険の業種区分の
見直しに係る対応

労災保険制度においては、現在、５５の業種毎に労災保険率を設定
しているが、業種区分の定期的な見直しに対応するためシステム改
修を行う。

本改修がなされない場合、本来の労災保険率に沿った適切な労災補償
行政の運営ができない。

被災労働者が受給している厚生年金等の
金額を正確に把握し、労災年金の適正な
給付を実現する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員の年間合計業務処理時
間

業務の効率化による改修（第三者行為災害における求償業務の効率
化）により、業務処理時間の削減を図る。

8,365 0

業務処理時間
業務改善の対象となる業務及び将来発
生する業務の遂行に要する関係職員の
年間合計業務処理時間

業務の効率化による改修（計画届の審査結果情報、司法事件情報及び
監督結果情報等の項目追加）及び将来、発生が見込まれる本システム
に影響の生じる制度改正に対応することにより、業務処理時間の削減
及び抑制を図る。

15,672 0

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員の年間合計業務処理時
間

業務の効率化による改修（本省の債権管理事務に係るADAMS連携等）
により、業務処理時間の削減を図る。

119,172 0

統計表の種類
改修により作成可能となる統計表の種
類

システム上で把握可能なデータの範囲を拡充することにより、種々の統
計表の自動集計・作成を可能にする。

0 19

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本件改修は、労災行政の日常業務の効率化・適正化を図るための改修
であり、システム運用等経費には影響しない。

5,926 5,926

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005983 55,026 47,866 78,921 181,813

A016666 32,404 538,368 93,133 258,608 922,513

A005961 1,102 1,102

0

0

0 0 32,404 593,394 142,101 337,529 0 0 0 0 0 0 1,105,428

介護保険総合データベース（機能強化）

地域包括ケア「見える化」システム

政策評価支援システム（統廃合する場合にかかる経
費）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの
構築を目指している。地域包括ケアシステムは、都道府県や保険者である市町村が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要であり、このため、都道府県・保険者が長期的な視点を持って、介護保険事
業計画等を策定し、介護保険事業の現状分析に基づいて、計画を実行状況を随時検証し、必要な施策を検討する必要がある。
現状分析を支援するためのツールとしては介護政策評価支援システムがあるが、この機能を統合した上で、保険者に対して全国比較等の結果を「見える化」し、直感的に分析可能とすること、分析で把握される同様の課題を抱える保険者等に
おいて取り組まれている施策等についての情報提供をすることによって、従来以上に保険者の介護保険事業運営を総合的に支援することが可能になる。
そこで、地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取組等を客観的かつ容易に把握できるように介護・医療関連情報の共有（「見える化」）のためのシステムの構築等を推進する。

（１）地域包括ケア「見える化」システムの業務・機能
　・介護保険総合データベースと連携し、要介護認定情報、介護給付実績情報、日常生活圏域ニーズ調査情報等に係る電子データを自動的に取得する。
　・介護保険事業状況報告、国勢調査等の公的統計情報等の電子データを格納する。
　・取得したデータを基に集計等を実施し、「見える化」を推進するための調査研究業務等に基づき、GIS等を用いたデータの表示、介護給付に係る保険者間比較分析、実績管理等の機能を、インターネットを通じて、保険者、国民等に提供する。
（２）介護保険総合データベースの業務・機能
　・要介護認定情報、介護給付実績情報、日常生活圏域ニーズ調査情報等の電子データをデータベースとして格納する。
　・同電子データを、地域包括ケア「見える化」システムからの要求に応じて毎月自動的に提供する。
（３）「見える化」を推進するための調査研究業務
　・市町村・都道府県が取り組んでいる施策情報を収集・分析・評価し、抽出されたベストプラクティス（施策）情報を地域包括ケア「見える化」システムに登録することで、全国の保険者に共有する。
　・国民及び保険者・都道府県が介護保険事業の現状及び将来を容易に分析するために有効な指標の開発・改良を行い、開発された指標の情報提供を地域包括ケア「見える化」システムで実現する。

（１）地域包括ケア「見える化」システム（仮）のプロトタイプの構築（２５年度）
保険者等においてより一層効果的な施策の策定、運用等のため、インターネットを通じて人口・世帯等の保険者属性情報、要介護認定に関する情報、サービス別の給付実績の状況、ADL・IADL等高齢者の身体状況等、介護保険事業の実施に
関連する情報及び保険者等が取り組んでいる施策の情報を、地図やグラフを利用した保険者間比較等ができる形式で提供することで保険者の介護保険事業運営を総合的に支援するため、地域包括ケア「見える化」システムのプロトタイプを構
築する。

（２）地域包括ケア「見える化」システム（仮）のプロトタイプの運用保守及び本番システムの構築（２６年度～２８年度）
保険者等においてより一層効果的な施策の策定、運用等のため、インターネットを通じて人口・世帯等の保険者属性情報、要介護認定に関する情報、サービス別の給付実績の状況、ADL・IADL等高齢者の身体状況等、介護保険事業の実施に
関連する情報及び保険者等が取り組んでいる施策の情報を、地図やグラフを利用した保険者間比較等ができる形式で提供することで保険者の介護保険事業運営を総合的に支援する情報システムを整備・運用するため、平成25年度に構築し
た地域包括ケア「見える化」システムのプロトタイプの運用保守を実施するとともに、当該プロトタイプの運用実績に基づき、本番システムを構築する。

（３）介護保険総合データベースの機能強化
　平成27年度に見込まれる介護報酬改定に伴うレセプトデータの取込機能や集計機能等の制度改正に対応した機能改修を行うとともに、地域包括ケア「見える化」システム（仮）と情報連携するため、介護保険事業情報を取り込み管理する機能
や地域包括ケア「見える化」システムに提供するデータを生成・抽出する機能を追加する。

（４）「見える化」を推進するための調査研究（２６年度～２８年度）
「見える化」を推進するために、①市町村・都道府県の介護保険事業のベストプラクティスの収集・分析・評価のための調査研究によって保険者等の取り組みのうち、地域包括ケアシステム構築に向けて全国の保険者に共有すべき取り組みを抽
出し、「見える化」システムにおいて共有を図る。②国民・地方自治体に有益な指標の開発・改良のための調査研究によって、保険者等においてより一層効果的な施策の策定、運用等を容易に行うために必要な指標の開発・改良を行い、「見え
る化」システムに反映することで継続的な機能改善を図る。

投資開始年度 25年度 投資終了年度 28年度

合計 142,101

厚生労働省 「見える化」推進事業 一般会計 142,101

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 老健局老人保健課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-04 「見える化」推進事業
総投資額
（千円）

1,105,428 平成27年度投資額
（千円）

142,101
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

9,103 162,876 27,278 99,001 298,258

3,574 50,976 7,850 27,373 89,773

6,255 94,046 46,661 84,629 231,591

0 21,600 0 0 21,600

4,468 71,956 17,794 38,622 132,840

1,787 19,928 3,689 10,294 35,698

0 0 1,102 0 1,102

7,217 149,980 23,935 76,935 258,067

0 0 0 0 0

0 19,440 0 0 19,440

0 0 0 0 0

0 2,592 13,792 675 17,059

0 0 32,404 593,394 142,101 337,529 0 0 0 0 0 0 1,105,428

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成27年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成28年度 平成27年度 平成28年度

種類 平成25年度 平成27年度 平成28年度

種類 平成25年度 平成27年度 平成28年度

％ 平成25年度 平成27年度 平成28年度

億円 平成25年度 平成27年度 平成37年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成37年度
地域包括ケアシステムの
構築

各自治体が地域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの構築を
推進していくことを支援するために、その一つとして、介護・医療関連
情報の「見える化」を推進する。具体的には、介護保険総合データ
ベース、国勢調査等の公的統計調査の情報を有効に活用できる形
で「見える化」システムを通じて各地方自治体へ提供する。これによ
り、地方自治体は、全国比較や他の自治体との比較も行いつつ、そ
れぞれの介護保険事業の現状等を視覚的にわかりやすく把握・分
析し、今後の医療・介護サービスのより一層効果的な提供体制の検
討が可能になる。

2025年に向けて、地域の特性を知り尽くしている基礎的自治体である市
区町村が、地域の自主性や主体性に基づいて地域包括ケアシステムの
構築に向けて取組を進めるために、国による自治体支援を強化する必
要がある。

2025年に、重度な要介護状態となっても住
み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の
最後まで続けることができるよう、医療・介
護・予防・住まい・生活支援が一体的に提
供される地域包括ケアシステムを構築を目
指す。

【参考】
介護費の増額への抑制
効果額

介護・医療関連情報の「見える化」等を
通じた介護予防等の更なる推進による
介護費の増額への抑制効果額

要介護認定データと介護保険レセプトデータ、日常生活圏域ニーズ調査
データを突き合わせた介護保険総合データベース等を活用し、全国・都
道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取組等を客観的かつ
容易に把握できるように介護・医療関連情報の「見える化」を推進する。
また、市町村が地域の自主性や主体性に基づき地域の特性に応じて効
果的・効率的な介護予防の取組を実施できるように、国は都道府県と連
携しながら技術的支援を行う。
これらの取組により、要介護認定率の伸びが全国平均よりも低い自治
体の取組みが全国展開され、2025（平成37）年度までにその取組みが
全国に拡大したと仮定した場合、推計で約6,000億円の介護費の増額へ
の抑制効果がある。

0 約6,000

効果指標 取組の概要 現状 目標

国民が閲覧可能な指標
数

保険者属性や日常生活圏域ニーズ調
査等の指標の種類数

地域包括ケア「見える化」システム（仮称）においては、国民も閲覧可能
なシステムとすることにより、地方公共団体に限らず、広く様々な指標の
情報共有を可能とする。

0 35

システム利用割合
地域包括ケア「見える化」システム（仮）
にアクセスした保険者数の全保険者数
に占める割合

現状、政策評価支援システムの利用率は全保険者の1割程度である
が、地域包括ケア「見える化」システム（仮称）においては、給付分析を
容易にし、９割以上の保険者が活用しているサービス見込量ワークシー
トと統合することで80％以上の保険者での活用を目標とする。

約10 80

業務処理時間
将来発生する業務の遂行に要する保険
者の年間合計業務処理時間

現状、他保険者と比較可能な分析指標を算出するためには、自らの実
績情報に加えて全国の他保険者の実績情報の収集が必要となるが、他
保険者の実績情報の収集を本システムが実施することで保険者の業務
効率化を図る。

159,580 0

地方自治体が閲覧可能
な指標数

保険者属性や日常生活圏域ニーズ調
査等の指標の種類数

平成25年度現在、政策評価支援システムで提供してる27種類の指標を
地域包括ケア「見える化」システム（仮称）においては、保険者属性や日
常生活圏域ニーズ調査等の70種類まで指標を拡充する予定である。

27 70

システム運用経費
（介護保険総合データ
ベース）

関係情報システムの運用等経費の合計
額

地域包括ケア「見える化」システム（仮称）との連携のため機能を追加す
る必要はあるが、ハードウェアの増設等を必要最低限にすることで運用
経費の増額を抑制する。

100 108

システム運用等経費
（地域包括ケア「見える
化」システム（仮称））

関係情報システムの運用等経費の合計
額

地域包括ケア「見える化」システム（仮称）を構築し運用することで、下記
効果を実現する。

0 62

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
（介護政策評価支援シス
テム）

関係情報システムの運用等経費の合計
額

既存の政策評価支援システムを統合廃止し、保守運用経費を削減する
ことを検討している。

6 0

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A006113 486 100,926 101,412

0

0

0

0

0 0 0 486 100,926 0 0 0 0 0 0 0 101,412

数理統計システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

政府が管掌・運営する厚生年金保険・国民年金の事業実績を適切に把握・分析し、その内容を広く国民に公表するとともに、各制度の予算積算・財政検証
並びに次期年金制度改正の検討等に資する基礎データとするため、必要な事業統計の作成・分析を行う。

「数理統計システム」は、政策目的を達成するため、公的年金に係る業務システムである「社会保険オンラインシステム」と連携し、主に以下の業務を機械的に行えるよう構築したものである。
①「社会保険オンラインシステム」から提供される厚生年金保険・国民年金の適用・徴収、給付情報を集計し、事業実績数値（被保険者数、年金受給権者数、年金総額、年金支給状況等）を月次・年次単位で抽出・データ化すること。
②①の事業統計データから『事業年報』や『事業月報』で公表する各種統計表を作成すること。
③『国民年金保険料の納付状況』の月次・年次で公表する各種統計表を作成すること。
④3年に1度実施される『国民年金被保険者実態調査』における調査対象者の選定及びその動向分析を行うこと。

厚生年金保険制度を管掌する政府（厚生労働省）は、「被用者年金一元化法」施行により新たに加わる公務員・私学教職員も含めた制度全体の事業状況（被保険者数、年金受給権者数、年金総額、年金支給状況等）を把握する必要があるが、
公務員・私学教職員に係る事務は実施機関（各共済組合）が実施することとなっているため、「社会保険オンラインシステム」から提供される適用・徴収、給付情報に加えて、各実施機関からも同様の情報を取得し、取り纏める必要がある。

このため、「数理統計システム」に対し、以下の改修を行う。
①「社会保険オンラインシステム」から提供される適用・徴収、給付情報に加え、各実施機関が管理している適用・徴収、給付情報を取得し、厚生年金保険制度全体の事業実績数値（被保険者数、年金受給権者数、年金総額、年金支給状況等）
を月次・年次単位で抽出・データ化すること。
②①で取得した事業統計データから、『事業年報』や『事業月報』で公表する各種統計表を作成する。（統計表は、新たに実施機関別に表象する他、制度全体〔既存+各実施機関〕を表象することになるため、統計表毎に必要な集計機能、出力形
式を追加・改修する。）

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 100,926

厚生労働省 政府管掌年金統計システム運用に必要な経費 年金特別会計 100,926

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 年金局事業企画課調査室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-02
政府管掌年金統計システムの被用者年金一元化法の
施行に伴う改修

総投資額
（千円）

101,412 平成27年度投資額
（千円）

100,926
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0 26,424 26,424

0 34,879 34,879

0 0

19,862 19,862

0

0

486 10,447 10,933

0

0

0

9,314 9,314

0 0 0 486 100,926 0 0 0 0 0 0 0 101,412

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成28年度 平成27年度 平成28年度

回 平成26年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
将来発生する業務の遂行に要する関係
職員の年間合計業務処理時間

「被用者年金一元化法」施行による年金制度一元化後の統計データの
作成を自動的に行えるよう数理統計システムを改修することで、将来発
生が見込まれる業務の量を最小限に抑制する。

2,604,719 1,716

事業統計の公表回数
被用者年金全体の事業統計の年間公
表回数

本改修によって、被用者年金全体を取り纏めた事業統計（月報及び年
報）を公表することが可能になる。

0 13

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

サーバ、ソフトウェアのリース料及びそれらの運用管理経費である。本
改修によって構築する新規機能は、既存サーバの性能、容量では賄え
ないため、新規サーバを導入することとしており、その分にかかる運用
等経費は増加する。

24 87

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0 0 0 35,099,051 34,261,926 28,056,542 0 0 0 0 0 0 97,417,519合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成25年法律第27号）に基づき、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤（インフラ）を整備し、社会保
障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための政策である。

①　国、地方公共団体等へ行う各種申請・届出において、番号による情報連携を行うことにより、住民票、所得証明書等の添付を省略
②　番号による情報連携を行うことにより、年金、労働保険、医療保険、福祉等の異なる制度間における給付調整の確実性の向上

　平成２５年５月に成立した行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づき、内閣官房において整備される情報提供ネットワークシステムと地方公共団体や医療保険者において保有される関連システムを
接続し、情報連携基盤を構築するための経費である。
　スケジュール・・・平成２８年１月番号利用開始、平成２９年７月を目途に情報連携開始
　　　　　　　　　　　 平成２６年～２８年の３ヶ年において対応（設計・開発・テスト）を行う予定
　対象となる分野・機関・・・地方公共団体（国民年金、生活保護、障害者福祉、児童福祉、介護保険、健康管理、国民健康保険、後期高齢者医療）、医療保険者（協会けんぽ、健康保険組合、国保組合、国保連合会、後期高齢者医療広域連合）
等
　投資内訳・・・情報提供ネットワークシステムと接続するための既存システムの改修（画面・帳票の追加・修正、業務プログラムの改修、データベース改修等）

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 34,261,926

厚生労働省 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 一般会計 2,092,755

厚生労働省 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 一般会計 32,169,171

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 政策統括官（社会保障担当）付情報政策担当参事官室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-03 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
総投資額
（千円）

97,417,519 平成27年度投資額
（千円）

34,261,926
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 35,099,051 34,261,926 28,056,542 0 0 0 0 0 0 97,417,519

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成29年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度自己情報等の入手
行政機関などが持っている自分の個人情報や各種お知らせを入手
することができる。

行政機関などが持っている自分の個人情報を確認する場合は、直接、
行政機関などに問い合わせる必要がある。
また、お知らせについても、必要に応じて住民側が探す必要がある。

国民が、社会保障・税に関する自分の情
報や、利用するサービスに関する情報を自
宅のパソコン等から容易に閲覧可能とな
り、必要なサービスを受けやすくなるなど
国民の利便性が高まる。

個人番号の利用
異なる制度間の情報についても個人番号により、本人の情報を照会
することが可能となる。
データの重複を防止することも可能となる。

制度ごとに付番された番号により本人を特定し、照会等に対応してい
る。
国民は、制度ごと複数の番号（手帳等）を管理している必要がある。

社会保障の給付や負担の状況に関する情
報を、国・地方公共団体等相互で、正確か
つ効率的にやり取りすることで、個人や世
帯の状況に応じたきめ細やかな社会保障
給付の実現が可能になる。

行政手続きにおける添付
書類の削減

番号を利用した情報連携を行うことにより、各種申請、届出において
国民から求めていた添付資料を省略することができる。

本人に関する情報を確認するため、住民票の写し、所得証明書等の添
付を求めていた。
国民は各種添付書類の取得のため交通費、発行手数料等、時間的、経
費的な負担が発生している。

国・地方公共団体等間で、申請等に必要
な情報を適時にやり取りすることで、事務・
手続の簡素化が図られ、国民及び国・地
方公共団体等の負担が軽減され、利便性
が高まる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020179 32,281 57,069 165,154 0 254,504

0

0

0

0

0 0 0 32,281 57,069 165,154 0 0 0 0 0 0 254,504

国立病院等総合情報ネットワークシステム
（HANSENnet）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

本システムは、ハンセン病療養所13施設、厚生労働省医政局医療経営支援課及びデータセンタを拠点として構成され、各施設における、発令情報の管理、俸給・諸手当の計算支給及び共済システムへ連携する報酬月額データの作成等、職員
の給与支給に関する業務を包括的に取り扱うことで、人事給与業務の効率性・正確性の向上に寄与する。

業務用システムである人事給与システム及び共済業務システム。

人事・給与等業務・システム最適化計画及び政府情報システム改革ロードマップに基づき、人事給与に関する業務システム部分を「(A000265)人事・給与関係業務情報システム」へ統合廃止する。作業工程において、データの作成及びその工程
管理等を高度な専門的知識と経験を有する業者に委託することで、円滑な移行を実現する。

投資開始年度 H26 投資終了年度 H28

合計 57,069

厚生労働省 国立病院等総合情報ネットワークシステム（HANSENnet） 一般会計 57,069

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 医政局医療経営支援課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-65
国立病院等総合情報ネットワークシステム(HANSENnet)
の人事給与に関する業務システム部分の統合廃止

総投資額
（千円）

254,504 平成27年度投資額
（千円）

57,069
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

24,788 101,675 126,463

1,600 1,600

32,281 32,281 32,281 96,843

0

0

0

29,598 29,598

0 0 0 32,281 57,069 165,154 0 0 0 0 0 0 254,504

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 H26 H29 H29

時間 H26 － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

内閣官房において検討が進められている、人事給与業務の抜本的見直
しの結果を基に、ハンセン病療養所における、統合廃止に伴う業務効率
化を検討予定。

155 －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

人事給与に関する業務システム部分を「(A000265)人事・給与関係業務
情報システム」へ統合廃止する。なお、平成29年年度中を目途に、専用
回線を「（A005215）統合ネットワークシステム」へ統合し、グループウェ
ア等の機能を「（A005189）厚生労働省ネットワークシステム」へ統合する
ことにより、HANSENnet全体を廃止する予定。

83 57

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005189 71,928 145,066 216,994

0

0

0

0 0 0 0 71,928 145,066 0 0 0 0 0 0 216,994

人口動態調査オートコーディングシステム
（「厚生労働省ネットワークシステム」のサブシステ
ム）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

人口動態調査は、我が国の人口動態事象（出生、死亡、死産、婚姻、離婚）の全てを把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得るため実施しており、死因分析や国際比較を行い、我が国の保健衛生状況の把握とともに、公衆衛生施
策の推進の基礎資料となっている。

　人口動態調査オートコーディングシステムは、人口動態調査死亡票等における死因の符号化、各種チェックリストの出力、データ修正及び確認、死因辞書のメンテナンスを行うシステムである。

　人口動態調査では、「疾病、傷害および死因統計分類」により、集計、公表を行っているものであるが、現在、本分類については社会保障審議会統計分科会等で改正作業（ICD-10（2003年版）→ICD-10（2013年版））を行っており、今後、内閣
府統計委員会の諮問審議・答申を経て、新しい統計基準として平成27年の春に告示される予定となっている。政府統計は原則、その統計基準による結果表章を行うこととなるため、人口動態調査オートコーディングシステムの改修作業を平成
27年度より行う必要がある。
　また、がん登録等の推進に関する法律が平成28年１月から施行となるが、その中で罹患情報と死亡情報を結合させることとなっており、その死亡情報については、自治体の負担も考慮し、人口動態調査死亡票を利用することとしているため、
その死亡情報についても改正後の死因分類を用いて集計することとなるため、がん登録等の推進に関する法律での死亡情報を兼ねている人口動態調査死亡票についても、改正後の死因分類を用いてがん研究センターに提供する必要がある
ため、人口動態調査オートコーディングシステムの改修を行うものである。

投資開始年度 平成２７年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 71,928

厚生労働省 人口動態調査費 一般会計 71,928

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 人口動態調査オートコーデングシステムの改修
総投資額
（千円）

216,994 平成27年度投資額
（千円）

71,928
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

71,928 71,928

42,768 42,768

0

68,732 68,732

33,566 33,566

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 71,928 145,066 0 0 0 0 0 0 216,994

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成29年度 平成29年度

時間 平成29年度 平成29年度 平成29年度

枚 平成29年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

ICD-10（2003年版）→ICD-10（2013年版）適用によるICD符号の変更及
び原死因選択ルールの変更に伴い、変更が必要となる調査票データの
目視による抽出、ICD符号の変更、原死因選択作業（年間約128万件／
平成25年度実績）

※基準値：1調査票当たりの手付け時間164秒)×128万件
※目標値：ワーニング出力の1調査票当たり確認時間5秒+要修正調査
票の手付け時間75秒

58,311 1,424

ペーパレス化 データ修正リスト、チェックリストの削減

職員によるデータ修正の際には、人を変えて二重チェックを行っているた
め修正リスト、チェックリストで修正履歴を残しているため、システムでの
オートコーディングにより出力リストの削減が見込まれる。

※基準値：Cリスト128万件+現在の出力割合でのDリスト件数での枚数
※目標値：現在のCリスト、Ｄリストの枚数

382,694 153,753

取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

なし（運用経費は職員人件費のみ） 0 0

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

効果指標 指標の説明

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

②　設計経費

投資内容
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005411 9,882 9,882

0

0

0

0

0 0 0 0 9,882 0 0 0 0 0 0 0 9,882

健康増進総合支援システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

生活習慣病の主要因である国民の生活習慣の改善を行うためには①個人の状態にあわせた適切な情報の提供、②個々人にあわせた継続的専門指導の実施、③行動変容による新たな生活習慣の定着が不可欠である。
このため、①科学的知見に基づく正しい情報の国民への発信、②自ら生活習慣の改善を行うことを支援するプログラムの開発、③保健師等の専門家の個別指導が受けられる双方向対話型プログラムの開発を行い、平成２０年度より、その運用
を行っている。

インターネットなどを活用して、科学的知見に基づく正しい情報を発信するとともに、生活習慣の改善に資する自己完結型プログラムや、それを踏まえて保健師等の専門家の個別指導が受けられる双方向対話プログラムの提供を行う。

平成２８年４月の政府共通プラットフォーム移行に必要な経費
「特定健診保健指導データベース及びデータファイルソフト」（情報システムID：A005444）と統合予定（平成28年4月運用開始予定）

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 9,882

厚生労働省 （項）健康増進対策費 一般会計 9,882

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 健康局がん対策・健康増進課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 健康増進総合システムのＰＦ移行
総投資額
（千円）

9,882 平成27年度投資額
（千円）

9,882
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

432 432

432 432

4,320 4,320

486 486

1,620 1,620

864 864

864 864

864 864

0

0

0

0

0 0 0 0 9,882 0 0 0 0 0 0 0 9,882

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該システムに係る業務において、職員の業務処理は要しない 0 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームに移行することにより経費削減を図る。 49 41

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

194



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005662 297,295 2,072,753 1,200,799 27,558 3,598,405

0

0

0

0

0 0 0 0 297,295 2,072,753 1,200,799 27,558 0 0 0 0 3,598,405

労働基準行政情報システム・労災行政情報管理シ
ステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　労働基準法等に基づく事業場の監督・安全衛生指導情報等（監督・安全衛生指導、特定機械等管理、免許管理、司法事件情報管理、じん肺管理区分情報管理等）の総合的な管理を行うこと等を目的としたシステムを適切に管理・運用する。
　また、労働者災害補償保険（労災保険）は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にか
かった労働者の社会復帰の促進等を図り、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

　労働基準行政情報システムは、個別事業場に係る監督・安全衛生指導や労働災害情報等の総合的な管理を行うとともに、統計処理機能による行政課題の把握・分析、申請・届出等手続の電子化等による行政サービスの向上等を図ることを
目的とした中央集中型ネットワークシステムである。
　また、労災行政情報管理システムは、療養（補償）給付、休業（補償）給付等の請求書の受付から支払までを一貫して機械処理することにより、労災保険給付事務の迅速・適正化を図るとともに、被災労働者等からの照会に対する迅速な情報
提供による行政サービスの向上を図ること等を目的としたシステムである。

　平成30年5月に予定しているハードウェア更改に伴う改修のほか、既にベンダーによるサポートが終了しているプログラミング言語の刷新及び政府情報システム改革ロードマップに掲げる労災レセプト電算処理システムとの統合に向けた改修
等を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成30年度

合計 297,295

厚生労働省 労働基準行政情報システム管理運営費（ハードウェア等の更改に向けたアプリケーション改修費） 労働保険特別会計労災勘定 132,382

厚生労働省 労災行政情報管理システム管理運営費（ハードウェア等の更改に向けたアプリケーション改修費） 労働保険特別会計労災勘定 164,913

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 労働基準局労災保険業務課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-03
労働基準行政情報システム及び労災行政情報管理シス

テムの次期更改に係る整備経費
総投資額
（千円）

3,598,405 平成27年度投資額
（千円）

297,295
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

201,806 131,310 22,880 355,996

50,495 776,627 102,346 929,468

0

1,693 855,259 805,864 12,842 1,675,658

6,193 144,514 129,506 2,334 282,547

0

27,459 111,241 97,147 8,881 244,728

0

0

0

9,649 53,802 43,056 3,501 110,008

0 0 0 0 297,295 2,072,753 1,200,799 27,558 0 0 0 0 3,598,405

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成30年度 平成30年度

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成30年度 平成30年度

平成26年度 平成30年度 平成30年度

プログラムの保守性の向
上に向けた対応

既にベンダーによるサポートが終了しているプログラミング言語につ
いて、次期ハードウェア更改において刷新を行う。

ベンダーによるサポートが既に終了していることから、システムの不具合
に対する保守対応が困難となる事象が生じている。

平成30年5月に予定している次期ハード
ウェア更改までにプログラミング言語の刷
新を行う。

システムの統廃合
政府情報システム改革ロードマップに掲げる労災レセプト電算処理
システムとの統合に向けて、次期ハードウエア更改までにシステム
改修を行う。

システム毎に各種サーバを保有していることから、それに伴う運用経費
及び保守経費が過大となっている。

平成30年5月に予定している次期ハード
ウェア更改までに労災レセプト電算処理シ
ステムとの統合に向けたシステム改修を行
う。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該投資事項は、業務処理時間の削減を目的としない投資であり、基
準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用経費
労働基準行政情報システム、労災行政
情報管理システム及び労災レセプト電
算処理システムの運用等経費の合計額

次期ハードウェア更改に向けた改修を行い、運用等経費の削減を図る。
（内訳）
　ハードウェア更改に合わせ、サーバ台数等の削減（▲５８５）
　プログラミング言語の刷新（▲１４８）
　労災レセプト電算処理システムの統合（▲１８６）
　共働支援システムのサービス一元化（▲６４）

6,749 5,764

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020180 126,543 403,944 530,487

0

0

0

0

0 0 0 0 126,543 403,944 0 0 0 0 0 0 530,487

DPCデータベース管理運用システム（仮称）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

○　ＤＰＣデータは、ＤＰＣ導入の影響評価を目的とする「退院患者調査」に基づき収集されているデータであり、診療報酬改定（ＤＰＣ導入の影響評価、ＤＰＣ包括払いの点数設定等）に活用されているもの。
○　当該データは、医療サービスの質の向上に資するための取組のひとつとして、
　・「新たな情報通信技術戦略工程表」（平成22年6月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）において、医療現場での利活用の推進のため、ＤＰＣデータとその分析結果について公開（第三者提供）する
　・ 「「日本再興戦略」改訂2014」（平成26年6月閣議決定）において、 ＤＰＣデータ（集計表データ）について、第三者提供の本格的な運用に向け、平成26年度より、試験的に運用を開始する
　こととされている。

現在、退院患者調査により収集されたＤＰＣデータは、厚生労働省保険局医療課において
・診療報酬改定のための個別集計
・ＤＰＣ制度導入による診療内容等の影響評価のための集計（年１回公表）
・ＤＰＣ制度の運用（医療機関別係数の設定、診断群分類点数表の設定等）
などに活用しているところ。
ＤＰＣデータベース構築後は、当該データベースに蓄積したＤＰＣデータを用いて、引き続きこれらに活用するとともに、集計表の第三者提供を行うこととしている。

ＤＰＣデータについては、現在は主に診療報酬改定に活用することを目的として収集しており、第三者に提供することを想定したデータ保有形式にはなっておらず、データを一元管理するデータベースも存在しないため、第三者提供を目的とした
利用は困難な状況にある。そのため、DPCデータを一元管理し、その利活用を可能とするための「ＤＰＣデータベース管理運用システム（仮称）」を構築する。
平成27年度においては、各種要件定義の策定、システム構築に当たっての各種設計等を行い、平成28年度においては、システムの実装、テスト、データ移行等を行うこととしている。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 126,543

厚生労働省 DPCデータに係るデータベース構築に係る経費 一般会計 126,543

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 保険局医療課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-04 DPCデータに係るデータベース構築事業
総投資額
（千円）

530,487 平成27年度投資額
（千円）

126,543
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

110,294 22,622 132,916

187,595 187,595

0

63,555 63,555

32,395 32,395

0

16,249 8,677 24,926

0

0

0

89,100 89,100

0 0 0 0 126,543 403,944 0 0 0 0 0 0 530,487

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成29年度 平成29年度

時間 平成26年度 平成29年度 平成29年度

百万円 平成26年度 平成29年度 平成29年度

百万円 平成29年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成29年度 平成29年度
ＤＰＣデータの第三者提
供

「DPCデータの提供に関するガイドライン」に従い、データの提供依
頼申出者に、その者の指定した抽出条件及び集計条件に従って抽
出したデータに対して一定の集計処理を加えた「集計表」の形式で、
データを提供する。

平成26年度から使用可能なデータを用いて試験的に運用を開始したと
ころであり、体制が整った後に本格的な運用を開始する予定である。

ＤＰＣデータの第三者提供を行うことで、医
療サービスの質の向上に資する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

構築経費の比較

現行の調査委託の範囲内で構築を行っ
た場合に追加で必要な経費と、本事業
によりデータベースを構築する経費との
比較

ＤＰＣ調査委託業者にデータベースを構築すると仮定した場合の設置場
所の工事等を含めた経費よりも、国で構築することで、経費の削減を図
る。

636 530

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該システムは、職員の業務処理は要せず、業務処理時間の削減を目
的とするものではない。（但し、第三者提供に当たっての事務的な業務
は別途発生する見込み。）

- -

急性期の包括評価に係
る調査及びＤＰＣ制度の
見直し等に係る調査経費

急性期の包括評価に係る調査及びＤＰ
Ｃ制度の見直し等に係る調査経費のう
ち、調査データ格納等に使用するサー
バ等の費用

急性期の包括評価に係る調査及びＤＰＣ制度の見直し等に係る調査経
費のうち、調査データ格納等に使用するサーバ等の費用を削減する。

497 390

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システムの安定的運用を図る。
（目標値には現時点で想定される額を仮入力しているが、本システムの
詳細な仕様検討は本年度中に実施予定のため、正確な額は未定であ
る。）

0 65

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A005994 90,572 135,859 226,431

0

0

0

0

0 0 0 0 90,572 135,859 0 0 0 0 0 0 226,431

医療費情報総合管理分析システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国民健康保険法、健康保険法等の医療保険各法等に基づき、医療保険制度の持続的かつ安定的な運営を確保するため、医療保険に関する統計調査（保険者の事業状況、被保険者実態調査等）や医療費の動向調査等を行う。
また、その内容を厚生労働省のホームページ等で広く国民に周知するとともに、各制度の財政検証、医療費の将来推計や制度改正の検討等に資する基礎データとするため、必要な事業統計の作成・分析等を行う。

医療費情報総合管理分析システム等は１５のサブシステムから構成されており、毎月医療保険者から提出された各種報告書データ等の受付チェック、集計、定型帳票の出力等を機械的に行っている。主に以下の業務を機械的に行えるように構
築したものである。
①　医療保険者の適用・給付・財政事業状況等を把握するための事業状況報告書の作成
②　医療保険各制度の被保険者の年齢構成や報酬・所得、世帯構成等を把握するための被保険者実態調査の作成
③　共済を含む全医療保険制度を横断的に年齢・疾病別の医療費の状況等を把握するための医療給付実態調査の作成
④　医療費の将来推計や制度改正等の財政試算等の作成

医療保険者の財政状況や医療費等を把握し、国民皆保険を維持するためには、「医療費情報総合管理分析システム」等で作成した基礎データが必要不可欠である。
現在使用している機器が対応年数（５年）を迎えることになり、今後も継続的に医療保険各法に基づき提出された各種報告書等を集計・分析を行うために機器更改を行うこととする。

投資開始年度 27 投資終了年度 28

合計 90,572

厚生労働省 医療費情報総合管理分析システムに要する経費 一般会計 90,572

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 保険局調査課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-05 医療費情報総合管理分析システム等の機器更改
総投資額
（千円）

226,431 平成27年度投資額
（千円）

90,572
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

8,781 13,172 21,953

9,554 14,332 23,886

0

12,040 18,059 30,099

57,436 86,154 143,590

0

2,761 4,142 6,903

0

0

0

0

0 0 0 0 90,572 135,859 0 0 0 0 0 0 226,431

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成26年度 平成28年度 ‐

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成28年度
医療保険に関する調査・
分析

現在使用している機器が耐用年数を超えるため、機器更改を行う
　賃貸借期間終了後は、システム機器の保守を受けることができないた
め、故障時には当課の所管業務が停滞し、医療保険制度の安定的な運
営の確保が困難となる恐れがある。

　機器更改を行うことで、今後も各医療保
険制度の財政検証、医療費の将来推計や
医療保険に関する基礎情報の集計・分析
等を行い、制度の持続的かつ安定的な運
営を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　システム集計結果を基に、職員が調査結果の分析、公表等の業務を
行っているため、システム化による業務処理時間の短縮には繋がらない
見込み。

‐ ‐

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　予算要求にあたり、機器更改（単純移行）に必要な最低限の要求内容
としているため、業務改善等に資する経費の要求は行っていない。その
ため、スペックの見直しや特別保守延長も検討したが費用対効果がでな
いため、現行の委託内容を再点検し、システム運用等経費の削減を図
ることとする。

41 40

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A006009 190,102 190,102

0

0

0

0

0 0 0 0 190,102 0 0 0 0 0 0 0 190,102

レセプト情報・特定健診等情報データベースシステ
ム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　高齢者の医療の確保に関する法律第16条に規定される医療費適正化計画の作成等に資するため、保険者等から提供される匿名化したレセプト情報及び特定健診・特定保健指導情報を蓄積し、データベースを作成して分析の目的に沿った
データ抽出を行う。また、医療サービスの質の向上等を目指した正確な根拠に基づく施策の推進に有益な研究又は学術の発展に資する目的で行う研究のため、有識者会議での検討・意見を踏まえた上で、国の行政機関、地方公共団体及び研
究機関等に当該データの提供を平成23年度より行っている。なお、平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」においては、「医療の質の向上や研究基盤の強化を進めるため、国が保有するレセプト等データの利活用を促進する」こととして
いる。

　保険者等から提供された匿名化したレセプト情報及び特定健診・特定保健指導情報のデータベースへの取込、定型的な統計表の作成、非定型的なデータの抽出及び統計表の作成。

特定健診・特定保健指導情報とレセプト情報を結びつけ、特定保健指導の医療費に与える効果検証を行ったところ、突合するＩＤにゆれがあることが判明した。ＩＤゆれを解消し、突合率を改善することにより、分析精度の向上を図るものである。
また、既存のプログラム言語において開発元のサポートが終了していることに伴いより処理速度の速いプログラム言語での更改を行う。それにより、匿名化提供システムを利用する機関の業務効率化を図る。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 190,102

厚生労働省 レセプト分析の体制整備経費等 一般会計 190,102

平成27年度政府情報システム投資計画書

厚生労働省 保険局医療介護連携政策課保険システム高度化推進室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-06 匿名化・提供システム等の改修
総投資額
（千円）

190,102 平成27年度投資額
（千円）

190,102
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

22,978 22,978

52,294 52,294

12,286 12,286

13,997 13,997

31,259 31,259

0

38,258 38,258

0

0

0

19,030 19,030

0 0 0 0 190,102 0 0 0 0 0 0 0 190,102

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成28年度 ‐

百万円 平成28年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成28年度

％ 平成24年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度医療費の適正化

匿名化・提供システムにおいて生成される、ＩＤ１の生成要素である
保険者番号、被保険者記号番号、生年月日、性別の表記ゆれを解
消した上で、匿名化し、ＩＤ１による突合率の改善を図る。レセプト情
報と特定健診等情報の突合率を改善することにより、分析精度の向
上を図る。

レセプト情報と特定健診等情報の突合率が一部の保険者において0%で
あり、分析精度が低い状態にある。
（突合率：平成23年度　約19%、平成24年度　約25％）

医療費の適正化を図れるように、27年度に
実施する特定健診・特定保健指導とレセプ
ト情報の突合率が0%である保険者を解消
する。それにより、医療費の適正化を検証
する資料としての利用価値を上げる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

匿名化・提供に係るシス
テム処理時間

匿名化処理、提供処理それぞれの時間
の100万件あたりのシステム処理速度

プログラム言語を開発元がサポート終了したものから、処理性能のよい
プログラム言語にすることにより、システム上の処理速度を上げ支払基
金・国保中央会等関係団体の処理速度の向上が図られる。

703 141

レセプト情報と特定健診
等情報の突合率

診療を受けた者の中で、レセプト情報と
特定健診等情報とで突合可能となる率

匿名化・提供システムにおいて生成される、ＩＤ１の生成要素である保険
者番号、被保険者記号番号、生年月日、性別の表記ゆれを解消した上
で、匿名化し、ＩＤ１による突合率の改善を図る。レセプト情報と特定健診
等情報の突合率を改善することにより、分析精度の向上を図る。

29% 100%

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

当該システム改修等は業務処理時間の短縮を目的とするものではな
い。

‐ ‐

改修経費の比較
各保険者ごとに改修をする場合と、本事
業によりソフトウェアを配付する場合と
の経費の比較

各保険者ごとにそれぞれ改修をするよりも、国で紐付けが可能となるよ
うに、ソフトウェアを改修し、各保険者へ配付することで、経費の削減を
図る。

3,737 190

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

今回のシステム改修は主に保険者等で使用されるソフトウェア改修であ
るため、システム運用等経費の増減は発生しない見込みである。
ただし、25年度及び26年度に行っている機器更改の効果により、運用経
費の軽減が見込まれている。

125 92

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008148 538,253 249,761 152,353 179,072 234,511 246,307 1,600,257

0

0

0

0

538,253 249,761 152,353 179,072 234,511 246,307 1,600,257

農林水産統計システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　農林水産統計業務は、「安全な食料の安定供給の確保」、「農林水産業の多面的機能の発揮」、「農林水産業の持続的な発展」、「農山漁村の振興」など農林水産省の重点施策の推進を支えるものとして、①農林漁業経営の状況、②農山漁
村・地域の実態や農林水産業従事者の構造、③農林水産物の生産の状況、④農林水産物の流通・加工の状況、⑤農林水産物の消費の状況の５分野を把握するため、29本の統計調査を実施し、その結果を省内政策部局及び国民に広く提供
するものである。

　統計精度の確保の観点から、段階的に審査・集計を行ったデータを農林水産省本省に集め、全国値の集計・分析を行い、「政府統計共同利用システム」においてその結果を公表・提供する手順としている。

　農林水産統計システムは、農林水産統計情報の迅速かつ的確な作成・提供、加工分析等に資するため、「農林水産統計システムに係る業務・システム最適化計画」（平成18年３月17日農林水産省行政情報化推進委員会決定。平成22年12月
17日改定。）に基づき、平成24年1月から現行のシステムを運用している。
　本投資は、
①新たな施策ニーズや業務合理化等に対応した農林水産統計の見直しや、政府統計共同利用システムを活用したオンライン調査化にかかるプログラムの開発・メンテナンス
②「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月閣議決定、IT総合戦略本部決定。平成26年6月改定）及び「政府情報システム改革ロードマップ」（平成25年12月各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、平成29年1月から政府
共通プラットフォームで運用することとなっている次期システムへの移行のために必要な設計
を行うものである。
　なお、①の内訳については以下のとおり。
　　農業経営統計調査：調査の見直し（ショート・ロング方式の導入）に伴う修正
　　生産林業所得統計：林業経営統計調査の周期年化に伴う本省工程への推計機能の追加
　　農業構造動態調査：統計表出力機能の整備、2015年農林業センサスに対応した調査項目の見直しに伴う修正
　　新規就農者調査：農業構造動態調査との標本共有による調査手法の変更に伴う修正、調査項目の変更・追加に伴う修正
　　作物統計調査：オンライン調査導入に係る修正、検討表出力項目の追加等に係る修正
　　畜産統計調査：2015年農林業センサス結果に対応した畜産統計母集団処理の修正、エラーチェック機能の強化、検討データ出力に係る修正
　　青果物卸売市場調査：基礎調査（周期年調査）の実施に伴う業務の効率化に係る修正、オンライン調査導入に係る修正
　　畜産物流通調査：と畜場、鶏卵流通、食鳥流通に係る調査項目の見直しに伴う修正
　　ＯＣＲデータ変換：ＯＣＲ調査票の修正に伴う磁気データ変換プログラムの修正
　　調査票プレプリント：調査票の修正に伴う調査客体情報印刷プログラムの修正
　　オンライン調査：電子調査票・データ変換プログラムの開発・修正
　　その他修正：制度、政策の変更に対応するため、重要かつ緊急性を要する調査プログラム等の修正を行う。

投資開始年度 平成19年度 投資終了年度 平成28年度

合計 234,511

農林水産省 農林水産統計システム整備費 一般会計 234,511

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 大臣官房統計部統計企画管理官 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

07-01
農林水産統計システムで稼働するプログラムの開発・メ
ンテナンス及びシステムのPF移行

総投資額
（千円）

1,600,257 平成27年度投資額
（千円）

234,511
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,080 1,080

53,004 14,040 67,044

538,253 249,761 152,353 179,072 181,507 194,467 1,495,413

0

9,720 9,720

15,120 15,120

0

11,880 11,880

0

0

0

0

538,253 249,761 152,353 179,072 234,511 246,307 1,600,257

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成17年度 平成18年度 平成28年度

時間 平成17年度 平成17年度 平成22年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成17年度 平成18年度 平成18年度

平成17年度 平成18年度 平成18年度

平成17年度 平成18年度 平成22年度

平成17年度 平成19年度 平成21年度

平成17年度 平成23年度 平成28年度
調査手法の見直しに伴う
効率的な統計調査の実
現

　システムによる確実なチェックを実施して疑義情報を明確化した上
で、調査員に対し再調査、確認等を行わせるよう業務の流れを改
善。

　調査員調査の導入・拡大に伴い、調査精度の低下が懸念されるため、
職員が行う審査・修正の作業負担が増大する可能性。

　データ入力・審査と疑義処理について業
務・システムの改善。

汎用パッケージの活用
　汎用パッケージの活用による、業務処理システムの構築や組替集
計作業の効率化により、統計業務の高度化を推進。

　統計調査ごとに個別に業務処理システムを開発・保守。
　政策ニーズ及び国民ニーズに対応した
分析・加工の高度化を図るとともに、開発
及び保守の効率化を図る。

政府統計共同利用システ
ムの利活用

　政府統計共同利用システムの統計表管理システム及び統計情報
データベースを利用。

　農林水産統計情報総合データベースシステムへのデータ蓄積。
　国民への公表・提供に関するサービスレ
ベルの維持・向上。

データの一元管理 　データの一元管理によるセキュリティの強化と利便性の向上。 　本省及び地方組織において多元的に管理。
　これまで各所に分散され人的に管理され
ていたデータを一元的に管理するデータ
ベースを構築。

アウトソーシングの推進
　サーバ等の主要なシステム機器は、外部施設において運用すると
ともに、その管理・運用業務を外部委託。

　農林水産本省庁舎内に設置。

　委託業者に対して目標とするシステム稼
働率や復旧時間などの適正なサービスレ
ベルを設定。それに基づき、確実な外部運
用体制を確立。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　農林水産統計システム全体として、農政改革の推進に対応した農林水
産統計の見直し、データの一元管理、汎用機のオープン化、システムの
集約・連携強化、システム関連業務のアウトソーシングに伴う運用の改
善に取り組むことで削減を図る。

8,161,000 4,755,000

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費 関係情報システムの運用等経費の合計
額（年間）

　農林水産統計システム全体として、汎用機のオープン化、農林水産統
計情報総合データベースの廃止（平成22年１月）及び政府統計共同利
用システムへの移行、地方サーバの統合・専用端末の廃止、システム
関連業務のアウトソーシング、OCR機器の最適配置及び処理方式の変
更、最適な技術基盤への集約及び資源配分の効率化、汎用パッケージ
の活用、共通機能の活用等に取り組むことで削減を図る。

1,966 1,198

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008517 2,243,289 492,452 117,152 206,920 179,571 433,252 294,756 254,430 4,221,822

0

0

0

0

2,243,289 492,452 117,152 206,920 179,571 433,252 294,756 254,430 0 0 0 0 4,221,822

国営造成土地改良施設防災情報ネットワーク

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　平成16年の激甚な豪雨と10度にわたる台風の上陸、昨今の大規模地震の発生、集中豪雨の頻発化、気候変動の影響による被災リスクの増大の懸念により、防災・減災に対する国民の関心は著しく高まり、迅速かつ総合的な防災対策が求
められている。
　中央防災会議が平成20年7月に決定した「防災対策の重点」では防災情報伝達体制の充実を図ることとされ、災害対策基本法第34条に基づき平成20年2月に作成された「防災基本計画」では、国は気象、海象、水位等の状況を観測し、これら
の情報を迅速かつ正確に収集・伝達するための体制及び施設、設備の充実を図るものとされている。また、「自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための総合プラン」（平成20年4月）では、国民が必要とする防災情報を携帯電話などのモバイル機
器やパソコンなどにより、直接に提供する取組を積極的に進めていくこととされている。
　このため、国営造成土地改良施設が有している防災情報を内閣府の総合防災情報システムへ提供し、国の防災情報の充実を図るとともに、施設管理者や関係機関へ防災情報を提供する。

　政府として幅広く防災情報を共有するシステムの整備を体系的に推進するため、内閣府において、各府省庁が防災情報の共有を図るための防災情報総合システムを開発しており、国営造成土地改良施設の固有の観測情報を同システムに
提供している。
　また、国営施設の被災や地域への被害を未然に防止するため、国営施設の気象、水位等の防災情報をWeb等により管理者へ提供し、管理者がより一層的確な操作運用できるようにするとともに、地域防災を担う関係自治体に国営施設の観
測情報や気象等の防災情報を提供している。

　国営造成土地改良施設が有している観測情報のうち、防災として有用な情報を防災中央データセンターへ集約するため、各土地改良施設においてデータを転送するために必要な設計及び転送用サーバの整備を行う。各地区の整備は平成26
年度末までに140地区の整備を完了する見込みであり、平成27年度は11地区の更新を行い、平成30年度までに181地区の整備を完了する計画である。
　防災中央データセンターでは、各地区から送信されたデータを集約するとともに各地区の施設管理者や関係機関向けに防災情報を閲覧できるＷｅｂや観測値が閾値を超過した際に施設管理者や関係機関へメール配信する機能の整備を行
い、併せて内閣府の総合防災情報システムへ情報を提供するための設計と整備を行った。防災中央データセンターのシステムは平成22年度末に整備を完了し運用を開始しており、平成27年度にシステムの更新に合わせて、施設管理者や関
係機関へ提供する防災情報の改良等を検討する予定である。
　これらを整備することにより、施設管理者などへ防災情報を提供し、国営造成土地改良施設の被災を未然に防止するとともに、迅速な初動体制の整備を行うことが可能となり地域の防災力の向上に寄与するほか、政府全体で進める内閣府の
総合防災情報システムへ防災情報を提供することにより、国の防災情報の充実を図る。

投資開始年度 平成19年度 投資終了年度 平成30年度

合計 179,571

農林水産省 農地等保全事業費 一般会計 171,975

国土交通省 北海道開発事業費 一般会計 7,596

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 農村振興局　整備部　防災課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

07-02
国営造成土地改良施設防災情報ネットワークシステム

の整備
総投資額
（千円）

4,221,822 平成27年度投資額
（千円）

179,571
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

42,718 9,450 52,168

145,955 37,770 183,725

122,963 3,455 137,793 264,211

1,881,871 484,377 107,702 169,150 41,778 433,252 294,756 254,430 3,667,316

39,043 1,630 40,673

9,576 2,650 12,226

0

0

0

0

1,163 340 1,503

0

2,243,289 492,452 117,152 206,920 179,571 433,252 294,756 254,430 0 0 0 0 4,221,822

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成19年度 平成23年度 平成30年度

時間 平成21年度 平成23年度 平成30年度

地区 平成21年度 平成23年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成21年度 平成23年度 平成30年度防災情報提供
　内閣府の総合防災情報システム及び施設管理者などへの防災情
報の提供

　土地改良施設の観測情報が遠隔で見ることが出来ないことなどから、
施設管理者や関係機関の防災体制に遅れが生じている。また、国の有
する防災情報が不足している。

　施設管理者や関係機関へ防災情報を提
供し、地域の防災力を向上するとともに、
内閣府の総合防災情報システムへ防災情
報を提供し、国の防災情報の充実を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
異常気象などにおける施設状況の確
認、防災情報の収集・整理・伝達に要す
る作業時間

　異常気象などにおいて、国営土地改良施設の観測情報による状況確
認や防災情報の収集・整理・伝達に要する時間の縮減を図る。

185,000 0

防災情報提供地区数
内閣府の防災情報総合システム等に防
災情報を提供する地区数

　国の防災情報の充実を図るとともに、施設管理者や関係機関へ防災
情報を提供し、地域の防災に資するため、国営造成施設が有している防
災情報を提供するシステムの整備を行う。

0 181

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

　本システムの投資は、国の防災情報の充実等を図るための取組であ
り、運用等経費効果は発現していない。今後、平成27年度以降のサー
バ等の更新に向けて、経費削減について検討を行っていく。

0 57

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

206



１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008159 11,540 21,886 25,052 50,768 79,215 89,604 109,075 98,780 485,920

0

0

0

0

11,540 21,886 25,052 50,768 79,215 89,604 109,075 98,780 0 0 0 0 485,920

農林水産省行政情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　農林水産行政情報システム(以下「本省LANシステム」という。)は、行政事務の効率化を図るとともに、開かれた行政の実現に向け農林水産省が保持する情報を国民に提供することを目的として、「農林水産省情報ネットワーク（共通システム）
最適化計画」（平成18年３月17日行政情報化推進委員会決定）を踏まえ運営している。
　同計画の実施により、効果目標とする年間約2.1 億円（試算値）の経費節減及び年間延べ約1.6 万時間（試算値）の業務処理時間の短縮が図られている。

　本省LANシステムは、農林水産省職員が業務全般を実施するための基盤となるシステムであり、同職員がLAN端末により、メールの送受信・共有ファイルの利用、インターネット接続等のサービスを利用するための機能を有する。

 平成25年５月の「農林水産省へのサイバー攻撃に関する調査委員会」の中間報告を踏まえ、ウイルス感染による情報漏えいの危険性に対し、情報セキュリティを強化することにより機密情報等の漏えいを防止するなど、適切な情報管理を確保
するために整備された「ファイル自動暗号化機能」を運用する。
 また、 従来から実施しているウイルス対策を継続するため、農林水産省のLANシステムに導入しているウイルス対策ソフトのライセンスを更新する。
 その他に、LAN端末の更新に併せてマイクロソフトオフィス製品のソフトウェアのライセンス更新を行う。

投資開始年度 平成23年度 投資終了年度 平成30年度

合計 79,215

農林水産省 Ｏｆｆｉｃｅライセンス経費 一般会計 14,861

農林水産省 ファイル暗号化システムサーバ 一般会計 36,159

農林水産省 ウィルス対策ソフト更新に要する経費 一般会計 28,195

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 大臣官房評価改善課情報室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

11-01 農林水産省行政情報システムのセキュリティ強化等
総投資額
（千円）

485,920 平成27年度投資額
（千円）

79,215
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

11,540 21,886 25,052 32,688 43,056 53,445 72,916 80,700 341,283

18,080 36,159 36,159 36,159 18,080 144,637

11,540 21,886 25,052 50,768 79,215 89,604 109,075 98,780 0 0 0 0 485,920

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成26年度 平成30年度

時間 平成25年度 平成30年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成26年度 平成30年度

情報システムに係るセ
キュリティ水準の一層の
向上（ファイル自動暗号
化)

情報システムに係るセキュリティをより一層向上させるため、ファイル
自動暗号化機能を運用する。

平成25年５月の「農林水産省へのサイバー攻撃に関する調査委員会」
の中間報告を踏まえ、ウイルス感染による情報漏えいの危険性に対し、
情報セキュリティを強化することにより機密情報等の漏えいを防止する
など、適切な情報管理を確保するために構築されたファイル自動暗号化
機能を運用する。

ウイルス感染等により、外部にファイルが
流出した場合であっても、保存ファイルを
暗号化することで情報漏洩を防ぎ、適切な
情報管理を確保する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

マイクロソフトオフィス製品の契約内容を見直すことにより、当該製品の
バージョンを統一することが可能となり、バージョン統一後はLAN端末の
セキュリティパッチ配布に伴うシステム管理業務が効率化される。

8 6

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

LAN端末の更新に併せてマイクロソフトオフィス製品の契約内容を見直
し、ソフトウェアの使用に要する経費を削減する。

168 163

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008584 8,240 98,883 98,883 98,883 90,641 395,530

0

0

0

0

0 8,240 98,883 98,883 98,883 90,641 0 0 0 0 0 0 395,530

ネットワークサービスシステム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「農林水産研究基本計画」(平成22年3月30日農林水産技術会議決定)の「技術革新を下支えする研究開発ツールの充実・強化」に基づき、農林水産省が資金提供する研究主体に対し、情報通信ネットワークを利用した研究情報の流通・交流・
相互利用を円滑に行うため、ネットワークサービス・インフラの整備・提供を行い、ＩＣＴを有効に利活用することにより農林水産試験研究の推進及び高度化を図る。

約11,000名の農林水産研究情報総合センターの登録利用者に対し、農林水産試験研究の推進及び高度化に必要な情報資源（メールサービス、情報共有サービス、Webサービス、ネットワークストレージサービス、大容量ファイル転送システム
等のネットワークサービス・インフラと、それを安心して安全に利用するための認証サービス、利用者管理機能、ＩＰアドレス管理機能等）を一体として整備・運用を行う。

本システムは「ネットワークサービスシステム」として整備し、コンピュータ・ハードウェア、コンピュータ・ソフトウェア、ネットワーク機器等を導入し、適切に設定・調整することにより、上記「業務・機能概要」に記載した機能を実現するものである。
システム整備に当たっては、外部委員を含めた（前）システムの評価委員会（中間評価作業部会）を設置し、機能や能力に関するシステムの評価を実施した後、外部委員を含めたシステムの整備方針に関する検討委員会（設計作業部会）を設
置し、（新）システムで実現するべき機能や能力等に関する検討を行い、最終的な整備方針を決定しており、決定された整備方針に基づき主管部署（筑波事務所）において、予算等を勘案しながら整備計画を策定し、実導入を行っている。
こうした評価・改善・計画・整備を４年サイクルで行うことにより、ＩＣＴの進展に追随するとともに、農林水産試験研究の推進及び高度化に必要なネットワークサービス・インフラを過不足なく整備することが実現している。
本システムの年度毎の投資額（整備経費）は、平成24年度国庫債務負担行為により契約した開発、設置、設定等の費用を含めたリース契約（H25.3～H29.2）であり、整備自体はリース開始時に完了している。（当該契約以降に新たな開発・改修
等の投資を行うものではない。）

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成28年度

合計 98,883

農林水産省
農林水産研究情報総合センターシステム及び農林水産省研究ネットワークの運営に要する経費
（科学技術計算システム、ネットワークライブラリシステム、ネットワークサービスシステム、アグリナ
レッジシステム、農林水産省研究ネットワーク）

一般会計 98,883

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 農林水産技術会議事務局筑波事務所情報システム課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01 ネットワークサービスシステムの運営
総投資額
（千円）

395,530 平成27年度投資額
（千円）

98,883
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

391 4,694 4,694 4,694 4,302 18,775

5,725 68,695 68,695 68,695 62,969 274,779

0

0

2,086 25,032 25,032 25,032 22,947 100,129

0

0

38 462 462 462 423 1,847

0

0

0

0 8,240 98,883 98,883 98,883 90,641 0 0 0 0 0 0 395,530

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成24年度 平成28年度

時間 平成23年度 平成24年度 平成28年度

百万円 平成23年度 平成24年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成23年度 平成24年度 平成28年度

平成23年度 平成24年度 平成28年度

平成23年度 平成24年度 平成28年度情報インフラの機能強化

本システムの整備に当たっては、システムで実現するべき機能や能
力等に関する整備方針（機能強化として、外部組織等とのメールに
よる情報交換の証跡を管理するメール・アーカイブ機能、メール添付
等によりやり取りすることが不可能な大容量ファイルの転送機能、急
速に普及したスマートフォン対応のWebメール機能）が決定し、整備
計画が立案され、これに基づきシステムを整備する。

現状、これらの機能は導入されておらず、情報ガバナンス、大容量デー
タの情報交換等に支障を来さないよう、対応が必要である。

メール及びＷｅｂによる情報提供サービス、
サービス利用に必要な利用者情報管理シ
ステム等のサービスについて、業務継続
態勢の構築を実現する。

情報インフラの整備

日本における農林水産研究は、国内における亜寒帯から亜熱帯に
位置し多様な気候環境下での農林畜産業や様々な海流（潮流）が
国土を取り巻く環境下での水産業等の一次産業に関するもの、環
境・資源・エネルギー等地球規模での課題の解決等、多種多様な研
究課題に取り組んでいる。
これらの研究に取り組む機関は、地理的・気候的特性等から日本国
内に分散して所在しており、これらの研究機関等に対し、安心・安全
な情報交換が可能な環境を構築することは、農林水産試験研究の
推進及び高度化には不可欠である。
これらを実現し、効率的・合理的なシステムの整備・運用を行ってい
くため、ネットワークサービスシステムを整備する。

平成12年度のネットワークサービスシステムの運用開始から、左記目標
は概ね達成しているが、ICTの進展及び取り巻く環境の変化（セキュリ
ティ対策等）により、定期的なブラッシュアップが求められており、平成24
年度のシステム更新においても、いくつかの新機能等の導入が求めら
れており、これに対応していく必要がある。

ICTの進展及び取り巻く環境の変化等に対
応し、より安心・安全に農林水産研究の情
報交換が可能な環境を構築し、効率的・合
理的なシステム運用を行っていくことにより
農林水産試験研究の推進及び高度化を図
る。

安定した情報インフラ運
用

農林水産研究を中断しない環境を構築するため、24時間365日の稼
働（サービス提供）を達成するには、システムの冗長化はもとよりシ
ステム設置場所における地震等の過酷災害にも対応することが必
要である。
また、東日本大震災及び福島原発事故発生時には、当センター利
用登録者により「研究の知見を活かした災害復旧のための情報発
信」等も行われており、国民等への情報提供を中断しないためにも
安定した情報インフラの運用が必要不可欠である。

現状、システムの冗長化は実現しているが、過酷災害への対応に関す
る整備（遠隔地へのBCP/DRサイト設置）が行われておらず、この対応
が必要である。

メール及びＷｅｂによる情報提供サービス、
サービス利用に必要な利用者情報管理シ
ステム等のサービスについて、業務継続
態勢の構築を実現する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
新旧システムの運用業務に係る作業時
間を比較し、効果を評価する。

仮想化技術等を有効に活用した運用自動化機能等を強化することによ
り、システム運用に必要な業務時間の低減を図る。
この取組により、OS及びアプリケーションのバージョンアップ、セキュリ
ティパッチ適用作業等に必要な作業時間の削減を実現する。

1,440 1000

研究情報の流通・交流の
円滑化に必要な情報イン
フラ（メールシステム）に
係る経費

本システムの利用組織である農林水産
省２機関、農林水産省所管研究独法６
機関（これらの組織のメールは本システ
ムを利用している）が、組織毎に個別に
整備した場合に想定される費用と本シ
ステムの整備費用を比較し、効果を評
価する。

本システムは、農林水産研究の効率的推進のための共同利用情報イン
フラとして、８組織のメールシステムを一括して整備するものである。
一括整備することにより、各機関毎に個別整備した場合に発生するシス
テム設計開発経費やシステム構築経費のコスト削減が可能となり、農林
水産研究に必要な情報インフラ整備に係る経費の低減を実現する。

149 32

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
新旧システムのシステム運用等経費
（同一機能）を比較し、効果を評価する。

農林水産研究情報総合センターシステム（農林水産技術会議事務局筑
波事務所で運用する情報システムの総称）の他システムと「共通仮想基
盤」を共有（仮想サーバ資源等を配分）することにより、経費の低減を図
る。
この取組により、システム運用等経費の削減を実現する。

107 80

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008159 25,148 27,972 38,848 91,968

0

0

0

0

0 0 25,148 27,972 38,848 0 0 0 0 0 0 0 91,968

農林水産省行政情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　農林水産行政情報システム(以下「本省LANシステム」という。)は、行政事務の効率化を図るとともに、開かれた行政の実現に向け農林水産省が保持する情報を国民に提供することを目的として、「農林水産省情報ネットワーク（共通システム）
最適化計画」（平成18年３月17日行政情報化推進委員会決定）を踏まえ運営している。同計画の実施により、効果目標とする年間約2.1 億円（試算値）の経費節減及び年間延べ約1.6 万時間（試算値）の業務処理時間の短縮が図られている。
　また、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（新ＩＴ戦略）（平成25年６月14日閣議決定）においては、「政府情報システム改革ロードマップ」（平成25年12月26日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）を策定して、重複する情報システムやネッ
トワークの統廃合を加速させることとしており、ＬＡＮについては、１府省１ＬＡＮを原則として検討し、大臣官房が運営する当該府省を代表するＬＡＮに統合することとされている。

　農林水産省行政情報システムは、農林水産省職員が業務全般を実施するための基盤となるシステムであり、同職員がクライアント端末により、メールの送受信・共有ファイルの利用、インターネット接続等のサービスを利用するための機能を
有する。

　次期本省LANシステムは、世界最先端IT 国家創造宣言(平成25年6月14日閣議決定)における政府の行政情報システム改革を踏まえ省内LANシステムを統合するため、民間データセンタを活用したシステムへの移行や地方農政局等のLANシ
ステムの集約化など、システムの効率性の向上を図ることとし、28年1月から運用を開始できるよう構築する予定である。
　平成27年度については、林野庁、水産庁等の行政情報システムを統合し新たな農林水産省行政情報システムの構築を行うとともに、農林水産省統合ネットワークの更新を行う。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 38,848

農林水産省 農林水産省行政情報等システム経費（うち、次期システムの構築に係る工程管理業務） 一般会計 38,848

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 大臣官房評価改善課情報室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01
行政情報システム及び統合ネットワークの的確な整備・

円滑な運用
総投資額
（千円）

91,968 平成27年度投資額
（千円）

38,848
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

25,148 25,148

27,972 27,972

0

0

0

0

0

38,848 38,848

0

0

0

0

0 0 25,148 27,972 38,848 0 0 0 0 0 0 0 91,968

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成31年度 平成32年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成32年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成31年度

平成25年度 平成27年度 平成31年度

平成25年度 平成27年度 平成31年度
利用者のサービスレベル
の均一化

各拠点に配置されているLANシステムを集約することにより、より均
一化されたサービスレベルを提供する。

本省、施設等機関、地方支分部局等の組織別にＬＡＮシステムが構築さ
れており、提供されるサービスの内容に差がある。

グループウェアを統一化し、利用者のサー
ビスレベルの均一化を図る。

業務継続性の強化
政府業務継続計画を踏まえ堅牢なデータセンタやバックアップセンタ
等を活用し、災害時等における業務停止時間の極小化を図る。

災害等によってシステムが利用できなくなった場合に備えて、業務デー
タの遠隔地保管などの最低限度の対策を行っている。

堅牢なデータセンタにシステムを設置する
ことにより業務継続性を向上させる。デー
タのオンラインバックアップを行うことにより
システムの復旧時間の極小化を図る。

セキュリティ機能の強化
サイバー攻撃への耐性強化、事故発生時の対応力の向上及び、新
たな脅威への対応を行うため、情報資産に対するセキュリティの機
能強化を図る。

平成25年５月の「農林水産省へのサイバー攻撃に関する調査委員会」
の中間報告を踏まえ、ウイルス感染による情報漏えいの危険性に対し、
情報セキュリティを強化することにより機密情報等の漏えいを防止する
など、適切な情報管理を確保する必要がある。

・サイバー攻撃への耐性強化
標的型攻撃への対策、不正侵入への対
策、重要情報の隔離を行うことにより、高
度サイバー攻撃への耐性を強化する。

・事故発生時の対応力の向上
システム利用者の証跡を管理・分析するこ
とで、事故の状況を詳細に把握するととも
に拡散防止等の対策を行う。

・新たな脅威への対応
重要な情報をシステムセキュリティが強固
な区域に配置する等、重要度に応じてシス
テムを区分けすることで、未知の不正プロ
グラム等による被害を最小限にする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
システム調達の入札に係る年間合計業
務処理時間

システムの運用・保守業務の窓口を一元化し、調達を１つにまとめて行
うことにより職員の負荷軽減を図る。

60 4

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

各拠点に配置されているLANシステムを集約することにより、システムの
ハードウェア、ソフトウェア等の資源を効率的に利用するとともに、システ
ム運用管理業務の一元化及びネットワークの見直しを行うことにより、シ
ステム全体としての運用に係る費用の節減を図る。

2,004 1,956

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A007930 65,829 127,710 193,539

0

0

0

0

0 0 0 65,829 127,710 0 0 0 0 0 0 0 193,539

CMS（コンテンツ・マネージメント・システム）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

食料・農業・農村基本法（平成11年7月16日法律第106号）第７条第２項に基づき、食料、農業及び農村に関する情報の提供等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるため、「電子政府構築計画」（平成15年７月各府省情報化統括責任
者（CIO）連絡会議決定）、「電子政府推進計画」（平成18年８月各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）、「行政情報の電子的提供に関する基本的考え方（指針）」（平成16年11月各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）及び「み
んなの公共サイト運用モデル改定版」（2010年度）に則し、高齢者や障害者を含む誰もが利用しやすい公的機関のホームページとなるよう努める。

CMS（コンテンツ・マネージメント・システム）により、農林水産省ホームページ等（www.maff.go.jp、他28ドメイン）に掲載するコンテンツの作成・管理を行っている。
また、国民からインターネットを通じて寄せられた意見・問い合わせに関する管理を行っている。

１．目的
　最新のCMSに更新することにより、スマートフォンやタブレット等（マルチデバイス）新たなWebアクセス環境への対応、ホームページ内のリンク管理の向上を図る。
２．投資内容
　農林水産省ホームページのリニューアル、最新のCMSの導入及びデータ移行
３．開発内容
　システム設計、テンプレート作成、デザイン作成、システム構築、データ移行
４．スケジュール
　平成26年度においては、リニューアルデザインの作成、CMSソフトの選定、システム構築及びデータ移行のための設計を行う。
　平成27年度においては、設計に基づくシステム構築及び既存データ移行を行う。
５．業務運営上の課題、問題点等
①　現行のＣＭＳは、導入から８年経過し、法定耐用年数の５年を過ぎており、基礎となるプログラムが現在普及している新たな機能に対応できなくなっている。また、これまで繰り返し改修を行ってきたため、データベース構造が複雑化し、障害発生のリスクが高まっており、今後、新たな
機能を付加するための改修は、費用面を含めて著しく困難な状況にある。
②　他方、現行のＣＭＳは音声読み上げソフト等に十分対応しておらず、結果として、高齢者や障害者が利用しにくいページが存在している状況にある。
③　また、公共機関が提供する情報に対するユーザーの要求については、「取得しやすさ」にとどまらず「わかりやすさ」に幅を広げており、一方的な情報発信だけではなく、訴求対象を把握し、必要とされる情報を正確かつ迅速に伝えることが重要となっているため、モバイル端末と呼ば
れるスマートフォンやタブレットといった各種情報端末（マルチデバイス）による新たな接続環境・閲覧環境への対応や、twitterなどのソーシャルメディアに代表される新たな外部サービスとの連携を強化する必要がある。
④　さらに、現在のホームページは、リンク切れのページも増加しているが、現行のＣＭＳではホームページ全体の確認ができず、対応するためには膨大な作業を要する状況となっている。
このような状況から、公共機関として、障害発生によるホームページ情報発信停止のリスクを回避するとともに、現在のホームページ運営に不可欠な、高齢者、障害者等に配慮した設定、マルチデバイス対応、ＳＮＳ連携等の新機能を搭載したＣＭＳに更新することは当省ホームページ
運営の喫緊の課題となっている。
６．見込まれる効果
①　障害発生リスクが回避できる。
②　日本工業規格（JIS X 8341-3:2010）に準拠したホームページを作成することにより、高齢者や障害者も支障なく利用可能となる。
③　モバイル端末の利用者からのアクセスが増加するとともに、SNSなど新たな外部サービスとの連携が強化する。
④　効率的にホームページ等運営業務を実施する。
以上により、農林水産行政における情報の受発信（広報広聴）の強化を図る。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 127,710

農林水産省 農林水産省ホームページ運営経費 一般会計 127,710

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 大臣官房総務課広報室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-01 CMS（コンテンツ・マネージメント・システム）の更新
総投資額
（千円）

193,539 平成27年度投資額
（千円）

127,710
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

42,172 42,172

22,940 22,940

0

0

104,770 104,770

0

0

0

0

23,657 23,657

0

0 0 0 65,829 127,710 0 0 0 0 0 0 0 193,539

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成28年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度障害発生リスク ・CMS更新による障害発生リスクの回避
平成17年度に導入した現行CMSは耐用年数を超過しており、障害発生
リスクが増大

・CMSの障害発生リスクを低減させ、安定
的な情報受発信体制を確立

農林水産省ホームページ
品質

・農林水産省ホームページ内における各リンクの正確性の一括確認
への対応

各ページ単位でのみ対応可能で一括確認機能は無し
・農林水産省ホームページ内の各リンクの
正確性の向上

問い合わせ件数 ・問い合わせ内容を元にした総合的FAQの充実 問い合わせ内容を元にしたFAQ作成機能は無し
・FAQの充実による農林水産省ホームペー
ジを通した問い合わせ件数の減少

農林水産省ホームページ
の分かりやすさ、利用し
やすさ

・農林水産省ホームページを取り巻くアクセス環境の変化に対応し
たCMSへの更新
・日本工業規格（JIS X 8341-3:2010）に準拠した高齢者・障害者に
配慮したホームページの作成

平成17年度に導入したCMSを継続使用中

・農林水産行政における情報の受発信（広
報広聴）の強化
・日本工業規格（JIS X 8341-3:2010）に準
拠した高齢者・障害者に配慮したホーム
ページの作成
・国民各層にとって分かりやすく、利用しや
すいホームページ（コンテンツ）を構築

農林水産省ホームページ
閲覧数

・スマートフォンやタブレット等マルチデバイス画面への対応及び
SNSとの連携対応

該当機能無し
・農林水産省ホームページへの新たなアク
セス機会を増やすことによる閲覧数の増加

効果指標 取組の概要 現状 目標

アクセス解析業務処理時
間

ＣＭＳ更新によるアクセス解析業務の業
務改善の年間合計業務処理時間

CMS更新によりHP管理者のアクセス解析に係る時間の削減を図る。（時
間については試算値）

2,526 1,431

CMS業務処理時間
CMSによるコンテンツの新規作成・更新
に係る年間合計業務処理時間

CMS更新により、マルチデバイス対応が可能となるため、モバイル用コ
ンテンツに係る処理時間の削減を図る。（時間については試算値）

30,922 15,461

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

ＣＭＳを更新することによりHP運営に係る経費の削減を図る。 15 14

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008481 169,248 169,122 169,122 507,492

0

0

0

0

0 0 0 169,248 169,122 169,122 0 0 0 0 0 0 507,492

経営所得安定対策システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

・政策目標：米・麦・大豆等の土地利用型農業の経営体の経営の安定
・主な内容：諸外国との生産条件の格差による不利がある畑作物を生産する農業者に対して、交付金を直接交付。
・交付対象者：認定農業者、集落営農、認定新規就農者等

経営所得安定対策の事務処理を行うシステムで、全国の農政局、地域センター、地域協議会等において、毎年度約１２０万件の申請者情報の管理、要件審査、交付金額の算定、交付金の支払い、各種帳票の作成等を行っている。

  経営所得安定対策システムの整備内容は、法律改正・制度改正や、ユーザーからの改善意見に対応したシステム改修を行うもの。具体的には、各種申請書の入力、エラーチェック、交付対象面積の算定、交付金額の算定、各種帳票の印刷、
CSV出力、審査登録、交付決定、ADAMSⅡ連携、データ集計等の各機能に改修を行う。

　経営所得安定対策の申請者約１２０万件に対して、年間複数回、交付金の支払を短期間に行うためには電算処理システムが必要。システムを導入することにより、事務処理を行う農政局、地域センター、地域協議会等における事務負担の軽
減につながる。本対策の申請データについては、データ集計、加工を行うことにより、効果的な制度設計等に活用することも可能となる。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 169,122

農林水産省 経営所得安定対策の事務処理システムの構築に必要な経費 一般会計 169,122

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 経営局　経営政策課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-02 経営所得安定対策システムの整備
総投資額
（千円）

507,492 平成27年度投資額
（千円）

169,122
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

169,248 169,122 169,122 507,492

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 169,248 169,122 169,122 0 0 0 0 0 0 507,492

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度制度改正等への対応 経営安定対策の制度改正に対応したシステム改修を行う。 法律改正に伴う制度改正が予定されている。
交付事務は年間を通じて行われており、制
度改正に確実に対応し、正確・迅速かつ効
率的な事務運営に資する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

システムを改修しない場合に想定される追加業務時間が、システムを改
修することにより発生しないと見込まれる（全国約１２０万件の交付金額
算定、交付決定通知書作成、支払い処理等をシステムを使わずに行う
ことになる）。

184,764 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システム改修によりシステムを安定稼働させることで、システムトラブル
等が削減され、保守経費の削減が見込まれる。

57 47

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

137,808 142,992 45,360 326,160

0

0

0

0

0 0 0 137,808 142,992 45,360 0 0 0 0 0 0 326,160

独立行政法人農業者年金基金運営費

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づき導入される社会保障・税番号制度は、国民ひとりひとりに番号を付番し、行政事務等において当該番号を利用することにより、例えば行政機関への給付申
請時に必要であった書類の添付が不要になるなど、国民の利便性の向上及び行政の効率化に資するものである。

　国、地方公共団体等へ行う各種申請・届出において、番号による情報連携を行う事により、住民票、所得証明所等の添付を省略
　番号による情報連携を行う事により、年金、労働保険、医療保険、福祉等の異なる制度間における給付調整の確実性の向上

　社会保障・税番号制度に基づき、内閣官房において整備される情報提供ネットワークシステムと独立行政法人農業者年金基金において保有する既存システムを接続し、情報連携基盤を構築するための経費である。
　スケジュール・・・平成27年10月番号利用開始、平成29年7月を目途に情報連携開始

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 142,992

農林水産省 独立行政法人農業者年金基金運営費 一般会計 142,992

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 経営局経営政策課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-03 番号制度の導入に伴うシステム整備
総投資額
（千円）

326,160 平成27年度投資額
（千円）

142,992
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

81,648 112,752 38,880 233,280

0

0

6,480 6,480

0

0

0

21,600 10,800 32,400

21,600 21,600

12,960 12,960 6,480 32,400

0 0 0 137,808 142,992 45,360 0 0 0 0 0 0 326,160

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度

個人番号の利用
異なる制度間の情報についても個人番号により、本人の情報を照会
することが可能となる。
データの重複を防止することも可能となる。

制度ごとに付番された番号により本人を特定し、照会等に対応してい
る。
国民は、制度ごとに複数の番号（手帳等）を管理している必要がある。

社会保障の給付や負担の状況に関する情
報を、国・地方公共団体等相互で、正確か
つ効率的にやり取りすることで、個人や世
帯の状況に応じたきめ細やかな社会保障
給付の実現が可能になる。

行政手続きにおける添付
書類の削減

番号を利用した情報連携を行うことにより、各種申請、届出において
国民から求めていた添付資料を省略することができる。

本人に関する情報を確認するため、住民票の写し、所得証明書等の添
付を求めていた。
国民は各種添付書類の取得のため交通費、発行手数料等、時間的、経
費的な負担が発生している。

国・地方公共団体等間で、申請等に必要
な情報を適時にやり取りすることで、事務・
手続の簡素化が図られ、国民及び国・地
方公共団体等の負担が軽減され、利便性
が高まる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本投資に係る効果については、平成27年度政府情報システム投資計画
本文の「社会保障・税番号制度関係」に記載する効果に含まれる。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

当該投資事項は、システム運用経費の削減を目的としない投資であり、
基準値及び目標値等の設定はしていない。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A008539 129,444 129,444

0

0

0

0

0 0 0 0 129,444 0 0 0 0 0 0 0 129,444

農業農村整備事業総合支援システム（現場業務支
援システム）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）に基づき、農業農村整備事業のライフサイクルの各段階でCALS/ECの取組を推進するため、農業農村整備事業総合支援システムの整備、保守、運用を行い、電子政府の実現を推進す
る。

　農業農村整備事業における業務実績情報の蓄積・公表、入札契約情報の公表、競争参加資格業者情報の管理、業務・工事の積算、業務・工事の契約、事業ライフサイクル（事業計画、調査・測量・設計、工事施工、維持管理、更新）全体の
データ蓄積及び共有等の一連の事務を処理している。

（１）標準積算システムの改良
積算効率化の一層の促進のため、新たな積算方式である「施工パッケージ型積算方式」の導入に向け、標準積算システムのプログラム改修を行う。
（２）WEBシステム（AGRIS及びNN情報サービス）機器更新に伴うシステム改修
WEBシステム（AGRIS及びNN情報サービス）機器更新に伴いAP・DBサーバ集約及びWEBサーバ集約を行うための設計、システム改修及び更新機器への移行作業の実施。
（３）農業農村整備事業総合支援システム共通基盤 基本設計の実施
認証基盤やデータベース基盤など、複数のシステムに共通する機能を独立させ、個別システムから利用可能となるＮＮシステム共通基盤の基本設計を実施。
（４）電子契約システム導入に伴う契約事務システム連携機能　基本設計の実施
府省共通の電子契約システムを導入することに伴い、入札契約業務の作業効率化を図るために契約事務システムとのデータ連携機能を構築。
（５）農業農村整備事業総合支援システムの構築（国土交通省北海道開発局）
国土交通省北海道開発局における農業水利施設の戦略的な保全管理に資する情報整備に伴い、既に農林水産省で運用されている農業農村整備事業総合支援システムを導入するため、必要となる機器類を調達し、システム構築に必要な設
置及び初期設定等を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 129,444

農林水産省 農業農村整備等情報化推進調査費 一般会計 87,772

国土交通省北海道開発局 北海道農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 一般会計 41,672

平成27年度政府情報システム投資計画書

農林水産省 農村振興局整備部設計課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 農業農村整備事業総合支援システムの改修
総投資額
（千円）

129,444 平成27年度投資額
（千円）

129,444
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

50,820 50,820

16,326 16,326

44,393 44,393

11,498 11,498

6,407 6,407

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 129,444 0 0 0 0 0 0 0 129,444

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

百万円 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

百万円 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

時間 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

時間 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

時間 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

北海道開発局に農業農村整備事業総合支援システム（現場業務支援シ
ステム）を新たに導入する。

12,400 3,720

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

積算効率化の一層の促進のため、新たな積算方式である「施工パッ
ケージ型積算方式」の導入に向け、標準積算システムのプログラム改修
を行う。

17,067 0

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

府省共通の電子契約システムを導入することに伴い、入札契約業務の
作業効率化を図るために契約事務システムとのデータ連携機能を構
築。

3,892 0

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

認証基盤やデータベース基盤など、複数のシステムに共通する機能を
独立させ、個別システムから利用可能となるＮＮシステム共通基盤の基
本設計を行う。

6 0

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

北海道開発局に農業農村整備事業総合支援システム（現場業務支援シ
ステム）を新たに導入する。

1,485 1,331

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

WEBシステム（AGRIS及びNN情報サービス）機器更新に伴いAP・DB
サーバ集約及びWEBサーバ集約を行うための設計、システム改修及び
更新機器への移行作業を行う。

51 38

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A009219 1,447,766 408,177 962,615 149,542 2,968,100

A015986 出張旅費システム（人事院） 987 987

A000829 物品管理システム（公正取引委員会） 2,415 2,415

- （現時点で未整備のためシステム名なし）（警察庁） 1,794 1,794

A002522 物品管理システム（法務省） 4,899 4,899

A003143 旅費ネットワークシステム（外務省） 155,054 8,598 163,652

A003132 物品管理システム（外務省） 47,589 30,069 77,658

A003394 物品管理システム（大臣官房会計課）（財務省） 987 987

A004155 旅費システム（仙台国税局）（財務省） 2,397 2,397

A004166 旅費計算システム（関東信越国税局）（財務省） 4,597 4,597

A004177 旅費システム（東京国税局）（財務省） 11,735 11,735

A004188 旅費情報管理システム（金沢国税局）（財務省） 1,001 1,001

A004199 旅費システム（大阪国税局）（財務省） 6,984 6,984

A004203 旅費情報管理システム（高松国税局）（財務省） 1,218 1,218

A004214 旅費情報管理システム（熊本国税局）（財務省） 1,527 1,527

A004225 会計事務総合電子化システム（札幌国税局）（財務省） 537 537

A004236 物品管理システム（仙台国税局）（財務省） 1,074 1,074

A004247 物品管理システム（関東信越国税局）（財務省） 1,343 1,343

A004258 物品管理システム（東京国税局）（財務省） 3,088 3,088

A004269 物品管理システム（名古屋国税局）（財務省） 1,477 1,477

A004270 物品管理システム（大阪国税局）（財務省） 2,686 2,686

A004281 物品管理システム（広島国税局）（財務省） 805 805

A004292 物品管理システム（高松国税局）（財務省） 403 403

A004306 物品管理システム（福岡国税局）（財務省） 672 672

A004317 物品管理システム（熊本国税局）（財務省） 672 672

A004328 物品管理システム（沖縄国税事務所）（財務省） 134 134

A016079 旅費システム（名古屋国税局）（財務省） 4,556 4,556

A016080 旅費情報管理システム（福岡国税局）（財務省） 1,876 1,876

A016356 旅費情報管理システム（札幌国税局）（財務省） 1,626 1,626

A016367 旅費システム（沖縄国税事務所）（財務省） 345 345

A016378 旅費情報管理システム（広島国税局）（財務省） 2,366 2,366

A004465 出張旅費システム（文部科学省） 989 3,516 4,505

A004915 物品管理システム（厚生労働省） 4,271 4,271

A013489 物品管理システム（環境省） 308 308

- 物品管理システム（防衛省） 16,065 16,065

1,650,409 0 477,457 1,021,044 149,850 0 0 0 0 0 0 0 3,298,760

旅費等内部管理業務共通システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

合計 149,850

　「内部管理業務の業務見直し方針」（2003 年（平成15 年）7 月17 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に示されている考え方を踏まえつつ、「IT を活用した内部管理業務の抜本的効率化に向けたアクションプラン」（2008 年（平成
20 年）5 月30 日内部管理業務の抜本的効率化検討チーム決定）の基本的な取組方針、及び「旅費、謝金・諸手当、物品管理及び補助金の各業務・システム最適化に向けた基本方針」（2008 年（平成20 年）6 月30 日物品調達､物品管理､謝
金・諸手当､補助金及び旅費の各業務･システム最適化計画関係府省連絡調整会議決定）に基づき、「旅費、謝金・諸手当及び物品管理の各業務の最適化計画」（2012年（平成24年）1月17日改定各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決
定）（以下「最適化計画」という。）を作成し、各業務の最適化を図る。

旅費、謝金・諸手当及び物品管理の各業務は、各府省等が実施している以下の業務であり、各府省等において、必要に応じ個々にこれらの事務処理に係るシステムを整備し、運用している。
　① 旅費業務　　　　　　　旅行命令、旅費の請求、支出負担行為即支出決定決議等の業務
　② 謝金・諸手当業務　　謝金・諸手当に係る支出伺い、支出負担行為即支出決定決議等の業務
　③ 物品管理業務　　　　物品の取得、保管・供用、供用換・物品異動、処分申請、返納・処分等の業務

　最適化計画に基づき、旅費、謝金・諸手当及び物品管理の各業務の電子化及び各種入力業務の自動化等を可能とする旅費等内部管理業務共通システムを平成２６年度より全府省に導入した。
　平成27年度は、平成27年4月の地方支分部局等の運用開始に向け、導入円滑化に係る機能改善等の改修をおこなう。

投資開始年度 平成16年度 投資終了年度 平成27年度

環境省 環境省一般行政に必要な経費 一般会計 308

国土交通省 業務取扱いに必要な経費 自動車安全特別会計 3,987

環境省 事務取扱いに必要な経費 エネルギー対策特別会計 350

経済産業省 事務取扱いに必要な経費 貿易再保険特別会計 13

経済産業省 事務取扱いに必要な経費 特許特別会計 1,377

農林水産省 食糧の需給及び価格の安定のために行う事業に必要な経費 食料安定供給特別会計 205

経済産業省 事務取扱いに必要な経費 エネルギー対策特別会計 25

厚生労働省 業務取扱いに必要な経費 労働保険特別会計 4,370

厚生労働省 業務取扱いに必要な経費 年金特別会計 144

財務省 事務取扱いに必要な経費 外国為替資金特別会計 23

財務省 事務取扱いに必要な経費 地震再保険特別会計 3

経済産業省 旅費等内部管理業務共通システムの最適化実施に必要な経費 一般会計 138,865

財務省 事務取扱いに必要な経費 財政投融資特別会計 180

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

04-01 旅費等内部管理業務共通システムの改修
総投資額
（千円）

3,298,760 平成27年度投資額
（千円）

149,850

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 商務情報政策局情報プロジェクト室 新規/継続 継続
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

1,074,447 1,074,447

373,319 43,740 128,491 27,994 573,544

110,110 75,480 112,910 55,987 354,487

1,794 1,794

61,344 156,833 45,101 263,278

1,014 88,654 378,535 11,130 479,333

153 16,065 308 16,526

134,460 131,466 9,330 275,256

0

10,445 1,626 12,071

19,950 672 20,622

60,971 55,416 111,015 227,402

1,650,409 0 477,457 1,021,044 149,850 0 0 0 0 0 0 0 3,298,760

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成23年度 平成26年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成26年度 平成28年度

時間 平成22年度 平成26年度 平成28年度

時間 平成22年度 平成26年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

謝金・諸手当業務
業務処理時間

業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

謝金・諸手当業務の電子化及び入力の自動化等により、年間延べ約２２
万時間(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。

790,328 571,434

物品管理業務
業務処理時間

業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

物品管理業務の電子化及び入力の自動化等により、年間延べ約１０６
万時間(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。

2,922,817 1,860,946

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

共通システムを全府省等において導入した場合、システム化されていな
い府省等もあることから、年間のシステム運用等経費は約８億円増加す
るものの、業務処理時間の削減効果がシステム運用等経費増加分を上
回ることから、全体として効果が見込まれる。

303 1,106

旅費業務
業務処理時間

業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

旅費業務の電子化及び入力の自動化等により、年間延べ約１２５万時
間(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。

2,810,624 1,563,878

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016770 - - 8,524 162,008 21,600 192,132

0

0 0 8,524 162,008 21,600 0 0 0 0 0 0 0 192,132

JCM登録簿

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

我が国は、低炭素技術や製品の移転を通じた相手国での温室効果ガスの排出削減・吸収への貢献を、日本の貢献分として評価する仕組みである二国間クレジット制度（ＪＣＭ）を推進しており、これまでに、モンゴル、バングラデシュ、エチオピ
ア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコの１２カ国との間でＪＣＭを開始するための二国間文書に署名している（平成２６年８月現在）。

ＪＣＭの本格導入は日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）にも定められている。

＜参考：日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）抜粋＞
○二国間オフセット・クレジット制度の本格導入
・ 本年度から制度の本格的な運用を開始するため、国内での関連制度の整備や国際的な位置付けの確保に向けたロードマップを早急に策定する。

本システムはＪＣＭの運用にあたって、事業者等がプロジェクトの実施により取得したクレジットを管理するシステムである。
具体的には、口座管理者の機能として口座開設、ID・パスワード発行、残高・移転明細照会、クレジット発行、クレジット分配機能等を有し、口座保有者の機能としてパスワード変更、口座情報修正、クレジットの移転・償却・取消、移転明細出力、
残高照会等を有する。

システム名称：ＪＣＭ登録簿
整備内容（スケジュール）：
　平成２５年度　プロトタイプ開発による課題の整理、調達計画書・調達仕様書案の作成
　平成２６年度　調達仕様書等の意見招請、開発事業の入札公告、システム開発
　平成２７年度　システム開発、運用保守

政策・業務上の効果の概要：
　本システムはＪＣＭの運用にあたって必要となる、事業者等が所有するクレジットを管理するもの。
当該システムは経済産業省と環境省による共同開発である。

投資開始年度 平成２５年度 投資終了年度 平成２７年度

合計 21,600

経済産業省
エネルギー需給構造高度化対策費温暖化対策調査等委託費二国間クレジット取得等インフラ整備
調査事業委託費

エネルギー対策特別会計 10,800

環境省 二国間クレジット制度（JCM）基盤整備事業のうち制度構築・案件形成支援 エネルギー対策特別会計 10,800

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-02 ＪＣＭ登録簿
総投資額
（千円）

192,132 平成27年度投資額
（千円）

21,600

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 産業技術環境局地球環境連携室 新規/継続 継続
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

8,524 8,524

52,682 52,682

36,528 36,528

0

33,662 10,800 44,462

0

0

21,000 10,800 31,800

0

0

0

18,136 18,136

0 0 8,524 162,008 21,600 0 0 0 0 0 0 0 192,132

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

件 平成24年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度事業者の利便性向上
事業者がＪＣＭに係る口座及びクレジットに関する手続きに必要とす
るシステムを構築する。

事業者がＪＣＭに係る口座及びクレジットに関する手続きを行う仕組み
がない。

事業者がシステムを利用して、口座情報の
確認・変更、クレジットの獲得・移転等に関
する手続きを円滑に行い、利便性向上を
図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

口座及びクレジットの適
切な管理

署名国がＪＣＭに係る口座及びクレジットの管理に必要とするシステ
ムを構築する。

署名国がＪＣＭに係る口座及びクレジットを管理する仕組みがない。

署名国が、口座の開設・閉鎖、クレジッの
発行・移転等を効率的に行い、口座及びク
レジットを適切に管理できるシステムを構
築する。

口座開設数 ＪＣＭ登録簿に開設された口座の数
システムの開発により、国内外事業者のＪＣＭ活用の利便性を向上さ
せ、利用促進を図る。

0 140

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

調達にあたっては、民間事業者が提供するクレジット管理システムに関
するサービスの活用可能性や、政府共通プラットフォームの活用可能性
について検討し、運用経費の削減に努める。

0 64

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

ＪＣＭ制度を運用するにあたって、本システムを利用することによりクレ
ジットの移転に関する業務の効率化を図る。

1,785 297

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016781 15,953 73,994 28,691 0 0 0 0 0 0 0 118,638

0

0

0

0

0 0 15,953 73,994 28,691 0 0 0 0 0 0 0 118,638

省エネ法定期報告書等情報管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

省エネ法に基づき一定量以上のエネルギーを使用する事業者を指定し、当該事業者に対し、責任者を置いたり、基準に基づき省エネルギーに取り組むことを義務付け、毎年定期報告書や中長期計画書を提出させる。提出させた定期報告書の
内容を踏まえ、取組が不十分と判断される事業者に対しては、必要に応じて報告徴収や文書による指導や立入検査等を行い、取組の改善を促す。

省エネ法に基づく、特定事業者、特定連鎖化事業者、特定荷主及び指定工場の名簿、エネルギー管理統括者等の選任・解任届出、定期報告書及び中長期計画書等の受理及び分析について、全国９カ所の地方経済産業局（沖縄については内
閣府沖縄総合事務局経済産業部）においてそれぞれ処理を行うとともに、資源エネルギー庁省エネルギー対策課を含む各担当者間で情報共有を行う。
　国家資格であるエネルギー管理士免状の交付や再交付等について、資源エネルギー庁省エネルギー対策課において処理を行う。

省エネ法に基づく特定事業者（約13,000）等に係る情報や、当該事業者から提出される定期報告等の各種データを一元的に管理し、エラーチェックを行い、経済産業局職員等のデータ入力・確認・修正・集計作業負荷・コストの大幅軽減・削減を
図る。また、高度な分析機能を持たせることにより、法執行業務の迅速化・強化を図る。さらに、当該集計・分析の内容を公表すること等により広く国民・対象事業者等にフィードバックし、省エネルギーへの関心の喚起及び事業者の自主的な省
エネルギーの取組等を促進する。これは、電子行政オープンデータ戦略（平成２４年７月4日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）の内容にも合致するものである。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 28,691

経済産業省 省エネ法定期報告書等情報管理システム エネルギー対策特別会計 28,691

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー対策課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-03 省エネ法定期報告書等情報管理システム
総投資額
（千円）

118,638 平成27年度投資額
（千円）

28,691
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

15,953 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,953

19,120 0 0 0 0 0 0 0 0 19,120

31,867 0 0 0 0 0 0 0 0 31,867

0 878 0 0 0 0 0 0 0 878

12,747 5,957 0 0 0 0 0 0 0 18,704

0 6,649 0 0 0 0 0 0 0 6,649

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10,260 11,104 0 0 0 0 0 0 0 21,364

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1,544 0 0 0 0 0 0 0 1,544

0 2,559 0 0 0 0 0 0 0 2,559

0 0 15,953 73,994 28,691 0 0 0 0 0 0 0 118,638

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成30年度

百万円 平成25年度 平成27年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度分析データの高度活用
定期報告書等の分析データ（判断基準の個別項目ごとの遵守状況
等）を事業者への指導、施策の検討、国民への情報発信等に広く活
用する。

入力データが得られるのが年明けであり、利用用途が法執行対象の抽
出等一部の用途に限定されている。単年度、大括りのデータが主であ
り、高度な分析はあまり行われていない。

システムにより早期に得られた高度な分析
データが、事業者への指導、施策の検討、
国民への情報発信等に広く活用される。

法施行状況の的確な把
握

省エネ法に基づく責任者の選任状況。定期報告書等のデータ及び
法執行状況等の各種情報をシステムにて一元管理する。

経済産業局ごとにデータの管理方法が異なること等から、本省を含む担
当者間での各種情報共有がリアルタイムに行えず、省エネ法の施行状
況の的確な把握が困難になっている。

各種情報について、リアルタイムでの一元
管理がなされ、省エネ法の施行状況が的
確に把握できる。

事業者への指導の精緻
化

定期報告書等の内容を踏まえた事業者への指導をきめ細かく行う。
入力データが得られるのが年明けであり、当該内容を踏まえた指導等
への着手が遅れ、翌年度の定期報告書の受理までの期間が短期間と
なり、きめ細かな指導が行いにくい。

定期報告書等の内容を踏まえた指導に十
分な期間が確保され、きめ細かな指導が
行われる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

電子申請の環境整備や自動エラーチェックにより、定期報告書データの
エラー確認作業等の作業時間が大幅に短縮される。また、各種情報の
一元管理により、集計後のデータを用いた法執行準備時間が大幅に短
縮される。

25,000 8,900

データ入力等外部委託費
用

定期報告書等のスキャン、パンチ入力、
エラーチェック・集計の外部委託に要す
る費用

システムの運用及び電子申請の進展により、大幅に費用が低減される。 60 32

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

ユーザの対応支援、保守、軽微な改修等により安定的な運用を図る。 0 19

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A009518 7,636,366 7,409,176 8,642,364 4,906,806 7,156,502 3,880,533 13,722,775 12,353,404 7,355,412 1,519,675 74,583,013

0

0

0

0

0 0 7,636,366 7,409,176 8,642,364 4,906,806 7,156,502 3,880,533 13,722,775 12,353,404 7,355,412 1,519,675 74,583,013

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

206,085 292,169 789,708 728,198 997,901 1,134,155 496,104 45,790 45,790 45,790 4,781,690

970,976 670,093 2,048,959 1,002,336 2,209,395 2,151,154 3,668,306 2,635,982 15,357,201

2,567,856 1,981,071 2,838,089 1,908,578 2,317,351 8,963,141 7,642,305 5,491,629 33,710,020

0

0

3,886,940 4,405,407 2,751,768 1,053,854 1,418,015 381,384 381,384 1,815,487 1,604,153 1,260,045 18,958,437

0

40,957 213,840 213,840 213,840 213,840 213,840 213,840 213,840 213,840 1,751,677

4,509 19,479 23,988

0

0

0

0 0 7,636,366 7,409,176 8,642,364 4,906,806 7,156,502 3,880,533 13,722,775 12,353,404 7,355,412 1,519,675 74,583,013

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

特許事務システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

発明、デザイン、ブランドなどの産業財産権の保護・活用を図り、産業の発達に寄与すべく、特許法等の産業財産権制度を運営している。具体的には、(1)産業財産権の適切な付与、(2)産業財産権施策の企画立案、(3)国際的な制度調和と途上
国協力の推進、(4)産業財産権制度の見直し、(5)中小企業・大学等に対する支援、(6)産業財産権情報提供の拡充等、我が国産業の発展に向けた取組を行っている。

主な業務は、①出願受付（申請書類等についてオンラインで受付）、②方式審査（申請書類等の方式事項について審査）、③実体審査（先行技術文献等を調査し実体要件の充足を判断した後、その結果等の査定書等を起案）、④登録（登録原
簿により特許権等の権利、特許料等の料金を管理）、⑤公報発行（特許等に関する公報を発行するため、出願情報のデータベース、登録原簿から必要なデータを抽出し、公報データを自動編集）、⑥審判（各種請求を受付し、方式を調査し、審
理を経て、審決の起案・決裁等を行い、審決書を発送し、公報を発行）からなる。

「特許庁業務・システム最適化計画」に基づき、平成25～34年度の10年間で、出願の受付から審査・審判・登録・公報発行までの業務全般にわたる効率的な事務処理及び検索のためのシステム全体を刷新する。この際、既存システムは稼働さ
せたまま、①優先的に対応すべき政策事項のシステム対応の実現と、②システム構造の見直し、を同時並行的に実施する。このため、システムを段階的に刷新する方式を採用し、個別システム単位で前記①と②の実施時期を調整しながら刷
新を進める。本方式を採用することにより、逐次、優先度の高い政策事項のシステム対応を実現しつつ、運用経費を段階的に節減することが可能となる。また、国内外における制度の改正等に緊急の対応が必要となる場合には、影響を受ける
システムについて必要な改修を行うことにより、システムを利用した効率的な事務処理及び検索を継続的に実施可能とする。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成34年度

合計 8,642,364

経済産業省 特許事務の機械化に必要な経費 特許特別会計 8,642,364

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 特許庁総務部総務課情報技術統括室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-04 特許庁業務・システムの最適化等
総投資額
（千円）

74,583,013 平成27年度投資額
（千円）

8,642,364
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成17年度 平成25年度 平成35年度

時間 平成17年度 平成27年度 平成35年度

時間 平成24年度 平成26年度 平成27年度

万回 平成17年度 平成26年度 平成27年度

月 平成17年度 平成26年度 平成26年度

日 平成17年度 平成28年度 平成28年度

週 平成17年度 平成34年度 平成34年度

月 平成17年度 平成34年度 平成34年度

日 平成17年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成17年度 平成28年度 平成28年度

平成17年度 平成27年度 平成28年度

平成17年度 平成27年度 平成28年度

平成17年度 平成27年度 平成27年度

平成17年度 平成29年度 平成29年度

平成17年度 平成28年度 平成28年度

一般ユーザーの検索の
利便性

特許審査官及び国民等の一般ユーザーに対して、共通の特許・実
用新案に係る検索機能を提供する共通特実検索システムを構築す
る。

特許審査官向けの検索機能と一般ユーザー向けの検索機能とは個別
に構築されており、共通化されていない。

一般ユーザー向けの検索機能を特許審査
官向けの検索機能と共通化し、一般ユー
ザーも審査官向けと同等の検索機能を利
用できるようにすることにより、一般ユー
ザーの検索の利便性を向上する。

世界各国の特許庁が保
有する出願・審査情報（ド
シエ情報）への公衆アク
セスの利便性

Webサイト上で特許出願番号等を入力すると、他国の特許庁におけ
る関連出願についての出願・審査書類情報（ドシエ情報）を一覧表
示し、手続補正書や拒絶理由通知書といった対応する書類を取得
可能とするサービスを一般ユーザー向けに提供するシステムを構築
する。

一般ユーザーは、各国の特許庁におけるドシエ情報を参照するために
は、各特許庁が個別に提供している照会機能を利用せざるを得ず、複
数の特許庁のドシエ情報を一括参照することができない。

一般ユーザーが、複数の特許庁のドシエ
情報を一括参照できるようにすることによ
り、一般ユーザーの利便性を向上する。

ハーグ協定加盟への対
応

ハーグ協定への加入に向け、国際出願及び国内に移行した出願を
処理するためのシステムを構築する。

特許庁システムは、ハーグ協定に対応していないため、ハーグ協定に加
盟した場合、システム上で当該協定に基づく国際出願や国内に移行した
出願を処理することができない。

特許庁システム上で、ハーグ協定に基づく
各種手続や事務処理を行えるようにする。

法改正（新しいタイプの商
標）への対応

特許庁システムを、導入が検討されている新しいタイプの商標を保
護する制度に対応させる。

特許庁システムは、新しいタイプの商標を保護する制度に対応していな
いため、当該制度が導入された場合、システム上で出願を処理すること
ができない。

特許庁システム上で、新しいタイプの商標
を保護する制度に基づく各種手続や事務
処理を行えるようにする。

PCT中間書類の提出に
伴う負担

現在紙書類でしか提出できないPCT中間書類のうち、特に利用の多
い16の書類を電子的に提出できるようにすることで、出願人の利便
性を向上する。

出願人は、PCTの中間書類を紙書類でしか提出できない。
PCTに関する主な手続について電子的に
手続きできるようにすることにより、出願人
の事務負担を軽減する。

法改正（付与後レビュー）
への対応

特許庁システムを、導入が検討されている付与後レビュー制度に対
応させる。

特許庁システムは、付与後レビュー制度に対応していないため、当該制
度が導入された場合、システム上で申立てを処理することができない。

特許庁システム上で、付与後レビュー制度
に基づく各種手続や事務処理を行えるよう
にする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

データ提供までに要する
期間（整理標準化関係）

データ提供までに要する期間
庁内の各データベースに分散しているデータを整理し、ユーザに対して
「整理標準化データ」等の産業財産権情報を迅速に提供できるようにす
る。

2 0

システム間のデータ接受
に要する期間（特許・実
用新案）

受付システム、記録原本管理システム、
特実方式審査システム、特実審査周辺
システム相互間のデータ接受に要する
期間

現在バッチ処理で行われている受付システム、記録原本管理システム、特実
方式審査システム、特実審査周辺システム相互間におけるデータ接受処理
を、単件ごとのリアルタイム処理とすることで、出願書類、中間書類等の受付
から方式審査、実体審査が可能となるまでの期間等を短縮する。この取組に
より、例えば以下のような効果が得られる。
●ユーザーの利便性向上
・出願書類または中間書類が特許庁システムに問題無く格納されたことの確
認：最短で翌日→最短で当日
・出願書類に問題が無く自動で方式が完了した場合の確認：最短で４日→最
短で当日
・中間書類に問題が無く自動で方式が完了した場合の確認：最短で５日→最
短で当日
・出願書類を提出してから早期審査が可能となるまで：最短で８日→最短で当
日
●審査官、方式専門官の利便性向上
・出願書類または中間書類を提出してから参照可能となるまで：最短で翌日→
最短で当日
・出願書類を提出してから審査官が起案可能となるまで：最短で８日→最短で
当日
・中間書類を提出してから審査官が起案可能となるまで：最短で７日→最短で
当日
●手続の齟齬の防止
・手続のすれ違いにより通知等が発送されるリスク期間：最短で５日→最短で
当日

1 0

海外特許庁から受け取っ
たデータの蓄積にかかる
期間

海外特許庁から受け取ったデータの蓄
積にかかる期間

海外特許庁から受け取ったデータの蓄積をメディアレスにて行うシステ
ムを整備することにより、人手作業に伴う負担や誤りを低減する。

4 0

特許公報発行期間 特許公報の発行に要する期間
特許公報をインターネット上で発行することにより、発行に要する期間を
短縮する。

7 4

ユーザによる中韓文献検
索実施回数

ユーザが中韓文献翻訳・検索システム
を利用して検索を行った回数

中国・韓国語文献の翻訳・検索環境を整備することにより、出願人等の
ユーザがそれらの文献の先行技術調査を容易に行えるようにする。

120

中国特許文献の公開か
ら翻訳文の閲覧・検索が
可能となるまでに要する
期間

中国特許文献の公開から翻訳文提供ま
でに要する期間

中国特許文献を中国における公開から１か月以内に機械翻訳し、中韓
文献翻訳・検索システム上で閲覧・検索可能とする。

1

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

検索機能の拡充、インタラクティブ申請の導入等によるシステムの利便
性向上、及びそれに伴う業務の進め方の見直しにより、業務の簡素化、
業務処理時間の短縮等を実現する。

3,720,376 3,665,427

受付システム復旧時間 受付システムの復旧に要する時間
受付システムを二重化することにより、大規模な災害やシステム障害が
発生した場合における迅速なシステム復旧を可能とする。

5 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

ホストコンピュータをオープン系システムに変更し、併せてシステム構造
の簡素化・機能の集約化を図ることにより、ハードウェア資源の削減を
可能とする。

24,718 20,028
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A009024 0 0 13,545 0 0 159,818 0 0 0 0 0 0 173,363

0

0

0

0

0 0 13,545 0 0 159,818 0 0 0 0 0 0 173,363

鉱業権出願処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

鉱業法に基づく、鉱業権の設定出願に係る審査業務及び設定された鉱業権の登録等の管理を実施し、あるいは鉱物の探査に係る許可を行うことを通じて、鉱物資源を合理的に開発することによって、公共の福祉の増進に寄与することを目的と
する。

　鉱業法に基づく、鉱業権の設定出願に係る出願と既存の鉱業権や出願との重複関係の審査や出願情報の修正等を行い、権利の設定に係る許可不許可を実施し、また、鉱業出願及び登録が行われた鉱業権の所有者（出願人）、鉱区（出願
区域）の座標、権利種別、所有者（出願人）の変遷等に係る鉱業出願及び鉱業権の管理を実施する。
　鉱業権の設定及び管理は、鉱業権の出願設定された経済産業省資源エネルギー庁、経済産業局及び沖縄総合事務局において行う。

　これまで、現行の鉱業権出願処理システムにおいて、鉱業法に基づく鉱業権の設定出願に係る審査あるいは鉱業権の設定出願に係る出願及び鉱業権に係る情報の電子的管理等を行ってきたが、平成元年に構築されたシステムであり、
COBOLやFortranと言った古い世代の開発言語を利用しており、最新OS上での動作や保守作業が年々困難になってきている。また、キャラクタユーザインターフェースを用いており、マウス等を用いた入力ができないといった効率性の課題、機
能追加等の結果、利用頻度が減少した機能等によるシステム全体の肥大化と言った問題も発生している。システムの最新化とともに簡素化・スリム化、データの補正を通じて、業務の効率化・適正化を図るものである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 0

経済産業省 鉱物資源等関係事務処理 一般会計 0

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 資源エネルギー庁資源・燃料部政策課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-06 鉱業権出願処理システム開発等
総投資額
（千円）

173,363 平成27年度投資額
（千円）

0
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 13,545 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,545

0 0 0 0 0 44,167 0 0 0 0 0 0 44,167

0 0 0 0 0 36,893 0 0 0 0 0 0 36,893

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 18,374 0 0 0 0 0 0 18,374

0 0 0 0 0 14,214 0 0 0 0 0 0 14,214

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 15,663 0 0 0 0 0 0 15,663

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 30,507 0 0 0 0 0 0 30,507

0 0 13,545 0 0 159,818 0 0 0 0 0 0 173,363

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成29年度 平成34年度

平成26年度 平成29年度 平成34年度

システムの利用による出
願及び鉱業権の管理

鉱業法に基づく鉱業の出願及び鉱業権の管理を行う。
原則、現行の鉱業権出願処理システムを用いた出願及び鉱業権の管理
を行うことになっているが、過去の大量出願等から、システムを利用せ
ず、別の管理を実施している部局がある。

更新後の鉱業権出願処理システムを用い
て、出願及び鉱業権の管理を実施する。

審査事務の適正化
システムの利用と併せて、審査事務の処理をより適正に実施するこ
とを目指す。

システムの利用をしていてもなお、権利に係る審査であること、また平成
24年施行の改正鉱業法による審査基準の厳格化のため、以前にも増し
て慎重な処理を行っている。

過去の審査に係る課題、その処理の参考
材料を集める等によって経済産業省及び
局の間で共有し、より適正に審査事務の
処理を実施する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

システムの操作性向上等により、関係職員がシステムを使用する時間
の削減を図る。

2,783 1,948

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

ハードウェアについて、現在一般的に用いられるシステムに最新化した
上で「個別業務システム」に統合することで大幅に削減するとともに、ソ
フトウェアについても現在広く使われているJava等の言語を利用する形
にすることで保守費用等の削減を図る。

18 9

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A009138 8,779 42,360 285,300 336,439

0

0

0

0

0 0 0 8,779 42,360 285,300 0 0 0 0 0 0 336,439

工業標準策定システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

工業標準化法に基づき、製品の品質に一定の水準（以下、「標準」という。）を与えることを主目標にしている。標準化により、製品の適切な品質が設定され、企業ニーズだけでは無く、消費者ニーズや信頼性の向上をはじめとする公共の利益等
の社会ニーズにも応えられる。より具体的には製品の寸法、性質、成分、強度というような品質等の製品選択に必要不可欠な情報を提供し、取引や生産効率の向上、技術の普及、コスト削減等にもつながる。以上の様な標準化によるメリットを
通して、産業界により良い影響を与え国民経済の発展に寄与する。

工業標準策定システムは、「JIS等の制定に関するシステム」等から構成される。管理する情報は、規格情報、原案情報、受付管理情報、審議情報、審議ステータス、投票情報、登録認証機関情報、認証取得者情報など多岐にわたり、それらを
すべて一元管理する。各システムは、アクセスしてきた利用者(経済産業省内部利用者、原案作成団体、JISC審議委員等)に応じてアクセス制御を行い、利用者に許可された情報の登録・更新・参照・削除を行う。原案作成団体から、JIS原案の
提出を受付け、付議、JISC審議、答申、JIS公示までのステイタスを管理し、利用者ごとに業務上必要な情報を利用可能にする。公示された規格は広く一般国民に公開する。JISC審議では、JISC委員が審議対象の原案等を閲覧し、規格等に賛
成反対の投票や意見を述べることが出来、投票状況や結果についても閲覧出来る。

現行e-JISCシステムの機器等利用契約が平成２８年１１月３０日に終了するのに併せ、可能な限り標準策定業務の合理化を実現し、政府共通プラットフォームへの移行を意識した次期e-jiscの開発に係る投資を行う。
次期e-jiscの開発に併せ、調達及び開発の支援業務に対しても投資を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 42,360

経済産業省 標準化システムの維持・運用・管理 一般会計 42,360

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 産業技術環境局基準認証政策課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-03 工業標準策定システム改修
総投資額
（千円）

336,439 平成27年度投資額
（千円）

42,360
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

8,779 28,240 37,019

73,440 73,440

26,298 26,298

19,656 19,656

112,590 112,590

21,546 21,546

0

14,120 31,770 45,890

0

0

0

0

0 0 0 8,779 42,360 285,300 0 0 0 0 0 0 336,439

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成28年度 平成29年度

時間 平成25年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成29年度
工業標準制定業務に係
る諸情報の的確な把握

①工業標準化法に基づき制定される日本標準規格（ＪＩＳ）等の制
定・公示・公開情報、②国際標準化機構（ＩＳＯ）／国際電気標準会
議（ＩＥＣ）の国際標準制定情報、③ＪＩＳマーク制度に基づく認証機
関、ＪＩＳ工場に係る情報　等の各種情報をシステムにて一元管理す
る。

工業標準化に基づく工業標準策定業務はプロセス、ステークホルダが
多岐に亘るため、本システムなしに各種プロセスの合理的な遂行が困
難になっている。

各種情報について、リアルタイムでの一元
管理がなされ、工業標準策定の状況が的
確に把握できる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

次期e-jiscの合理化、スリム化により、システム運用に係る問い合せ対
応・作業依頼対応、アプリケーション障害対応、データメンテナンスに係
る対応等に係る支援業務時間の圧縮を図る。

1,987 1200

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現行e-JISCシステムの機器等利用契約が平成２８年１１月３０日に終了
するのに併せ、可能な限り標準策定業務の合理化を実現し、政府共通
プラットフォームへの移行を意識した次期e-jiscの開発に係る投資を行
う。

89 79

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020582 387,954 50,000 437,954

0

0

0

0

0 0 0 387,954 50,000 0 0 0 0 0 0 0 437,954

地域経済分析システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

地域経済に関わる様々なビッグデータを収集し、かつ、分かりやすく可視化するシステムを構築することで、地方自治体に真に効果的な地域産業政策や地域活性化政策の立案・実行を支援する。

地域経済分析システムを開発し、民間調査会社等の膨大な企業間取引データや携帯位置情報、カーナビ情報等を活用して、国（経産局）や地方自治体が、地域経済における産業構造や人・モノ・カネの流れを空間的かつ時系列的に把握するこ
とで、より効果的な地域産業政策や地域活性化政策の立案に役立てる。

平成２６年度に開発予定の「地域経済分析システム」の平成２７年度以降の運用及びデータの更新を行うとともに、新たな分野のデータの追加を含む、さらなるシステムの機能強化を行う。本システムにおいて開発予定の7つのマップ（「産業マッ
プ」「人口マップ」「観光マップ」「自治体比較マップ」「市場分析マップ」「金融マップ」「レジリエンスマップ」）のうち、「産業マップ」「人口マップ」「観光マップ」「自治体比較マップ」については２６年度中に開発を終え、２７年度からの運用、データ更新
を行う。「市場分析マップ」「金融マップ」「レジリエンスマップ」については、さらなるシステムの機能強化として、設計、機能追加を行う。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 50,000

経済産業省 企業取引情報等による地域活性化事業 一般会計 50,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 地域経済産業グループ　地域経済産業調査室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04 地域経済分析システム
総投資額
（千円）

437,954 平成27年度投資額
（千円）

50,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

290,827 290,827

85,000 15,600 100,600

10,127 31,700 41,827

0

2,700 2,700

0

0

0

1,000 1,000

0

0

1,000 1,000

0 0 0 387,954 50,000 0 0 0 0 0 0 0 437,954

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 - - -

自治体 平成26年度 平成27年度 平成29年度

アクセス／
日

平成26年度 平成27年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

効果指標 取組の概要 現状 目標

地域経済の的確な把握
地域経済に関わる様々なビッグデータを収集し、かつ、分かりやすく
可視化するシステムを構築する。

地域経済に関わる様々なビッグデータを収集し、地域経済を分析する仕
組みがない。

システムを利用し、客観的なデータに基づ
いて、分析することにより、地域経済の的
確な把握ができる。

システム閲覧者数 地域経済分析を閲覧した延べ人数
地域経済分析システムを一日当たりに活用した延べ人数を把握すること
で、当該システムが多く活用されているかを把握できる。また、多く活用
されたページの機能強化や不要なページの削減等を行うことができる。

0 1000

業務処理時間 関係職員の業務処理時間
地方自治体における効果的な地域産業政策や地域活性化政策の立
案・実行を支援するための投資であり、業務処理時間の削減を目的とす
るするものではない。

- -

利用自治体数
地域経済分析システムを利用している
自治体数

地域経済分析システムを利用する際には、利用者登録が必要である。し
たがって、その登録を行った自治体数を示すことで、当該システムを地
域の戦略づくりの一助とした自治体数が判明し、地方創生の取組指標と
なる（目標値の内訳：都道府県47、市区町村900）。

0 947

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

システムをクラウド上に置き、運用していくために最低限必要となる費
用。

0 170

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020238 100,949 100,949

0

0

0

0

0 0 0 0 100,949 0 0 0 0 0 0 0 100,949

電力市場監視システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

電力システム改革専門委員会報告書（平成２５年２月）及び電力システムに関する改革方針（平成２５年４月２日閣議決定）において、自由化された卸電力市場における電力取引の監視・モニタリング等を行うこと等の方向性が示されている。
これを受け、卸電力取引所の活用状況のモニタリング等を実施、電力システム改革の第２段階以降の自由化された市場における電力取引の適切な監視を行う。

卸電力取引所、発電事業者等から取引に係る情報を収集・分析することにより、自由化された市場における電力取引の監視・モニタリング等を実施。

システム名称：電力市場監視システム
設備内容（スケジュール）：
　平成２７年度中　　　　　システム開発
　平成２８年度４月から　 運用開始予定

効果の概要
本システムは、卸電力取引所、発電事業者等から取引に係る情報を収集・分析し、電力取引の監視・モニタリング業務を強化するシステムである。
具体的には、卸電力取引所、発電事業者、小売事業者等から取引に係る必要情報を収集し、収集した情報をもとに①卸電力取引所の活用状況、②発電事業者による相場操縦等の有無、③事業者間の料金比較、④自由化以前の小売料金か
らの料金の変動、⑤各事業者間の市場シェア率等を数値化し確認出来るシステムとする。

投資開始年度 平成27年 投資終了年度 平成27年

合計 100,949

経済産業省 電力市場監視システム 一般会計 100,949

平成27年度政府情報システム投資計画書

経済産業省 資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課　電力・ガス改革推進室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01 電力市場監視システムの設計・開発
総投資額
（千円）

100,949 平成27年度投資額
（千円）

100,949
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0

30,285 30,285

28,449 28,449

918 918

24,778 24,778

0 0

0 0

1,101 1,101

918 918

9,177 9,177

4,589 4,589

734 734

0 0 0 0 100,949 0 0 0 0 0 0 0 100,949

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 27 28 28

時間 - - -

百万円 28 28 28

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

27 28 28
自由化された市場におけ
る電力取引の監視・モニ
タリングの業務の強化

電力システム改革の第２段階以降の自由化された市場における電
力取引の適切な監視を行うためのシステムを構築する。

現状、自由化された市場における電力取引の適切な監視を行うための
システムは存在せず、電力取引の監視・モニタリングの業務の体制も、
監視業務を行うに当たり不足している。

収集した情報をもとに①卸電力取引所の
活用状況、②発電事業者による相場操縦
等の有無、③事業者間の料金比較、④自
由化以前の小売料金からの料金の変動、
⑤各事業者間の市場シェア率等を数値化
し確認出来るようにする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間 関係職員の業務処理時間
電力取引の監視・モニタリング業務を新たに実施するための投資であ
り、業務処理時間の削減を目的とするするものではない。

- -

外部委託経費の抑制額
電力市場監視システムの導入による外
部委託経費の抑制効果額

電力市場監視システムの導入により、本業務を外部委託した場合に見
込まれる経費を抑制する。

50 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

必要情報の収集にあたり、関係者の既存の情報や既存情報ベンダーか
らの既存情報を収集することで、無駄のない情報処理を実施する。

0 20

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○ ○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016840 156,923 11,111 114,476 356,970 62,501 701,981

0

0

0

0

156,923 0 0 11,111 114,476 356,970 62,501 0 0 0 0 0 701,981

電子契約システム（工事・業務）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

公共事業支援システム（官庁営繕業務を含む）の業務・システムの最適化計画（平成18年CIO連絡会議決定）は、各府省が行う公共工事、建設コンサルタント業務等の共通的な事務手続きに着目し、業務の効率化・合理化、利便性の維持・向
上、安全性・信頼性の確保、経費削減を図り、国民等への提供情報の一元化による利便性の向上、共通事務における一元的なシステム構築における無駄な重複投資の排除、情報の重要性に応じた安全性・信頼性の確保を基本理念としてい
る。

公共工事及び建設コンサルタント業務等における契約手続業務について、共通化し得る事務手続き（「契約締結」「協議」「契約変更」「検査支援」「支払・請求」等）に着目し、業務の効率化・合理化、利便性の維持・向上、安全性・信頼性の確保、
経費削減を図るものである。

公共事業支援システム対象業務のうち「契約手続業務」について、各府省において共通化し得る手続きを電子化する一元的な「電子契約システム（工事・業務）」を開発するものであり、これにより、システム開発費用及びシステム運用費用の重
複投資を排除するとともに、共通する機能については、総務省が開発した「電子調達システム」を利用することで更なるシステム開発費用の軽減を図る。

投資開始年度 平成18年度 投資終了年度 平成29年度

合計 114,476

国土交通省 電子契約システム整備等経費 一般会計 114,476

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 大臣官房地方課、大臣官房技術調査課、総合政策局行政情報化推進課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

06-01
公共事業支援システム

（電子契約システム（工事・業務））の設計・開発
総投資額
（千円）

701,981 平成27年度投資額
（千円）

114,476

237



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

11,111 11,111

156,923 156,923

114,476 356,970 62,501 533,947

0

0

0

0

0

0

0

0

0

156,923 0 0 11,111 114,476 356,970 62,501 0 0 0 0 0 701,981

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間／年 平成25年度 平成29年度 平成30年度

百万円／年 平成25年度 平成29年度 平成30年度

百万円／年 平成25年度 平成29年度 平成30年度

万日／年 平成25年度 平成29年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成29年度 平成30年度

平成25年度 平成29年度 平成30年度

平成25年度 平成29年度 平成30年度

平成25年度 平成29年度 平成30年度
変更契約（見積り合わ
せ）の効率化

電子化により契約変更（見積もり合わせの）業務の効率化が図れ
る。

変更契約の都度、対面や郵送での見積り合わせ業務が発生している。 手続き業務の電子化により効率化を図る。

環境負荷の軽減
契約業務の電子化による、紙媒体の書類の作成・印刷、移動、保管
により生じる電力（ＣＯ２）の抑制。

紙媒体の印刷や保存場所の確保で、電力消費などの環境負荷が掛って
いる。

データを電子媒体で作成・保存し、環境負
荷の軽減を図る。

（政府の効果）

契約書類管理の効率化
契約書類をＤＢ化することにより、過去案件の検索の効率化・契約
書類の長期保存化が図れる。

紙媒体での保存のため、検索に時間を要すことと、書類管理の負担も発
生している。

契約書をＤＢ化し、書類管理の効率性・安
全性を向上させる。

（契約受注業者の効果）

電子化による契約手続き
書類の様式の統一・標準
化

各府省で異なっている契約書や関連資料の様式を電子化により統
一・標準化。

現在紙により行われている契約手続書類の様式が各府省において統一
化されていないため契約受注業者において煩雑化が生じている。

帳票の統一・標準化による効率化を図る。

申請手続処理時間
契約受注業者の複数回の移動に係る
移動時間の合計

契約関連書類の授受における、契約受注業者の複数回の移動時間を
削減する。

3.6 0

効果指標 取組の概要 現状 目標

（契約受注業者の効果）

申請手続処理経費
契約受注業者の複数回の移動に係る
交通費等の合計

契約関連書類の授受における、契約受注業者の複数回の交通費等を
削減する。

720 0

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

契約に係る各システムと連携することによって、登録に係る二重入力の
解消及び誤入力を防止し、契約関連事務の効率化を図る。

12,598 7,580

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

各府省において運用するシステムを、一元的なシステムとして構築する
ことにより、各々にて重複して発生すると想定されるシステム運用費用を
抑制する。

0 308

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

（政府の効果）

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012101 39,296,788 12,591,564 14,378,413 13,527,790 10,915,573 12,514,600 10,889,600 5,210,400 3,423,600 122,748,328

A012237 0 899,910 2,811,000 3,392,000 5,280,063 3,729,800 2,752,460 1,439,270 3,083,740 23,388,243

0

0

0

39,296,788 13,491,474 17,189,413 16,919,790 16,195,636 16,244,400 13,642,060 6,649,670 6,507,340 0 0 0 146,136,571

管制情報処理システム

ターミナルレーダー情報処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　安全かつ円滑な航空交通を確保するためには、航空管制官等に管制支援情報を適確・円滑・迅速に提供することが不可欠であり、一連の管制情報処理システムを整備・運用・改善することが必要となっている。この管制情報処理システムに
ついては、平成15年3月1日に発生したシステム障害により1600便以上の遅延・欠航を生じさせ、社会活動に多大な影響を及ぼしたことを契機に耐障害性に優れた新たなシステム構築のための検討が行われた。また、同システムは、今後の航
空交通量の増大や、国内外のニーズ等への対応についても実現することを求められているところである。
　このため、国土交通省は、新システムについて、システム最適化計画を策定し、平成20年から整備作業を開始したところであり、平成27年度以降、順次運用を開始することとしている。

　航空会社や国内外の各管制機関および気象庁等から提供される飛行計画・気象・運航情報を収集・蓄積するとともに、航空機の運航に必要な情報を作成・配信している。さらに、航空機の位置情報と飛行計画・運航情報等を有機的に処理し、
航空機の位置表示データを作成し、航空機の運航支援等に有益な情報を算出・作成している。また、増大する航空交通量に対応するため、防衛省等の関係機関と密接に連携して、最適な空域構成や経路構成の企画・設計に必要なデータを作
成し、交通量および混雑空域の予測データを算出し、過度な交通集中を未然に防止するための交通流制御情報を航空管制官等に提供している。そのほか、ターミナルレーダー管制に必要な航空機位置情報と飛行計画・運航情報等を有機的に
処理し、航空機の位置表示データを作成すると共に、航空機の管制指示に有益な情報を算出・作成し、最適なヒューマン・マシン・インタフェースで航空管制官に対してリアルタイムに情報を提供している。

　電子計算機の処理能力が飛躍的に向上していることを踏まえた処理能力の増強とシステムの信頼性・安定性の確保を前提として、メインフレームを中心として構成された既存システムを、汎用機器及び汎用的な通信技術等を採用してオープ
ン化し、また整備を実施することで、コスト縮減を念頭に置いたハードウェアの更新、ソフトウェアの開発、関係システムとの連接等の整備を段階的かつ計画的に実施するものである。

投資開始年度 平成20年度 投資終了年度 平成31年度

合計 16,195,636

国土交通省 管制情報処理システム整備
自動車安全特別会計

空港整備勘定
10,915,573

国土交通省 ターミナルレーダー情報処理システム整備
自動車安全特別会計

空港整備勘定
5,280,063

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局交通管制企画課管制情報処理システム室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

08-01
管制情報処理システムの整備

ターミナルレーダー情報処理システムの整備
総投資額
（千円）

146,136,571 平成27年度投資額
（千円）

16,195,636
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

50,000 40,000 75,000 97,900 91,000 40,000 50,000 30,000 473,900

846,000 165,000 30,000 87,500 1,128,500

29,346,935 11,396,271 15,189,309 13,702,800 12,913,880 13,367,800 10,690,460 4,448,470 4,632,140 115,688,065

1,387,600 139,000 237,300 955,890 878,325 521,000 792,700 471,900 402,000 5,785,715

0

0

0

0

7,666,253 1,751,203 1,657,804 2,075,700 2,312,431 2,315,600 2,108,900 1,699,300 1,473,200 23,060,391

0

0

0

39,296,788 13,491,474 17,189,413 16,919,790 16,195,636 16,244,400 13,642,060 6,649,670 6,507,340 0 0 0 146,136,571

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 25年度 30年度 32年度

時間 20年度 21年度 32年度

百万円／
年・回

20年度 27年度 32年度

百万円 20年度 34年度 37年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

27年度
27年度 32年度

27年度 27年度 32年度

27年度 27年度 32年度

航空の安全性・定時性に
直結する機能とそれ以外
の機能の分離

航空機の位置情報の処理等、極めて高いリアルタイム性や継続性
を要求される処理と、準リアルタイム処理に分離する。また管制卓と
呼ばれる管制官が操作する部位を独立させ障害の局所化を図る。

複数の機能が複雑に関連したシステム構成となっており、障害発生時は
システム全体に影響が及ぶ恐れがある。

耐障害性の向上、継続した管制サービス
の提供

十分な拡張性の確保
今後の航空交通量増大に対応するため、最新の情報処理技術を適
切に活用すると共に、国際的な調和を図る為の機能拡張に対応でき
る柔軟な設計とする。

メインフレームや特注品をシステムの基幹としたため、拡張性に乏しく、
性能向上に多額の投資が必要であった。

拡張性の向上（機能向上の容易さ）、柔軟
性の向上（スペック増強の対応の容易さ）

効果指標 取組の概要 現状 目標

飛行計画情報の共用
飛行計画情報をより詳細化し、一元管理することで、各サブシステム
が当該情報を共用できるシステム構成とする。

個別のサブシステム毎に飛行計画情報を処理。 効率的なシステム構成の実現

重大な障害発生時にお
ける経済的損失額

過去のシステム障害の事例より経済的
損失額を試算

信頼性・可用性に優れた次期システムを整備することにより、平成15年3
月に発生したようなシステムの重障害を未然に防止し、システム障害に
よって生じる社会的影響を抑止する。

▲ 6,883 0

システム整備等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

メインフレームのオープンシステム化による汎用的な技術、機器を用い
ることによる競争性の向上

12,308 7,074

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

メインフレームのオープンシステム化によるレンタル経費の削減、汎用的
な技術、機器を用いることによる競争性の向上

3,526 1,940

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

更なるインバウンド政策の推進やLCCによる新規需要創出等により航空
交通量が増大するなか、管制情報処理業務をおこなうシステムの機能
拡充により対応する。

8,760 6,536

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A011856 1,368,775 600,000 420,000 350,000 322,206 254,022 3,315,003

0

0

0

0

1,368,775 600,000 420,000 350,000 322,206 254,022 0 0 0 0 0 0 3,315,003

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

4,893 1,650 1,650 1,650 1,643 1,643 13,129

191,389 15,314 11,486 11,972 11,295 11,295 252,751

155,854 31,028 23,271 27,938 26,790 26,790 291,671

0 0 0 0 0 0 0

47,489 10,959 8,220 8,222 7,410 7,410 89,710

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

969,150 541,049 375,373 300,218 275,068 206,884 2,667,742

1,368,775 600,000 420,000 350,000 322,206 254,022 0 0 0 0 0 0 3,315,003

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

出入管理情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

米国同時多発テロ事件の発生を契機に、国際的な保安の確保のため、海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ条約）が改正され、これに対応した国内法として「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律」が成立。港湾分野では、国
による立入検査等にて判明した出入管理強化の必要性や海外港湾における高度な出入管理の実施状況等を踏まえ、ゲートにおける３点確認（本人・所属・立入目的の確認）の１００％実施を義務化。セキュリティ水準の強化に伴うゲート前の渋
滞発生を緩和するため、国際海上コンテナターミナルへの人の出入り管理を確実かつ円滑に実施可能な出入管理情報システムの導入・運用を推進する。

ゲートにおける３点確認の効率的な実施のため、出入管理情報システム（注１）ではＰＳカード（注２）に格納された情報の読み取り・認証機能を有する。
（注１）出入管理情報システムとは、
・カードリーダーでPS（Port Security）カードを読み取ること等により、制限区域への人の出入りを確実かつ円滑に管理するシステム。
・国がトラックドライバー等に対して、PSカードを発行するとともに、主要港のコンテナターミナルに、カードリーダー、リーダー管理用パソコン等を設置する。
（注２）PS（Port Security）カードとは
・国が発行する、出入管理情報システムを利用するために不可欠な全国共通のＩＣカード。
・高度に偽造防止対策が施され、本人確認が容易な写真付きのカード（ＩＣチップを内蔵し、識別番号、暗号鍵等を格納）。

ゲートにおける３点確認は、重要国際埠頭施設の管理者に義務づけられるものであり、その実施にあたってシステムが導入されていない場合には、管理者において制限区域に立ち入ろうとする者の氏名、所属等を管理台帳に記入させること等
が必要である。一方、貨物自動車運送事業者等については、複数の施設を利用することが想定され、その都度管理台帳の記入を行うことは、ゲート前混雑を招きかねないため、物流効率性も勘案した全国共通のシステム構築が必要である。こ
れまでに大型トラックの出入りする振動等の環境の中でも安定的な動作を確保し、処理速度を満足するシステムの開発を行うとともに、多くのターミナルが参加するよう働きかけ、その結果、東京港等１１港、５４ターミナルが参画することとなって
いる。現在、関係者とともに実用化に向けた調整を進めている。平成27年度から平成28年度においては、社会実験で使用した一部の不要なシステムの撤去や、PSカードの申請手続きのWebを活用したシステムとする開発を行っていく。
（注）重要国際埠頭施設の管理者とは、
・港湾法に規程される重要港湾における国際埠頭施設（国土交通省令で定める基準に該当しないものを除く）の管理者であり、主に地方自治体や民間企業が施設管理者となる場合が多い。

投資開始年度 平成20年度 投資終了年度 平成28年度

合計 322,206

国土交通省 出入管理情報システムの構築 一般会計 322,206

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 港湾局海岸・防災課危機管理室 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

08-02 出入管理情報システムの構築
総投資額
（千円）

3,315,003 平成27年度投資額
（千円）

322,206
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

％ 平成23年度 平成26年度 平成28年度

百万円／年 平成20年度 平成26年度 平成27年度

時間/年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
PSカードの申請受付処理に要している
標準的な業務処理時間

ＰＳカードの申請受付処理業務に関して、PSカードの申請件数が多数発
生することが見込まれる年次においても、安定的なカード発行を実現す
るために、Webを活用したシステムの開発を行っていく。

6,650 3,166

ＰＳカードの普及率

出入管理情報システムを導入している
国際コンテナターミナルを利用するトラッ
クドライバーのうちPSカードを所持して
いる者の割合

ＰＳカードは、出入管理情報システムを利用するために不可欠な全国共
通のＩＣカードであり、ＰＳカード普及率が向上することでゲート前の手続
きがスムーズに行われる。

65 95

出入管理情報システムの
導入効果

出入管理情報システムの導入による金
額的効果

ゲート前受付時間が削減されることにより負担が軽減されるトラック運転
手の人件費（平成25年賃金構造基本統計調査：2.1千円／時間）

0 915

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

運用等経費については、システムを導入する重要国際埠頭施設の管理
者や、PSカードの申請者より使用料として徴収する。今後、運用等経費
については分析を行い、メンテナンスコスト等の縮減を図る検討を実施
する。

125 96
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012260 2,119,425 346,500 577,710 359,000 0 0 0 0 0 0 0 3,402,635

0

0

0

0

2,119,425 346,500 577,710 0 359,000 0 0 0 0 0 0 0 3,402,635

機械施設管理保全システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　航空需要の拡大に伴って全国の空港等に設置されている管制情報処理システムや、航空保安無線施設、航空灯火等の航空保安施設の重要性が一層増加している中で、その電源を供給するための発電設備、無停電電源設備等の機械施設
についても、安定的稼働が更に強く求められることから、これら機械施設に対して２４時間体制で監視・制御し、緊急時対応を行うとともに、管理・保全を実施することを目的として、平成７年度から１０年度にかけて機械施設管理保全システムの
整備を行ってきた。
　このシステムの整備により、それまで要員が配置できなかった空港等の機械施設の管理運用が２４時間体制で監視・制御が可能となり、広域施設管理体制による信頼性の高い施設の管理・保全を行うことができるようになり、また、同時に新
規施設が増大する一方、定員削減が求められている中、業務の効率化と要員の有効的な活用が図られ、要員の増加を図ることなく業務体制の継続を可能としている。

　機械施設管理保全システムは、全国の85か所の空港などを新千歳、東京、大阪、福岡及び那覇の５ブロックにグループ化し、各ブロックに配置した管理センターからブロック内各空港の機械施設について２４時間監視・制御及び管理・保全を行
うものであり、機械施設の障害発生時の状況判断、復旧に向けた迅速な対応、蓄積データの解析による故障等未然防止のための予防保全を支援している。

　那覇ブロックの現行の機械施設管理保全システムは、製造後18年を経過し、部品故障等による障害が多発及び、保守部品の確保が困難となっている。また、監視等の対象となる機械施設との接続等の部分で専用品の使用が多く、また、製造
中止となっている部品があるため、代替部品を手配する場合に日数を要し、費用が高価となっている。このため、平成27年度から那覇ブロックにおいて新しい機械施設管理保全システムを運用するため、平成27年度に同システムを製造・設置す
る。なお、更新後の新システムでは、汎用品を用いた、特定のハードウエアに依存しないシステムで交換部品等の経費節減が可能であり、既に導入済みの福岡及び東京のブロックでは経費節減、交換部品の調達期間の短縮及び信頼性の確
保が実現されており、現在製造・設置中の新千歳及び大阪のブロックについても同様の効果が期待できるものとなっている。

投資開始年度 平成20年度 投資終了年度 平成27年度

合計 359,000

国土交通省 機械施設管理保全システム 自動車安全特別会計 359,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局　安全部　空港安全・保安対策課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

08-03 機械施設管理保全システムの整備
総投資額
（千円）

3,402,635 平成27年度投資額
（千円）

359,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

456,801 456,801

0

863,892 344,917 133,000 1,341,809

0

0

0

0

0

778,443 346,500 187,433 226,000 1,538,376

19,692 45,360 65,052

597 597

2,119,425 346,500 577,710 0 359,000 0 0 0 0 0 0 0 3,402,635

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万/年 平成21年度 平成23年度 平成28年度

時間/年 平成21年度 平成23年度 平成28年度

百万/15年 平成8年度 平成27年度 平成27年度

百万/15年 平成5年度 平成20年度 平成26年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

21年度 22年度 28年度

21年度 22年度 28年度

機械施設の障害発生時
の状況把握と迅速な対応

機械施設の障害発生時の状況が詳細に判断でき、復旧に向けた迅
速な対応と障害関連情報の共有化による復旧対策等、危機管理に
向けた支援を適切に行う。

那覇ブロックの現行システムは、近年、老朽化による不具合が多発して
いる。また、交換部品の製造中止により、故障時の復旧に支障を来して
いる。那覇ブロックの現行システムに障害が発生した場合は、効率的な
運用管理と障害発生時における即応体制が困難となっている。他ブロッ
クの旧システムも同様の状態であった。

障害発生時の復旧対策等の危機管理に
向けた支援の向上

業務実施体制の継続

現機械施設管理保全システムによる広域管理により、業務の効率
化と要員の有効的な活用が図られ要員の増加を抑制できた。今後
も新規システムを導入することにより、新規施設の増、運用時間の
延長などに対して要員の増加を図ることなく業務体制の継続を可能
とする。

広域管理により、業務の効率化と要員の有効的な活用が図られ要員の
増加を抑制した業務体制となっている。

今後も、新規システムを導入することによ
り、新規施設の増、運用時間の延長などに
対して要員の増加を図ることなく業務体制
の継続

効果指標 取組の概要 現状 目標

整備経費
新ｼｽﾃﾑ整備経費の低減（新千歳、東
京、大阪及び福岡の各ブロック分）

旧システムと比較した新システム整備経費の低減額（平成20年度から
同25年度までの投資により切り替えた左記各ブロック分）

10,100 3035

業務処理時間
（設定変更管理）

監視制御対象施設の変更に伴う設定変
更管理における業務処理時間（全ブロッ
ク分）

次期システムは、監視制御している対象施設の新設や更新に伴う定義
ファイル等の設定変更をするにあたり、各種ツールを使用して、変更管
理をすることができ、従来より作業を低減することができる。また、従来
は、操作に対する応答速度が遅く、作業に時間を要した。

270 150

整備経費
次期システム整備経費の低減（那覇ブ
ロック分）

現行のシステムでは、専用品の使用が多く、次期システムでは汎用品を
用いた特定のハードウエアに依存しない仕様となっており、現行に比べ
次期システムでは、整備経費を低減することができる。

1,118 368

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
（故障時の費用低減）

汎用品の使用による故障時の費用の低
減（全ブロック分）

故障した場合の主要部品の交換が、従来は専用品を使用していたが、
次期システムでは、同等性能の汎用品を使用することが可能となり、故
障時の費用を低減することができる。

11 8

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A011719 182,495 229,353 155,008 63,179 2,808 632,843

0

0

0

0

0 182,495 229,353 155,008 63,179 2,808 0 0 0 0 0 0 632,843

自動車登録検査業務電子情報処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国土交通省では、道路運送車両法に基づき、道路運送車両の所有権についての公証等を行うことを目的とし、全国の運輸支局等及び出張検査場において、自動車の新規登録、移転登録、変更登録、抹消登録、継続検査等の自動車の検査登
録業務を実施しており、これらの業務処理を効率化するため、自動車登録検査業務電子情報処理システム（MOTAS）を運用している。
平成26年度においては、前年度以前から継続している項目を含め、以下の政策を実施する。
①地域振興や観光振興の観点も踏まえ、平成１８年から平成２０年にかけて全国１９地域で新たな地域名表示によるいわゆる「ご当地ナンバー」を導入したところ、その後も全国各地から「ご当地ナンバー」の追加の強い要望があったことから、
「ご当地ナンバー」の対象地域を追加する。（平成25年度及び平成26年度）
②平成29年1月を予定しているシステム更改に向けた、調達計画書及び調達仕様書の作成並びに開発工程管理の実施。（平成24年度から平成28年度）
また、平成27年度においては、前年度以前から継続している項目を含め、以下の政策を実施する。
③自動車重量税還付申請書への個人番号記載欄の追加対応のためのシステム改修
④排気騒音値に係る国際基準導入に対応するためのシステム改修

自動車登録検査業務電子情報処理システムは、全国の運輸支局等（９３カ所）及び出張検査場に設置した端末機器と稼働系センタ等をネットワークで結び、オンラインリアルタイム方式により、全国の運輸支局等及び出張検査場における自動
車の新規登録、移転登録、変更登録、抹消登録、継続検査等の自動車の検査登録業務の記録を一元的に管理し、登録・検査記録（ファイル）の作成及び自動車検査証の作成等を行うシステムである。
本システムにおいては、制度改正や国民のニーズの多様化に対応したサービスの向上を実現するため、必要に応じて現行システムに機能を追加するためのシステム改修を行っている。

上記①については、平成25年8月に決定した10地域について、現行システムでは出力できない当該地域名の車検証を出力可能とする等の対応を実施する。
上記②について、平成26年度においては、次期システムのための調達仕様書の作成及び開発工程管理を専門事業者の支援を受け実施する。
上記③については、国税に係るすべての手続きの申請項目に個人番号を加えるべく平成２６年３月に租税特措法施行令が改正されたことを踏まえ、システムにおいて個人場号を認識できるようにするための改修を行うもの
上記④については、国際基準の導入により排気騒音値が相対値化されることを踏まえ、個別の車両の排気騒音値を車検証備考欄にて確認できるようにするためのシステム改修を行うもの

投資開始年度 平成２４年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 63,179

国土交通省 自動車登録検査業務電子情報処理システム 自動車安全特別会計 63,179

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 自動車局自動車情報課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

12-01 自動車登録検査業務電子情報処理システムの開発等
総投資額
（千円）

632,843 平成27年度投資額
（千円）

63,179
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

52,383 14,645 25,600 2,808 2,808 98,244

80,816 31,117 19,976 18,255 150,164

62,898 39,953 13,543 116,394

0

67,665 42,172 24,036 133,873

1,518 1,518

0

13,851 39,594 18,429 71,874

0

0

0

35,445 13,434 8,878 3,019 60,776

0 182,495 229,353 155,008 63,179 2,808 0 0 0 0 0 0 632,843

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成24年度 平成26年度 平成27年度

万件 平成24年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成27年度

時間 平成25年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成2４年度 平成２６年度 平成２６年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

平成25年度 平成27年度 平成27年度

自動車重量税還付申請
書への個人番号記載欄
の追加対応

ＯＣＲ第３号様式の３を変更し、ＭＯＴＡＳにおいて個人番号を認識で
きるようにする

システムにおいて個人番号は認識できない
システムにおいて個人番号を認識できるよ
うにする

排気騒音値に係る国際
基準導入対応

個別の車両の排気騒音値を車検証の備考欄に記載する
排気騒音規制値は車種区分（7区分）ごとに定められているため、個別
の車両ごとの値を把握する必要はない

個別の車両ごとの排気騒音規制値を把握
できるようにする

効果指標 取組の概要 現状 目標

ご当地ナンバーの追加導入
全国各地からの要望に応じ、地域振興や観光振興の観点も踏まえ、
新たな地域名表示によるいわゆる「ご当地ナンバー」を追加導入す
る。

全国19地域にてご当地ナンバーが導入されており、該当地域に使用の
本拠を置く車両について、システム的にご当地ナンバーが払い出されて
いる。

今回ご当地ナンバーが導入される10地域
においても、システム的にご当地ナンバー
が払い出されるようにし、当該地域の地域
振興等に寄与する。

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

排気騒音値に係る国際基準導入に対応するためのシステム改修を行
う。
システム化で対応しない場合、新規検査、継続検査又は街頭検査時に
おいて、個別の車両ごとの型式から排気騒音値を検索する作業が発生
する。

■業務処理時間（想定）
　・システム化前：手作業2分/件
　・システム化後：車検証備考欄確認1秒/件
※新規検査、継続検査、構造等変更検査、街頭検査の合計検査車両数
（Ｈ25年度実績）：25,871,936台

862,398 7,187

自動車ユーザーの自動
車税納税証明書再発行
手続き削減件数

自動車税納付確認の電子化が行われ
た場合における自動車ユーザーの手続
き負担軽減の効果

継続検査時の自動車税納付確認を電子的に可能とすることで、紛失時
における当該証明書の再発行手続き（年間700万件程度）に係る自動車
ユーザーの負担を軽減する。

0 200

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

自動車重量税還付申請書への個人番号記載欄の追加対応のためのシ
ステム改修を行う。
システム化で対応しない場合、窓口において個人番号を控えるための
フォーマットを用意し、これに入力する作業が発生する。また、このフォー
マットを税務署長に送付するための一覧表に反映させる必要がある。

■業務処理時間（想定）
　・システム化前：手作業1分30秒/件
　・システム化後：システム操作10秒/件
※自動車重量税還付車両数（Ｈ２５年度実績）：884,877台

22,122 2,458

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

今回の投資対象は、新たに実施する政策により増加する業務につい
て、システム化により対応するものである。

2,559 2559

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

新たにご当地ナンバーが導入される10地域について、当該地域名の車
検証を出力可能とする等のシステム改修を行う。
ご当地ナンバーの追加導入についてシステム化で対応しない場合、新
たなご当地ナンバーとなることが想定される車両約84万台について紙台
帳での管理等、手作業で業務処理する必要が生じる。

■業務処理時間（想定）
　・システム化前：手作業10分/件
　・システム化後：システム操作2秒/件

70,000 233

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012031 　 　 36,155 71,848 33,062 0 0 0 0 0 0 0 141,065

0

0

0

0

0 0 36,155 71,848 33,062 0 0 0 0 0 0 0 141,065

航空局各地方官署LAN

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　平成１５年の電子政府構築計画において、各府省で個別に保有するネットワークを一元化し、各府省全体のネットワークにおける最適化を行うとともに経費の縮減を図ることとされ、国土交通省においてもネットワークの最適化計画（行政情報
基盤システム）を策定し、平成２７年度までに同システムを整備することとしている。航空局においても平成２８年２月からこのネットワークに参加するため、航空局が所管する地方航空局、航空交通管制部及び各空港事務所等のネットワーク（航
空局行政情報ネットワーク）の最適化を行う。

　航空局行政情報ネットワークとは、本省航空局、地方航空局、航空交通管制部、その他施設機関等の全国の官署（以下「地方航空官署」）を結ぶネットワーク（WAN）であり、行政事務に必要不可欠な資料の作成、共有等を図るためのシステム
である。
　平成２８年２月から行政情報基盤システムで提供されるサービス（ＷＡＮの管理、メールサーバ、グループウェア等）を利用するため、ネットワーク配下の官署のＰＣ管理環境の整備を行う。

　現在、殆どの地方航空官署でＰＣ管理やユーザー認証管理用のサーバーを持たずにＰＣをローカル管理していることから、管理機能向上及びセキュリティ強化を図るために地方航空官署全体を包括するＡＤを導入する。また、行政情報基盤シ
ステムに参加することによりＮＡＴ形態により管理されているＩＰアドレスの見直しを行い、行政情報基盤システム内でのＩＰアドレスの重複がないよう整理を行い、これにより享受できるスケールメリットを生かせるよう整備を行う。

※AD（Ａｃｔｉｖｅ　Directory） ： ドメインや資源情報について階層的に管理が行える方式。なお、この方式はシステムの規模が大きくなっても容易にドメインを管理することができる。
※NAT（Network Address Translation ） ： NATとは、IPアドレスを自動的に変換して転送を行う方式。なお、この方式はブロードバンドルーターが保持しているグローバルIPアドレスの数しか同時に接続が出来ないなどの制限がある。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 33,062

国土交通省 　航空局行政情報ネットワークの最適化の整備 自動車安全特別会計 33,062

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局　総務課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-01 航空局行政情報ネットワークの最適化の整備
総投資額
（千円）

141,065 平成27年度投資額
（千円）

33,062

247



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,723 9,224 1,680 0 0 0 0 0 0 0 16,627

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1,316 560 0 0 0 0 0 0 0 1,876

195 329 280 0 0 0 0 0 0 0 804

0 15,416 9,520 0 0 0 0 0 0 0 24,936

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

24,699 36,583 16,175 0 0 0 0 0 0 0 77,457

3,741 7,665 4,287 0 0 0 0 0 0 0 15,693

1,797 1,315 560 0 0 0 0 0 0 0 3,672

0 0 36,155 71,848 33,062 0 0 0 0 0 0 0 141,065

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円/年 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間/年 平成25年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度

平成25年度 平成28年度 平成28年度
行政情報基盤システムへ
の参加

　行政情報基盤システムに参加して大規模調達によるスケールメ
リットを享受するため、行政情報基盤システム内でのＩＰアドレスの重
複がないよう地方航空官署のＩＰアドレスの整理を行う。

　地方航空官署のＩＰアドレスは独自に割り振ったもので、行政情報基盤
システム内でのＩＰアドレス体系と整合しないので、現状のままでは行政
情報基盤システムのサービスを利用できない。

　行政情報基盤システムに参加して大規
模調達によるスケールメリットを享受した上
で、より品質の高いサービス（ＷＡＮの管
理、インターネット回線、メールサーバ、グ
ループウェア等）を使用する。

ＰＣ管理機能の向上①
（システム化）

　ＡＤを導入することにより、ＰＣ管理のシステム化を行う。
　殆どの地方航空官署でＰＣ管理やユーザー認証管理用のサーバーを
持たずにＰＣをローカル管理している。管理パスワードの変更や人事異
動時のユーザーアカウント設定等で適時の対応が困難な状況にある。

　地方航空官署にＡＤを導入して管理をシ
ステム化し、PC管理において適時・適切な
設定を行えるようにする。

ＰＣ管理機能の向上②
（管理一元化）

　地方航空官署全体を包括するＡＤを導入することにより、全官署均
一の水準で管理を実践できる仕組みを整え、ＰＣ管理機能の向上及
びセキュリティ強化を行う。

　近年、ＰＣを取り巻くセキュリティ環境が厳しくなる中、ＰＣ管理を行う上
で必要な専門性が高くなっていると同時に、機器確認や設定変更を要す
る機会が増大している。現在、各地方航空官署の職員が、担当する行
政事務に加えてＰＣ管理を行っているが、質・量ともに継続して対応する
ことが困難な状況にある。

　地方航空官署にＡＤを導入して管理をシ
ステム化すると同時に運用保守を外注し
て、本省航空局側から一元管理できるよう
にする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間

　ＰＣ管理に要する時間について、各航
空地方官署で対応する職員が管理・設
定を行うために資料・手順を確認する時
間の比較

　地方航空官署を包括するＡＤを導入すると同時に、運用支援でヘルプ
デスクを設ける。
　ＰＣ管理に関する確認・設定の大半はヘルプデスクで対応を行うため、
管理を担当する職員が個別に資料・手順を確認する機会が軽減される。

803 219

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用経費
（ローカル管理のまま外
注ベースで計算）

　ＰＣ管理を行う上で必要な専門性が高
くなっていると同時に、機器確認や設定
変更を要する機会が増大しており、職員
独力でのＰＣ管理は困難となっているた
め、ＰＣ管理環境を改善する必要があ
る。
　その際、現作業（ＰＣのローカル管理）
をそのまま外注する場合とシステム化
（ＡＤ導入）する場合とで費用を比較す
る。

　ＰＣ管理をシステム化せずに引き続きローカル管理を継続するとした場
合には、各官署の職員が,対応することは困難なので各地方航空官署で
ＰＣ管理の支援を外注することを想定すると、93, 294千円を要するとこ
ろ、ＡＤ導入によりシステム化して30,041千円を減額することができる。
（根拠）　アカウント、ドメイン、パスワードの管理を端末単位の管理では
なく、システム化により、まとめて端末設定をすることができる。なお、シ
ステムを運用していく上で運用経費が必要になる。

93,294 63,280

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012053 155,355 332,700 12,000 500,055

0

0

0

0

0 0 155,355 332,700 12,000 0 0 0 0 0 0 0 500,055

スポット管理システム・スポット情報表示装置

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　空港事務所の航空管制運航情報官は、スポット管理システムを使用し、計画的かつ適切なスポット運用を図り、航空機の安全かつ定時性を保った運航を支援している。
東京国際空港スポット管理システムは、年間40.7万回の発着容量を４４．７万回に増枠することを目指し、国際線９万回への増枠に必要な国際線地区の拡充、発着容量拡大のためのエプロン整備に対応する必要があり、成田国際空港スポット
情報表示部は発着容量27万回から30万回への増枠に対応する必要がある。また、東京国際空港スポット管理システム及び中部国際空港スポット情報表示部は平成１５年製であり、製造後１０年以上を経過し、装置の老朽化により維持が困難
となることからソフトウェア資産を有効に活用しつつ装置更新を実施する。

スポット運用を実施するため、航空機の運航計画をもとに月次でのスポット使用計画を作成、展開し、日次ベースにおける航空機のスポット使用の把握、管理、及び使用調整を主に行う。また、スポット使用情報についてはエアラインシステムと
も連動し、航空機のスポットイン、アウト時刻等を、また、他システムから飛行計画等の情報を入手し反映させている。加えて、航空機のダイバート調整及び適正な航空交通流を支援するためにも、航空交通管理センターに設置されているシステ
ムとも接続し、スポット情報を提供している。

中部国際空港のスポット管理システムは製造後10年が経過し、装置の維持が困難となることから装置の更新を図る。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 12,000

国土交通省 　スポット情報表示装置整備・維持 自動車安全特別会計 12,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局交通管制部運用課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-03 スポット管理システムの性能向上等
総投資額
（千円）

500,055 平成27年度投資額
（千円）

12,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

93,355 250,000 343,355

8,200 12,000 20,200

0

0

0

0

0

0

0

62,000 74,500 136,500

0 0 155,355 332,700 12,000 0 0 0 0 0 0 0 500,055

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円／年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間／年 平成25年度 平成26年度 平成27年度

億円/年 平成25年度 平成26年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

※上記はＨ２６羽田、成田、中部及び平成２７年度中部分の投資に対す
る効果である。

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

１機あたりの半期、月次、日次のスポット調整、発着調整の実施につい
て、性能向上を実施しない場合は枠の算出基準が変わるため、増枠分
のみではなく、全て手作業による割付及び変更調整、発着残枠計算等
を実施する必要があり、平均10分の作業時間が必要となる。
羽田及び成田の増枠後の便数は合計74.7万回であり、年間作業時間
は、以下のとおり。
747,000（便）×10（分）÷60（分）＝１２４，５００（時間）
システムの性能向上が図られた場合、1便あたりの作業時間は現状と変
わらない平均2.5分となる。
747,000（便）×2.5（分）÷60（分）＝３１，１２５（時間）
性能向上前の業務処理時間は以下のとおりである。
677,000（便）×2.5（分）÷60（分）＝２８，２０８（時間）
上記のとおり、若干の業務処理時間の増はあるが、システム性能向上
によって要員増によらず、発着枠の増を実現する。

124,500 31,125

航空機の運航利益 発着枠増に伴う運航者利益

１機あたりの運航者利益は約２００万円/回であるため、年間の発着枠
増有無別の運航者利益は以下のとおりとなる。
（性能向上後）200万円×74.7万回＝1兆4940億円
（性能向上を行わない場合）200万円×67.7万回＝1兆3540億円
年間1400億円程度の運航者利益と国民の利便性向上を図る。

13,540 14,940

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

今般の整備によって、東京と中部はハード更新を実施することから、同
整備に係る維持経費の削減を図る。
羽田2,019千円/年→1,400千円/年、中部1,766千円/年→1,200千円/年
に削減。

14,582 13,397

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A011720 872,616 1,334,588 474,771 2,681,975

A011719 4,667 83,346 74,434 4,093,460 3,726,105 7,982,012

0

0

0

0 4,667 83,346 947,050 5,428,048 4,200,876 0 0 0 0 0 0 10,663,987

自動車保有関係手続のワンストップサービスシステ
ム

次期自動車検査登録情報システム（仮称）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

昭和４５年より全国の運輸支局等において、道路運送車両法に基づく自動車の検査登録業務を自動車登録検査業務電子情報処理システムを用いて実施。
また、平成10年、内閣総理大臣直轄の省庁連携タスクフォースとして設置されたバーチャル・エージェンシーにおいて、自動車の保有に伴い必要となる各種の行政手続（検査・登録、車庫証明、納税）について、ワンストップサービス化の検討が
開始され、平成17年から関係行政機関及び民間機関と連携システムを構築することによりオンラインによるワンストップサービスを提供。「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月閣議決定）」及び「IT国家創造宣言工程表（平
成26年6月IT総合戦略本部改定）」において、平成29年度までに全国展開や対象手続の拡大によりワンストップサービスを抜本的に拡大することとされているところ。

自動車登録検査業務電子情報処理システムは、自動車保有台数の飛躍的増加に伴い、業務処理の効率化のため、昭和４５年に導入したシステムであり、全国の運輸支局等に設置した端末機器とセンター等をネットワークで結び、オンラインリ
アルタイム方式により、自動車の登録・検査の記録を一元的に管理し、登録・検査記録（ファイル）の作成および自動車検査証の作成等を行っている。
自動車保有関係手続のワンストップサービスシステムは、自動車を保有するために必要となる、道路運送車両法に基づく自動車検査登録、自動車重量税法に基づく自動車重量税の納付、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づく保
管場所証明申請の手続と手数料の納付及び地方税法に基づく自動車取得税・自動車税の申告・納付手続を電子情報処理組織により一括して行っている。

次期自動車検査登録情報システム（仮称）及び自動車保有関係手続のワンストップサービスシステムについて、老朽化した機器の更新を行うにあたり「機能統合や仮想化技術の導入によるサーバー台数の削減」や「運用保守方法の見直し」等
を行うことで、単純に機器更新した場合よりも大幅な運用経費の削減を図る。加えて、29年度までに予定するＯＳＳ抜本拡大（全国展開・手続き拡大）に伴い大幅な増加が見込まれる申請件数や手続き拡大に対応した機能を備えるとともに、業
務継続性の向上を図る。

投資開始年度 平成24年度 投資終了年度 平成28年度

合計 5,428,048

国土交通省 自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進に必要な経費 自動車安全特別会計 5,356,201

国土交通省 自動車登録検査業務電子情報処理システム 自動車安全特別会計 71,847

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 自動車局自動車情報課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-04
自動車保有関係手続のワンストップサービスシステムの

更改
総投資額
（千円）

10,663,987 平成27年度投資額
（千円）

5,428,048
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

4,667 83,346 57,257 24,286 6,296 175,852

460,395 2,526,518 2,897 2,989,810

278,431 1,747,159 39,026 2,064,616

5,174 63,920 111,466 180,560

10,007 684,191 1,558,398 2,252,596

32,670 94,323 748,366 875,359

0 0 0 0

17,177 47,561 50,364 115,102

0 35,779 181,238 217,017

0 33,760 521,605  555,365

0 22,518 230,695 253,213

85,939 148,033 750,525 984,497

0 4,667 83,346 947,050 5,428,048 4,200,876 0 0 0 0 0 0 10,663,987

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 平成25年度 平成29年度 平成29年度

億円／年 平成25年度 平成29年度 平成29年度

億円／年 平成25年度 平成29年度 平成29年度

時間／年 平成29年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度

平成25年度 平成29年度 平成29年度
自動車販売の生産性向
上

・自動車販売の際の行政手続き負担が軽減されることにより、当該
業務の生産性を向上。

・自動車の販売に伴い、複数の行政機関に自動車ディーラーやユー
ザー等が出頭し、各種手続きを実施。

・自動車ディーラーにおける業務効率化・
生産性向上

効果指標 取組の概要 現状 目標

システムの安定稼働

・サービス開始（H１７）からの度重なる改修により複雑化したアプリ
ケーションを刷新することで、障害発生時対応の迅速化等を図る。
・ＯＳＳシステムのバックアップ機能の構築等により、業務継続性を
強化。

・２４年度の実績では、新車新規登録手続きのうち、約６割の手続きがＯ
ＳＳを利用。
・ＯＳＳシステムはバックアップ機能を備えていない。

・安定したオンラインサービスの提供。
・業務継続性の強化の実現

自動車ユーザーの手続
き負担軽減（OSSの手続
拡大）

ＯＳＳを利用して手続きを行った場合に
おける自動車ユーザーの手続き負担軽
減の効果

自動車ユーザーはＯＳＳを利用して手続きを行うことで、自動車一台あた
り8千円程度の手続きに係る負担軽減効果があることから、現在は新車
新規登録手続きに限られている対象手続きを全手続きに拡大すること
で、更なる負担軽減効果が発生。

0 117

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

今後のOSS利用拡大にあわせ、システム処理時間については、1件あた
り40秒程度要していたものを、1件あたり20秒程度とし、約50％削減す
る。

17,520 8,760

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

「機能統合や仮想化技術の導入によるサーバー台数の削減」や「運用
保守方法の見直し」等を行うことで、単純に機器更新した場合よりも大幅
な運用経費の削減を図る。

3,823 2,837

自動車ユーザーの手続
き負担軽減（OSSの全国
展開）

ＯＳＳを利用して手続きを行った場合に
おける自動車ユーザーの手続き負担軽
減の効果

自動車ユーザーはＯＳＳを利用して手続きを行うことで、自動車一台あた
り8千円程度の手続きに係る負担軽減効果があることから、現在は１１
都府県に限られているOSSを全国に展開することで、更なる負担軽減効
果が発生。

0 144

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012709 165,145 202,176 367,321

0

0

0

0

0 0 0 165,145 202,176 0 0 0 0 0 0 0 367,321

地域地震情報センターデータ処理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

地域地震情報センターデータ処理システム（REDC）は、平成7年に発生した阪神・淡路大震災を契機として議員立法により制定された地震防災対策特別措置法に基づき総理府に設置（現・文部科学省に設置）された政府の特別の機関（地震調
査研究推進本部、以下、地震本部）のもとで、全国の地震観測データを一元的に収集・整理して、国内及びその周辺で発生した検知しうる全ての地震について、精密な震源や規模等を決定し、また資料を作成して地震本部へ報告を行う（地震防
災対策特別措置法第11条）ことを目的として作られたものである。現行のシステムは、平成19年度に東西２拠点に業務・システムの最適化を行った上で更新したものであるが、24時間絶え間ない運用によって老朽化しており、また平成23年東北
地方太平洋沖地震等の巨大地震の発生を受けて、気象庁及び関係機関が行った観測強化によって増加した観測点への対応や新たな解析手法の導入を行うため、新システムに更新するものである。

日本及びその周辺では人間の体に感じないものから多大な被害をもたらす巨大なものまで数多くの地震が発生している。地震による被害軽減を目的とする地震防災対策は、地震現象に関する正確な認識、知見の増大によってより強化される。
このため本システムでは、気象庁、大学、防災科学技術研究所等が所有する全国の地震観測データ（現行システムでは1日あたり70GBの地震波形データを処理。新システムでは1日あたり280GBの地震波形データ（見込み）を処理。）を一元的
に収集し、震源や地震規模の決定等（平成23年の実績で26万個を超える震源決定作業を実施。）の解析を行っている。この解析結果は毎月、あるいは被害地震発生の際には随時、地震本部に報告され、地震活動の評価に利用されているほ
か、地震調査研究及び地球科学など関連する諸分野の研究者に提供するとともに、HPで国民一般にも公開している。

平成23年東北地方太平洋沖地震は地震の規模（マグニチュード）が我が国の観測史上最大の9.0に及ぶもので、その後の余震活動は広域かつ活発である（平成23年以前には年間の震源決定数は概ね14万個前後だったが、平成23年は約26
万個と急増した）。地震活動の増加は、単純に処理数が増えるだけではなく、時空間的に近接して続発する余震の識別精度の低下を招く。このため、識別精度を向上させるための処理の高度化が必要となっている。さらに、気象庁及び関係機
関は海溝型地震の観測強化を行うために増設した海底地震計等のデータを新たに取り込む必要が生じた。このため今回は、増加した地震観測データに対応するためハードウェアの性能向上や新たな解析手法を導入することによって処理の効
率化を行うと同時に、地震活動等総合監視システム（EPOS）と共通する機能を共有化することにより機器構成を見直すことで、遅滞のない処理及び経済性の確保を目指す。

なお、本業務は地震防災対策特別措置法（第11条）に基づき、文部科学省からの支出委任により、気象庁にて業務に必要なシステムの調達、整備、運用を行うものである。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 202,176

文部科学省 地震調査研究推進に必要な経費 一般会計 202,176

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 気象庁地震火山部管理課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-05
地域地震情報センターデータ処理システムの更新（ハー

ドウェア性能向上及び処理機能の強化
総投資額
（千円）

367,321 平成27年度投資額
（千円）

202,176
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

165,145 21,956 187,101

18,591 18,591

113,697 113,697

0

0

0

0

47,388 47,388

0

544 544

0 0 0 165,145 202,176 0 0 0 0 0 0 0 367,321

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

地震の規模
（マグニ

チュード）
平成25年度 平成27年度 平成28年度

百万円/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

震源決定数の増加

新たな地震観測データを活用することにより、小さな地震まで検出可
能となり、震源決定数が増加する見込み。これにより、地殻変動・地
震活動や地殻構造の詳細、海溝型地震の発生メカニズム等、地震
像の詳細な解明が可能となり、今後の防災対策に寄与することが可
能となる（災害による人的被害及び財産的被害の軽減に寄与する）

海域での地震決定数、精度が低い。
海底地震計等、平成27年度から新たな地
震観測データの活用開始を目指す。

システム更新できない場
合の国民が被る不利益

平成23年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）以降の、地震の
急増及び現在整備中の新たな地震津波観測網からの地震観測
データ収集等を踏まえ、システム処理機能及びハードウェア性能を
向上した次期システムへの更新を進めている。

海底地震計等、新たな地震観測網が強化されるものの、これらデータの
取り込みができず、次に発生する被害地震に関するデータの収集、及び
地震本部における被害地震発生前後の評価の機会が失われる事にな
る。

東日本大震災以降の地震の急増及び新
たに強化される地震観測網からの地震観
測データを収集し、次期システムにおいて
高精度な解析を実施することで、地震本部
における被害地震発生前後の評価の精度
向上に資する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

自然災害による被害の軽
減

ライフサイクルの期間において、気象・
地震・火山等の監視・予測及び情報提
供により、自然災害による被害額の軽
減を示したもの

日本では、自然災害により、平均すると年間5,000億円程度の被害が毎
年発生しているが、気象・地震・火山等の監視・予測・情報提供により、
これまでと同様に被害額の軽減を図る。
これまでシステムを用いた気象業務の実施により以下のとおり被害額の
軽減が図られてきた（推計）。
①総務省統計局の日本統計年鑑に基づく平成13年～平成22年までの
年間の平均被害額を算出すると、525,049百万円。
②米の研究報告書(Fair Weather: Effective Partnerships in Weather and
Climate Service(2003)）に拠ると、気象業務による被害軽減効果は被害
額の18.0%。
③日米の気象業務に関する科学技術の水準は同程度であり、上記②の
比率は日本においても適用できるとすると、日本において気象業務を実
施することによる年間の被害軽減額は、525,049百万円×18.0%＝94,509
百万円。
④ここで、H25年度気象庁関係予算の中で地域地震情報センターデータ
処理システムの運用経費（試算値）が占める割合は、
44,952千円/66,396,671千円 = 0.068%
⑤このため、地域地震情報センターデータ処理システムによる年間被害
軽減額は、
94,509百万円× 0.00068　=64百万円と推計できる。

64 64

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

システムの統廃合及び一元管理により、システムの保守点検、始業前
点検にかかる業務処理時間の削減を行う。

46,006 45868

地震の規模（マグニ
チュード）の下限値

海域における地震検知、震源決定可能
な地震規模の下限

現在の地震観測網の分布は陸地に偏っており、海域における地震の検
知力は極めて低い（震源の緯度経度にもよるがマグニチュード3.5以上
が捉えられる程度）。これまで捉えられなかった海域における地震活動
の解析を行うため、システム更新に合わせ海底地震計等、新たに整備さ
れる他機関データの活用を開始する。これにより、海域における地震の
検知力が上がり（海底地震計が設置されている海域周辺において、マグ
ニチュード2.5以上の地震が捉えられる見込み）、海域の地殻変動・地震
活動や地殻構造の詳細、海溝型地震の発生メカニズム等、今後の地震
防災対策に寄与する地震像の詳細な解明が可能となる。

3.5 2.5

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

REDC、EPOSで共通するインフラを共有化することにより、REDCのハー
ドウェア構成を見直し（削減）、システム更新前後で運用経費を圧縮し、
経済性を確保する。

91 50

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012514 63,771 63,771 23,657 151,199

0

0

0

0

0 0 0 63,771 63,771 23,657 0 0 0 0 0 0 151,199

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

10,800 10,800 21,600

21,600 21,600 8,229 51,429

1,800 1,800 3,600

0

9,257 9,257

2,571 2,571

0

0

19,200 19,200 38,400

0

10,371 10,371 3,600 24,342

0 0 0 63,771 63,771 23,657 0 0 0 0 0 0 151,199

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

ＧＮＳＳ連続観測システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」（M9.0）では、地震計が振り切れ、地震の規模（マグニチュード）が精査できなかったため、津波警報（第１報）のマグニチュードが過小評価となり、避難の遅れに繋がった。この反省から、津波警報
改善に向け、巨大地震でも振り切れない全国約1300箇所の電子基準点等のリアルタイムの地殻変動情報（精度10cm）からマグニチュードを迅速に推定して地震後3分以内に関係機関に提供することが求められている。また、火山災害では、地
下のマグマの動きを迅速に把握し避難活動等に役立てるため、従来の精度（1cm）を維持しつつ、より迅速に火山周辺の地殻変動情報を提供することが求められている。
　このため、地理空間情報活用推進基本計画、「新たな地震調査研究の推進について」（地震本部決定）、世界最先端IT国家創造宣言工程表等に基づき、GNSS連続観測システム（中央局）の解析系の機能を強化・拡充して、地殻変動情報の
提供にかかる時間の短縮を図り、もって国民の安心・安全に貢献する。

　GNSS連続観測システム（中央局）は、全国の電子基準点等（約1300箇所）において1秒毎に取得した測位衛星（GNSS）の連続観測データを収集し、測量事業者等のユーザーに提供する。また収集した観測データを解析して地球上における電
子基準点の正確な位置を求め、その時間変化から地殻変動を求めて防災関係機関（地震調査委員会、判定会、地震予知連絡会、火山噴火予知連絡会）等に提供する。GNSS連続観測システムは、我が国の測量の基盤であり、また地震火山
災害の軽減に必要な地殻変動の監視を行う必要不可欠なシステムとなっている。システムは、電子基準点等の連続観測データを収集してインターネット等により提供する「データ収集・配信系」と、収集した観測データを解析して地殻変動を求め
る「解析系」から構成されている。全国からリアルタイムで送られてくる観測データ（1秒毎）は1日あたり合計100GBとなる。またHPで公開している観測データ（30秒毎）のダウンロード件数は１月あたり約500万件である。

　「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）（平成24年8月29日、中央防災会議・防災対策推進検討会議・南海トラフ巨大地震対策検討WG）」によると、南海トラフ巨大地震における建物倒壊や津波等による死者は、およそ3～32
万人と推計されている。津波に対する防災対策として、早期避難率が低い場合と早期避難率が高く効果的な呼びかけがあった場合を比較すると、津波による死者数に約2.0 倍～約8.6 倍の差が想定され、例えば東海地方が大きく被災するケー
ス（冬・深夜）では、早期避難や効果的な呼びかけにより11.5万人の命が助かる可能性を示している。本件は、リアルタイム解析システムを新たに整備して、10cmの精度で全国の地殻変動をリアルタイムに求め、得られた地殻変動量から地震の
マグニチュードを即時に推定して防災関係機関に提供することにより、津波予測（到達時刻、高さ）の精度向上に貢献し、津波災害から住民の命を守る一助として貢献する。
　また、従来の精密解析システムはGPSしか扱えなかったが、GPSに加え、日本の準天頂衛星、ロシアのグロナス衛星といった新たな測位衛星システムに対応するようシステムを改良し、提供まで約5時間を要している1cm精度の全国の地殻変
動情報を半分の時間で提供できるようにする。この結果、情報が集まりにくい災害直後でも、地震に伴う海岸の地盤沈下等の被害範囲を特定し、的確な初動対応に貢献できる。また火山活動の推移の予測に欠かせない山体の膨張・収縮等に
関する情報をより早く提供し、大規模噴火とそれに伴う大規模な溶岩流や火砕流等の早い段階での予測に貢献し、早期避難につなげることにより火山災害から住民の命を守る一助として貢献する。
　平成27年度は、リアルタイム常時解析システム構築（精密解析システムの構築）に6377万円、平成28年度は同システムの調整、移行準備等に2366万円の投資を予定している。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成28年度

合計 63,771

国土交通省 GNSS連続観測システム（中央局） 一般会計 63,771

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 国土地理院測地観測センター地殻監視課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-06 GNSS連続観測システムの高度化
総投資額
（千円）

151,199 平成27年度投資額
（千円）

63,771
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 25年度 29年度末 30年度

時間後 25年度 29年度 29年度

分後 25年度 29年度 29年度

種類 25年度 29年度 29年度

百万円／年 25年度 29年度 29年度

人 25年度 29年度 29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

25年度 29年度 29年度
巨大地震発生時に津波
予測の支援ができること

GNSS連続観測システム（中央局）の中にリアルタイム解析システム
を整備し、常時運用することにより、地震による人的被害及び財産
的被害の軽減に寄与する。
（中央防災会議WGの試算では、津波からの早期避難により11.5万
人の命が助かる可能性）

地震発生直後に、地殻変動情報から地震の規模を迅速に把握すること
ができず、津波予測支援ができない。

日本周辺において、津波を伴うおそれのあ
る規模の地震が発生した際に、地殻変動
情報から地震の発生場所や規模等を求め
て、津波の予測に必要な情報が遅滞なく
関係機関に提供できる状態となり、津波の
際には早期避難が可能となることにより人
的被害及び財産的被害の軽減に寄与する
こと。

津波による人的被害の軽
減

津波予測支援により避難が適切に行わ
れることで南海トラフ地震における人的
被害の軽減を示すもの

0 1600

効果指標 取組の概要 現状 目標

処理可能なGNSSの種類
処理可能なGNSS（GPS、グロナス、準
天頂衛星）の種類

観測条件の悪い観測点でも解析を安定的に行い、津波予測支援の精
度を向上させるため、各種GNSSに対応した解析システムを構築する。

1 3

津波による被害の軽減
津波予測支援により避難が適切に行わ
れることで南海トラフ地震における動産
の被害額の軽減を示すもの

津波予測の精度向上に貢献し、住民の避難が適切に行われることによ
り、動産の被害の軽減を目指す。厳密な見積もりは難しいが、一例とし
て、事前に正確な津波情報が伝わり、余裕を持って自動車による避難が
可能となった場合に期待される自動車被害の軽減額を示す。
　南海トラフ地震により津波の襲来が予想される12県の自動車保有台
数は2100万台※１。東日本大震災の被災3県では津波により自動車保
有台数の1割※2に被害があったことから、南海トラフ地震では210万台
に被害が及ぶと仮定。防災対策推進検討会議の資料で東日本大震災
では、「車を自分で運転し避難した」割合は、全体の約30%※3であったこ
とから台数を推定すると63万台。このうち津波予測の精度向上により適
切な避難に貢献できるのは１％と仮定し、1台当たり40万円で換算すると
25億円。南海トラフ地震の発生確率は30年以内に60%※4とされているこ
とから、少なくとも自動車だけでも5千万円の被害軽減に貢献できると期
待される。

※1「自動車保有台数統計データ」（自動車検査登録情報協会）
http://www.airia.or.jp/number/
※2「東日本大震災被災車両」（日刊自動車新聞）と※1から計算
http://www.njd.jp/topNews/dt/1871/
※3「議津波避難対策検討ワーキンググループ第５回会合 資料」から計
算
http://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/hinan/5/pdf/3.pdf
※4「南海トラフで発生する地震」（ 地震調査研究推進本部）
http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu/kaiko/k_nankai.htm

0 50.4

業務処理時間（１）
地震後及び火山活動時の精密な地殻
変動情報提供に要する時間

従来のGPSに加え、準天頂衛星、及びグロナス衛星のデータを利用する
ことにより、cm級の精度を有する地殻変動情報の提供に要する時間を
半分に短縮し、地震に伴う海岸の地盤沈下や、火山活動に伴う山体の
膨張・収縮等に関する地殻変動情報を早期に把握し、人的及び財産的
被害の軽減に寄与する。

5 2.5

業務処理時間（２）
地震後の概略の地殻変動情報提供に
要する時間

津波予測支援のため、リアルタイム解析により10cmの精度で概略の地
殻変動を把握し提供する。

300 3

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本投資事項はGNSS連続観測システムの機能を拡充するものであるが、
次期システムではサーバー数を削減し、運用等経費を縮減する。

135 132
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012640 0 0 0 118,324 312,490 0 0 0 0 0 0 0 430,814

0

0

0

0

0 0 0 118,324 312,490 0 0 0 0 0 0 0 430,814

予報作業支援システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

気象庁は、気象業務法に基づき、特別警報、警報をはじめとした各種防災気象情報を発表しており、これまでも風水害の多発を踏まえ、土砂災害警戒情報、竜巻注意情報、記録的短時間大雨情報等の発表を新たに開始するなど、情報の改
善・高度化を進めてきているが、一方で近年の風水害においては、情報体系が複雑で、それぞれの情報の切迫性やとるべき対応行動が分かりづらい等の新たな課題も明らかになってきている。
また、中央防災会議「災害時の避難に関する専門調査会」の報告では、大雨により重大な災害のおそれがある場合等において現象の危険度を段階的に分かりやすく伝えるよう情報のあり方について改善の検討が必要とされ、気象庁では「防
災気象情報の改善に関する検討会」を開催し、気象警戒レベルの導入等が提言されているところであり、平成28年度出水期を目途に、より防災行動に対応した防災気象情報となるよう改善を行わなければならない。

各気象台等（全国58官署）の予報官は、本投資対象である予報作業支援システムを使用し、気象レーダーやアメダスをはじめとした各種気象実況資料や数値予報による予測資料をもとに、今後の気象状況の推移シナリオを組み立て、必要に応
じ、適時に特別警報や警報・注意報をはじめとした各種防災気象情報を発表している。本投資対象である予報作業支援システムを用いて、平成22年～24年の平均で、年間20万件を超える気象警報、注意報等各種気象情報の発表を行ってきて
おり、当庁から各種気象情報を発表する際の中核を担うシステムである。
予報作業支援システムは、予報官の判断や情報作成・発信作業を効率的に実施できるよう、各種気象実況・予測資料を分かりやすい形で表示する機能を有するとともに、予報官の判断に応じて予測雨量等のメッシュデータを編集・修正する機
能、編集結果に応じて市町村ごとの警報等の必要性を判定する機能、判定結果に基づき警報等の情報文案を作成する機能、予報官の判断により情報を発信する機能等をもつ。

現行の予報作業支援システムは平成21年度末に運用を開始し、平成27年度末に運用開始後6年となるなど老朽化が進んでおり、更新の必要性が高まっている。また、現行システムの業務処理ソフトウェアは現在の情報体系にあわせて設計・
開発されたものであり、平成28年度出水期の実施を目途として、早め早めの防災対応を的確にサポートする段階的な情報となるように取るべき安全確保行動との対応を明確化、ピンポイントの防災ニーズ等に対応するメッシュ情報の提供、現
在１日先までの雨量予測を２日先までとする予測時間の延長等の改善にあわせて機能強化する必要がある。
このため、関連システムの機能を統合しつつ、平成26年、27年に新たな情報体系等に適合するよう業務処理ソフトウェアの設計・開発を行い、ベンチマークテストを行ったうえで、平成27年度にハードウェアの調達を行う（ソフト・ハード分離調
達）。機能追加し更新された本システムは平成28年3月から６年間運用する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 312,490

国土交通省 防災行動に対応した防災気象情報の改善 一般会計 312,490

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 気象庁予報部業務課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-07 防災行動に対応した防災気象情報の改善
総投資額
（千円）

430,814 平成27年度投資額
（千円）

312,490
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

42,080 18,726 60,806

62,050 124,100 186,150

52,081 52,081

37,838 37,838

30,642 30,642

20,522 20,522

12,524 27,656 40,180

0

0

0

1,670 925 2,595

0 0 0 118,324 312,490 0 0 0 0 0 0 0 430,814

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 23年度 28年度 28年度

時間／年 23年度 28年度 28年度

段階／情報
発表１回あ

たり
25年度 28年度 28年度

時間／情報
発表１回あ

たり
25年度 28年度 28年度

百万円／年 25年度 28年度 33年度

百万円／年 25年度 28年度 33年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

24年度 28年度 34年度
防災行動に対応した防災
気象情報の発表

当庁から発表する各種の防災気象情報について、防災気象情報の
レベル化、量的予報の拡充等を開始することにより、大雨等による
重大な気象災害のおそれがある場合等において、24時間常に、確
実に、当該市町村毎に現象の危険度や切迫性を段階的にわかりや
すく伝え、早めの避難行動や防災対応等、防災・減災に繋げる。
これらにより災害による人的被害及び財産的被害の軽減に寄与す
る。

　防災気象情報の発表を行うための当該予報作業支援システムを２４時
間３６５日、停止させることなく確実に運用し、防災気象情報を発表して
きている。
（H22～H24実績）
・警報・注意報　約５万件/年
・全般台風情報　約1,200件/年
・府県気象情報　約１万件/年

　引き続き当該システムを２４時間３６５日
停止させることなく確実に運用し、改善され
た各種情報を適時・的確に伝える。

防災気象情報の改善に
よる被害の軽減

防災気象情報のレベル化、量的予報の
拡充等の結果、よりわかりやすく、より
早く提供されるようになる防災気象情報
を活用し、事前の対策をより早く取れる
ようになることよる、自然災害による被
害額の軽減（推計）

日本では、水害により、平均すると年間698億円の「営業停止による損失
額」「一般資産のうち家庭用品、事業所資産の被害額及び応急対策費」
が発生しているが、本投資である事前の防災判断に資する情報を、わ
かりやすく、より早く提供出来るようにすることにより、以下のとおり被害
額の軽減を図る（推計）。

① 国土交通省の水害統計に基づく平成17年～21年までの水害による
「営業停止による損失額」「一般資産のうち家庭用品、事業所資産の被
害額及び応急対策費」の年間平均被害額を算出すると、69,834百万円。
② 平成１６年７月新潟・福島豪雨と、その７年後に発生した平成２３年新
潟・福島豪雨の事例では、平成１６年７月新潟・福島豪雨の際に被害を
受けていない者であっても、防災気象情報を有効に活用し、浸水域にあ
る自家用車を事前に移動させる等の事前の被害軽減策を講じること等
により約11%の被害軽減効果があった。
③ 気象庁が平成２５年４月２２日に開催した「第４回防災気象情報の改
善に関する検討会」牛山委員の資料によれば、防災気象情報をレベル
化しわかりやすい情報を伝えることで、情報の理解度に大幅な改善（41%
の理解度→97%の理解度：２．４倍）が図られる。
④ このため本施策による被害軽減効果は、
69,834百万円×0.11×2.4 =18,436百万円 と推計出来る。

7,682 18,436

効果指標 取組の概要 現状 目標

量的予報の拡充 量的予報を提供する予報期間
事前の防災判断に資するよう、現在24時間先までとしている雨量や風速
等の量的予報を48時間先まで延長する

24時間先まで 48時間先まで

自然災害による被害の軽
減

システムを用いた気象・地震・火山等の
監視・予測及び情報提供により軽減され
ている、自然災害による被害の軽減(推
計）

日本では、自然災害により、平均すると年間5,000億円程度の被害が毎
年発生しているが、気象・地震・火山等の監視・予測・情報提供により、
これまでと同様に被害額の軽減を図る。
これまでシステムを用いた気象業務の実施により以下のとおり被害額の
軽減が図られてきた（推計）。
①総務省統計局の日本統計年鑑に基づく平成13年～平成22年までの
年間の平均被害額を算出すると、525,049百万円。
②米の研究報告書(Fair Weather: Effective Partnerships in Weather and
Climate Service(2003)）に拠ると、気象業務による被害軽減効果は被害
額の18.0%。
③日米の気象業務に関する科学技術の水準は同程度であり、上記②の
比率は日本においても適用できるとすると、日本において気象業務を実
施することによる年間の被害軽減額は、525,049百万円×18.0%＝94,509
百万円。
④ここで、H25年度気象庁関係予算の中で、予報作業支援システムが占
める割合は、
71,207千円/66,396,671千円 = 0.107%
⑤このため、予報作業支援システムによる年間被害軽減額は、
94,509百万円× 0.00107　=101百万円と推計できる。

101 101

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

複数のシステムで行っていた業務を１つのシステムに統合することで、
システムの動作状況確認等運用に係る業務処理時間の削減を図る。

826 608

防災行動に対応した段階
的な防災気象情報の発
表

防災気象情報の発表段階
現在、注意報、警報、特別警報の3段階で発表している防災気象情報
を、標準的かつ段階的な対応行動にあわせて、4段階で発表

3段階 4段階

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

複数のシステムで行っていた業務を１つのシステムに統合することで、
システム運営等経費の削減を図る。

122 87

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012710 278,965 856,990 1,135,955

A012732 991 991

A012846 661 661

A013032 223 223

A012721 311 311

0 0 0 278,965 859,176 0 0 0 0 0 0 0 1,138,141

②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

278,965 699,477 978,442

147,012 147,012

0

0

12,687 12,687

0

0

0

0

0

0 0 0 278,965 859,176 0 0 0 0 0 0 0 1,138,141

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費

地震活動等総合監視システム

大深度地震計処理装置

津波評価解析装置

震度データ検証装置

地震活動評価装置

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

地震活動等総合監視システム（EPOS）は、気象業務法（第3条、第11条、第15条他）及び災害対策基本法（第3条、第8条）に基づき、国内外の地震活動を観測、監視し、最新の科学技術的知見に基づく解析を行い、緊急地震速報や津波警報、
地震・津波に関する情報、東海地震に関連する情報等の防災情報を発表することによって、地震や津波に起因する被害を出来る限り軽減することを目的に作られたものである。本システムは、平成19年度に東西２中枢に業務・システムの最適
化を行った上で更新したものであるが、24時間絶え間ない運用による老朽化に加え、平成22年チリ地震や平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震等の巨大な地震の発生によって、防災情報を発表する上でさまざまな問題、限界等が明らか
になっている。今回これらの課題を早急に解決するため、増加した観測点への対応や新たな解析手法等を導入するシステム更新を行うものである。

地震に伴う揺れや津波による被害を出来うる限り避けるためには、緊急地震速報や津波警報、震度に関する情報、東海地震に関連する情報等の防災情報をより迅速にかつ精度良く発表する必要がある。このため本システムでは、地震計や津
波計等のデータ（現行システムでは1日あたり72GBの地震波形データを処理。新システムでは1日あたり750GBの地震波形データ（見込み）を処理。）を24時間絶え間なく収集、解析し、最先端の科学技術的手法を導入して迅速かつ精度良く地震
の震源や規模、あるいは津波波源を推定することにより、地震による揺れや津波の伝播を予測した上で警報等の防災情報（平成23年の実績（代表的な警報・情報）で緊急地震速報（警報）97回、津波警報・注意報19回、各地の震度に関する情
報6,158回）を作成し、国内外に向けて発表を行っている。

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の際、例えば、地震現象の全容を把握し、当初3分後に発表した津波警報（大津波：６ｍ）を上方修正するために、地震発生から28分の時間を要した。このことが国民の避難行動を鈍らせ、被害を拡大
させた可能性もあると中央防災会議専門調査会から指摘を受けている。またその後の広域にわたって発生した時空間的に近接する多数の余震によって、緊急地震速報の精度低下及び誤報が生じた。このため今回は、気象庁のみならず他機
関が増設した地震計や津波計のデータを取り込むとともに、新たな解析手法の導入による巨大地震の規模の早期把握や余震続発時における地震識別の精度向上などに取り組む。これにより、緊急地震速報や津波警報の迅速化や精度向上を
目指す。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 859,176

国土交通省 緊急地震速報・津波観測情報の高度化（地震活動等総合監視システム（EPOS）の更新・強化） 一般会計 859,176

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 気象庁地震火山部管理課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-09
緊急地震速報・津波観測情報の高度化（地震活動等総

合監視システム（EPOS）の更新・強化）
総投資額
（千円）

1,138,141 平成27年度投資額
（千円）

859,176
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５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

時間/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

個数 平成24年度 平成26年度 平成27年度

秒 平成24年度 平成27年度 平成28年度

パーセント 平成22年度 平成27年度 平成28年度

百万円/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

分 平成25年度 平成27年度 平成28年度

百万円/年 平成25年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

平成25年度 平成27年度 平成28年度

システム更新できない場
合の国民が被る不利益

東日本大震災を受けて、関係省庁とも連携し取り組んできた緊急地
震速報、津波警報の高精度化、迅速化のための改善、技術開発を
反映したシステムへの更新を進めている。

新たな解析手法を導入することができず、巨大地震の規模の早期把握
ができない。このため津波警報の更新に時間を要する現状が解消され
ず、災害による人的被害及び財産的被害が増大する可能性がある。

新たな解析手法を導入し、地震検知から
巨大地震規模の早期把握を可能とするこ
とで、速やかかつ高精度な津波警報更新
を実現し、津波による人的、財産的被害の
軽減に資する。

システム更新できない場
合の国民が被る不利益

東日本大震災を受けて、関係省庁とも連携し取り組んできた緊急地
震速報、津波警報の高精度化、迅速化のための改善、技術開発を
反映したシステムへの更新を進めている。

余震続発時における新たな地震識別処理を導入することができず、正
確な地震識別ができない。このため緊急地震速報の精度が低下し、災
害による人的被害及び財産的被害が増大する可能性がある。

新たな地震識別処理を導入し緊急地震速
報の高度化を図ることで、人的、財産的被
害の軽減に資する。

自然災害による被害の軽
減

システムライフサイクルの期間におい
て、気象・地震・火山等の監視・予測及
び情報提供により、自然災害による被
害額の軽減を示したもの

日本では、自然災害により、平均すると年間5,000億円程度の被害が毎
年発生しているが、気象・地震・火山等の監視・予測・情報提供により、
これまでと同様に被害額の軽減を図る。
これまでシステムを用いた気象業務の実施により以下のとおり被害額の
軽減が図られてきた（推計）。
①総務省統計局の日本統計年鑑に基づく平成13年～平成22年までの
年間の平均被害額を算出すると、525,049百万円。
②米の研究報告書(Fair Weather: Effective Partnerships in Weather and
Climate Service(2003)）に拠ると、気象業務による被害軽減効果は被害
額の18.0%。
③日米の気象業務に関する科学技術の水準は同程度であり、上記②の
比率は日本においても適用できるとすると、日本において気象業務を実
施することによる年間の被害軽減額は、525,049百万円×18.0%＝94,509
百万円。
④ここで、H25年度気象庁関係予算の中で地震活動等総合監視システ
ムの運用経費（試算値）が占める割合は、
285,744千円/66,396,671千円 = 0.430%
⑤このため、地震活動等総合監視システムによる年間被害軽減額は、
94,509百万円× 0.00430　=406百万円と推計できる。

406 406

効果指標 取組の概要 現状 目標

緊急地震速報の精度向
上

朝ラッシュ時間帯の緊急地震速報の誤
報改善による経済的効果の見込み

現行システムにおいて、異なる地震を分離できず予測震度を過大に評
価、広範囲に誤った緊急地震速報を発表された事例があった。緊急地
震速報の精度向上により、本誤報事例が改善された場合の経済的効果
を以下の仮定の事例に基づき算出した。

大都市交通センサス（国土交通省調べ）によると、首都圏における時刻
別鉄道利用者数（鉄道乗車中の利用者数）は朝（午前8時）時点で
「2,084千人」である。定期券利用者内訳から10代、65歳以上にあたる
20%を除外した利用者「1,667千人」を労働者と仮定する。また、緊急地震
速報発表時に鉄道を一時停止し、線路、車両の安全点検に要する時間
を5分間、労働者一人当たりの時間給を1,000円と仮定する。本条件下に
おいて、首都圏全域に対する緊急地震速報の誤報（実際の観測震度よ
りも震度階級で2以上過大に予測震度を予想した事例）を1事例解消す
るごとに、138,917千円の経済的効果が見込まれ、このような事例は平
成21年～25年までの平均で1.8件発生していることから、
139百万円 × 1.8件 = 250百万円　の経済的損失を回避できると見込ま
れる。

0 250

津波観測情報の高度化
沖合で発生した津波に対する津波観測
情報について、津波が陸域に到達する
までの猶予時間

沖合津波観測点を活用することにより、津波が陸に到達する前に津波
観測情報を迅速に提供する。これにより、国民に対し迅速な避難行動を
促す事ができる。

最大数分 最大20分

津波警報の改善
モーメントマグニチュードの算出にかか
る時間の短縮

巨大地震の規模の把握が早くなることによって津波警報の更新が地震
発生から最短8分程度で可能となる。これにより、国民に対し、より早期
に避難行動を促すことができる。

900 480

緊急地震速報の精度向
上

震度4以上を観測した地震または緊急
地震速報で震度4以上を予測した地震
について、予測震度の誤差±１以下を
目指す。

地震識別を高度化することにより、地震多発時の緊急地震速報の精度
向上を図る。これにより、国民に対し、適切な退避行動を促すことができ
る。
なお、平成22年度の実績は（緊急地震速報において震度4以上を予測、
かつ観測された震度が±1以下の地域の延べ数：313）／（震度4以上を
観測、または緊急地震速報において震度4以上を予測した地震の地域
の延べ数：1104）＝28パーセントである。

28 85

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

システムの統廃合及び一元管理により、システムの保守点検、始業前
点検にかかる業務処理時間の削減を行う。

46,006 45868

津波警報の改善
次期EPOSに取り込む沖合津波観測点
の数

津波シミュレーション技術を用いた津波警報更新に活用する沖合津波観
測点（GPS波浪計や海底水圧計など）の数が増加することにより、精度
の高い津波警報の更新が可能となる。これにより、適切な避難行動を促
すことができる。

0 35

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

関連する情報システムの統廃合並びにEPOS及び地域地震情報セン
ターデータ処理システム（REDC）（A012709）で共通するインフラの共有
化により、処理の効率化を図る。

352 348
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016482 40,000 26,000 144,000 210,000

0

0

0

0

0 0 0 40,000 26,000 144,000 0 0 0 0 0 0 210,000

社会資本情報プラットフォーム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

社会資本とその維持管理に係る情報を共通のルールで取り扱うことにより、社会資本の効率的な維持管理・更新を行い、社会資本に係る公開情報に誰でも分かりやすくアクセスできるようにする。

国、地方公共団体等の保有する施設情報、維持管理情報等を収集し、共通のフォーマットに変換するとともに各情報の階層を整理することにより、社会資本とその維持管理に係る情報を統一的に電子処理できるように変換。関係機関と共有す
るとともに、検索・閲覧・利用するためのポータルサイトをインターネットで提供する。

　社会資本情報プラットフォームの構築を行う。当該システム構築のために必要となる、異なるデータベースを連携するための仕様等を検討し、H26年度は内部運用のためのシステムを構築する。H27～28年度にかけ、運用を通して順次機能強
化を検討する。当該システムの構築により、戦略的な維持管理に必要な道路、河川、港湾等、異なる社会資本分野にまたがる情報の迅速な把握・分析等が可能となる。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 26,000

国土交通省 社会資本情報プラットフォームの構築に必要な経費 一般会計 26,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省
大臣官房技術調査課

総合政策局技術政策課
新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-38 社会資本情報プラットフォームの構築に必要な経費
総投資額
（千円）

210,000 平成27年度投資額
（千円）

26,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

31,000 14,000 46,000 91,000

3,000 2,000 22,000 27,000

3,000 6,000 49,000 58,000

0

3,000 4,000 27,000 34,000

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 40,000 26,000 144,000 0 0 0 0 0 0 210,000

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間／年 24年度 26年度 28年度

週／回 24年度 26年度 28年度

百万円／年 24年度 26年度 28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

24年度 26年度 28年度

24年度 28年度 28年度

24年度 28年度 28年度他システムとの連携 社会資本情報を取り扱う他システムとの連携
同様の社会資本情報を扱う場合でも、個々のシステムで情報収集等を
行っており、連携がとれていない

重複調査の省略など、他システムの整備
状況、プロトタイプの運用状況等も勘案し、
H28年度以降の検討につなげる

社会資本情報の統一的
な収集、分析

社会資本とその維持管理に係る情報を統一的に取り扱う基盤プラッ
トフォームを構築

各管理者が個別に持っている情報を、その都度収集・分析するため、今
後増大が予想される老朽化に係る状況把握や緊急対応に、膨大な時間
と労力が必要

国土交通省直轄管理の社会資本に係る基
本情報等について、統一的な取扱いを可
能にし、維持管理の効率化・高度化に活用
することで、迅速な状況把握と対応を可能
とする

社会資本情報の見える
化

社会資本の施設状況のポータルサイトの整備
データが様々な場所に散在しているため、どこに何のデータがあるか分
かりにくい

国土交通省直轄管理の社会資本に係る基
本情報等について地図上で可視化し、国
民が容易に確認できる環境を実現すること
により、現状に対する国民の理解の促進
や、民間や研究機関等による技術開発を
促進する

効果指標 取組の概要 現状 目標

調査期間
国土交通省直轄施設の状況把握まで
の期間

国土交通省直轄管理の社会資本に係る基本情報等について、全体把
握を迅速にする。

4 1

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

新規運用するシステムの、システム運用、ハードウェア保守を実施する。 0 12

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

国土交通省直轄管理の社会資本に係る基本情報等の全体把握の調査
について、本システムで参照できる情報については、確認作業以外の作
業を省略することにより、調査時間を短縮する。

22,295 2360

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A010349 101,059 1,134,137 1,235,196

0

0

0

0

0 0 0 0 101,059 1,134,137 0 0 0 0 0 0 1,235,196

電子入札システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

CALS/ECは、「公共事業支援統合情報システム」の略称であり、従来は紙で交換されていた情報を電子化するとともに、ネットワークを活用して各業務プロセスをまたぐ情報の共有・有効活用を図ることにより公共事業の生産性向上やコスト縮減
を実現するための取り組みであり、その一環として、電子入札は2001年10月より国土交通省の一部の直轄事業でスタートされ、2003年4月からは、全面導入されている。

電子入札とは、従来、紙で行っていた入札をインターネットを通じて電子的に行うものである。電子入札システムの導入は、入札参加者の移動コストの縮減や事務の簡素化が図れるため、競争参加資格を有する者が公共工事の入札に参加しや
すくなり、競争性の向上に寄与している。

電子入札システムは、平成29年1月に現行機器（サーバ・ネットワーク機器約270台）の更新期限を迎えるため、平成28年度に機器調達・構築を行う。平成27年度は、以下の点を考慮して機器更新設計を行う。
・仮想化技術の導入やIA系サーバOSへの移行、最新ソフトウェアへの対応など、運用コストを考慮した最適な機器構成。
・各地方整備局等が所有する「入札説明書等ダウンロードシステム」の機能を統合。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 101,059

国土交通省 電子入札システム運営費 一般会計 101,059

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 大臣官房技術調査課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-01
電子入札システムの機器更新、各地方整備局等が所有
する入札説明書等ダウンロードシステムの機能の統合

総投資額
（千円）

1,235,196 平成27年度投資額
（千円）

101,059
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

79,459 79,459

0

215,578 215,578

0

169,894 169,894

3,896 3,896

21,600 22,000 43,600

112,233 112,233

352,279 352,279

229,657 229,657

28,600 28,600

0 0 0 0 101,059 1,134,137 0 0 0 0 0 0 1,235,196

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成27年度 平成28年度 平成29年度

時間/年 平成27年度 平成28年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

10箇所で分散運用している「入札説明書等ダウンロードシステム」の運
用監理に携わる職員の業務処理時間の削減を図る。

1,200 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

電子入札システム機器の更新に際し、仮想化技術による機器構成の最
小化や、10箇所で分散運用している「入札説明書等ダウンロードシステ
ム」の機能統合を図り、全体の運用等経費の削減を図る。
注）目標値は、現行機器同様、「買取」で調達した場合の数値。「賃貸
借」調達とした場合は、見かけ上、経費は増加する。

1,116 950

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A010327 983,773 340,134 355,549 1,679,456

0

0

0

0

0 0 0 0 983,773 340,134 355,549 0 0 0 0 0 1,679,456

建設事業予算執行管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

建設事業予算執行管理システム（以下「ＣＡＭＳ」という。）は、統一的な官庁会計事務体系の確立を図るために開発された官庁会計事務データ通信システム（以下「ＡＤＡＭＳ」という。）の一環として昭和４９年から運用された公共事業実施官庁
の予算執行管理業務を会計的側面からとらえたシステムである。その後「行政情報化推進基本計画の改定について」（H9.12.20閣議決定）等により、各府省の歳入歳出業務についてＡＤＡＭＳの導入が進められたため、国土交通省の各官署に
おいても、随時、ＡＤＡＭＳの導入を実施したところであるが、このうち地方整備局における会計事務は、ＣＡＭＳと通信回線を利用したインターフェースによりデータ連携を実施することとなったものである。

建設事業予算執行管理システム（CAMS）は、会計関係諸法規に準拠した建設事業の予算執行管理を行うシステムである。具体的には、支出負担行為計画示達、予算配分、資金交付、支出負担行為決議、支出決議等の会計業務全般を行い、
公共事業官庁の特殊事情である事業規模、事業箇所数等の予算及び会計情報を迅速かつ正確に管理するものである。

政府において「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（Ｈ２６．６）が閣議決定され、政府の業務システム最適化計画の推進が図られているところ、ＣＡＭＳにおいても、政府共通プラットフォームへの移行や府省共通システムとの連携等を行い、より一層
の最適化を図り、新たなＣＡＭＳの開発等を実施するものである。

投資開始年度 平成２７年 投資終了年度 平成２９年

合計 983,773

国土交通省 建設事業予算執行管理システム移行開発経費 一般会計 983,773

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 大臣官房会計課公共事業予算執行管理室 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-02 建設事業予算執行管理システムの開発等
総投資額
（千円）

1,679,456 平成27年度投資額
（千円）

983,773
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

655,068 655,068

305,496 31,912 337,408

0

293,204 349,292 642,496

0

0

0

0

0

0

23,209 15,018 6,257 44,484

0 0 0 0 983,773 340,134 355,549 0 0 0 0 0 1,679,456

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成２６年 平成２９年 平成３０年

時間/年 平成２６年 平成２９年 平成３０年

百万円/年 平成２６年 平成２９年 平成３０年

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間 システム運用に係る業務処理時間

サーバー等の最適化により、運用に係る業務も効率化・最適化が図られ
ることから、運用に係る業務処理時間の削減が見込まれる。
具体的には、システム運用・保守拠点を集約することで、システム障害
や定期監視等に係る各地方整備局担当職員の業務処理時間を削減で
きる。

1,680 0

システム連携等経費
他システムとの連携に係る経費の削減
額

府省共通システム及び省内統一システム間の連携について、現在の地
方整備局毎に連携する場合と比較し、各地方整備局毎（８地整）にある
CAMSが統一されることにより、８つのシステムが１つのシステムになる
ため各システム間の連携が減り、連携に係る経費の削減が見込まれ
る。

428 53

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費 システムの運用等経費の削減額
政府共通PF移行や府省共通システムを導入するとともにシステムの最
適化を図ることから、運用経費等の削減が見込まれる。

494 432

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A010947 21,600 41,520 96,880 160,000

0

0

0

0

0 0 0 0 21,600 41,520 96,880 0 0 0 0 0 160,000

国土交通省オンライン申請システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「世界最先端IT国家創造宣言（H25.6.14閣議決定）」に基づき、「政府共通プラットフォーム」への移行を検討し、運用コストの削減等を図るものである。

国土交通省オンライン申請システムは、国土交通省所管法令等に基づく申請・届出等の手続をインターネットを通じて受け付け、利用者のパソコンからいつでも申請・届出等の手続きを可能とし、利用者の利便性向上や負担軽減及び行政事務
の効率化を図るものである。

本投資は、政府共通プラットフォームへの移行に向けた調査検討、設計・開発、テスト及びデータ移行を行うものである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成29年度

合計 21,600

国土交通省 電子政府実現のためのシステム経費 一般会計 21,600

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 総合政策局行政情報化推進課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-03
国土交通省オンライン申請システムの政府共通プラット
フォーム移行

総投資額
（千円）

160,000 平成27年度投資額
（千円）

21,600
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

21,600 21,600

41,520 41,520

27,680 27,680

0

41,520 41,520

27,680 27,680

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 21,600 41,520 96,880 0 0 0 0 0 160,000

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成27年度 平成29年度 平成30年度

時間/年 平成27年度 平成29年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

政府共通プラットフォームへの移行により、ハードウェアの調達作業量
がなくなる。NW機器やサーバの各年度の調達作業の作業量をシステム
のライフサイクル分の年数で除した数値を基準値と目標値としている。

180 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

政府共通プラットフォームへの移行に伴う運用等経費の削減 131 105

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A011513 137,041 137,041

0

0

0

0

0 0 0 0 137,041 0 0 0 0 0 0 0 137,041

道路占用システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

道路に工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用する場合において、道路法に基づき、道路管理者の許可を受けなければならず、国道事務所、出張所等においては、道路占用許可手続、占用物件の管理業務等を実施しており、当該
業務等に関して申請者の利便性向上及び道路管理者の業務処理の効率化を図るために道路占用システムを運用している。

道路占用に係る新規・変更・更新許可申請、工事処理、各種届出処理、占用料計算、継続占用管理、集統計及び物件管理等の一連の業務を本システムにより処理している。

・ハードウェア等の老朽化による故障発生を防ぎ、本システムを引き続き安定的に運用し、道路占用許可申請者の利便性向上及び道路管理者の業務処理の効率化を図るため、本システムに係るサーバ等機器の更新を行う。
・道路占用料を適切に算定し、徴収業務に支障を及ぼさないようにするため、制度改正に対応したシステム改良等を行う。
・申請者側及び道路管理者側双方の業務効率化を図るため、申請書等の誤入力を防止するほか、本システム利用者の改良要望を募る措置を設けるとともに、本システムで動作確認を行っていないブラウザの動作確認等、必要な措置内容につ
いて技術調査を行う。

投資開始年度 平成２７年度 投資終了年度 平成２７年度

合計 137,041

国土交通省 道路占用許可申請システム 一般会計 137,041

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 道路局路政課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-04 道路占用システムの更新等
総投資額
（千円）

137,041 平成27年度投資額
（千円）

137,041
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

25,556 25,556

19,844 19,844

4,869 4,869

55,783 55,783

10,390 10,390

385 385

9,562 9,562

0

0

0

10,652 10,652

0 0 0 0 137,041 0 0 0 0 0 0 0 137,041

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

時間／年 平成２５年度 平成２７年度 平成２７年度

％ 平成２５年度 平成２７年度 平成２７年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度

平成２６年度 平成２７年度 平成２９年度

道路占用システムの安定
運用

道路占用システムの安定運用を確保するため、平成２７年度中に
サーバ等機器の更新を行う。

平成２２年度に利用を開始したサーバ等機器によりシステムの運用を
行っている。

道路占用システムのサーバ等機器の老朽
化による故障発生を防ぎ、システムの安定
運用を図る。

適切な道路占用料の徴
収

道路占用料に係る制度改正に対応したシステム改良等を行う。
今後の制度改正に対応したシステムとなっておらず、道路占用料の算定
に支障を及ぼすことになる。

道路占用料に係る制度改正に対応したシ
ステム改良等を行い、新規許可等に伴う
占用料を適切に算定し、徴収業務に支障
を及ぼさないようにする。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

申請窓口等にて申請書等の作成にあたっての注意点等を積極的に啓
発等することで、補正対応に要する処理時間が削減される。

17,100 11,400

オンライン申請利用率
（オンライン申請件数／全申請件数）×
１００

当該投資により、引き続きオンライン申請利用率＝７５％以上を維持す
る。

77.5 77.5

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

機器の更新にあたり、運用等経費の削減を図る。 193 168

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A020674 90,633 124,999 215,632

0

0

0

0

0 0 0 0 90,633 124,999 0 0 0 0 0 0 215,632

事業用自動車総合安全情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

国土交通省では、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業について、道路運送法令及び貨物自動車運送事業法令に基づき、安全基準の策定、運行管理制度等の運用、事業者に対する監査・指導等を通じた様々な安全対策を講じてい
る。また、平成２１年３月には「事業用自動車総合安全プラン2009」を策定し、平成20年を基準年として10年間で死者数半減、人身事故件数半減、飲酒運転ゼロを目標とした取組を推進しているところであるが、平成25年において死者数が中間
目標を達成しない等、全国約１２万者に上る自動車運送事業者に対し、事故削減を進めるため更なる工夫が必要である。このため、事業者に係る法令違反や事故等に関する情報について、的確に把握し、高度な分析を可能とする情報分析シ
ステムの構築を行うことで、事故防止対策の強化を図る。

現在複数のデータベースで管理されている自動車運送事業者に係る監査情報や事故情報等について、各情報を事業者ごとに統合し、高度な分析を可能とする情報分析システムを構築することによって、事業者特性や事故原因等に応じた相関
分析・傾向分析等を可能にする。こうした情報分析システムの構築に伴う効果として、全国約１２万事業者の中から事故を惹起するおそれの高い事業者を抽出して、効果的な指導を実施できるようになるほか、要監視リストを作成することによ
り、より効果的な監査を実現する。また、登録部門との連携を図ることにより、登録申請書類を簡素化し、利用者の利便性を向上させると同時に、利用者による書類の紛失・改ざんの防止を図ることとする。

事業用自動車総合安全プラン２００９の目標達成に向け、自動車運送事業者に係る情報の統合及び分析機能を備えたシステムを構築することにより、事故防止対策の強化、利用者の利便性向上等を図る。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 90,633

.

国土交通省 事業用自動車総合安全情報システム 自動車安全特別会計 90,633

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 自動車局安全政策課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-05 事業用自動車総合安全情報システムの設計・構築
総投資額
（千円）

215,632 平成27年度投資額
（千円）

90,633
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

34,073 49,248 83,321

29,813 43,092 72,905

1,193 1,879 3,072

21,295 30,780 52,075

0

0

0

0

0

4,259 4,259

0

0 0 0 0 90,633 124,999 0 0 0 0 0 0 215,632

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

- - - -

人/年 平成25年 平成28年度 平成30年

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成28年度 平成32年度

平成26年度 平成29年 平成32年度

事故防止対策の強化
・事故を起こすおそれの高い事業者への指導
・事業者格付け情報の提供
・要監視事業者リストの作成、効果的な監査

－

情報分析により、類似事業者の事故情報
の発信及び事業者指導を行う。また、悪質
事業者リストを作成し、効果的な監査を実
施する。

事業者の利便性向上 ・登録申請書類の簡素化、紛失・改ざん防止
登録申請手続の際、事業者に対し事業用自動車等連絡書を交付し、窓
口に提出させているが、紛失等が発生している。

自動車登録情報と連携し、登録申請書類
を簡素化することで、紛失・改ざんの防止
を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本システムは業務効率化を目的としたものではないため設定せず。 - -

事業用自動車による交通
事故死者数の削減

事業用自動車総合安全プラン２００９の
目標の数値を達成できた場合の効果

国土交通省が保有する自動車運送事業者に関する統合データベースで
ある「監査総合情報」と「自動車事故情報」等の行政保有情報の相関関
係や因果関係について分析機能の強化を図り、事故の未然防止のため
の事業者への指導や監査機能の強化に積極的に役立てる。
こうした取組を通じて「事業用自動車総合安全プラン2009」の施策を確
実に実施し、平成20年からの10年間で交通事故死亡者数を半減する等
の基本政策の目標を目指すとともに、世界一安全な道路交通の実現を
目的として平成27年度に策定予定の「第10次交通安全基本計画」の目
標実現のための施策としても積極的に活用していく。

434 250

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

今回の投資対象は、今まで手作業で行っていた事故分析や監査対象事
業者の抽出等の業務について、スピーディーにより多くの分析等を行え
るようシステムを構築することにより、対応するものである。

0 15

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012042 177,410 30,000 207,410

0

0

0

0

0 0 0 0 177,410 30,000 0 0 0 0 0 0 207,410

サテライト空港運航管理卓

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

航空事故等が発生した場合の迅速な捜索・救難のため、航空法第97条により航空機は飛行を行う際、出発地や飛行経路等を示した飛行計画を国土交通大臣に通報しなければならない。本システムはインターネット通信の技術を利用してサテ
ライト空港運航管理卓と航空機運航者等が設置するパソコンを接続することにより、航空機の運航者は自らのパソコンから飛行計画等の通報を可能とするシステムである。また、運航者は本システムを用いることにより航空情報や気象情報等を
閲覧することができる。

飛行計画の通報及び受理
航空情報や気象情報等の提供

当該システムは、製造後10年が経過し、装置の維持が困難となることから装置の更新を図るとともに、航空機の運航者からのユーザーニーズに応えるよう一部プログラムを改修し、当システムを用いてより効率的な飛行計画の受付、情報提供
を行うものである。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 177,410

国土交通省 サテライト空港運航管理卓システム整備 自動車安全特別会計 177,410

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局交通管制部運用課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-06 サテライト空港運航管理卓システム性能向上等
総投資額
（千円）

207,410 平成27年度投資額
（千円）

177,410
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

177,410 177,410

30,000 30,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 177,410 30,000 0 0 0 0 0 0 207,410

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

時間／年 平成25年度 平成２９年度 平成２９年度

千円/年 平成26年度 平成２９年度 平成２９年度

百万円/日 平成26年度 平成２９年度 平成２９年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

システム運用等経費
インターネットセキュリティの構築を図ることにより経費増となるが、機器
更新に伴い、消耗品に関する運用コストを3割削減することにより、現状
維持を目標とする。

4,289 4289

情報セキュリティ対策の
実施有無による運航損失

セキュリティ対策を講じた場合と講じな
い場合の効果

当該システムは、航空局の管制情報処理システムと接続し、飛行計画
情報等を送受するため、インターネット接続による当該システムを介して
管制情報処理システムが汚染される事態となった場合、全国の航空交
通の乱れに繋がる。
管制システムが汚染され、復旧に１日を要した場合の経済損失を示す。

１機あたりの運航者利益は２百万円/回であり、１日あたりの全国空港
着陸回数は３０００回（数字で見る航空２０１４参照）とあるため、6,000百
万円／日の運航者損失が発生する。

ゆえに、最小限の投資により、インターネットセキュリティの構築を図るこ
とによって、国民の安全安心に資する。

△6,000

(セキュリティ対策を実施しな
い場合の基準値）

0

（セキュリティ対策を実施し
た場合の目標値）

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

ハード更新を実施せず、仮に機器の故障等でサテライト運航管理卓あて
提出される飛行計画を全て電話等マニュアルにて受け付けた場合、当
該システムで1日あたり平均250フライト取り扱っていることから、以下の
通り年間約３０，０００時間の業務処理時間に差が生じる。

（マニュアルにて飛行計画を処理した場合）
２５０フライト×１／２時間（３０分）×３６５日＝４５，６２５時間
（継続的にサテライト運航管理卓にて飛行計画を処理した場合）
２５０フライト×１／６時間（１０分）×３６５日＝１５，２０８時間

現状の職員にて引き続き業務を継続していくため、ハード更新を実施す
る。

45,625 15,208

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012020 129,000 1,210,153 190,563 1,529,716

0

0

0

0

0 0 0 0 129,000 1,210,153 190,563 0 0 0 0 0 1,529,716

航空安全推進ネットワークシステムの更新

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

ハイジャック・テロ事件、航空機事故、航空機の異常運航、空港施設や管制施設の障害、大規模地震発生等、空港におけるトラブル発生時に、現場空港事務所及び関係機関間においてリアルタイムでの連携の強化を図り迅速かつ的確な危機
管理即応体制を構築する必要がある。このため、空港の生の映像情報を配信・共有するとともに、テレビ会議システム等によって、迅速に現場の状況を把握して国交大臣や航空局長等が適切に指示・判断を行うことができるよう、必要な機器を
整備するとともに、全国の空港事務所等をネットワークで結ぶ広域的な航空安全推進ネットワークを構築している。

１．航空安全推進ネットワークの概要
（１）ネットワーク　：　全国の空港事務所、空港出張所、管制部をＩＰネットワークで結び、航空局内のイントラネットを構成。
（２）主要空港の映像伝送機能の強化、TV会議の導入　：　主要空港の映像を常時伝送ができるようにし、事案等が発生した時などはその状況を映像で即座に確認できるようにした。また、主要空港に新たなＴＶ会議を導入し、事案等発生時に
は瞬時に立ち上げて現地・地方局・本省間で、緊急対策ＴＶ会議ができるようにした。
（３）小規模空港の簡易カメラの設置、音声会議機能の導入　：　映像リソースの無かった小規模空港に、新たな映像取得のための簡易カメラを設置し、ネットワークを通じて映像を常時伝送できるようにするとともに、音声会議装置を導入した。
（４）航空関係者安全情報共有システム　：　各空港事務所等、航空会社、空港会社、空港を運営する地方自治体等を含む全ての航空関係者間で、安全に関する情報を共有し連携強化を図るための航空関係者の安全情報共有システムの整備
を行った。
２．航空安全推進ネットワークを使用する業務　　空港危機管理業務その他
３．航空安全推進ネットワークを構成する機能
（１）ネットワーク　：　全国の空港事務所、空港出張所、管制部をＩＰネットワークで結び、航空局内のイントラネットを構成
（２）映像機能：全国の大規模空港に監視カメラ、小規模空港に簡易カメラ
（３）会議機能：全国の大規模空港にＴＶ会議システム、小規模空港に音声会議システム
（３）安全情報共有機能　：鳥衝突情報共有、空港関係者情報共有、内部安全情報共有の各システム

１．航空安全推進ネットワークの機器等の老朽化に伴う更新を行うと共ともに、機能向上を図る。
（１）主要空港の映像伝送機能の強化、TV会議の更新　　（２）小規模空港の簡易カメラ、音声会議機能の更新　（３）航空関係者安全情報共有システムの更新
２．本投資により期待できる効果として
（１）関係者の初動が従来より迅速に行われる　　（２）被害状況、影響範囲の把握がより迅速かつ正確にできる　　（３）被害状況、影響範囲の規模に応じた措置を迅速かつ的確に行うことができる　（４）追加的な措置が必要かどうかの判断が迅
速かつ的確にできる
この結果、人命の救助・救急、医療、消火、機材の移動、必要箇所の補修等が、迅速かつ効果的に実施できる、滑走路等の運用再開までの時間が大幅に短縮でき運航への影響を最小化できるようになる。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成29年度

合計 129,000

国土交通省 航空安全推進ネットワークシステムの更新 自動車安全特別会計 129,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 航空局　安全部　安全企画課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-07 航空安全推進ネットワークシステムの更新
総投資額
（千円）

1,529,716 平成27年度投資額
（千円）

129,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

129,000 0 0 129,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 121,015 19,056 140,071

0 0 0 0

0 121,015 19,056 140,071

0 0 0 0

0 121,015 19,056 140,071

0 0 0 0

0 484,062 76,226 560,288

0 363,046 57,169 420,215

0 0 0 0

0 0 0 0 129,000 1,210,153 190,563 0 0 0 0 0 1,529,716

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成27年度 平成29年度 平成29年度

時間/年 平成27年度 平成29年度 平成29年度

時間/年 平成27年度 平成29年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成27年度 平成29年度 平成29年度

危機管理事案対策にお
ける迅速かつ的確な指揮
命令を行うことが可能と
なる

本システムが更新されることにより、関係者の初動が従来より迅速
に行われると共に被害状況、影響範囲の把握がより迅速かつ正確
にできる。
この結果、人命の救助・救急、医療、消火、機材の移動、必要箇所
の補修等が、迅速かつ効果的に実施できる、滑走路等の運用再開
までの時間が大幅に短縮でき運航への影響を最小化できるようにな
る。

本システムが、老朽化し故障等が発生した場合において、航空機事故
等のインシデントが発生した場合に、迅速な指揮命令が行えず、人命の
救助・救急、医療、消火、機材の移動、必要箇所の補修等の実施に遅
れが生じる。

航空機事故等のインシデント発生時の危
機管理体制確立までの時間を迅速に行
う。
・事故発生から初動までの時間
・被害状況の把握の時間
・影響範囲の把握の時間　など
これらを定量的指標に記載すること。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
　ＴＶ会議システムの活用による業務時
間短縮を図る

平時においてＴＶ会議機能を活用していることから、業務時間短縮を図
ることが出来る。集合200回(想定）のうち50回をTV会議へ移行
年回使用回数　50回　平均参加人数6人（本省外）　平均移動時間4H
業務短縮時間＝4H×6人×50回＝1,200H
基準値＝２００回×４Ｈ×６人＝４８００Ｈ

4,800 3,600

業務処理時間
　航空機事故等のインシデント発生時の
危機管理体制確立までの時間を大幅に
短縮できる。

・航空事故等発生時における時間短縮
事案発生回数　7.66回/年発生　（航空事故及び重大インシデント）
映像が無い場合の状況確認回数　5回　通話時間0.3H
状況写真等の送付回数　2回  　状況写真等の作成時間　0.5H
業務処理時間＝（0.3H×5回×2人(対向)＋0.5H×2回）×7.66回＝23H
本システムを使用しない場合の、事案対応時間　4H×4人×10回＝
160H
・訓練時における時間短縮
訓練回数　63空港　各2回/年
映像が無い場合の状況確認回数(想定）　5回　 想定通話時間0.2H
状況写真等の送付回数　2回  　状況写真等の作成時間　0.5H
業務処理時間＝（0.2H×5回×2人(対向)＋0.5H×2回）×63空港=189H
本システムを使用しない場合の訓練対応時間　2H×4人×63空港
=504H

基準時間＝１６０Ｈ＋５０４Ｈ＝６６４Ｈ　年2回として１３２８H
目標値＝６６４Ｈ－２３Ｈ－１８９Ｈ＝４５２Ｈ　年２回として９０４H

1,832 927

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の削減
額

１．本ネットワークについては、平成27年度に国土交通省ＮＷ最適化へ
移行することにより、コスト縮減を図る。
２．本システムで残存する危機管理機能については、平成27年度より更
新整備に着手することを予算要求中であり、本整備に際しては、汎用品
の採用を進めることで保守費用を半減する。
同時にサーバーの台数を仮想化及びサーバの性能向上により50%削減
することで保守費用を削減する。
３．更新整備の際に、現行MPEG4規格で圧縮伝送しているが、次期シス
テムではH265HEVC規格での圧縮伝送を行いカメラ信号１台当たりの使
用帯域を4MBPS→0.8MBPSへ削減することにより回線費用を削減する。

377 165

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012282 6,855 6,855

0

0

0

0

0 0 0 0 6,855 0 0 0 0 0 0 0 6,855

北海道開発局行政情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

  平成27年度（平成28年3月）に国土交通省ネットワーク最適化計画（国土交通省行政情報基盤システム）により、メールサーバ、グループウェアサーバ、インターネット、大容量ファイル転送システムが本省に集約される。
　今年度行う詳細設計に基づき、北海道開発局の行政LAN、各種ネットワーク機器の設定変更や、部分的な機器の更新作業などを行うものである。
  さらに、道内各地のネットワーク機器も、より効率的に運用が行えるよう、機器配置や設定の変更などを行う。

　「国土交通省ネットワーク最適化計画」に基づき、調達・契約の一元化、機器等の集約化及び冗長化等を図り、コスト縮減、利便性、耐災害性の向上等を実現する。
　一部システムについて平成28年2月まで運用し,国土交通省ネットワーク最適化計画の構成システムとして一部移行。
　その後、後継システムについては無駄を排した調達を追求し、競争入札等の実施を通じ、運用経費の圧縮を図る。

　国土交通省行政情報基盤システムに移行集約するために必要となるネットワーク機器の借入保守、及び既存機器の設定変更など(メール中継サーバー、リンク負荷分散システム、行政WANルーティングシステム、ファイアーウォールなどの導
入)を行う。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 6,855

国土交通省 行政情報ネットワークシステム経費（北海道開発局ＬＡＮシステム） 一般会計 6,855

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 北海道開発局 開発監理部 情報管理室 システム第2係 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-08 北海道開発局LANシステムのメール機能等の統廃合
総投資額
（千円）

6,855 平成27年度投資額
（千円）

6,855
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

6,855 6,855

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 6,855 0 0 0 0 0 0 0 6,855

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成26年度
平成28年

3月
平成28年

3月

時間/年 平成26年度
平成28年

3月
平成28年

3月

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

　メールサーバ、グループウェアサーバ、インターネット、大容量ファイル
転送システムを本省に集約し、北海道開発局の既存サーバーは廃止す
る。
　これによる職員の業務、PC操作には影響がないため、関係職員全員
の年間合計業務処理時間は変化しない。

0 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

既存LANを含めたシステム最適化、及び国土交通省ネットワークの最適
化により運用経費の削減を図る。

334 314

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012927 0 0 0 0 103,993 0 0 0 0 0 0 0 103,993

0

0

0

0

0 0 0 0 103,993 0 0 0 0 0 0 0 103,993

突風等短時間予測システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

気象庁は、竜巻等の激しい突風の発生に対し、災害予防を旨として、その発生の可能性が高まったときに「竜巻注意情報」を発表し注意を呼びかけている。「竜巻注意情報」は、平成18年の宮崎県延岡市や北海道佐呂間町の大規模な竜巻災
害の発生を受けて、平成20年3月から運用開始した情報であり、発表区域を府県単位として、発表区域内の者が、空の様子に注意し、積乱雲が近づく兆しがある場合には頑丈な建物内に移動するなどの身の安全を確保することを目的としてい
る。竜巻等の激しい突風は、発現時間が短く発現場所も極めて狭い範囲に限られた現象である一方、現状の解析・予測技術の限界により「竜巻注意情報」は府県程度の比較的広い範囲を対象としているため、解析・予測精度の向上を図り、発
表領域の絞り込みを図るなど情報の確度を高める必要がある。

本システムは、「竜巻注意情報」の発表に必要な竜巻等の突風の発生可能性について、アメダス、気象レーダー等の各種観測データ及び数値予報結果を利用し、竜巻等突風発生の有無を解析し、さらに1時間先までの予測情報を作成してい
る。「竜巻注意情報」は、この解析・予測結果に基づき発表の有無を判定し、可能性が高いと判断した場合に発表される。

現行の「突風等短時間予測システム」は平成21年度末に運用を開始し、平成27年度末に運用開始後6年となるなど老朽化が進んでおり、更新の必要性が高まっている。更新にあたっては、近年頻発する大規模な竜巻災害に対し、XバンドMP
レーダネットワーク（XRAIN）データを処理する機能を持つ「局地的大雨予測システム」と機能統合し、更にXRAINデータの高度な活用技術の導入により精度向上を図る。その結果、平成25年内閣府局長級会議報告書において求められているよ
うに、「竜巻注意情報」を平成28年度から府県単位（ほぼ１県に１つ）から一次細分単位（１県につき2～7細分）へ高度化し、これまでより確度の高い情報の提供が可能となる。これにより、住民の安全確保行動の促進、地域社会全体の防災力の
向上が見込まれる。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 103,993

国土交通省 竜巻等の激しい突風に関する気象情報の高度化 一般会計 103,993

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 気象庁予報部業務課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-09 竜巻等の激しい突風に関する気象情報の高度化
総投資額
（千円）

103,993 平成27年度投資額
（千円）

103,993
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

19,470 19,470

40,113 40,113

5,971 5,971

21,726 21,726

0

1,677 1,677

15,036 15,036

0

0

0

0

0 0 0 0 103,993 0 0 0 0 0 0 0 103,993

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 平成25年度 平成28年度 平成28年度

時間／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

地域 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

百万円／年 平成26年度 平成28年度 平成33年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成28年度 平成33年度竜巻注意情報の発表 竜巻注意情報を確実に発表する。

　突風等短時間予測システムを２４時間３６５日、停止させることなく確実
に運用し、竜巻注意情報を発表してきている。
（H25実績）
・竜巻注意情報　606回

　引き続き当該システムを２４時間３６５日
停止させることなく確実に運用し、改善され
た各種情報を適時・的確に伝える。

効果指標 取組の概要 現状 目標

サービスの安定的な提供
1年間に発生する、メンテナンスに伴う
サービス提供停止時間

システムの東京・大阪地域冗長化により、首都圏被災のリスクを解消す
るとともに、メンテナンスに伴い発生するシステム停止時間を排除する。

8 0

自然災害による被害の軽
減

システムを用いた気象・地震・火山等の
監視・予測及び情報提供により軽減され
ている、自然災害による被害の軽減(推
計）

日本では、自然災害により、平均すると年間5,000億円程度の被害が毎
年発生しているが、気象・地震・火山等の監視・予測・情報提供により、
これまでと同様に被害額の軽減を図る。
これまでシステムを用いた気象業務の実施により以下のとおり被害額の
軽減が図られてきた（推計）。
①総務省統計局の日本統計年鑑に基づく平成13年～平成22年までの
年間の平均被害額を算出すると、525,049百万円。
②米の研究報告書(Fair Weather: Effective Partnerships in Weather and
Climate Service(2003)）によると、気象業務による被害軽減効果は被害
額の18.0%。
③日米の気象業務に関する科学技術の水準は同程度であり、上記②の
比率は日本においても適用できるとすると、日本において気象業務を実
施することによる年間の被害軽減額は、525,049百万円×18.0%＝94,509
百万円。
④ここで、H26年度気象庁関係予算の中で、情報システムとして登録さ
れている突風等短時間予測システムが占める割合は、
53,121千円/68,308,159千円 = 0.08%
⑤このため、突風等短時間予測システムによる年間被害軽減額は、
94,509 百万円×0.0008 　= 76百万円と推計できる。

76 76

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

複数システムで行っていた業務を１つのシステムに統合することで、シス
テムの動作状況確認等運用に係る業務処理時間の削減を図る。

620 413

竜巻注意情報の発表対
象地域数

竜巻注意情報の発表単位となる地域の
総数

竜巻注意情報に係る予測精度の向上を図ることにより、同情報の発表
単位を細分化し、より確度の高い情報発表を達成する。

57 142

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

複数システムで行っていた業務を１つのシステムに統合することで、シス
テム運営等経費の削減を図る。

95 47

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A012916 360,000 360,000

0

0

0

0

0 0 0 0 360,000 0 0 0 0 0 0 0 360,000

空港気象ドップラーレーダー観測処理装置

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

　気象庁は、気象業務法、国際民間航空機関や世界気象機関が定める国際的な統一基準に基づき、空港及びその周辺の気象観測情報を航空会社等にリアルタイムへ提供し、航空機の安全運航に寄与している。
　航空機は大気と機体との速度差によって飛行に必要な揚力を得ることから、ウィンドシアー※１やマイクロバースト※２は航空機の安全運航に大きな影響を与え、特に、離着陸時の航空機にとって重大な事故にも繋がりかねない危険な現象で
ある。当該システムは、空港気象ドップラーレーダー等によるこれらの観測データを収集処理し、部外へ配信することを通じて、航空路の安全確保に資するシステムである。平成27年度には運用開始から6年が経過し、老朽化によりシステムの運
用維持が困難となる恐れがあるなか、空港気象ドップラーレーダー等による観測データの収集・配信を安定して継続する必要がある。特に航空会社等から空港及びその周辺のより正確な気象観測が、強く要請されており、次期空港気象ドップ
ラーレーダーによる高度な観測データ、既存の観測データの有効活用が必要となっている。
※１　大気中の異なる2点間で、風の強さや向きが急変する状態、またはその急変域
※２　雷雲の中の冷たく重い空気の塊が上空から降りて、地表面付近で弾けるように発散する現象

　航空機の安全運航に必要不可欠な、全国9空港にある空港気象ドップラーレーダー等による観測データを収集し、航空局やエアラインへデータ配信を24時間連続で行う業務について、自動で空港気象ドップラーレーダー観測処理装置で行う。
当該システムは、観測データを収集（76GB/日）し、収集したデータからユーザー向けの情報作成処理後に配信（18GB/日）している。（次期システムでは、観測データを収集（162GB/日）し、収集したデータからユーザー向けの情報作成処理後に
配信（27GB/日）する計画である。）

　空港気象ドップラーレーダー観測処理装置は、平成27年度には運用開始から6年が経過し、老朽化が著しいことから、平成27年度にハードウェアを更新する。また、業務処理ソフトウェアについては、平成27年度より東京国際空港・関西空港で
運用開始する次期空港気象ドップラーレーダーによる高度な観測に対応した新たな処理を行うとともに、航空会社等からの要望に基づき処理機能を向上させる。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成27年度

合計 360,000

国土交通省気象庁 空港気象ドップラーレーダー観測処理装置 自動車安全特別会計 360,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 気象庁観測部計画課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-10 空港気象ドップラーレーダー観測処理装置の更新
総投資額
（千円）

360,000 平成27年度投資額
（千円）

360,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

89,181 89,181

111,294 111,294

52,771 52,771

29,646 29,646

0

0

0

0

77,108 77,108

0

0

0 0 0 0 360,000 0 0 0 0 0 0 0 360,000

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

時間／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

百万円／年 平成26年度 平成28年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成28年度 平成28年度

平成28年度 平成28年度

平成28年度 平成28年度

平成28年度 平成28年度

平成28年度
以降

平成28年度
以降

空港気象ドップラーライダーを用いた離着
陸への影響が大きい低層風擾乱情報・風
向風速の鉛直プロファイル及び、空港気象
ドップラーレーダーを用いた竜巻予報に有
効なメソサイクロン情報を提供する。

気象通報情報の高度化に寄与する、空港
からの発雷位置・積乱雲まで位置を算出
するための情報（レーダー雷解析指数）を
提供する。

次期空港気象ドップラーレーダーによる二
重偏波情報を用いた、雨量強度推定精度
の高度化やデータ品質の向上に寄与し、
航空機の着氷・着雪対策等に寄与する降
水種別判別情報を提供する。

効果指標 取組の概要 現状 目標

提供情報の充実
現行システムで提供している観測データに加え、一層の航空機の安

全運航に資する新たな情報を提供する。

空港気象ドップラーレーダー、空港気象ドップラーライダーによる低層
ウィンドシアー及びマイクロバースト情報、航空路上のエコー強度やエ

コー頂高度のわかる航空路悪天監視用データ等を提供している。また、
空港周辺の風データは数値予報に活用されている。

平成26年度

運航計画の作成及び滑走路変更の判断
に資する追加情報の提供により、航空交
通の安全確保及び航空交通容量の拡大
に寄与する。

ICAO 第3付属書において観測報を自動通
報する場合の要件として新たに追加される
事項に対応する、空港周辺降水エコー有
無情報を提供する。

業務処理時間
対象業務遂行に要する職員の延べ業務
処理時間

当該システムは1日2回、運用状況、受信状況、動作記録、データ表示の
定時点検を行うが、次期システムでは確認のための画面切替数を減ら
す等の改善により、効率的な定時点検を行う。

365 243

航空機遅延回避による損
害の軽減

システムを用いた航空気象情報提供に
より、軽減されている、航空機遅延回避
による損害額の軽減（推計）

システムを失うと航空機の定時運航維持が難しくなる。損失額算定法に
より効果を算出すると、米国における気象を要因として回避できた航空
機の到着遅延による経済損失は191億ドル≒19,100億円/年であり、航
空便数及び本システム寄与度を考慮して（米国連邦航空局、world data
bank）、現行システムではこの0.0357%の682百万円/年、既存機能に対
する新機能の保守経費の割合を考慮し、新システムは現行システムの
139%の軽減効果があると算出した。

682 948

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費（現
行情報分）

関係情報システムの運用等経費の合計
額

現行システムで提供している情報を提供するため、ハードウェアの高性
能化等を考慮して機器構成を整理し、効率化を図ることで保守経費を減
額する。高度化した観測情報を新規提供するためのハードウェア等を保
守する。

38 38

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A013308 297,000 63,920 360,920

0

0

0

0

0 0 0 0 297,000 63,920 0 0 0 0 0 0 360,920

海洋基盤情報管理装置

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

海洋基本計画（平成25年4月閣議決定）に掲げられている「東シナ海等においては、排他的経済水域等について、我が国と外国の主張が重複する海域が存在することに伴う問題に対応し、国際法に基づいた解決に向けて全力を尽くし、排他的
経済水域等における我が国の権益を確保する。」ことに資するものである

我が国の海洋権益確保に必要な海洋情報の管理のため、海洋情報部が収集した膨大なデータを適正な環境下で一元的に管理する独立したシステムを運用する。
海洋権益の確保に必要な情報の解析、処理等が可能となるシステムの整備を行う。

投資内容
（１）海洋権益確保のための海洋基盤情報管理装置の改修
（２）システム運用経費の削減
（３）業務処理時間の削減
投資効果
（１）過去の各国間における境界画定交渉で議論されてきた情報内容等、海洋権益確保に必要な情報を迅速に提示できるようにする。
（２）新規機能を搭載するため、通常であればシステム全体での運用経費について、増額が見込まれるが、運用の効率化も促進するように機能を調整し、運用経費が従来通りの借料・保守費用の枠内に収められるようにする。
（３）海洋権益確保に関する行政事務の効率化を図る。

投資開始年度 平成２７年度 投資終了年度 平成２８年度

合計 297,000

国土交通省 海洋基盤情報管理装置 一般会計 297,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

国土交通省 海上保安庁海洋情報部海洋情報課 新規/継続 新規

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

15-11 海洋基盤情報管理装置の機能改修
総投資額
（千円）

360,920 平成27年度投資額
（千円）

297,000
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

16,200 16,200

167,400 167,400

63,920 63,920

21,600 21,600

64,800 64,800

0

27,000 27,000

0

0

0

0

0 0 0 0 297,000 63,920 0 0 0 0 0 0 360,920

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円/年 平成２６年度 平成２８年度 平成２８年度

時間/年 平成２６年度 平成２８年度 平成２８年度

時間/年 平成２６年度 平成２８年度 平成２８年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務の遂行に要する関係職員全員の年
間合計業務処理時間

従来から行っている、担当職員30名が行っている海洋情報部が保有す
る海洋権益に関する情報の管理作業のうち、人的に行っていた作業に
ついて、システムで行うようにする。削減した業務量分については、新た
な取組みである境界画定交渉に必要な業務や情報整備に割り振る。

31,320 15,660

業務処理時間
将来発生する業務の遂行に要する関係
職員の年間合計業務処理時間

将来、我が国の海洋権益確保に必要な情報を迅速に提示する業務に、
新たに専従が必要な資料の収集、整理、作成等の人員の投入量を最小
限に抑制する。

7,564 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

新規機能を搭載するため、通常であればシステム全体での５年間の運
用経費について増額が見込まれるが、ハードディスクの容量、メモリー
等のシステム関係のスペックを抑え、運用経費が従来通りの借料・保守
費用の枠内に収められるようにする。

37 37

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A013526 0

A016806 14,486 1,207 7,244 7,244 7,244 6,043 43,468

A014181 966 966

A014192 0

0

0

0 0 0 14,486 2,173 7,244 7,244 7,244 6,043 0 0 0 44,434合計

環境省ネットワークシステム

次世代型生物多様性情報システム（仮称）

インターネット自然研究所

生物多様性情報システム

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「世界最先端IT国家創造宣言 工程表」（平成25年6月14日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）において、国・地方を通じた行政情報システムの改革に関する目標のひとつとして「重複する情報システムの統廃合や必要性の乏しい情
報システムの見直しを進めるとともに、政府共通PFへの移行を加速する」とある。
環境省では、情報システム統合環境を整備し、「生物多様性情報システム」及び「インターネット自然研究所」の２つのシステムを「次世代型生物多様性情報システム（仮称）」として統合し、システム数の削減を図るとともに、システム運用等経費
の削減を図る。

システム統合の対象である「生物多様性情報システム」では、自然環境保全基礎調査の成果をはじめとする生物多様性情報の収集・管理・提供を行っており、また、「インターネット自然研究所」では、全国各地の様々な自然情報を幅広く提供
し、自然環境学習の教材としても利用できる情報を提供している。生物多様性情報の収集・管理・提供については、環境省内において「生物多様性情報システム」に集約することとなっており、また関係省庁や地方公共団体、大学、NPO・市民等
とのデータ共有についても検討を始めたところである。今回のシステム統合により整備する「次世代型生物多様性情報システム（仮称）」にて、生物多様性情報、自然情報の集約、一元管理、及び情報の利活用を促進する。

世界最先端IT国家創造宣言工程表の実施スケジュール（3.（2）国・地方を通じた行政情報システムの改革）に基づき、「生物多様性情報システム」及び「インターネット自然研究所」を統合し、次世代型生物多様性情報システム（仮）を構築するこ
とにより、システム数を削減し、コストの最適化と調達にかかる業務処理時間の削減を図る。また、構築する際は仕様書に環境省情報セキュリティポリシーを遵守するよう明記し、内閣官房情報セキュリティセンターが公開している「情報システム
に係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュアル」に則って仕様を作成し、セキュリティ対策強化を図る。
また、インターネット自然研究所ライブカメラについて、セキュリティ強化の観点から、中継サーバを整備し運用する。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成31年度

合計 2,173

環境省 地球規模生物多様性情報システム整備推進費 一般会計 2,173

平成27年度政府情報システム投資計画書

環境省 自然環境局生物多様性センター 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-01 情報システム統廃合の推進
総投資額
（千円）

44,434 平成27年度投資額
（千円）

2,173
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

14,486 14,486

1,388 2,533 2,533 2,533 2,110 11,097

0

146 880 880 880 736 3,522

453 2,724 2,724 2,724 2,273 10,898

86 510 510 510 427 2,043

0

100 597 597 597 497 2,388

0

0

0

0 0 0 14,486 2,173 7,244 7,244 7,244 6,043 0 0 0 44,434

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成24年度 平成27年度 平成28年度

時間 平成24年度 平成27年度 平成28年度

台 平成24年度 平成27年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成26年度 平成27年度 平成27年度

効果指標 取組の概要 現状 目標

セキュリティの強化
セキュリティ上課題となっている環境省データセンターのファイア
ウォールの設定について、ライブカメラと現行サーバの間に中継
サーバを整備することによって、課題点の解決を図る。

ライブカメラと現行サーバの通信には携帯電話を使用しているため、IP
アドレスが動的となっている。そのため現行サーバが設置してある環境
省データセンターのファイアウォールはすべてのIPを透過させる設定にし
ているので、セキュリティ上課題となっている。

環境省データセンターのファイアウォール
について、中継サーバを整備することに
よって透過させるIPアドレスをひとつに固定
し、セキュリティの強化につなげる。

システム統合数 運用管理しているシステムの合計台数 システムの統合によりシステム数を削減する 2 1

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

「生物多様性情報システム」及び「インターネット自然研究所」の2つのシ
ステムを、システム統合環境上で統合することによって、サーバリース経
費及び運用経費等を削減する。

93 81

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

「生物多様性情報システム」及び「インターネット自然研究所」の2つのシ
ステムを平成27年度に統合することによって、それまではそれぞれのシ
ステム調達に要していた業務時間を削減する。

1,278 1,035

合計

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

⑦　廃棄経費

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

①　調査研究等経費

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A014480 352,011 975,558 249,792 549,408 214,920 2,341,689

0

0

0

0

352,011 975,558 249,792 549,408 214,920 0 0 0 0 0 0 0 2,341,689

人事・給与情報システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

防衛省においては、「人事・給与等業務・システム最適化計画」（平成16年２月27日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づき、自衛官の人事管理の特殊性を考慮して必要な機能の追加・修正を行ったうえで防衛省独自に本シス
テムを構築することとしている。

人事（採用、昇任、退職等）、給与（月次給与計算、諸手当、年末調整等）、共済・宿舎管理（組合員管理、財形、宿舎等）に関わる業務処理を行う。

防衛省として一元化された人事・給与等業務を実現するとともに、人事業務と給与等業務との統合化による業務の効率化及び合理化を進め、給与支払いの「センター支出官による集中型」へ移行し、既存の汎用機を用いたレガシーシステムを
オープン化システムに刷新する。

投資開始年度 平成２１年度 投資終了年度 平成27年度

合計 214,920

防衛省 人事・給与情報システムプロジェクト管理支援役務（その５） 一般会計 214,920

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 運用企画局情報通信・研究課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

09-01 人事・給与情報システムの統廃合
総投資額
（千円）

2,341,689 平成27年度投資額
（千円）

214,920

287



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

214,137 214,137

794,850 336,000 1,130,850

0

0

0

0

0

137,874 180,708 249,792 213,408 214,920 996,702

0

0

0

0

352,011 975,558 249,792 549,408 214,920 0 0 0 0 0 0 0 2,341,689

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 ― ― ―

時間 ― ― ―

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本効果指標は、「人事・給与等業務・システム最適化計画」における効
果指標に内包されているため、基準値及び目標値等の記載は割愛す
る。
なお、「人事・給与等関係業務・システム最適化計画」については、平成
26年度末に策定された「人事給与業務効率化に向けた改善計画」を踏
まえ、27年中に改定が見込まれている。したがって、本効果指標につい
ては、28年度投資計画において改定後の最適化計画の内容と整合を取
るものとする。

― ―

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本効果指標は、「人事・給与等業務・システム最適化計画」における効
果指標に内包されているため、基準値及び目標値等の記載は割愛す
る。
なお、「人事・給与等関係業務・システム最適化計画」については、平成
26年度末に策定された「人事給与業務効率化に向けた改善計画」を踏
まえ、27年中に改定が見込まれている。したがって、本効果指標につい
ては、28年度投資計画において改定後の最適化計画の内容と整合を取
るものとする。

― ―

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A015768 0 75,000 120,000 900,630 66,744 1,162,374

A014882 0 1,534 1,534

A015045 0 12,189 12,189

A014963 2,755 2,755

0

0 75,000 120,000 903,385 80,467 0 0 0 0 0 0 0 1,178,852

経理システム

海幕経理システム

部隊経理システム

原価計算システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

会計法に基づき海上自衛隊の予算会計業務を適正かつ効率的に実施するとともに、「海上自衛隊の予算会計業務・システム最適化計画」（平成24年11月９日防衛省情報化推進委員会決定）に基づき、現行の予算会計関連３システム（「海幕経
理システム」、「部隊経理システム」及び「原価計算システム」）を「経理システム」として統合する。

次に示す海上自衛隊の予算会計に関する一連の業務を処理する。
予算編成、予算執行計画の作成、各部隊に対する予算の配布、予算の差し引き等の管理、調達要求データの管理、予定価格の作成、単価契約の入札支援、入札データの管理、契約原簿の作成、支払い決議書の作成、国庫金振込明細表の
作成、出納計算書の作成、決算額表の作成、予算執行及び契約情報等の集計・分析

投資内容
現行の予算会計関連３システム（「海幕経理システム」、「部隊経理システム」及び「原価計算システム」）を「経理システム」として統合する。

実施スケジュール
(1)　平成24年８月：海上自衛隊の予算会計業務システム見直し方針策定
(2)　平成24年11月：海上自衛隊の予算会計業務システム最適化計画策定
(3)　平成25年３月：経理システム要件定義策定
(4)　平成25年８月：経理システム用ソフトウェアの設計・開発開始
(5)　平成27年３月：経理システム運用開始
(6)　平成27年３月：原価計算システム撤去
(7)　平成27年６月：部隊経理システム撤去
(8)　平成27年７月：海幕経理システム撤去

見込まれる効果
アプリケーション及びデータベースを一元化するとともに、サーバ等を集約し、業務の効率化及びシステム関連経費の低減を図る。

投資開始年度 平成23年度 投資終了年度 平成27年度

合計 80,467

防衛省 部隊経理システムの維持運用（部隊経理システム） 一般会計 12,189

防衛省 予算会計システム最適化（経理システム） 一般会計 66,744

防衛省 海幕経理システムの維持運用（海幕経理システム） 一般会計 1,534

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 海上幕僚監部総務部経理課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

11-01 経理システムの整備
総投資額
（千円）

1,178,852 平成27年度投資額
（千円）

80,467
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

75,000 120,000 195,000

235,200 235,200

235,200 235,200

41,880 41,880

235,200 235,200

66,744 66,744

2,755 13,723 16,478

153,150 153,150

0

0

0

0

0 75,000 120,000 903,385 80,467 0 0 0 0 0 0 0 1,178,852

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成22年度 平成27年度 平成29年度

時間 平成22年度 平成27年度 平成29年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

・入札・契約業務における品目明細の電子化
・国庫金振込明細票出力の自動化
・予算会計業務に関する集計・分析機能の強化

79,630 52,690

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

現状33拠点に設置しているサーバを２拠点に集約し、システム運用等経
費の削減を図る。

472 269

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A015012 0 474,562 181,410 655,972

A015001 3,447 0 3,447

A014826 0 0 0

0

0

0 0 0 478,009 181,410 0 0 0 0 0 0 0 659,419

人事システム

就職援護システム

ICカード身分証明書発行管理システム（補任課服務
室）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

 海上自衛隊の人事計画の策定、人事業務の運用及び管理分析に必要な情報を提供し、人事全般にわたる業務を支援することを目的とし、平成10年に運用を開始した。
世界最先端IT国家創造宣言（平成25年６月14日閣議決定）の「国・地方を通じた行政情報システムの改革」を踏まえ、情報システムの統廃合を行うものである。

１　人事システム
　(1)　採用・要員・昇任・補職の計画、定員要求や給与見積もり等の作業全般に関する「人事計画」
　(2)　募集・昇任・昇給・補職の選考等、補職や予備自衛官に関する作業全般に関する「選考」
　(3)　服務・特技の認定・勤務評定・保全・心理適性検査・個人情報等に代表される、情報の更新を主とする「日々業務」
　(4)　各種統計業務・名簿の作成等、基準日における各種「統計業務」、他システム（後方・就職援護・健康管理等）に対する連接支援等の作業を主とする「統計業務」

２　就職援護システム
　(1)　退職予定者及び退職者の管理機能
　(2)　企業情報、求人情報管理機能
　(3)　教育訓練管理機能

３　海上自衛隊ICｶｰﾄﾞ身分証明証発行管理システム
　(1)　ＩＣカード型身分証明書の発行機能
　(2)　身分証明書データの管理機能

１　投資内容
　(1)　基本ソフトウェア変更に伴う非互換対応（人事システム及び就職援護システム）及び今後の防衛省人事・給与情報システム移行を前提としたＷＥＢ化（人事システム及び就職援護システム）
　(2)　現行システムのレンタル期間終了に伴うハードウェア等機器換装（人事システム、就職援護システム、海上自衛隊ICｶｰﾄﾞ身分証明証発行管理システム）

２　見込まれる効果
　(1)　３つのｼｽﾃﾑを統合することによる運用経費の節減
　(2)　隊員基本情報等データの共有による業務処理時間の削減

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成27年度

合計 181,410

防衛省 人事システム用機器更改付帯作業（人事ｼｽﾃﾑ） 一般会計 181,410

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 海上幕僚監部人事教育部人事計画課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-02 人事システムの換装及び統廃合
総投資額
（千円）

659,419 平成27年度投資額
（千円）

181,410

291



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

392,700 392,700

76,162 76,162

0

181,410 181,410

9,147 9,147

0

0

0

0

0

0 0 0 478,009 181,410 0 0 0 0 0 0 0 659,419

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

千円 平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

時間 平成24年度 平成26年度 平成27年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

ICカード身分証明書発行管理システムの統合により、隊員基本情報をそ
れまでの手入力から、人事システムの隊員基本情報を得ることによる業
務処理時間の削減

606 0

内訳 業務運用経費等 203,232 190,415

ハードウェア保守経費 4,630 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

人事ｼｽﾃﾑ、就職援護システム、ICカード身分証明書発行管理システム
の統合により運用経費の削減を実施

207,862 190,415

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A014789 211,121 475,102 686,223

0

0

0

0

0 0 0 211,121 0 475,102 0 0 0 0 0 0 686,223

海自情報通信基盤（業務支援系）

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定・閣議決定）に掲げられている「指揮統制・情報通信能力」の強化を踏まえ、情報保証を確保した高速通信網を整備し、各種情報システムが円滑に
情報共有を行うためのネットワークを構築する。

海上自衛隊の各種情報システムが、共通に加入・連接可能なネットワークを提供するとともに、加入システムへの共通機能及びサービスを提供する。

投資内容
　海自情報通信基盤のネットワーク構成、機能及びサービスに関する設計（サーバの仮想化を含む。）を行う。

実施スケジュール
(1)　平成25年度～平成26年度：基本設計
(2)　平成27年度～平成28年度：詳細設計

見込まれる効果等
　仮想化技術を用い、サーバ数を削減することにより、運用経費の削減が見込まれる。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成28年度

合計 0

防衛省 海上自衛隊情報通信基盤（業務支援系）の維持管理 一般会計 0

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 海上幕僚監部指揮通信情報部指揮通信課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-03 海自情報通信基盤の設計
総投資額
（千円）

686,223 平成27年度投資額
（千円）

0
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

211,121 475,102 686,223

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 211,121 0 475,102 0 0 0 0 0 0 686,223

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成28年度 平成29年度

時間 － － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本計画は業務処理時間の削減を目的としていない。 － －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費 システムの運用等経費の合計額（年間）
91拠点のネットワーク拠点のうち、サービス・サーバ群を配置する主要
15拠点を12拠点に集約することで、システム運用等経費の削減を図る。

1,329 1,182

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A015148 36,750 2,060,995 2,305,548 4,403,293

0

0

0

0

0 0 36,750 0 0 2,060,995 2,305,548 0 0 0 0 0 4,403,293

事務共通システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定・閣議決定）に掲げられている「統合機動防衛力の構築」及び「指揮統制・情報通信能力」の強化を踏まえ、任務遂行の基盤となる後方支援活動を
行うため、航空自衛隊の後方の中枢システムである「事務共通システム」の維持・運用を行う。

航空自衛隊の部隊等における業務計画、補給、輸送、編成、会計、教育訓練、衛生、援護、施設、警務、安全、監理、整備、厚生、補任、総務、人事計画、情報保全、装備計画、調達及び服務の広範多岐にわたる後方業務及び基地等における
各種管理業務を「事務共通システム」を通じて処理する。

投資内容
平成29年度更改に向けて、27年度（３国）にてプログラムの適合化、補給データベースの集約等、３術校補給教育用電算機の吸収統合及び情報セキュリティの強化による機能向上を図る。

見込まれる効果
(1)　補給データベースの集約及び３術校補給教育用電算機の吸収統合により、運用等経費の削減を図る。
(2)　プログラムの適合化により、業務処理の中断を防止することができる。
(3)　補給データベースの集約等により、迅速なデータ取得が可能となる。
(4)　情報セキュリティの強化により、新たな脅威に対するセキュリティ対策を強化することが可能となる。

投資開始年度 平成25年度 投資終了年度 平成29年度

合計 0

防衛省 防衛省事務の情報化（事務共通システム） 一般会計 0

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 航空幕僚監部防衛部情報通信課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

13-04 事務共通システムの整備
総投資額
（千円）

4,403,293 平成27年度投資額
（千円）

0

295



②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

36,750 36,750

230,819 230,819

1,623,895 2,196,804 3,820,699

0

206,281 108,744 315,025

0

0

0

0

0

0

0

0 0 36,750 0 0 2,060,995 2,305,548 0 0 0 0 0 4,403,293

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成30年度

時間 平成25年度 平成29年度 平成30年度

時間 平成25年度 平成29年度 平成30年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

システム換装に併せて機能改修を実施することにより、業務の効率化を
図り、業務処理時間の短縮を図る。

51,365 0

バッチ処理時間
夜間等に実施するバッチ処理に要する
平均的な時間

 データベース及び言語を統一し、利用者が直接データを集計することを
可能とすることで、バッチ処理に係る業務処理時間の削減を図る。 11,419 0

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

補給データベースの集約及び３術校補給教育用電算機の吸収統合 に
より、借料の削減を図る。 3,642 2,848

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016758 57,600 247,919 1,255,555 3,220,000 4,781,074

B006987 49,906 650,000 699,906

A014608 833,907 833,907

A014686 33,684 33,684

A014594 1,510 1,510

0 0 0 59,110 297,825 1,939,239 4,053,907 0 0 0 0 0 6,350,081

陸自業務システム（仮称）

業務用電子計算機

陸自補給管理システム

援護情報ネットワークシステム

ICカード身分証管理システム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定・閣議決定）に掲げられている「統合機動防衛力の構築」及び「指揮統制・情報通信能力」の強化を踏まえ、後方系業務等の情報共有態勢の効率
化・合理化を図る。

プライベートクラウド型の統合基盤である陸自業務システム（仮称）を通じ、統合する情報システムに対し、次の機能、業務等を提供する。
１　仮想マシンサービス
　　仮想化技術等や高性能のハードウェアを用い、統合する情報システムに対し、ハードウェア、ネットワーク等の共通資源を提供する。
２　共通基盤サービス
　　共通業務サービスとして、文書管理、情報共有等の機能を、共通管理サービスとして、セキュリティ管理、稼働管理等の機能を、それぞれ提供する。
３　共通端末サービス
　　情報システムの端末や、端末の管理（例：アカウント管理、セキュリティ管理）機能等を提供する。
４　共通運用サービス
　　情報システムで共通化可能なシステム運用業務（例：バックアップ運用、システム監視業務）機能等及び情報システムの利用者に対する共通的サービス（例：端末のアカウント管理、端末障害対応）のサポート業務（ヘルプデスク等）を
　提供する。

１　投資内容
　　陸上自衛隊の後方系業務等を担う情報システムの整理・統合を図るため、「陸自業務システム（仮称）」の新規整備を行う。
　　この投資の対象情報システムは、「援護情報ネットワークシステム」、「陸自補給管理システム」、「業務用電子計算機（形態管理機器）」、「業務用電子計算機」、「補給管理システム教育用教材」、「ＩＣカード身分証管理システム」及び
　今後の検討・計画の中で、陸自業務システム（仮称）を利用することにより、投資対効果が見込める情報システムを予定している。
　　また、全国150駐屯地等に設置されている導入背景の異なる端末（業務用文書等の作成を目的としたスタンドアロン端末や情報システムごとに整備している専用端末等）の整理・統合を図り、端末資産管理の強化及びオンライン化による
　情報システムの高度化を目指す。

２　実施スケジュール
 (1)　平成25年度～平成27年度下半期：検討・計画、統合・集約化設計
 (2)　平成27年度下半期～平成28年度末：一次収容システム（援護情報ネットワークシステム、業務用電子計算機（形態管理機器）、業務用電子計算機、補給管理システム教育用教材）の設計開発、
　　システム運用開始
 (3)　平成28年度下半期～平成29年度末：二次収容システム（陸自補給管理システム、ＩＣカード身分証管理システム、今後の検討等で統合可能な情報システム）の設計開発、システム運用開始

３　見込まれる効果
　　ハードウェア、ミドルウェア等のシステム資源の共有化によるシステム運用等経費（ハードウェア、ソフトウェアの借料等）の削減が見込まれる。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成29年度

合計 297,825

防衛省 補給管理システム用ソフトウェアの整備 一般会計 0

防衛省 援護情報ネットワークシステムソフトウェアの維持・改修 一般会計 0

防衛省 業務用電算機の整備(ハードウェアの整備) 一般会計 49,906

防衛省 陸自業務システム(仮称)の開発 一般会計 0

防衛省 陸自業務システム(仮称)の設計 一般会計 136,919

防衛省 陸自業務システムに係わるシステムの整理・統合等支援役務(その1) 一般会計 111,000

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 陸上幕僚監部防衛部情報通信・研究課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-01 陸自業務システム（仮称）の整備
総投資額
（千円）

6,350,081 平成27年度投資額
（千円）

297,825
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

136,919 351,006 91,210 579,135

67,062 159,188 226,250

490,000 650,000 1,140,000

55,845 155,802 211,647

13,326 27,707 41,033

201,000 700,000 901,000

57,600 111,000 111,000 279,600

0

1,510 49,906 650,000 2,270,000 2,971,416

0

0

0 0 0 59,110 297,825 1,939,239 4,053,907 0 0 0 0 0 6,350,081

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成25年度 平成29年度 平成33年度

時間 － － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成25年度 平成29年度 平成33年度業務の滞留時間の削減

現在、業務にスタンドアロン端末や専用端末を用いているシステム
を、「陸自業務システム（仮称）」に収容し、WEB型情報システムに変
更することで、接続性を共通化し、端末の不足を原因とした業務の
滞留時間を削減する。

システムの端末不足を原因とした業務の滞留時間が発生している。
業務の滞留時間を削減し、業務の効率化
を図る。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

設計が完了する平成27年度までに検討する。 － －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額（年間）

プライベートクラウド型の統合基盤として陸自業務システム（仮称）を整
備し、後方系業務システム等を統合することで、ハードウェア・ミドルウェ
ア等のシステム資源の共有化を可能とし、システム運用等経費（ハード
ウェア、ソフトウェアの借料等）を削減する。

10,193 8,186

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A016769 196,289 196,289

0

0

0

0

0 0 0 0 196,289 0 0 0 0 0 0 0 196,289

ＬＣＣデータベースパイロットモデル

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定・閣議決定）に掲げられている「装備品の効率的な取得」を踏まえ、「装備品のライフサイクルを通じたプロジェクト管理」の強化を図る。

ＬＣＣ算定の精緻化及びＬＣＣ管理の強化のために、次の機能等を持ったパイロットモデルを構築する。
１ 事業を作業ごとに階層構造で分割・細分化したＷＢＳ（Work Breakdown Structure）単位でのコスト情報を収集・蓄積し、分析するデータベース機能
２ ＥＶＭ（米国国防省で用いられている管理方式）によるプロジェクト管理機能（WBSベースでコスト、スケジュール等のプロジェクト管理を行う。）
３ 企業側資料（システムやプロジェクト管理機能の情報）の読込機能

投資内容
　ＬＣＣ算定の精緻化のため、詳細な実績コストデータを収集するためのパイロットモデルを構築する。

見込まれる効果
 (1) ＷＢＳを基本とした作業単位でコストをデータベース化することで、新規装備品等の見積りにおいて、類似した作業を基にしたコスト比較が可能となり、見積りの緻密性が向上する。
 (2) ＥＶＭを用いた管理手法を導入することで、作業単位での進捗状況を管理し、作業の遅れ等の課題に早期対応することにより、ＬＣＣ管理の強化を図る。

投資開始年度 平成26年度 投資終了年度 平成27年度

合計 196,289

防衛省 ライフサイクルコスト・データベースパイロットモデルの構築（LCCデータベース・パイロットモデル） 一般会計 196,289

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 装備施設本部原価管理課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-05 ＬＣＣデータベース・パイロットモデルの整備
総投資額
（千円）

196,289 平成27年度投資額
（千円）

196,289
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

36,395 36,395

0

139,320 139,320

3,078 3,078

0

0

0

0

0

10,206 10,206

0

7,290 7,290

0 0 0 0 196,289 0 0 0 0 0 0 0 196,289

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 － － －

時間 － － －

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

平成28年度 平成35年度 平成40年度業務の質的向上
ＷＢＳ単位でのコストデータベース化及びＥＶＭ管理に取り組み、ＬＣ
Ｃ算定の精緻化及びＬＣＣ管理の強化を図る。

類似品の実績に基づき、コスト算定等を行っている。

パイロットモデルにより、ＷＢＳを基にした
コスト算定手法及びＥＶＭを用いたプロジェ
クト管理手法の有効性を検証し、実際のプ
ロジェクトにおいて当該手法の導入を促進
させる。

効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

平成26年度末から関係職員の業務の洗い出し、見直し及び評価を踏ま
えて、本格稼働に向けて今後の実施体制などの効果を検討する。

－ －

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

平成26年度から要件定義等の作業に着手することとしており、当該作業
を踏まえ、システム運用等経費を算出する予定
（平成28年度概算要求にて、システム維持経費を要求予定である。金額
等については、要求額確定後に入力を予定）

－ －

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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１．基本情報

府省名
担当

部局課名

投資事項
番号

投資
事項名

番号制度 府省共通 政府共通ＰＦ 統廃合 その他

○

２．政策及び業務・機能概要

政策概要

業務・機能
概要

３．投資内容

投資内容

４．投資額推移

①．情報システムごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

A014804 35,377 35,377

A014952 9,103 9,103

A014789 225,556 193,858 419,414

B007036 45,840 45,840

0

0 0 0 0 270,036 239,698 0 0 0 0 0 0 509,734

ＡＥＣシステム

健康管理データ処理装置

海上自衛隊情報通信基盤（業務支援系）

海上自衛隊一般事務用スタンドアロン型情報システ
ム

合計

情報
システムID

情報システム名

投資額

合計

実績 概算見込

「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定・閣議決定）に掲げられている「装備品の効率的な取得」を踏まえ、費用対効果の向上を図るため、これまで情報システムごとに整備していた汎用
電子計算機（以下「端末」という。）を一括調達し、計画的に整備する。

端末は、各情報システムの一部として運用するために必要な機器であり、部隊間の情報共有を行う。

投資内容
各情報システムで使用する端末を一括調達し、効率的に整備する。導入から６年以上が経過し、老朽化している端末を対象に、平成27年度から更新を行う。

見込まれる効果
端末を一括調達することで、スケールメリットを活かし、経費の削減を図る。

投資開始年度 平成27年度 投資終了年度 平成28年度

合計 270,036

防衛省 海上自衛隊情報通信基盤（業務支援系）の維持管理（海上自衛隊情報通信基盤（業務支援系）） 一般会計 225,556

防衛省
海上自衛隊一般事務用スタンドアロン型情報システムの維持・整備（海上自衛隊一般事務用スタン
ドアロン型情報システム）

一般会計 0

防衛省 ＡＥＣシステムの維持管理（ＡＥＣシステム） 一般会計 35,377

防衛省 健康管理データ処理装置 一般会計 9,103

平成27年度政府情報システム投資計画書

防衛省 海上幕僚監部指揮通信情報部指揮通信課 新規/継続 継続

種別

（構成予算事項）

府省名 予算事項名 会計区分 平成27年度投資額（千円）

14-06 汎用電子計算機の整備（平成27年度一括調達）
総投資額
（千円）

509,734
平成27年度投資額

（千円）
270,036
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②．投資内訳ごとの推移
単位：千円

23年度以前 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度以降

実績見込 予算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

270,036 239,698 509,734

0

0

0 0 0 0 270,036 239,698 0 0 0 0 0 0 509,734

５．効果指標

＜定量的指標＞

単位 基準年度 効果発現
開始時期

達成年度

百万円 平成26年度 平成27年度 平成28年度

時間 - - -

百万円 平成26年度 平成27年度 平成28年度

＜定性的指標＞

基準年度 効果発現
開始時期

達成年度効果指標 取組の概要 現状 目標

業務処理時間
業務改善の対象となる業務の遂行に要
する関係職員全員の年間合計業務処
理時間

本計画は業務処理時間の削減を目的としたものではない。 - -

ハードウェア買取経費
関係情報システムの汎用電子計算機購
入経費の合計額

情報システムごとに調達していた端末を一括で調達することにより経費
の削減を図る。

614 284

効果指標 指標の説明 取組の概要 基準値 目標値

システム運用等経費
関係情報システムの運用等経費の合計
額

本計画は整備経費の削減を目的としたものであり、運用等経費の削減
効果は生じない。

1,741,618 1,741,618

⑧　プロジェクト管理支援経費

⑨　施設設備等経費

⑩　ハードウェア買取経費

⑪　ソフトウェア買取経費

⑫　その他整備経費

合計

②　設計経費

③　開発経費

④　据付調整経費

⑤　テスト経費

⑥　移行経費

⑦　廃棄経費

投資内容

投資額

合計

実績 概算見込

①　調査研究等経費
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